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はじめに 
国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）で採択されたパリ協定や

平成 27 年７月に我が国が国連に提出した「日本の約束草案」を踏まえ、政府は、

「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号。以下「温対

法」という。）に基づき、我が国の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進す

るための計画である「地球温暖化対策計画」を平成 28 年５月 13 日に閣議決定

した。同計画は、我が国における 2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度

比で 26％削減するとの中期目標の達成に向けて、各主体が取り組むべき対策や

国の施策を明らかにしている。また、同目標達成への道筋を付けるとともに、長

期的目標として 2050 年までに 80％の温室効果ガスの排出削減を目指すことを

位置付けており、我が国が今後の地球温暖化対策を進めていく上での礎となる

ものである。 

併せて、2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 26％削減するとの

国の方針に基づき、地球温暖化の現状や対策への理解と気運を高め、国民一人一

人の自発的な行動を促進するために、温対法が一部改正され、平成 28 年５月 27

日に公布・施行された。 

 「地方公共団体実行計画」（通称「事務事業編」及び通称「区域施策編」の二

つから構成）は、温対法第 21 条に基づき、都道府県及び市町村に対し、地域に

おける地球温暖化対策の推進のために策定が求められている。また、特別区、一

部事務組合及び広域連合にも、地方自治法により温対法第 21 条が適用又は準用

されている。 

地方公共団体実行計画（事務事業編）は、温対法第 21 条第１項に基づき、都

道府県及び市町村が、「地球温暖化対策計画」に即して、当該都道府県及び市町

村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保

全及び強化のための措置に関する計画である。これは、全ての都道府県、市町村、

特別区、一部事務組合及び広域連合に策定が義務付けられている。 

地方公共団体実行計画（区域施策編）は、温対法第 21 条第３項に基づき、都

道府県、指定都市及び中核市（施行時特例市を含む。）が、「地球温暖化対策計画」

に即して、その区域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の抑制等

を行うための施策に関する事項を定める計画である。全ての都道府県、指定都市

及び中核市（施行時特例市を含む。）に策定が義務付けられている。また、その

他の市町村についても、策定・実施に努めることが期待されている。 

このため、環境省では、「地方公共団体実行計画（事務事業編）」、「地方公共団

体実行計画（区域施策編）」の策定状況等を毎年度調査しており、今般、平成 28

年 10 月１日現在の調査結果を取りまとめた。  
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第１章 調査の概要 

１． 調査の目的 
本調査は、地方公共団体における地方公共団体実行計画の策定及び計画内容

の高度化等の促進を図るため、温対法の施行状況を調べるものである。具体的に

は、地方公共団体実行計画の策定状況、計画策定上の課題、計画の推進体制、地

球温暖化対策・施策の実施状況等を調査・分析し、その結果を地方公共団体等に

活用可能な形で提供することを目的としている。 

 

２． 調査の方法 
 地方公共団体実行計画の策定状況等を調査する方法として、アンケート形式

による調査を行った。 

また、調査対象団体の負担軽減や調査票の回収を円滑に行うことを目的とし

て、ウェブサイトでの調査方法を採用した。調査は、①事前登録と②施行状況調

査の２段階で行った1（図１）。ウェブサイトによる回答ができない団体について

は、電子メール又は郵送により調査票を回収した。 

調査の実施期間、調査票の配布・回収方法は以下のとおり。 

 実施期間 

①事前登録  ：平成 28 年 10 月 17 日から 10 月 28 日まで 

②施行状況調査：平成 28 年 11 月１日から 11 月 25 日まで 

 配布方法 

環境省地方環境事務所を通して、地方公共団体へ依頼文・ID リスト等を

配布（市区町村（特別区含む。）及び地方公共団体の組合（一部事務組合及

び広域連合）へは都道府県経由） 

 回収方法 

ウェブサイト、電子メール又は郵送により回収 

 

 

  

                                              
1 平成 28 年度施行状況調査では、情報セキュリティ確保のため、ウェブサイトでの調査を事前登録と施

行状況調査の２段階に分けて実施している。調査対象団体の地球温暖化対策の担当部署・担当者は平成

27 年度施行状況調査時点から変更される可能性があるため、当該年度における各調査対象団体の担当部

署・担当者の連絡先（電子メールアドレス等）を事前登録で確認した上で、施行状況調査にアクセス可能

なパスワードを事前登録アドレスに対して送信している。 
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図 1 調査フロー 

 

注）調査依頼時に配布した「別紙１『事前登録の実施について』」に掲載の図を一部編集して掲載。 

 

３． 調査対象 
 都道府県及び市町村（特別区含む。）1,788 団体及び地方公共団体の組合（一

部事務組合及び広域連合）1,607 団体の合計 3,395 団体を調査の対象とした。都

道府県及び市町村（特別区含む。）の対象団体数の内訳は、表１のとおり。 

 地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）の対象数は、「平成 27 年

度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律に係る施行状況調

査」（以下「平成 27 年度施行状況調査」という。）の 1,300 団体から 307 団体増

加しているが、これはリスト作成方法の違いによるものである。 

平成 28 年度における「地球温暖化対策の推進に関する法律」の施行状況の調

査（以下「平成 28 年度施行状況調査」という。）は全国地方公共団体コード（総

務省）の一部事務組合等コード表（平成 28 年４月 13 日現在）を基にしてリス

トを作成した。 

 

  

 

平成 28 年

10 月 17 日 

平成 28 年

11 月１日 

平成 28 年

11 月１日 

～ 

11 月 25 日 
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表 1 都道府県及び市町村（特別区含む。）の団体区分ごと対象団体数一覧 

 

４． 調査内容 
 以下の５項目に関する設問を設定し、都道府県及び市町村（特別区含む。）に

ついては次の①～⑤の５項目、地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）

については次の①、②及び⑤の３項目について調査を行った。 

① 温対法に基づく地方公共団体実行計画の策定状況 

② 事務事業における地球温暖化対策に関する事項 

③ 区域施策における地球温暖化対策に関する事項 

④ その他の地球温暖化対策に関する事項 

⑤ 意見・要望 

 

５． 回答状況 
① 事前登録では、調査対象 3,395 団体のうち、3,393 団体から回答を得た。

不回答の２団体は、鳥取中部地震（平成 28 年 10 月 21 日発生）の影響に

より災害救助法の適用を受けた地域である点に配慮し、回答が得られなか

った場合に督促の対象外とした団体（対象外とした団体は全６団体2）であ

る。 

② 施行状況調査では、調査対象 3,395 団体のうち、3,379 団体から回答を得

た。不回答団体は 16 団体で、不回答団体の内訳は、市町村が７団体（その

うち２団体は督促対象外団体）、地方公共団体の組合（一部事務組合及び広

域連合）が９団体である。 

 

  

                                              
2 倉吉市、三朝町、湯梨浜町、北栄町、鳥取中部ふるさと広域連合（北栄町）、鳥取県後期高齢者医療広域

連合（湯梨浜町）。下線は事前登録及び施行状況調査の未回答団体を示す。 

団体区分 対象団体数 

都道府県 47 

指定都市 20 

中核市 47 

施行時特例市 37 

施行時特例市未満の市区町村 1,637 

合計 1,788 
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６． 分析結果についての留意点 
 本調査結果の図表は、回答数又は団体数の構成比及び割合（百分率）で表す

こととした。 

 構成比及び割合は、少数点第２位以下を四捨五入し、小数点第１位までの値

で表記しているため、全ての値の合計が 100％にならないことがある。 

 人口規模については、平成 28 年住民基本台帳（総務省統計局）の平成 28 年

１月１日時点の人口を参照した。 

参考：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei02_02000122.html 

 都道府県及び市町村（特別区含む。）の排出特性ごとの分析に際しては、環

境省「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定支援サイト」の按分法に

よる部門別 CO２排出量の現況推計の 2013 年度排出量（全項目一覧・家庭部

門・業務その他部門）を参照した。 

参考：http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/tools/suikei.html 

 区域内排出量の総量、家庭部門、業務その他部門は、平成 28 年度施行状況

調査の回答データではなく、環境省「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

策定支援サイト」の按分法による部門別 CO２排出量の現況推計の 2013 年度

排出量（全項目一覧）を使用した。 

 なお、同推計については、基礎とした各種の統計や推計手法の見直しにより、

近く再推計が予定されている。 
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第２章 施行状況調査結果の概要 

１． 地方公共団体実行計画の策定状況 

（１）地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定状況 

１）団体区分別の策定状況 

 平成 28 年度施行状況調査における地方公共団体実行計画（事務事業編）の策

定状況は、都道府県及び市町村（特別区含む。）1,788 団体のうち、1,475 団体

（82.5％）が策定済みであり、平成 27 年度施行状況調査において同計画を策定

済みの 1,474 団体（82.4％）に比べ、１団体（0.1 ポイント）増加した。そのう

ち、都道府県及び施行時特例市以上の市の策定率は 100.0％、施行時特例市未満

の市町村（特別区含む。）の策定率は 80.9％で、人口が少ないほど策定率が低い

傾向であった（図２）。 

地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）1,607 団体のうち、433 団

体（26.9％）が策定済みであり、平成 27 年度施行状況調査において同計画を策

定済みの 373 団体（28.7％）に比べ、60 団体増加した（対象団体数が平成 27 年

度施行状況調査から 307 団体増加したため、策定率としては 1.8 ポイント減少

した。）。地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）のうち、施設・設備

の保有有無別では「施設や設備を保有している」団体の策定率が 38.3％である

のに対し、「施設や設備を保有していない」団体では 19.5％であり、「施設や設

備を保有している」団体の方が 18.8 ポイント高かった（図３）。また、事務区分

別にみると、エネルギー使用量の多い「衛生事業（廃棄物処理、し尿処理）」と

「水道・下水道事業」の策定率は、それぞれ 35.8％と 40.0％であり、地方公共

団体の組合（一部事務組合及び広域連合）の平均策定率（26.9％）を上回る策定

率であった（図４）。  

これは、当該団体の多くが、温対法の「温室効果ガス排出量算定・報告・公表

制度」に基づく特定排出者や「エネルギー使用の合理化等に関する法律」（昭和

54 年６月 22 日法律第 49 号。以下「省エネ法」という。）に基づく特定事業者

としての報告義務が課せられていると想定され、エネルギー使用量や温室効果

ガス排出量の算定のための体制が整備されているなど、地方公共団体実行計画

（事務事業編）の策定や実施に必要な条件が整っているケースが多いためと考

えられる。 
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表 2 団体区分別の策定団体数と策定率（地方公共団体実行計画（事務事業編）） 

  
注）対象は、地方公共団体実行計画（事務事業編）を「策定済み」と回答した団体（計画期間を経過してい

る団体も含む。）。 

 

図 2 施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）の人口規模別の策定率（地方

公共団体実行計画（事務事業編）） 

 

 

  

既に計画期間を
経過しており、平
成28年10月１日
以降に改定する
予定がある

既に計画期間を
経過しているが、
平成28年10月１
日以降に改定す

る予定はない

現在、計画期間
中であり、平成28
年10月１日以降
に改定する予定

がある

現在、計画期間
中であり、平成28
年10月１日以降
に改定する予定

はない

過去に一度も策
定したことがない
が、平成28年10
月１日以降に策
定する予定があ

る

過去に一度も策
定したことがな
く、平成28年10
月１日以降も策
定する予定はな

い
3 0 29 15 0 0 47 47
3 0 11 6 0 0 20 20
1 0 34 12 0 0 47 47
4 0 23 10 0 0 37 37

11 0 97 43 0 0 151 151
100,000人～ 27 3 120 31 1 1 181 183
30,000人～99,999人 109 45 235 85 26 9 474 510
10,000人～29,999人 83 67 147 59 39 52 356 447
～9,999人 63 97 89 64 65 118 313 497
計 282 212 591 239 131 180 1,324 1,637

290 212 659 267 131 180 1,428 1,741
293 212 688 282 131 180 1,475 1,788
80 120 145 88 286 888 433 1,607

6.4% 0.0% 61.7% 31.9% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
15.0% 0.0% 55.0% 30.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
2.1% 0.0% 72.3% 25.5% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

10.8% 0.0% 62.2% 27.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
7.3% 0.0% 64.2% 28.5% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

100,000人～ 14.8% 1.6% 65.6% 16.9% 0.5% 0.5% 98.9% 100.0%
30,000人～99,999人 21.4% 8.8% 46.1% 16.7% 5.1% 1.8% 92.9% 100.0%
10,000人～29,999人 18.6% 15.0% 32.9% 13.2% 8.7% 11.6% 79.6% 100.0%
～9,999人 12.7% 19.5% 17.9% 12.9% 13.1% 23.7% 63.0% 100.0%
計 17.2% 13.0% 36.1% 14.6% 8.0% 11.0% 80.9% 100.0%

16.7% 12.2% 37.9% 15.3% 7.5% 10.3% 82.0% 100.0%
16.4% 11.9% 38.5% 15.8% 7.3% 10.1% 82.5% 100.0%
5.0% 7.5% 9.0% 5.5% 17.8% 55.3% 26.9% 100.0%

対象団体数

平成28年10月１日現在の実行計画（事務事業編）の策定・改定状況

人口規模
策定済

計

一部事務組合等
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上の市　計

施行時特例市未満の
市町村（特別区含
む。）

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上の市　計

施行時特例市未満の
市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

項目 区分

98.9%
92.9%

79.6%

63.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

100,000人～ 30,000人～99,999人 10,000人～29,999人 ～9,999人

n=181 n=313n=356n=474
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図 3 地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）の施設・設備保有の有

無別の策定率（事務事業編） 

  

注）施行状況調査 Q１-１（３）、Q１-４（１）、Q１-５（１）のいずれかで「施設や設備を保有していな

い」を選択した団体を「保有していない」とし、それ以外すべてを「保有している」とした。 

 

図 4 地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）の事務区分別の策定率

（事務事業編） 

 

 
注）事務区分は、総務省「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調（平成 26 年７月 1 日現在）」の「一

部事務組合の事務の種類別状況」（第 11 表）の事務区分をベースに、エネルギー消費の多い事務（衛生事

業、水道・下水道事業）と団体数の多い５区分（消防組合、病院・介護サービス事業、学校等教育施設、火

葬場・斎場、競輪・競馬・競艇）に分けた。その他は事業系と事務系に分けた。なお、各団体の事務区分は

団体名称から事務局が判断したため、一部実態と異なる可能性がある。 

  

38.3%

19.5%

26.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

施設や設備を保有している n=637

施設や設備を保有していない n=970

地方公共団体の組合全体 n=1,607

35.8%

40.0%

27.5%

29.9%

15.3%

22.7%

28.0%

6.5%

23.1%

26.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

衛生事業(廃棄物処理,し尿処理) n=405

水道・下水道事業 n=95

消防組合 n=160

病院・介護サービス事業 n=127

学校等教育施設 n=59

火葬場・斎場 n=44

競輪・競馬・競艇 n=25

その他事業系（その他事業及び施設管理系） n=107

その他事務系（事務処理が主体の団体） n=585

地方公共団体の組合全体 n=1607
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２）地域別の策定状況 

地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定率の都道府県及び市町村（特別区

含む。）における全国平均は、82.5％であり、都道府県別に見ると最高が静岡県、

京都府、山口県及び徳島県の 100.0％、最低が奈良県の 52.5％であった（図５）。 

地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）の策定率の全国平均は

26.9%であり、都道府県別にみると、最高が島根県の 81.3%、最低が山形県の

0.0%であった（図５）。 

環境省地方環境事務所の管轄地域別に見ても、策定率に地域的なばらつきが

見られた（図６）。 

 

図 5 都道府県別策定率（地方公共団体実行計画（事務事業編））  

  

59.5%

86.4%

81.5%

94.7%

82.6%

90.9%

95.2%

72.1%

97.1%

95.2%

94.4%

100.0%

100.0%

87.5%

82.1%

90.0%

75.0%

74.2%

52.5%

95.2%

86.4%

100.0%

85.0%

93.3%

85.5%

74.4%

83.3%

90.0%

87.5%

71.8%

100.0%

75.0%

74.2%

91.2%

87.3%

85.5%

89.1%

80.6%

96.2%

91.1%

73.3%

58.3%

80.8%

75.0%

91.2%

68.3%

80.0%

3.6%

7.9%

18.8%

7.7%

72.4%

75.0%

24.0%

28.9%

2.9%

23.8%

10.0%

22.6%

9.5%

26.7%

33.3%

81.3%

28.6%

19.6%

3.3%

53.2%

39.4%

19.2%

38.1%

40.5%

50.0%

23.9%

4.5%

8.7%

4.8%

32.9%

17.3%

7.5%

30.8%

8.7%

44.1%

29.5%

37.3%

43.3%

29.4%

30.0%

48.3%

0.0%

45.0%

45.0%

37.9%

2.9%

19.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0%20%40%60%80%100%

沖縄県

鹿児島県

宮崎県

大分県

熊本県

長崎県

佐賀県

福岡県

高知県

愛媛県

香川県

徳島県

山口県

広島県

岡山県

島根県

鳥取県

和歌山県

奈良県

兵庫県

大阪府

京都府

滋賀県

三重県

愛知県

岐阜県

福井県

石川県

富山県

長野県

静岡県

山梨県

新潟県

神奈川県

東京都

千葉県

埼玉県

群馬県

栃木県

茨城県

福島県

山形県

秋田県

宮城県

岩手県

青森県

北海道

平均82.5% 平均26.9%

都道府県及び市町村（特別区含む。） 一部事務組合等

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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図 6 環境省地方環境事務所の管轄地域別の策定状況（地方公共団体実行計画

（事務事業編）） 

 
注）環境省地方環境事務所の管轄地域は以下のとおり。 

北海道地区  ：北海道 

東北・福島地区：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東地区   ：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、 

        山梨県、静岡県、長野県 

中部地区   ：富山県、石川県、福井県、岐阜県、愛知県、三重県 

近畿地区   ：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国四国地区 ：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州地区   ：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

 

策定率に地域的なばらつきが見られることから、「地球温暖化対策計画」にお

いて「特に都道府県に期待される事項」として記載されているように、都道府県

が管下の市町村（特別区含む。）や地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域

連合）に対して策定を促す施策を実施することが必要だと考えられる。「地球温

暖化対策計画」においては、市町村による地方公共団体実行計画の策定や実施を

促す施策として、特に都道府県に期待される４つの事項が挙げられている。 

 

「地球温暖化対策計画」 

第３章 目標達成のための対策・施策 

第１節 国、地方公共団体、事業者及び国民の基本的役割 

２．「地方公共団体」の基本的役割3 

（１）地域の自然的社会的条件に応じた施策の推進 

（２）自らの事務及び事業に関する措置 

（３）特に都道府県に期待される事項 

・管下の市町村における取組の優良事例の情報収集 

・管下の市町村における取組の優良事例の他市町村への普及促進 

・実行計画の策定・改定及び計画に基づく取組が困難な市町村に対する技術

                                              
3 「地球温暖化対策計画」15、16 ページ掲載の内容を一部抜粋。 

79.8%

91.5%

81.4%

84.6%

84.9%

73.8%

80.0%

27.8%

24.7%

30.0%

27.6%

27.4%

28.8%

19.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0%20%40%60%80%100%

九州

中国四国

近畿

中部

関東

東北・福島

北海道

平均82.5% 平均26.9%

都道府県及び市町村（特別区含む。） 一部事務組合等

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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的な助言 

・実行計画の策定・改定及び計画に基づく取組が困難な市町村に対する人材

育成の支援等 

 

そこで、策定率に地域的なばらつきがあった施行時特例市未満の市町村（特別

区含む。）の策定率と、都道府県に期待される役割の取組状況を、策定率の高い

順に整理した（表３）が、特徴的な傾向は見られなかった。 

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）の策定率が高い都道府県の内「⑤

その他」を選択している都道府県の具体的な取組内容は、以下のとおりである。 

・ 栃木県；「市町の地球温暖化対策所管課担当者向け勉強会の開催」 

・ 愛媛県；「市町への温暖化対策に関する情報提供など連携を図っている」 

・ 兵庫県；「管下の市町の取組等を共有するための連絡会議を開催」 
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表 3 地方公共団体実行計画（事務事業編）策定率と都道府県に期待される役割

の取組状況 

 

注）表には、管轄地域内の施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）策定率を掲載し、策定率の高い順に

都道府県を並べている。  

①

優良事例の

情報収集

②

優良事例の

普及促進

③

技術的な助

言

④

人材育成の

支援等

⑤

その他

⑥

取り組んでい

ない

静岡県 100.0% ● ● ● ●

京都府 100.0% ●

山口県 100.0% ●

徳島県 100.0% ● ●

高知県 97.0% ● ●

栃木県 95.8% ●

愛媛県 94.7% ●

佐賀県 94.7% ● ●

兵庫県 94.1% ● ●

大分県 94.1% ●

香川県 93.8% ●

三重県 92.9% ● ●

岩手県 90.6% ●

茨城県 90.5% ●

長崎県 89.5% ●

石川県 88.9% ●

島根県 88.9% ● ●

神奈川県 87.5% ● ●

埼玉県 87.3% ●

東京都 86.9% ● ●

富山県 85.7% ●

鹿児島県 85.7% ●

広島県 85.0% ●

千葉県 84.3% ● ● ● ●

愛知県 83.3% ● ● ● ●

滋賀県 83.3% ●

熊本県 81.8% ● ●

福井県 81.3% ● ●

大阪府 81.3% ●

岡山県 80.0% ● ● ●

宮崎県 80.0% ● ●

北海道 79.5% ● ● ●

秋田県 79.2% ● ● ●

群馬県 77.4% ● ●

宮城県 73.5% ● ●

岐阜県 73.2% ●

山梨県 73.1% ● ● ●

和歌山県 72.4% ●
鳥取県 72.2% ●

福島県 71.9% ●

長野県 70.7% ● ● ● ●

新潟県 70.4% ● ●

福岡県 70.2% ● ● ● ●

青森県 65.8% ● ● ●

沖縄県 57.5% ●

山形県 55.9% ●

奈良県 50.0% ●

都道府県に期待される役割の取組項目（施行状況調査のQ２－７回答）

都道府県名

施行時特例市

未満の市町村

（特別区含む。）

の策定率（事務

事業編）



12 

３）組織体制と策定状況の分析 

 未策定団体の未策定理由及び計画期間を過ぎても未改定団体の未改定理由を

整理すると、回答団体の半数以上が「計画を策定・改定するための人員がいない

ため」を選択しており、「人員の確保」が策定・改定状況を左右する主要因であ

ることが考えられる（図７）。 

そこで、地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定率が低い施行時特例市未

満の市町村（特別区含む。）と地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）

の組織の有無（地球温暖化対策を担当する部（局）課係の有無）や職員数規模で

策定率の分析を行った。 

組織の有無別では、組織のある団体の方が、策定率が高い傾向が見られた（図

８、10）。 

 施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）の組織のない団体における地球温

暖化対策業務を担当する職員規模別の策定状況をみると、担当職員が０人又は

１人の団体と比較して、複数人の団体の方が、策定率が高い傾向が見られた（図

９）。 

 

図 7 地方公共団体実行計画（事務事業編）が現時点で未策定（若しくは計画期

間が過ぎていても未改定）の理由 
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2.0%

計画を策定・改定するための人員が

いないため

専門知識がないため

計画に盛り込む対策の予算等の確

保が難しいため

これまでの実績の検証・評価ができ

ていないため

他の業務と比較して優先度が低いた

め

属する地方公共団体が策定している

ため

策定が義務だと知らなかったため

管理・保有している施設・設備がない

ため

国のマニュアル策定を待っているた

め

その他

不明

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

Q１-１（３）実行計画（事務事業編）が現時点で未策定（若しくは

計画期間が過ぎていても未改定）の理由（n=1,817）
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図 8 地球温暖化対策業務を担当する部（局）課係の有無別の地方公共団体実行

計画（事務事業編）策定状況（施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）） 

 

 

図 9 地球温暖化対策業務を担当する部（局）課係のない団体における地球温暖

化対策業務を担当する職員数規模別の地方公共団体実行計画（事務事業編）策

定状況（施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）） 

 

 

図 10 地球温暖化対策業務を担当する部（局）課係の有無別の地方公共団体実

行計画（事務事業編）策定状況（地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連

合）） 
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0.0%
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84.6%

68.2%
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15.4%
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32.4%

0.0%
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61.6%

14.1%
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71.4%
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ある（n=435）

ない（n=1,157）

無回答（n=7）

策定済み 未策定
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（２）地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定状況 

１）団体区分別の策定状況 

平成 28 年度施行状況調査における地方公共団体実行計画（区域施策編）の策

定は、都道府県及び市町村（特別区含む。）1,788 団体のうち、499 団体（27.9%）

が策定済みであり、平成 27 年度施行状況調査において同計画を策定済みの 424

団体（23.7%）に比べ、75 団体（4.2 ポイント）増加した（表４、図 11）。 

都道府県 47 団体は、平成 26 年度に既に策定率が 100.0%となっている（図

11）。 

施行時特例市以上の市 104 団体（温対法第 21 条第３項に基づく策定義務あ

り。）のうち、103 団体（99.0%）が同計画を策定済みであり、平成 27 年度施行

状況調査の 100 団体（97.4%）に比べ、３団体（1.6 ポイント）増加した（表４、

図 11）。未策定の１団体は大阪府堺市で、調査時点で平成 29 年度策定に向けて

作業中であるとの回答を得ている。 

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（策定・実施に努めることが期待さ

れる団体）1,637 団体のうち、349 団体（21.3%）が同計画を策定済みであり、

平成 27 年度施行状況調査の 277 団体（16.9%）に比べ、72 団体（4.4 ポイント）

増加した（表４、図 11）。また、人口が多いほど策定が進んでいる傾向が見られ

た（図 12）。 

 

表 4 団体区分別の策定団体数と策定率（地方公共団体実行計画（区域施策編）） 

 
注）対象は、地方公共団体実行計画（区域施策編）を「策定済み」と回答した団体（計画期間を経過してい

る団体も含む。）。 

 

 

既に計画期間を
経過しており、平
成28年10月１日
以降に改定する
予定がある

既に計画期間を
経過しているが、
平成28年10月１
日以降に改定す

る予定はない

現在、計画期間
中であり、平成28
年10月１日以降
に改定する予定

がある

現在、計画期間
中であり、平成28
年10月１日以降
に改定する予定

はない

過去に一度も策
定したことがない
が、平成28年10
月１日以降に策
定する予定があ

る

過去に一度も策
定したことがな
く、平成28年10
月１日以降も策
定する予定はな

い
3 0 38 6 0 0 47 47
2 0 12 5 1 0 19 20
1 0 34 12 0 0 47 47
3 0 28 6 0 0 37 37
9 0 112 29 1 0 150 151

100,000人～ 3 1 67 31 17 64 102 183
30,000人～99,999人 9 12 59 51 43 335 131 510
10,000人～29,999人 4 18 18 17 34 356 57 447
～9,999人 9 25 7 18 44 393 59 497
計 25 56 151 117 138 1,148 349 1,637

31 56 225 140 139 1,148 452 1,741
34 56 263 146 139 1,148 499 1,788

6.4% 0.0% 80.9% 12.8% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
10.0% 0.0% 60.0% 25.0% 5.0% 0.0% 95.0% 100.0%
2.1% 0.0% 72.3% 25.5% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
8.1% 0.0% 75.7% 16.2% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%
6.0% 0.0% 74.2% 19.2% 0.7% 0.0% 99.3% 100.0%

100,000人～ 1.6% 0.5% 36.6% 16.9% 9.3% 35.0% 55.7% 100.0%
30,000人～99,999人 1.8% 2.4% 11.6% 10.0% 8.4% 65.7% 25.7% 100.0%
10,000人～29,999人 0.9% 4.0% 4.0% 3.8% 7.6% 79.6% 12.8% 100.0%
～9,999人 1.8% 5.0% 1.4% 3.6% 8.9% 79.1% 11.9% 100.0%
計 1.5% 3.4% 9.2% 7.1% 8.4% 70.1% 21.3% 100.0%

1.8% 3.2% 12.9% 8.0% 8.0% 65.9% 26.0% 100.0%
1.9% 3.1% 14.7% 8.2% 7.8% 64.2% 27.9% 100.0%

対象団体数

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上の市　計

施行時特例市未満の
市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

区分 人口規模

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上の市　計

施行時特例市未満の
市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

策定済

平成28年10月１日現在における最新の実行計画（区域施策編）に係る今後の予定

項目
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図 11 地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定数推移 

 

注）各調査年度における策定数を整理した。 

 

図 12 施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）の人口規模別策定率（地方公

共団体実行計画（区域施策編）） 
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２）地域別の策定状況 

都道府県及び施行時特例市以上の市は、１団体（大阪府堺市：調査時点で平成

29 年度の策定に向けて作業中。）を除いて地方公共団体実行計画（区域施策編）

を策定済みであることから、地域差は見られない（図 13）。 

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）の団体では全国平均で 21.3％であ

り、都道府県別の策定率は、最高が京都府の 60.0%、最低が宮城県の 2.9%とな

り、地方公共団体実行計画（事務事業編）に比べて都道府県による策定率の地域

差が大きい（図 13）。 

同様に、環境省地方環境事務所の管轄地域別に見ても、策定率に地域的なばら

つきが見られ、地方公共団体実行計画（事務事業編）に比べて策定率の地域差が

大きい（図 14）。 

 

図 13 都道府県別の策定状況（地方公共団体実行計画（区域施策編）） 

  

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%

100.0%
100.0%

100.0%
100.0%

100.0%

100.0%
100.0%
100.0%

100.0%
100.0%

100.0%

100.0%
100.0%

91.7%

100.0%
100.0%

100.0%

100.0%
100.0%

100.0%
100.0%

100.0%

100.0%
100.0%
100.0%

100.0%
100.0%

100.0%

100.0%
100.0%

100.0%

100.0%
100.0%

100.0%

100.0%
100.0%

100.0%
100.0%

100.0%

100.0%

10.0%

14.3%

12.0%

17.6%

29.5%

31.6%

15.8%

22.8%
21.2%

15.8%
12.5%

12.5%

11.1%
25.0%

12.0%

55.6%
11.1%

17.2%

13.2%
29.4%

9.4%

60.0%
27.8%

25.0%

29.2%
24.4%

12.5%
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図 14 環境省地方環境事務所の管轄地域別の策定状況（地方公共団体実行計画

（区域施策編）） 

 
注）環境省地方環境事務所の管轄地域は図６と同様。 

 

地方公共団体実行計画（事務事業編）と同様に、都道府県に期待される役割の

取組状況を、施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）の地方公共団体実行計

画（区域施策編）策定率を高い順に整理してみると（表５）、策定率と実施状況

の間には明確な関係性は見られなかったものの、策定率の高い上位４団体は、策

定・改定及び計画に基づく取組が困難な市町村への技術的な助言や人材育成の

支援等（表５の③、④）に取り組んでおり、これらの取組の方が、全般的な情報

収集や優良事例の普及促進（表５の①、②）に比べて、策定率向上につながる可

能性があることが考えられる。 

「⑤その他」を選択している都道府県の取組内容は、以下のとおりである。 

・ 協議会や連絡会議を開催して、情報や取組内容を共有（兵庫県、大阪府） 

・ 市町村向けの説明会・勉強会の開催（埼玉県、栃木県） 

・ 市町村への温暖化対策に関する情報提供など（愛媛県） 
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表 5 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定率と都道府県に期待される役割

の取組状況 （施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）対象） 

 
注）表には、区域内の施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）策定率を掲載し、策定率の高い順に都道

府県を並べてある。 

 

  

①

優良事例の

情報収集

②

優良事例の

普及促進

③

技術的な助

言

④

人材育成の

支援等

⑤

その他

⑥

取り組んでい

ない
京都府 60.0% ●

東京都 57.4% ● ●
島根県 55.6% ● ●

新潟県 48.1% ● ●
石川県 33.3% ●

長崎県 31.6% ●

熊本県 29.5% ● ●
兵庫県 29.4% ● ●

愛知県 29.2% ● ● ● ●
滋賀県 27.8% ●

茨城県 26.2% ●

静岡県 25.8% ● ● ● ●
埼玉県 25.5% ●

栃木県 25.0% ●
三重県 25.0% ● ●

広島県 25.0% ●
岐阜県 24.4% ●

福岡県 22.8% ● ● ● ●

長野県 22.7% ● ● ● ●
千葉県 21.6% ● ● ● ●

富山県 21.4% ●
高知県 21.2% ● ●

神奈川県 20.8% ● ●

山梨県 19.2% ● ● ●
大分県 17.6% ●

和歌山県 17.2% ●
北海道 15.9% ● ● ●

愛媛県 15.8% ●
佐賀県 15.8% ● ●

鹿児島県 14.3% ●

青森県 13.2% ● ● ●
奈良県 13.2% ●

岩手県 12.5% ●
福井県 12.5% ● ●

徳島県 12.5% ● ●
香川県 12.5% ●

岡山県 12.0% ● ● ●

宮崎県 12.0% ● ●
山形県 11.8% ●

鳥取県 11.1% ●
山口県 11.1% ●

福島県 10.5% ●

沖縄県 10.0% ●
大阪府 9.4% ●

群馬県 6.5% ● ●
秋田県 4.2% ● ● ●

宮城県 2.9% ● ●

都道府県名

施行時特例市

未満の市町村

（特別区含む。）

の策定率（区域

施策編）

都道府県に期待される役割の取組項目（施行状況調査のQ２－７回答）
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（参考） 

「京都府地球温暖化対策推進計画」（平成 23 年７月京都府）では、「８ 地

域別施策の重点事項」として、『地域の特性に応じた地球温暖化対策の計画策

定や取組を支援するとともに、市町村等と以下のような地域の課題を共有し、

相互に連携して効果的な施策を展開』するとしている。 

 

出典）京都府ホームページ http://www.pref.kyoto.jp/tikyu/suishinkeikaku.html 
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３）組織体制と策定状況の分析 

 未策定団体の未策定理由及び計画期間を過ぎても未改定団体の未改定理由を

整理すると、「人員が不足しているため」が最も多く回答団体のうち 77.3％が選

択しており、地方公共団体実行計画（事務事業編）と同様、「人員の確保」が策

定・改定状況を左右する主要因であることが考えられる（図 15）。 

そこで、地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定率が低い施行時特例市未

満の市町村（特別区含む。）について、組織の有無（地球温暖化対策を担当する

部（局）課係の有無）や職員数規模で策定率の分析を行った。 

組織の有無別では、地方公共団体実行計画（事務事業編）と同様、組織のある

団体の方が、策定率が高い傾向が見られた（図 16）。 

 職員規模別でも同様に、職員人数が多いほどの策定率が高い傾向が見られた

（図 17）。 

 

図 15 地方公共団体実行計画（区域施策編）が現時点で未策定（又は計画期間

が過ぎていても未改定）の理由 

 

 

  

77.3%

58.8%

41.7%

34.8%

31.3%

17.7%

15.2%

12.8%

11.8%

6.0%

2.5%

0.6%

6.9%

4.1%

人員が不足しているため

地球温暖化対策に関する専門的知識が不足しているため

財源が不足しているため

対策・施策の効果の見積もりや評価が難しいため

最新の技術情報や知見が不足しているため

有望な対策・施策が見つからないため

地球温暖化対策の優先度が低いため

温室効果ガス排出量の算定方法が分からないため

他の部局の協力が得られにくいため

国のマニュアル策定を待っているため

東日本大震災等の自然災害の影響が続いているため

既に取組が進んでいるため

その他

上記に該当するものがない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q２-１（３）実行計画（区域施策編）が現時点で未策定（又は計画期間が過ぎてい

ても未改定）の理由（n=1,343）
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図 16 地球温暖化対策業務を担当する部（局）課係の有無別の地方公共団体実

行計画（区域施策編）策定状況（施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）） 

 

 

図 17 地球温暖化対策業務を担当する職員又は地球温暖化対策業務を担当する

部（局）課係の職員人数規模別の地方公共団体実行計画（区域施策編）策定状況

（施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）） 

 

注）地球温暖化対策業務を担当する部（局）課係の有無に係わらず、担当職員人数規模別に整理した。 
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15.8%

0.0%

78.0%

84.2%

33.3%

0.1%

0.0%
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ある（n=1,488）

ない（n=146）

無回答（n=３）

策定済み 未策定 無回答

22.2%

29.1%

28.2%
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15.0%
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15.4%

77.8%

70.9%

71.8%

79.2%

85.0%

86.5%

84.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%
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20人以上（n=9）

11～20人（n=86）

６～10人（n=309）

２～５人（n=926）

１人（n=220）

０人（n=74）

無回答（n=13）

策定済み 未策定 無回答
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４）排出規模別の策定状況 

① 区域内排出量の総量の規模別策定状況 

区域内排出量の総量4の規模別に策定状況を分析した。なお、本項では都道府

県は分析から除いている。 

平成 27 年度施行状況調査同様、区域内排出量の総量が大きい団体ほど地方公

共団体実行計画（区域施策編）の策定が進んでいる傾向が見られた。区域内排出

量の総量が 1,000 千 t-CO2 以上の団体の策定率は 69.3％（178/257 団体）であ

り（図 18）、平成 27 年度施行状況調査の 153 団体から 25 団体増加した。 

また、地方公共団体実行計画（区域施策編）を策定済みの団体において区域内

排出量の総量を規模別に見た場合、区域内総排出量が占める割合は区域内総排

出量が 10,000 千 t-CO2 以上の規模では 100.0％、3,000～10,000 千 t-CO2 未満

の規模では 85.5％と非常に高かった（図 18）。 

全体では同計画を策定済みの団体からの区域内排出量の総量が占める割合は

64.4％であり（図 19）、平成 27 年度施行状況調査の 35.6%から大幅に増加した。

これは、1,000 千 t-CO2以上の団体の計画策定が進んだためである。 

 

図 18 区域内排出量の総量を規模別に見た場合における地方公共団体実行計画

（区域施策編）の策定率 

 

 

  

                                              
4環境省「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定支援サイト」の按分法による部門別 CO２排出量の現

況推計の 2013 年度排出量（全項目一覧）を使用。 

100.0%

85.5%

62.4%

30.1%

13.7%

11.3%

12.0%

26.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10,000千ｔ以上 n=13

3,000～10,000千ｔ未満 n=55

1,000～3,000千ｔ未満 n=189

300～1,000千ｔ未満 n=495

100～300千t未満 n=459

50～100千ｔ未満 n=247

50千ｔ未満 n=283

市町村全体 n=1741
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図 19 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定済み団体の排出割合（区域

内排出量の総量を規模別に見た場合） 

 

 

② １人あたり排出量の規模別策定状況 

１人あたり排出量（家庭部門）5と地方公共団体実行計画（区域施策編）の策

定率の間には、区域内排出量の総量の規模別策定率や人口規模別策定率のよう

に明確な相関は見られなかった（図 20）。 

１人あたり排出量（業務その他部門）5においては、排出量が大きいほど地方

公共団体実行計画（区域施策編）の策定が進んでいる傾向が見られた（図 21）。 

 

図 20 １人あたり排出量（家庭部門）規模別の地方公共団体実行計画（区域施

策編）の策定率 

 

 

  

                                              
5 環境省「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定支援サイト」の按分法による部門別 CO2 排出量の

現況推計の 2013 年度排出量（家庭部門及び業務その他部門）と、平成 28 年住民基本台帳人口・世帯数、

平成 27 年度人口動態（市区町村別）を使用。 
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図 21 １人あたり排出量（業務その他部門）規模別の地方公共団体実行計画（区

域施策編）の策定率 
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２． 地方公共団体実行計画の進行管理状況 
 地方公共団体実行計画の進行管理状況を確認するポイントは、進行管理の考

え方である PDCA の項目に沿って図 22 のとおり整理できる。この項では、地

方公共団体実行計画（事務事業編）及び地方公共団体実行計画（区域施策編）の

進行管理状況を、図 22 に基づき各計画のチェック項目として整理した表６の項

目ごとに分析した。 

 

図 22 PDCA の考え方に基づく地方公共団体実行計画の進行管理のポイント 

 

表 6 進行管理の段階ごとのチェック項目 

 （１）「事務事業編」 （２）「区域施策編」 

Plan １）「地球温暖化対策計画」に沿った目

標設定状況 

２）他の行政計画との連携の有無 

１）「地球温暖化対策計画」に沿った目

標設定状況 

２）他の行政計画との連携の有無 

Do ３）各種施策の取組状況 ３）各種施策の取組状況 

Check ４）点検の実施と点検結果の公表 

５）点検結果の活用 

４）点検の実施と点検結果の公表 

５）点検結果の活用 

Act ６）中間見直しの実施 

７）計画期間終了後の円滑な改定 

６）中間見直しの実施 

７）計画期間終了後の円滑な改定 

全体 ８）環境関連マネジメントシステムの

導入状況 

 

注）表中の番号は、次項のタイトルに該当する。 

•・各種施策（省エネル
ギー対策、再生可能エネ
ルギーの導入促進、吸収
源対策等）の取組

•点検実施と点検
結果の公表

•外部監査の有無

•目標達成の評価と分析の
実施有無

•国の目標値に沿った目標
設定の有無

•目標設定の妥当性

•部署や施設別の目標

• 設定の有無

• ・他計画との連携や

• 他組織の巻き込み

•点検結果の活用

•中間見直しの実施有無

•計画期間終了後の円滑な
改定

Act Plan

DoCheck

環境関連マネジメントシステムの活用 
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（１）地方公共団体実行計画（事務事業編）の進行管理状況 

１）「地球温暖化対策計画」に沿った目標設定状況 

 直近１ヵ年（平成 27 年 10 月２日から平成 28 年 10 月１日までの間）に、地

方公共団体実行計画（事務事業編）の策定又は改定を行った団体は、全体で 337

団体（本調査対象である 3,395 団体の 9.9％）あった（表７）。 

「地球温暖化対策計画」の策定を受けて既に地方公共団体実行計画（事務事業

編）を策定・改定済みと回答した 40 団体の目標年度の設定状況は、「地球温暖

化対策計画」に示される短期目標年度である 2020 年（平成 32 年）度と同じ目

標年度に設定している団体は 18 団体（45.0％）と比較的多いものの、それ以外

の年度を設定している団体が半数以上を占めた（表８）。 

 

表 7 直近１ヵ年に地方公共団体実行計画（事務事業編）を策定・改定した団体

数 

 団体数 

平成 28 年５月 13 日から 

平成 28 年 10 月１日までの間 

46 団体 

 ・都道府県及び市町村（特別区含む。） 28 団体 

 ・一部事務組合等           18 団体 

平成 27 年 10 月２日から 

平成 28 年５月 12 日までの間 

291 団体 

 ・都道府県及び市町村（特別区含む。） 214 団体 

 ・一部事務組合等            77 団体 
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表 8 「地球温暖化対策計画」の策定を受けて既に地方公共団体実行計画（事務

事業編）策定・改定済みと回答した団体の目標設定状況 

都道府 

県名 
団体名称 

基準 

年度 

目標 

年度 

計画期間中の

削減率（％） 

兵庫県 神戸市 17 32 34 

福岡県 北九州市 17 32 30 

鳥取県 日南町 25 42 26 

山形県 天童市 14 22 24 

東京都 羽村市 27 32 23 

島根県 島根県 22 32 23 

東京都 多摩ニュータウン環境組合 11 17 16 

長野県 松本市 22 32 13 

佐賀県 佐賀市 25 36 13 

東京都 阿伎留病院企業団 27 31 13 

石川県 小松市 21 26 12 

埼玉県 新座市 25 32 10 

静岡県 静岡市 26 34 9 

群馬県 安中市 26 32 8 

東京都 八王子市 25 32 8 

群馬県 大泉町 24 30 6 

鹿児島県 大和村 27 32 6 

東京都 立川・昭島・国立聖苑組合 19 24 6 

北海道 喜茂別町 12 18 5 

秋田県 湯沢市 24 30 5 

福島県 会津若松市 26 32 5 

福井県 小浜市 15 20 5 

岡山県 高梁市 27 33 5 

徳島県 藍住町 26 32 5 

高知県 四万十町 26 31 5 

大分県 大分県 26 32 5 

静岡県 岳南排水路管理組合 26 32 5 

北海道 弟子屈町 25 32 5 

兵庫県 兵庫県 25 32 5 

北海道 猿払村 27 32 4 

千葉県 北千葉広域水道企業団 27 37 4 

北海道 大雪清掃組合 26 32 4 

高知県 大豊町 26 33 3 

兵庫県 播磨高原広域事務組合 12 18 3 

山梨県 東八代広域行政事務組合 22 26 1 

千葉県 印西地区環境整備事業組合 27 33 0.9 

北海道 標茶町 25 32 － 

群馬県 板倉町 － － － 

長野県 上田市東御市真田共有財産組合 － － － 

香川県 香川県後期高齢者医療広域連合 － － － 

注）計画期間中の削減率の高い順に団体を並べてある。 

なお、目標設定が「－」の団体は、既に地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・改定済みと回答し

たが目標設定状況が無回答の団体である。 
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２）他の行政計画との連携の有無 

 関係する他の行政計画と調和・連携又は統合することで、進行管理の実効性を

より高められることができると想定されるため、地方公共団体実行計画（事務事

業編）と関係性が高い「公共施設等総合管理計画」との調和・連携又は統合の状

況について分析した。 

地方公共団体実行計画（事務事業編）と「公共施設等総合管理計画」との調和・

連携又は統合の状況は、指定都市では約５割の団体が「調和・連携している」こ

とが分かった。その他の団体区分では、都道府県では３割程度、施行時特例市で

は２割、中核市や施行時特例市未満の市区町村では１割程度と指定都市と比べ

て低い傾向が見られた（図 23）。 

「公共施設等総合管理計画」との調和・連携又は統合の状況と地方公共団体実

行計画（事務事業編）の進捗評価とでは明確な関連性は見えなかったものの、「調

和・連携している」又は「統合している」と回答した団体の方が、「目標達成に

向けて、順調に進んでいる」と回答した割合がやや高い傾向が見られた（図 24）。 

 

図 23 地方公共団体実行計画（事務事業編）における「公共施設等総合管理計

画」との調和・連携の状況 
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都道府県 n=47
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市町村（特別区含む。）
n=1324

図 公共施設等総合管理計画との調和・連携の状況（事務事業編）

n=1,475

調和・連携している 統合している 調和・連携も統合もしていない 不明 無回答
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図 24 地方公共団体実行計画（事務事業編）における「公共施設等総合管理

計画」との調和・連携の状況と地方公共団体実行計画（事務事業編）の進捗評

価 
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不明 n=372

無回答 n=532

図 公共施設等総合管理計画との調和・連携等の有無と事務事業編

の進捗評価 n=1,475

目標達成に向けて、順調に進んでいる 目標達成が困難な状況である

評価していない 無回答
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３）各種施策の取組状況 

事務事業に関する各種地球温暖化対策に資する施策について、その取組状況

を整理する。 

省エネルギー対策については、地方公共団体実行計画（事務事業編）の位置付

けの有無に関わらず取り組んでいる団体は、全体の 66.8％を占めている（図 25）。

そのうち、地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けて取り組んでいる団

体は全体の 42.9％であった（図 25）。計画に位置付けている省エネルギー対策

の取組内容は、「設備・機器の使用に関する取組（節電、エコドライブなど）」が

最も多く 96.4％を占めた。次いで、「設備・機器の導入、更新に関する取組」が

71.1％であった（図 26）。 

再生可能エネルギーの導入については、地方公共団体実行計画（事務事業編）

の位置付けの有無に関わらず取り組んでいる団体は、全体の 46.5％を占めてい

る。そのうち、地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けて取り組んでい

る団体は全体の 23.7％であり、省エネルギー対策と比較すると、全体の取組割

合や、地方公共団体実行計画（事務事業編）の位置付けて取り組んでいる割合が

低かった（図 25）。 

吸収源対策については、地方公共団体実行計画（事務事業編）の位置付けの有

無に関わらず取り組んでいる団体は、「都市緑化等の推進」が 15.4％と最も多く、

次いで「森林吸収源対策」が 9.5％であった。そのうち、地方公共団体実行計画

（事務事業編）に位置付けて取り組んでいる割合は、全体の 6.8％（都市緑化等

の推進）と 2.8％（森林吸収源対策）であり、省エネルギー対策や再生可能エネ

ルギーの導入と比較すると、取り組んでいる団体が少なかった（図 27）。 

物品購入等の取組状況については、地方公共団体実行計画（事務事業編）の位

置付けの有無に関わらず取り組んでいる団体は、「グリーン購入法に基づく環境

物品等の調達の推進」が 49.0％と最も多く、次いで「環境配慮契約法に基づく

環境配慮契約の推進」が 17.7％であった。そのうち、地方公共団体実行計画（事

務事業編）に位置付けて、取り組んでいる割合は、全体の 30.0％（グリーン購

入法に基づく環境物品等の調達の推進）と 7.6％（環境配慮契約法に基づく環境

配慮契約の推進）であり、「グリーン購入法に基づく環境物品等の調達の推進」

については再生可能エネルギーの導入を上回る取組状況であった（図 27）。 
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図 25 事務事業に関する省エネルギー対策（左）と再生可能エネルギーの導入

（右）の取組状況 

 

 

図 26 地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けている省エネルギー対

策の内容 

 

 

図 27 事務事業に関する吸収源対策（左）と物品購入等（右）の取組状況 

 
 

 

42.9%

23.9%

10.6%

11.9%

9.0%
1.7%

Q１-４（１）設備等の省エネルギー対策（n=3,395）

実行計画（事務事業編）に位置付けて、

取り組んでいる

実行計画（事務事業編）に位置付けて

いないが、取り組んでいる

対象となる施設や設備はあるが、取り

組んでいない

施設や設備を保有していない

不明

無回答

23.7%

22.8%

16.4%

24.7%

10.1%
2.3%

Q１-５（１）再生可能エネルギーの導入（n=3,395）

実行計画（事務事業編）に位置付け

て、取り組んでいる
実行計画（事務事業編）に位置付け

ていないが、取り組んでいる
対象となる施設や設備はあるが、

取り組んでいない
施設や設備を保有していない

不明

無回答

96.4%

71.1%

44.7%

43.5%

5.2%

設備・機器の使用に関する取組（節

電、エコドライブなど）

設備・機器の導入、更新に関する取組

設備・機器の運用改善に関する取組

設備・機器の保守・管理に関する取組

その他の省エネルギーに資する取組

0% 50% 100%

Q１-４（２）「事務事業編」に位置付けている省エネルギー対

策の内容（n=1,455）

2.8%

0.1%

6.8%

0.3%

6.7%

1.5%

8.6%

0.4%

75.7%

81.2%

69.0%

58.7%

10.9%

12.7%

11.7%

17.1%

3.9%

4.4%

3.9%

23.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

森林吸収源対策

農地土壌炭素吸収源対策

都市緑化等の推進

その他

Q１-６（１）吸収源対策の取組状況（n=3,395）

実行計画（事務事業編）に位置付けて、取り組んでいる

実行計画（事務事業編）に位置付けていないが、取り組んでいる

取り組んでいない

不明

無回答

7.6%

30.0%

2.2%

1.2%

0.6%

10.1%

19.0%

8.9%

2.6%

0.3%

63.7%

39.1%

66.2%

69.6%

50.6%

13.6%

8.5%

17.2%

20.8%

20.9%

4.9%

3.4%

5.5%

5.7%

27.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境配慮契約法に基づく環境配慮契約の

推進

グリーン購入法に基づく環境物品等の調

達の推進

公共建築物等における木材の利用促進に

関する法律に基づく公共建築物の整備

BATの積極的な導入

その他

Q１-７（１）地球温暖化対策としての物品購入の配慮に係る事項の取組状況

（n=3,395）

実行計画（事務事業編）に位置付けて、取り組んでいる

実行計画（事務事業編）に位置付けていないが、取り組んでいる

取り組んでいない

不明

無回答
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４）点検の実施と点検結果の公表 

 地方公共団体実行計画（事務事業編）における実施状況の点検のタイミングは、

「毎年点検している」が最も多く、全体の 57.1％を占める（図 28）。団体区分別

にみると、都道府県及び施行時特例市以上の市では、ほとんどの団体が年１回以

上点検しているのに対し、施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）や地方公

共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）では６割程度と、やや低い（図 29）。 

点検の対象は、「温室効果ガス総排出量」が最も多く、全体の 72.2％を占める

が、部局単位、施設管理者単位及び建物単位で温室効果ガス排出量を把握してい

る団体も一定数見受けられた（図 30）。団体区分別にみると、部局単位、施設管

理者単位及び建物単位で点検を実施している割合が最も高いのは、いずれも指

定都市である点が特徴的である（図 31）。 

 

図 28 地方公共団体実行計画（事務事業編）における点検のタイミング 

 

 

  

3.0% 4.6%

57.1%

10.6%

17.2%

5.2% 2.3%

Q１-８（１）「事務事業編」における実施状況の点検のタイミング

（n=1,908）

毎月点検している

四半期に一回のペースで点検している

毎年点検している

毎年ではないが点検している

点検していない

不明

無回答
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図 29 地方公共団体実行計画（事務事業編）における団体区分別の点検のタイ

ミング 

 

 

図 30 地方公共団体実行計画（事務事業編）における点検の対象 
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3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433

Q１-８（１）「事務事業編」における実施状況の点検のタイミング（n=1,908）

毎月点検している 四半期に一回のペースで点検している 毎年点検している

毎年ではないが点検している 点検していない 不明

無回答

72.2%

32.5%

30.6%

22.7%

17.6%

2.8%

2.4%

7.9%

温室効果ガスの総排出量

部局単位の排出量

実行計画に定めた取組項目

建物単位の排出量

施設管理者単位の排出量

ベンチマーク指標との比較

その他

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q１-８（２）「事務事業編」における点検の対象（n=1,908）
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図 31 地方公共団体実行計画（事務事業編）における団体区分別の点検の対象 
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【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433
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 点検結果の公表方法としては、「ホームページ」が最も多く、策定済み団体の

うち 35.6％を占めた。次いで、「環境報告書、環境白書等」（15.9％）、「環境審議

会」（11.3％）の順となった。また、温対法第 21 条第 10 項において都道府県及

び市町村（特別区含む。）は、毎年実施状況を公表しなければならないとされて

いるが、策定済み団体のうち 29.7％の団体において「公表していない」状況で

あった（図 32）。 

 

図 32 地方公共団体実行計画（事務事業編）における点検結果・評価の公表方

法 

 

  

35.6%

29.7%

15.9%

11.3%

10.3%

7.3%

5.3%

3.5%

0.7%

0.4%

8.5%

0.3%

ホームページで公表している

公表していない

環境報告書、環境白書等で公表している

環境審議会で公表している

広報誌で公表している

その他

専用の冊子等を作成し公表している

議会報告で公表している

記者発表をしている

イベント展示などで公表している

不明

無回答

0% 10% 20% 30% 40%

Q１-８（５）実行計画（事務事業編）における点検結果・評価

の公表方法（n=1,908）
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５）点検結果の活用 

 温室効果ガス排出量や対策効果等の点検結果の公表以外の活用方法は、「地方

公共団体実行計画（事務事業編）の見直しに活用している」団体が最も多く、

39.2％を占めた。次いで、「審議会・委員会への報告資料としている」（20.3％）、

「排出量が増加した部局又は施設へ結果をフィードバックし、改善を求めてい

る」（18.3％）となった（図 33）。 

 国内機関へ報告している団体は 12.8％あるが、多くが環境省（地方環境事務

所含む。）、経済産業省（地方経済産業局含む。省エネ法の定期報告として活用。）、

属する都道府県、エコアクション 21 中央事務局などであった。 

 

図 33 地方公共団体実行計画（事務事業編）における点検結果の公表以外の活

用 
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24.3%
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18.3%
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10.3%

9.9%

2.8%

1.6%

0.3%

0.2%

8.3%

0.3%

実行計画（事務事業編）の見直しに活用

している

活用していない

審議会・委員会への報告資料としている

排出量が増加した部局又は施設へ結果

をフィードバックし、改善を求めている

国内機関（国や都道府県など）へ報告し

ている

設備投資や物品購入における配慮の判

断材料としている

他の行政計画等の施策内容の検討材料

としている

一般市民、事業者向けの研修会等で情

報提供している

その他

子どもへの環境教育の材料として学校等

に配布している

国外機関へ報告している

不明

無回答

0% 20% 40% 60%

Q１-９（４）「事務事業編」における温室効果ガス排出量や対

策効果等の点検結果の公表以外の活用（n=1,908）
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６）中間見直しの実施 

 地方公共団体実行計画（事務事業編）における中間見直しの対象は、「目標値

や取組内容」が４割強、「進行管理の仕組み」や「点検・評価結果の公表」が３

割弱を占めた（図 34）。 

 また、「地球温暖化対策計画」を受けた地方公共団体実行計画（事務事業編）

の策定・改定については、「策定（・改定）時期未定」が最も多く 59.8％を占め

た。それ以外の項目では、「計画期間終了時に、国の計画策定を受けた改定を行

う予定である」が 753 団体（22.2％）と多く、次いで「過去に一度も策定したこ

とがないが、国の計画策定を受けた策定を予定している」と回答した団体が 205

団体（6.0％）であった（図 35）。 

「地球温暖化対策計画」を受けた実行計画（事務事業編）の策定・改定年度は、

平成 29 年度が最も多く（32.4％）、次いで平成 28 年度（21.7％）となった（図

36）。 

 

図 34 地方公共団体実行計画（事務事業編）における中間見直しの対象 

 

  

41.4%

28.9%

25.3%

22.2%

30.6%

32.7%

27.0%

30.5%

31.9%

9.4%

10.0%

10.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目標値や取組内容

進行管理の仕組み

点検・評価結果の公表

Q１-９（２）「事務事業編」における中間見直しの対象（n=1,908）

対象としている 対象としていない 不明 無回答
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図 35 国の「地球温暖化対策計画」を受けた地方公共団体実行計画（事務事業

編）の策定・改定の状況 

 

 

図 36 国の「地球温暖化対策計画」を受けた地方公共団体実行計画（事務事業

編）の策定・改定の予定年度 
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Q１-９（１）国の「地球温暖化対策計画」を受けた「事務事業

編」の策定・改定の状況（n=3,395）

（計画期間内であるが、）国の計画策定を受けた
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計画期間終了時に、国の計画策定を受けた改定

を行う予定である

国の計画策定を受けて、策定・改定済みである

過去に一度も策定したことがないが、国の計画策

定を受けた策定を予定している

策定（・改定）時期未定
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13.3%

4.6%
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QQ１-９（１）国の「地球温暖化対策計画」を受けた「事務事業

編」の策定・改定年度（n=1,199）
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７）計画期間終了後の円滑な改定 

 団体区分ごとに、最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）の状況をみると、

都道府県及び施行時特例市以上の市においては策定済み団体のほとんどが計画

期間中であるのに対し、施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）では策定済

み団体の約３割、地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）では約５割

が既に計画期間を経過しており、計画期間終了後の円滑な改定が行われていな

い（図 37）。 

 

図 37 最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）の状況 
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14.5%

6.4%
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30.2%

12.4%

0.0%
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0.0%

0.0%

19.0%

73.1%
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都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

施行時特例市未満の市町村

（特別区含む。） n=1637

一部事務組合等 n=1607

現在計画期間中 既に計画期間を経過 過去に一度も策定したことがない
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８）環境関連マネジメントシステムの導入状況 

 地方公共団体実行計画（事務事業編）の進行管理の仕組みとしての環境関連マ

ネジメントシステムの導入状況は、「不明（使用していないを含む。）」が 32.5％

と最も多く、次いで「独自の環境マネジメントシステム」が 15.7％となった（図

38）。その他として挙げられた回答としては、「ISO14001 に準じた運用」、「環境

マネジメント・スタンダード（KES）」、「環境自治体スタンダード（LAS-E）」な

どがある。 

 

図 38 地方公共団体実行計画（事務事業編）の進行管理の仕組みとしての環境

関連マネジメントシステムの導入状況 
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2.2%

0.7%

11.6%

32.5%

独自の環境マネジメントシステム

ISO14001

エコアクション21

ISO50001

その他

不明（使用していないを含む。）

0% 10% 20% 30% 40%

Q１－３（１）導入している環境関連マネジメントシステム（n=1,908）
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（２）地方公共団体実行計画（区域施策編）の進行管理状況 

１）「地球温暖化対策計画」に沿った目標設定状況 

 直近１ヵ年（平成 27 年 10 月２日から平成 28 年 10 月１日までの間）に、実

行計画（区域施策編）の策定又は改定を行った団体は、全体で 84 団体（都道府

県及び市町村（特別区含む。）の全数（1,788 団体）に対する 4.7％）あった（表

９）。 

 計画期間について、「地球温暖化対策計画」に示される短期目標年度（平成 32

年度）、中期目標年度（平成 42 年度）及び長期目標年度（平成 62 年度）と同じ

目標年度に設定している団体は、それぞれ 28 団体（直近１ヵ年に策定・改定し

た団体に対する 33.3％）、30 団体（同 35.7％）及び 20 団体（同 23.8％）であ

り、「地球温暖化対策計画」に沿った目標年度設定を行っている団体は比較的少

ない（表 10）。 

 また、「地球温暖化対策計画」の策定を受けて既に地方公共団体実行計画（区

域施策編）を策定・改定済みと回答した 12 団体の削減目標の設定状況は、「地

球温暖化対策計画」に示される 2050 年（平成 62 年）度 80％削減、又は 2030

年（平成 42 年）度 26％削減以上の目標値を設定している団体は６団体（50.5％）

であり、残りの半数の団体は「地球温暖化対策計画」に定められている削減目標

を下回る目標設定となっている（表 11）。 

 

表 9 直近１ヵ年に地方公共団体実行計画（区域施策編）を策定・改定した団体

数 

 団体数 

平成 28 年５月 13 日から 

平成 28 年 10 月１日までの間 

６団体 

・都道府県及び施行時特例市以上の市    3 団体 

・施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）3 団体 

平成 27 年 10 月２日から 

平成 28 年５月 12 日までの間 

78 団体 

・都道府県及び施行時特例市以上の市   25 団体 

・施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）53 団体 

 

表 10 直近１ヵ年に地方公共団体実行計画（区域施策編）を策定・改定した団

体の目標年度の設定状況 

 短期目標年度 中期目標年度 長期目標年度 

設定年度 平成 32 年度 平成 42 年度 平成 62 年度 

団体数 
（直近１ヵ年に策定・改定

した団体のうちの割合） 

28 

（33.3％） 

30 

（35.7％） 

20 

（23.8％） 
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表 11 「地球温暖化対策計画」の策定を受けて既に地方公共団体実行計画（区

域施策編）策定・改定済みと回答した団体の目標設定状況 

 
注）「－」の団体は、既に地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・改定済みと回答した団体で、目標設

定を「設定していない」と回答した団体。  

 

  

基準年度 目標年度
削減率

（％）
基準年度 目標年度

削減率

（％）
基準年度 目標年度

削減率

（％）

北海道 積丹町 － － － － － － 26 32 3

宮城県 仙台市 22 32 0.8 － － － － － －

千葉県 千葉県 － － － 25 42 22 － － －

山梨県 忍野村 － － － － － － － － －

長野県 松本市 － － － 19 42 30 19 62 80

長野県 千曲市 17 37 20 － － － － － －

静岡県 静岡市 25 34 10 25 42 26 25 62 80

兵庫県 神戸市 17 32 20 17 42 31 － － －

徳島県 徳島県 2 32 25 25 42 40 － － －

香川県 香川県 24 32 12 － － － － － －

福岡県 北九州市 17 32 8 17 42 30 17 62 50

大分県 大分県 － － － 25 32 14 25 42 35

都道府県

名
団体名

短期目標 中期目標 長期目標
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２）他の行政計画との連携の有無 

 関係する他の行政計画と調和・連携又は統合することで、進行管理の実効性を

より高められることができると想定されるため、地方公共団体実行計画（区域施

策編）と関係性が高い「総合計画」及び「環境基本計画」との調和・連携又は統

合の状況を分析した。 

地方公共団体実行計画（区域施策編）と「総合計画」の調和・連携の状況は、

都道府県及び施行時特例市以上の市では約９割の団体で「調和・連携している」

状況であり、施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）では７割弱とやや低い

（図 39）。 

地方公共団体実行計画（区域施策編）と「環境基本計画」の調和・連携又は統

合の状況は、都道府県及び施行時特例市以上の市では、ほとんどの団体で調和・

連携又は統合を図っている状況であり、施行時特例市未満の市町村（特別区含

む。）では７割程度とやや低い（図 40）。 

「総合計画」及び「環境基本計画」との調和・連携等の状況と地方公共団体実

行計画（区域施策編）の進捗評価とでは明確な関連性は見えなかったものの、こ

れらの計画と調和・連携しているほど、目標達成に向けて順調に進んでいる傾向

が見られた（図 41、42）。 

 

図 39 地方公共団体実行計画（区域施策編）における「総合計画」との調和・

連携の状況 
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0.0%

0.0%

2.1%

0.0%

11.2%
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都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

施行時特例市未満の

市町村（特別区含む。）
n=349

図 総合計画との調和・連携の状況（区域施策編） n=499

図られている 図られていない 策定していない 不明 無回答



44 

図 40 地方公共団体実行計画（区域施策編）における「環境基本計画」との調

和・連携の状況 

 

 

図 41 地方公共団体実行計画（区域施策編）における総合計画との調和・連

携の状況と地方公共団体実行計画（区域施策編）の進捗評価 
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図 環境基本計画との調和・連携の状況（区域施策編） n=499
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図 総合計画との調和・連携等の有無と区域施策編の進捗評価
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目標達成に向けて、順調に進んでいる 目標達成が困難な状況である

評価していない 無回答
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図 42 地方公共団体実行計画（区域施策編）における環境基本計画との調

和・連携の状況と地方公共団体実行計画（区域施策編）の進捗評価 
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図 環境基本計画との調和・連携等の有無と区域施策編の進捗評価

n=499

目標達成に向けて、順調に進んでいる 目標達成が困難な状況である

評価していない 無回答
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３）各種施策の取組状況 

区域施策に関する各種地球温暖化対策に資する施策について、その取組状況

を整理する。 

吸収源対策については、地方公共団体実行計画（区域施策編）の位置づけの有

無に係わらず取り組んでいる団体は、「都市緑化等の推進」が最も多く、次いで

「森林吸収源対策」であった。そのうち、地方公共団体実行計画（区域施策編）

に位置付けて取り組んでいる割合は、全体の 6.5％（都市緑化等の推進）と 5.4％

（森林吸収源対策）であり、非常に少なかった（図 43）。 

「地球温暖化対策計画」における地方公共団体が講ずべき措置等の取組のう

ち、再生可能エネルギー施設に係る固定資産税減免等の「措置を講じている」団

体は全体の 33.8％（図 44）、地域金融機関等と連携した再生可能エネルギー事

業への出資や融資などの金融上の措置を講じている団体は全体の 38.4％であっ

た（図 45）。 

事業者を対象とする温室効果ガス排出量報告制度や地球温暖化対策計画書制

度の整備・運用状況については、それぞれ、「条例に基づく地球温暖化対策計画

書制度を導入している」が 22.5％、「条例に基づく温室効果ガス排出量報告制度

を導入している」が 20.5％であった（図 46）。 

その他の取組としては、「次世代自動車の普及やエコドライブの推進」が

92.1％で最も多く、次いで、「公共交通機関の利用促進」が 82.1％、「国民運動

「COOL CHOICE」の促進」が 70.9%、「温室効果ガスの排出量がより少ない製

品・役務の利用促進」が 68.9%と、これら４項目はいずれも取り組んでいる団体

が多かった（図 47）。 

地域の多様な課題に応える低炭素型の都市・地域づくりの推進への取組につ

いては、「環境教育・普及啓発、エリアマネジメント等をはじめとする民間団体

の活動支援」が全体の 68.9％と最も多く、次いで、「公共交通網の再構築」が

32.5％であった（図 48）。 

地方公共団体との区域の枠を超えた協調・連携については、「実施している」

団体が 38 団体（25.2％）であった（図 49）。 
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図 43 地方公共団体実行計画（区域施策編）に関する吸収源対策の取組状況 

 

 

図 44 再生可能エネルギー施設に係る固定資産税減免等の措置の取組状況 
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図 45 地域金融機関等と連携した再生可能エネルギー事業への出資や融資など

の金融上の措置の取組状況 

 

 

図 46 事業者を対象とする温室効果ガス排出量報告制度や地球温暖化対策計画

書制度の整備・運用状況 
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心がある

上記のいずれも導入しておらず、今後の導入の予定

はない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

Q２-６（１）③事業者を対象とする温室効果ガス排出量報告制度や地球温暖化対策

計画書制度の整備・運用状況（n=151）
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図 47 「地球温暖化対策計画」に基づく地方公共団体が講ずべきその他の措置

等の取組状況 

 

 

  

92.1%

82.1%

70.9%

68.9%

49.0%

49.0%

43.0%

27.8%

27.8%

23.8%

17.9%

17.2%

16.6%

11.3%

9.3%

3.3%

1.3%

次世代自動車の普及やエコドライブの推進

公共交通機関の利用促進

国民運動「COOL CHOICE」の促進

温室効果ガスの排出量がより少ない製品・役務の利用促進

事業者による省エネ診断の積極的な受診の促進

省エネルギー住宅に対する財政上の支援

事業者によるエネルギーマネジメントシステムの整備等の促進

再生可能エネルギーの安定的かつ効率的な需給体制の構築のための多様

な関係者の連携確保

事業者によるコジェネレーションシステムの導入の促進

再生可能エネルギーの導入及び活用に付随して生じる問題の未然防止・解

消（景観の悪化、騒音の発生、土地や水域の利用に係る権益への影響等）

環境的に持続可能な資源調達並びに生態系及び景観の保全についての適

切な情報提供等

再生可能エネルギー関連施設の周辺住民の理解の醸成

都市のコンパクト化や公共施設の再編等に合わせた地域熱供給システムの

導入等による効率的なエネルギー利用の推進

事業者によるBATの導入や適切な運用改善の促進

再生可能エネルギー関係事業者（例えば、農林水産業者、温泉業者）等の協

力を得るための地域協議会の設置・運用

その他

取り組んでいない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q２-６（１）④その他取り組んでいるもの（n=151）
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図 48 地域の多様な課題に応える低炭素型の都市・地域づくりの推進への取組

状況 

 

 

図 49 地方公共団体との広域的な協調・連携による地球温暖化対策に資する施

策や事業の取組状況 
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32.5%

29.8%

26.5%
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11.3%

5.3%

12.6%

環境教育・普及啓発、エリアマネジメント等をはじ

めとする民間団体の活動支援

公共交通網の再構築

都市のコンパクト化

スマートコミュニティの構築

まちづくりに参加する人づくり・ネットワークづくり

の促進

業務中心地区や工業団地等におけるCEMSや地

域熱供給の導入などの面的取組

その他

取り組んでいない

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-６（２）地域の多様な課題に応える低炭素型の都市・地域づくりの推

進（n=151）

25.2%

6.6%

68.2%

Q２-６（３）①他の地方公共団体との広域的な協調・連

携による地球温暖化対策に資する施策や事業の取組状況

（n=151）

実施している

予定がある、検討している

予定がない
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４）点検の実施と点検結果の公表 

 地方公共団体実行計画（区域施策編）における実施状況の点検のタイミングは、

「毎年実施している」が最も多く、全体の 50.1％を占める（図 50）。団体区分別

にみると、都道府県及び施行時特例市以上の市では、９割強の団体が毎年実施し

ているのに対し、施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）では３割程度と低

い（図 51）。 

点検の対象は、「区域内排出量の総量」が最も多く、全体の 90.1％を占めるが、

多くの団体では、「設定した目標の達成状況」や「対策・施策の進捗状況等」も

点検の対象としている（図 52）。団体区分別にみると、指定都市において「対策・

施策の進捗状況等」を点検の対象にしている団体の割合が、他の団体区分に比べ

て多い点が特徴的である（図 53）。 

 

図 50 地方公共団体実行計画（区域施策編）における実施状況の点検のタイミ

ング 

 

 

  

50.1%

4.4%

10.4%

11.4%

2.8%

20.8%

Q２-８（１）地方公共団体実行計画（区域施策編）策定後の進

捗確認状況（n=499）

毎年実施する

毎年ではないが、定期的に実施する

予定がある、検討している

実施しておらず、予定もない

その他

無回答
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図 51 地方公共団体実行計画（区域施策編）における団体区分別の点検のタイ

ミング 

 

 

図 52 地方公共団体実行計画（区域施策編）における点検の対象 
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22.9%

36.8%

55.9%

28.7%

22.1%

20.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人）
n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人）
n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q２-８（１）地方公共団体実行計画（区域施策編）策定後の進捗確認状況（n=499）

毎年実施する 毎年ではないが、定期的に実施する 予定がある、検討している 実施しておらず、予定もない その他 無回答

90.1%

73.9%

63.2%

1.1%

区域内排出量の総量の変化

設定した目標の達成状況

対策・施策の進捗状況等

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q２-８（２）温室効果ガス排出量や対策効果等の把握対

象（n=272）
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図 53 地方公共団体実行計画（区域施策編）における団体区分別の点検の対

象 
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61.6%

0.9%

90.1%

73.9%

63.2%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区域内排出量の総量の変化

設定した目標の達成状況

対策・施策の進捗状況等

その他

Q２-８（２）温室効果ガス排出量や対策効果等の把握対象（n=272）

都道府県 n=43

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=35

【施行時特例市以上 計】 n=144

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=62

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=50

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=12

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=4

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=128

【市町村（特別区含む。） 計】 n=229

【都道府県・市区町村市町村（特別区含む。） 計】 n=272
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点検結果の公表方法としては、「ホームページ」が最も多く、策定済み団体の

うち 71.7％を占めた。次いで、「環境報告書、環境白書等」（56.3％）、「環境審議

会」（49.3％）の順となった（図 54）。 

 

図 54 地方公共団体実行計画（区域施策編）における点検結果・評価の公表方

法 

 
 

  

71.7%

56.3%

49.3%

17.3%

11.0%

7.0%

5.1%

4.0%

9.2%

4.0%

1.1%

ホームページで公表している

環境報告書、環境白書等で公表している

環境審議会で公表している

議会報告で公表している

専用の冊子等を作成し公表している

広報誌で公表している

記者発表をしている

イベント展示などで公表している

その他

公表していない

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-８（３）実行計画（区域施策編）における温室効果ガス排出量や温

室効果ガス削減のための取組結果の公表方法（n=272）
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５）点検結果の活用 

 温室効果ガス排出量や対策効果等の点検結果の公表以外の活用方法は、「審議

会・委員会への報告資料としている」団体が最も多く 46.1％を占めた。次いで、

「地方公共団体実行計画（区域施策編）の見直しに活用している」（43.1％）、「他

の行政計画等の施策内容の検討材料としている」（18.8％）、「一般市民、事業者

向けの研修会等で情報提供している」（15.4％）となった。しかし、「活用してい

ない」と回答した団体も 16.0％を占めている（図 55）。 

 

図 55 地方公共団体実行計画（区域施策編）における点検結果の公表以外の活

用 

 

  

46.1%

43.1%

18.8%

15.4%

4.6%

4.4%

3.6%

1.2%

2.4%

16.0%

6.8%

審議会・委員会への報告資料としている

実行計画（区域施策編）の見直しに活用し

ている

他の行政計画等の施策内容の検討材料と

している

一般市民、事業者向けの研修会等で情報

提供している

国内機関（国や都道府県など）へ報告して

いる

子どもへの環境教育材料として学校等に配

布している

排出量が増加した部門に属する事業者や

業界団体等へ結果を報告し、取組の改善を

求めている

海外機関へ報告している

その他の方途に活用している

活用していない

不明

0% 10% 20% 30% 40% 50%

Q２-９（４）実行計画（区域施策編）における温室効果ガス排出

量や対策効果等の点検結果の公表以外の活用（n=499）
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６）中間見直しの実施 

 地方公共団体実行計画（区域施策編）における中間見直しの対象は、「目標値

や取組内容」が５割強、「進行管理の仕組み」や「点検・評価結果の公表」が３

～４割を占めた（図 56）。 

 また、「地球温暖化対策計画」を受けた地方公共団体実行計画（区域施策編）

の策定・改定については、「策定・改定時期未定」が最も多く 67.2％を占めた。

それ以外の選択肢では、「計画期間終了時に、国の計画策定を受けた改定を行う

予定である」が 198 団体（11.1％）と多く、次いで「国の計画策定を受けて、策

定・改定済みである」と回答した団体が 12 団体（0.7％）であった（図 57）。  

「地球温暖化対策計画」を受けた地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・

改定年度は、平成 29 年度が最も多く（20.3％）、次いで平成 28 年度（19.7％）、

平成 32 年度（19.2％）となった（図 58）。 

 

図 56 地方公共団体実行計画（区域施策編）における中間見直しの対象 
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32.7%
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19.6%

23.0%

26.1%

12.2%

12.8%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目標値や取組内容

進行管理の仕組み

点検・評価結果の公表

Q２-９（２）「区域施策編」の各事項における中間見直しの対象（n=499）

対象としている 対象としていない 不明 無回答
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図 57 国の「地球温暖化対策計画」を受けた地方公共団体実行計画（区域施策

編）の策定・改定の状況 

 

 

図 58 国の「地球温暖化対策計画」を受けた地方公共団体実行計画（区域施策

編）の策定・改定の予定年度 
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Q２-９（１）国の地球温暖化対策計画を受けた「区域施策編」

の策定・改定の状況（n=1,788）

（計画期間内であるが、）国の計画策定を受

けた改定を検討している（又は検討する予

定である）
計画期間終了時に、国の計画策定を受けた

改定を行う予定である

国の計画策定を受けて、策定・改定済みで

ある

過去に一度も策定したことがないが、国の計

画策定を受けた策定を予定している

策定・改定時期未定
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QQ２-９（１）国の地球温暖化対策計画を受けた「区域施策

編」の策定・改定年度（n=395）
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７）計画期間終了後の円滑な改定 

 団体区分ごとに、最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）の状況をみると、

地方公共団体実行計画（事務事業編）と比べて「既に計画期間を経過」している

団体の割合は低いものの、一部で計画期間終了後の円滑な改定が行われていな

い（図 59）。 

 

図 59 最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）の状況 
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n=1637

現在計画期間中 既に計画期間を経過 過去に一度も策定したことがない
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３． 共同策定等の実施状況と今後の見込み 

（１）共同策定等の実施状況 

１）既存事例の抽出 

 平成 28 年５月 27 日の改正により温対法第 21 条第１項で「共同策定」ができ

る旨が規定されたが、それ以前においてもいくつか共同策定6等の事例が存在す

る。その事例について表 12 のとおりの２つのタイプに分類し、各タイプに該当

する事例を表 13 に取りまとめた。 

 

表 12 共同策定等の事例の分類（地方公共団体実行計画（事務事業編）） 

 共同策定の分類 計画数 

タイプ１ 
地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定団体として、

複数の団体名称が記載されている 
６ 

タイプ２ 

構成する市町村の計画に、施設・設備を有する地方公共団

体の組合（一部事務組合及び広域連合）の団体名称や施設

名が記載されている 

23 

 

 

表 13 共同策定等の事例一覧（地方公共団体実行計画（事務事業編））（１／２） 

 計画名称 該当団体 策定年度 

タ

イ

プ

１ 

白糠町地球温暖化防止実行計画 
北海道白糠町、釧路白糠工業用水道企

業団 
H28 年３月 

下仁田町等地球温暖化防止実行計画 
群馬県下仁田町、甘楽西部環境衛生施

設組合、下仁田南牧医療事務組合 
H28 年３月 

妙高市役所・新井頸南広域行政組合 

地球温暖化対策実行計画（第 2 期改定

版） 

新潟県妙高市、新井頸南広域行政組合 H26 年 

第３次笠岡市・一部事務組合地球温暖

化対策実行計画 

※衛生や水道など、市内の全ての組合

を含めた共同策定事例 

岡山県笠岡市、市内の７つの一部事務

組合 
H28 年４月 

第１次阿久根市エコチャレンジ・プラ

ン 

鹿児島県阿久根市、阿久根地区消防組

合 
H28 年２月 

地球温暖化防止活動実行計画 
鹿児島県出水市、北薩広域行政事務組

合 
H24 年３月 

                                              
6 「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・改定の手引き」（平成 26 年３月、環境省地球環境局地球温

暖化対策課）では、一部事務組合等の地方公共団体の組合について、「一部事務組合等の事務所や事業所が

当該一部事務組合を設立した地方公共団体と一体である場合などには、共同で実行計画を策定することも

できます。」と記載されている（P.８）。 
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表 14 共同策定等の事例一覧（地方公共団体実行計画（事務事業編））（２／２） 

 計画名称 該当団体 策定年度 

タ

イ

プ

２ 

第２次名寄市地球温暖化対策実行計画 北海道名寄市、上川北部消防事務組合 H24 年５月 

地球温暖化対策実行計画「美深町 CO2

排出量削減計画」 
北海道美深町、上川北部消防事務組合 H24 年３月 

第２期美幌町地球温暖化対策実行計画 北海道美幌町、美幌・津別広域事務組合 H25 年３月 

第２期大空町地球温暖化対策実行計画 北海道大空町、網走地区消防組合 H25 年３月 

第 2 次北見市役所地球温暖化防止実行

計画 
北海道北見市、北見地区消防組合 H28 年３月 

置戸町地球温暖化対策実行計画（平成

23 年度～平成 27 年度） 
北海道置戸町、北見地区消防組合 H23 年３月 

訓子府町地球温暖化対策実行計画 北海道訓子府町、北見地区消防組合 H24 年４月 

稚内市地球温暖化対策実行計画（事務

事業編） 
北海道稚内市、稚内地区消防事務組合 H23 年４月 

第３期猿払村の事務・事業に関する実

行計画 
北海道猿払村、稚内地区消防事務組合 H28 年８月 

岩見沢市役所地球温暖化防止実行計画 
北海道岩見沢市、岩見沢地区消防事務組

合 
H19 年７月 

第２次美瑛町地球温暖化対策実行計画 
北海道美瑛町、大雪消防組合、大雪清掃

組合 
H28 年４月 

地球温暖化防止実行計画～CO2排出量

削減に向けて～ 
北海道標茶町、川上郡衛生処理組合 H23 年７月 

第１次利尻町地球温暖化対策実行計画

（平成 26 年度～平成 30 年度） 

北海道利尻町、利尻礼文消防事務組合、

利尻島国民健康保険病院組合 
H26 年４月 

八戸市地球温暖化対策実行計画（事務

事業編）うみねこプランⅣ 

青森県八戸市、八戸市階上町田代小学校

中学校組合 
H27 年４月 

第２次地球温暖化対策鰺ヶ沢町行動プ

ラン（鰺ヶ沢町地球温暖化対策実行計

画） 

青森県鰺ヶ沢町、鰺ヶ沢地区消防事務組

合 
H27 年４月 

柏市エコアクションプラン 柏市、東葛中部地区総合開発事務組合 H26 年 

第 2 期十日町市地球温暖化対策実行計

画 

新潟県十日町市、十日町地域広域事務組

合 
H24 年９月 

見附市環境にやさしい実践行動計画(第

３期計画) 
新潟県見附市、新潟中越福祉事務組合 H25 年７月 

地球にやさしい率先行動計画第３版 

静岡県三島市、三島函南広域行政組合、

三島市外五ヶ市町箱根山組合、三島市外

三ヶ市町箱根山林組合 

H24 年３月 

第３期大東市地球温暖化対策実行計画 大阪府大東市、大東四條畷消防組合 H25 年３月 

神栖市環境保全率先実行計画（神栖市

地球温暖化対策実行計画）（第 2 次） 
茨城県神栖市、鹿島地方事務組合 H25 年７月 

第４期 松山市役所 温暖化対策実行

計画（地球温暖化対策地方公共団体実

行計画（事務事業編）） 

愛媛県松山市、松山衛生事務組合、松山

養護老人ホーム事務組合、松山広域福祉

施設事務組合、愛媛県後期高齢者医療広

域連合 

H28 年３月 

奄美市地球温暖化防止活動実行計画 

鹿児島県奄美市、大島地区衛生組合・大

島農業共済事務組合・奄美大島地区介護

保険一部組合、大島地区消防組合 

H20 年２月 

注）二重下線は、地方公共団体の組合が、複数の施設を有し、その施設が立地する市町村ごとの計画の範

囲に含まれている団体を示す。 
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（２）共同策定の今後の見込み 

１）地方公共団体実行計画（事務事業編） 

 調査対象全体では、共同して計画を策定予定と回答した団体が 26 団体（調査

対象全数の 3,395 団体に対する 0.8%）、予定はないが関心があると回答した団

体が 374 団体（11.0%）であった（うち、「共同策定を予定する団体」として一

致する組合せが３箇所あった。）。都道府県及び市町村（特別区含む。）に比べて、

地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）の方が、共同策定のニーズは

やや高い（表 15、図 60）。 

共同して計画を策定する予定時期は、６団体が平成 28 年度中、20 団体が平

成 29 年度以降と回答した（表 15、図 60）。 

「共同策定の予定はないが関心がある」と回答した団体の共同策定したい団

体の組合せとしては、既に事例のある「市町村と地方公共団体の組合（一部事務

組合及び広域連合）」以外に、「都道府県と市町村」、「都道府県と地方公共団体の

組合（一部事務組合及び広域連合）」、「市町村同士」、「地方公共団体の組合（一

部事務組合及び広域連合）同士」もニーズとしてあることが判明した（表 16）。 

 

表 15 地方公共団体実行計画（事務事業編）における共同策定の検討状況 

  
都道府県及び市町村 

（特別区含む。） 
一部事務組合等 

平成 28 年度中に共同計画を策定予定 3 3 

平成 29 年度以降に共同計画を策定予定 8 12 

共同策定の予定はないが関心がある 162 212 

共同策定の予定がなく関心もない 157 75 

検討していない 1,355 1,186 

不明 82 100 

無回答 21 19 
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図 60 地方公共団体実行計画（事務事業編）の共同策定の検討状況 

 
 

表 16 地方公共団体実行計画（事務事業編）の共同したい団体の組合せ 

  
回答 

団体数 

管下の 

市町村 

属する 

都道府県 

近隣の 

市町村 

一部事務 

組合等 
その他 

都道府県 1 1 － 0 0 0 

指定都市 1 － 0 1 0 0 

中核市 8 － 5 7 1 0 

施行時特例市 2 － 2 1 1 0 

施行時特例市未満の

市町村（特別区含

む。） 

150 － 52 115 38 7 

地方公共団体の組合

（一部事務組合及び

広域連合） 

212 － 28 86 65 36 

注）回答団体のうち、都道府県及び施行時特例市以上の市は以下のとおりである。 

（都道府県） 

茨城県 

（指定都市） 

広島県広島市 

（中核市） 

秋田県秋田市、福島県郡山市、愛知県岡崎市、滋賀県大津市、岡山県倉敷市、 

広島県福山市、長崎県佐世保市、鹿児島県鹿児島市 

（施行時特例市） 

埼玉県熊谷市、埼玉県春日部市 

  

0.2%

0.2%

0.4%

0.7%

9.1%

13.2%

8.8%

4.7%

75.8%

73.8%

4.6%

6.2%

1.2%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県及び市町村

（特別区含む。） n=1788

地方公共団体の組合

（一部事務組合及び広域連合） n=1607

Q１－１（９）共同策定の検討状況等

平成28年度中に共同した計画を策定予定 平成29年度以降に共同した計画を策定予定

共同策定の予定はないが関心がある 共同策定の予定がなく関心もない

検討していない 不明

無回答
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２）地方公共団体実行計画（区域施策編） 

 調査対象全体では、共同した計画を策定予定と回答した団体が６団体（都道府

県及び市町村（特別区含む。）全数の 1,788 団体に対する 0.3%）、予定はないが

関心があると回答した団体が 172 団体（9.7%）であった（表 17、図 61）。 

共同して計画を策定する予定時期は、２団体が平成 28 年度中、４団体が平成

29 年度以降と回答した（表 17、図 61）。共同策定の関心がある団体の共同した

い団体の組合せは、組合せとして想定される「都道府県と管下の市町村」、「近隣

の市町村同士」のどちらにもニーズがあった（表 18）。 

 

表 17 地方公共団体実行計画（区域施策編）における共同策定の検討状況 

  都道府県及び市町村（特別区含む。） 

平成 28 年度中に共同計画を策定予定 2 
平成 29 年度以降に共同計画を策定予定 4 
共同策定の予定はないが関心がある 172 

共同策定の予定がなく関心もない 143 
検討していない 1,317 

不明 93 
無回答 57 

 

図 61 地方公共団体実行計画（区域施策編）の共同策定の検討状況 

 

 

  

0.1% 0.2%

9.7% 8.0% 73.9% 5.2% 3.2%
都道府県及び市町村

（特別区含む）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q２－１（11）共同策定の検討状況等（n=1,788 ）

平成28年度中に共同した計画を策定予定 平成29年度以降に共同した計画を策定予定

共同策定の予定はないが関心がある 共同策定の予定がなく関心もない

検討していない 不明

無回答
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表 18 地方公共団体実行計画（区域施策編）の共同したい団体の組合せ 

  
回答 

団体数 

管下の 

市町村 

属する 

都道府県 

近隣の 

市町村 
その他 

都道府県 3 3 － 0 0 

指定都市 1 － 0 0 0 

中核市 8 － 6 8 0 

施行時特例市 4 － 3 3 0 
施行時特例市未満の市町村

（特別区含む。） 
156 － 61 121 7 

注）回答団体のうち、都道府県及び施行時特例市以上の市は以下のとおりである。 

（都道府県） 

秋田県、滋賀県、徳島県 

（指定都市） 

広島県広島市 

（中核市） 

福島県郡山市、埼玉県越谷市、愛知県豊橋市、滋賀県大津市、広島県福山市、 

長崎県佐世保市、大分県大分市、鹿児島県鹿児島市 

（施行時特例市） 

埼玉県熊谷市、埼玉県春日部市、愛知県春日井市、兵庫県宝塚市  
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第３章 施行状況調査詳細 

１． 基礎情報 

（１）団体区分 

１）団体区分 

 都道府県及び市町村（特別区含む。）1,788 団体及び地方公共団体の組合（一

部事務組合及び広域連合）1,607 団体の合計 3,395 団体を対象とした。 

 市町村（特別区含む。）は、更に７つに区分した（指定都市、中核市、施行時

特例市、その他市町村（特別区含む。）（100,000 人～）、その他市町村（特別区

含む。）（30,000 人～99,999 人）、その他市町村（特別区含む。）（10,000 人～29,999

人）、その他市町村（特別区含む。）（～9,999 人））。 

 

図 62 

 

 

 都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち、都道府県 47 団体及び施行時特

例市以上の市 151 団体の回答率は 100.0％であった。 

また、施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）1,637 団体及び地方公共団

体の組合（一部事務組合及び広域連合）1,607 団体の回答率は、それぞれ 99.6％、

99.4％であった。 

 

  

1.4% 0.6%
1.4%

1.1%

5.4%

15.0%

13.2%

14.6%

47.3%

Q０-１．対象団体の団体区分（n=3,395）

都道府県

政令指定都市

中核市

施行時特例市

その他市町村（特別区含む。）（100,000人～）

その他市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人）

その他市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人）

その他市町村（特別区含む。）（～9,999人）

一部事務組合等
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表 19  

 
 

（２）団体内の体制 

１）地球温暖化対策を担当する部（局）課係の有無 

 調査対象全体では、地球温暖化対策を担当する部（局）課係があると回答した

団体が 2,070 団体（61.0％）であった。 

 団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち、施行時特

例市以上の市は 150 団体（99.3％）が「ある」と回答したが、施行時特例市未満

の市町村（特別区含む。）では「ある」の割合は 1,485 団体（90.7％）と比較的

低かった。また、人口規模が小さくなるに従い、「ある」の割合が低くなる傾向

が見られた。 

地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）では「ある」と回答した団

体は 435 団体（27.1％）であった。 

 

表 20  

 

  

都道府県 都道府県 47 47 100.0%
政令指定都市 政令指定都市 20 20 100.0%
中核市 中核市 47 47 100.0%
施行時特例市 施行時特例市 37 37 100.0%

151 151 100.0%
その他市町村（特別区含む。）（100,000人～） 182 183 99.5%
その他市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） 509 510 99.8%
その他市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） 445 447 99.6%
その他市町村（特別区含む。）（～9,999人） 494 497 99.4%
計 1,630 1,637 99.6%

市町村（特別区含む。）　計 1,734 1,741 99.6%
都道府県・市町村（特別区含む。）　計 1,781 1,788 99.6%
一部事務組合等 一部事務組合等 1,598 1,607 99.4%

施行時特例市
未満の
市町村（特別区含
む。）

対象数

施行時特例市以上　計

回答率区分 人口規模 団体数

担当する部（局）課係の有無 団体数 割合

ある 2,070 61.0%
ない 1,304 38.4%

無回答 21 0.6%
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図 63  

 

 

表 21  

 

 

  

61.0%

38.4%

0.6%

Q０-２（１）．地球温暖化対策を担当する部（局）課係の有無

（n=3,395）

ある

ない

無回答

項目 区分 人口規模 ある ない 無回答 対象団体数
47 0 0 47
20 0 0 20
47 0 0 47
36 1 0 37

150 1 0 151
100,000人～ 178 5 0 183
30,000人～99,999人 492 17 1 510
10,000人～29,999人 412 34 1 447
～9,999人 403 90 4 497
計 1,485 146 6 1,637

1,588 147 6 1,741
1,635 147 6 1,788

435 1,157 15 1,607
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
97.3% 2.7% 0.0% 100.0%
99.3% 0.7% 0.0% 100.0%

100,000人～ 97.3% 2.7% 0.0% 100.0%
30,000人～99,999人 96.5% 3.3% 0.2% 100.0%
10,000人～29,999人 92.2% 7.6% 0.2% 100.0%
～9,999人 81.1% 18.1% 0.8% 100.0%
計 90.7% 8.9% 0.4% 100.0%

91.2% 8.4% 0.3% 100.0%
91.4% 8.2% 0.3% 100.0%
27.1% 72.0% 0.9% 100.0%

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 64  

 

 

２）地球温暖化対策を担当する部（局）課係の所属職員数 

 地球温暖化対策を担当する部（局）課係がある団体を対象にした所属職員数は、

「４人以下」が 1,267 団体（61.2％）と最も多かった。 

 

表 22  

 

 

  

100.0%

100.0%

100.0%

97.3%

99.3%

97.3%

96.5%

92.2%

81.1%

90.7%

91.2%

91.4%

27.1%

0.0%

0.0%

0.0%

2.7%

0.7%

2.7%

3.3%

7.6%

18.1%

8.9%

8.4%

8.2%

72.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.2%

0.2%

0.8%

0.4%

0.3%

0.3%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=183

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=510

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=447

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=497

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1637

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1741

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1788

一部事務組合等 n=1607

Q０-２（１）．地球温暖化対策を担当する部（局）課係の有無（n=3,395）

ある ない 無回答

担当する部（局）課係の

所属職員数
団体数 割合

～4人 1,267 61.2%
5人～9人 588 28.4%

10人～24人 179 8.6%

25人～49人 16 0.8%
50人～ 4 0.2%

無回答 16 0.8%
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団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち、施行時特

例市以上の市は「５人～９人」が 67 団体（44.7％）と最も多かった。一方、施

行時特例市未満の市町村（特別区含む。）は「４人以下」が 919 団体（61.9％）

と最も多く、人口規模が小さくなるに従い、所属職員数が少なくなる傾向が見ら

れた。 

 地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）の団体では「４人以下」が

319 団体（73.3％）と最も多かった。 

 

表 23  

 

 

  

61.2%

28.4%

8.6%

0.8% 0.2%
0.8%

Q０-２（２）．地球温暖化対策を担当する部（局）課係の所属

職員数（n=2,070）

～4人

5人～9人

10人～24人

25人～49人

50人～

無回答

項目 区分 人口規模 ～4人 5人～9人 10人～24人 25人～49人 50人～ 無回答 対象団体数
5 22 14 3 1 2 47
2 7 4 7 0 0 20

11 24 12 0 0 0 47
11 14 11 0 0 0 36
29 67 41 10 1 2 150

100,000人～ 74 68 35 0 1 0 178
30,000人～99,999人 261 188 38 3 0 2 492
10,000人～29,999人 300 90 19 1 0 2 412
～9,999人 284 82 31 0 0 6 403
計 919 428 123 4 1 10 1,485

943 473 150 11 1 10 1,588
948 495 164 14 2 12 1,635
319 93 15 2 2 4 435

10.6% 46.8% 29.8% 6.4% 2.1% 4.3% 100.0%
10.0% 35.0% 20.0% 35.0% 0.0% 0.0% 100.0%
23.4% 51.1% 25.5% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
30.6% 38.9% 30.6% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
19.3% 44.7% 27.3% 6.7% 0.7% 1.3% 100.0%

100,000人～ 41.6% 38.2% 19.7% 0.0% 0.6% 0.0% 100.0%
30,000人～99,999人 53.0% 38.2% 7.7% 0.6% 0.0% 0.4% 100.0%
10,000人～29,999人 72.8% 21.8% 4.6% 0.2% 0.0% 0.5% 100.0%
～9,999人 70.5% 20.3% 7.7% 0.0% 0.0% 1.5% 100.0%
計 61.9% 28.8% 8.3% 0.3% 0.1% 0.7% 100.0%

59.4% 29.8% 9.4% 0.7% 0.1% 0.6% 100.0%
58.0% 30.3% 10.0% 0.9% 0.1% 0.7% 100.0%
73.3% 21.4% 3.4% 0.5% 0.5% 0.9% 100.0%

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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３）地球温暖化対策に関する業務を担当する職員数（地球温暖化対策を担当する

部（局）課係が無い団体） 

 地球温暖化対策を担当する部（局）課係が無い団体を対象にした担当職員数は、

「なし」が 1,067 団体（81.8％）と最も多かった。 

 

表 24  

 

 

  

10.6%

10.0%

23.4%

30.6%

19.3%

41.6%

53.0%

72.8%

70.5%

61.9%

59.4%

58.0%

73.3%

46.8%

35.0%

51.1%

38.9%

44.7%

38.2%

38.2%

21.8%

20.3%

28.8%

29.8%

30.3%

21.4%

29.8%

20.0%

25.5%

30.6%

27.3%

19.7%

7.7%

4.6%

7.7%

8.3%

9.4%

10.0%

3.4%

6.4%

35.0%

0.0%

0.0%

6.7%

0.0%

0.6%

0.2%

0.0%

0.3%

0.7%

0.9%

0.5%

2.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.7%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.1%

0.1%

0.1%

0.5%

4.3%

0.0%

0.0%

0.0%

1.3%

0.0%

0.4%

0.5%

1.5%

0.7%

0.6%

0.7%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=36

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=178

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=492

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=412

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=403

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1485

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1588

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1635

一部事務組合等 n=435

Q０-２（２）．地球温暖化対策を担当する部（局）課係の所属職員数（n=2,070）

～4人 5人～9人 10人～24人 25人～49人 50人～ 無回答

業務を担当する職員数 団体数 割合

なし 1,067 81.8%

1人 150 11.5%

2人～４人 65 5.0%

5人～9人 6 0.5%

10人～ 7 0.5%

無回答 9 0.7%
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団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち、施行時特

例市未満の市町村（特別区含む。）は「なし」が 74 団体（50.7％）と最も多かっ

た。同様に、地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）の団体も「なし」

が 993 団体（85.8％）と最も多かった。 

 

表 25  

 

 

  

81.8%

11.5%

5.0%
0.5% 0.5%

0.7%

Q０-２（３）．地球温暖化対策に関する業務を担当する職員数

（n=1,303）

なし

1人

2人～４人

5人～9人

10人～

無回答

項目 区分 人口規模 なし 1人 2人～４人 5人～9人 10人～ 無回答 対象団体数
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 1 0 0 1
0 0 0 1 0 0 1

100,000人～ 0 1 4 0 0 0 5
30,000人～99,999人 11 3 2 0 0 1 17
10,000人～29,999人 12 15 7 0 0 0 34
～9,999人 51 25 12 1 0 1 90
計 74 44 25 1 0 2 146

74 44 25 2 0 2 147
74 44 25 2 0 2 147

993 106 40 4 7 7 1,157
－ － － － － － －
－ － － － － － －
－ － － － － － －

0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

100,000人～ 0.0% 20.0% 80.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
30,000人～99,999人 64.7% 17.6% 11.8% 0.0% 0.0% 5.9% 100.0%
10,000人～29,999人 35.3% 44.1% 20.6% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
～9,999人 56.7% 27.8% 13.3% 1.1% 0.0% 1.1% 100.0%
計 50.7% 30.1% 17.1% 0.7% 0.0% 1.4% 100.0%

50.3% 29.9% 17.0% 1.4% 0.0% 1.4% 100.0%
50.3% 29.9% 17.0% 1.4% 0.0% 1.4% 100.0%
85.8% 9.2% 3.5% 0.3% 0.6% 0.6% 100.0%一部事務組合等

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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４）平成 28年度の地球温暖化対策担当部（局）課係の「負担金・補助及び交付

金」予算のうち補助金の額（歳入） 

補助金の総額の記入があった 525 団体について、補助金の総額が「1 千万円

以上 5 千万円未満」の団体が 160 団体（30.5％）と最も多かった。 

 

表 26  

 

  

0.0%

0.0%

0.0%

64.7%

35.3%

56.7%

50.7%

50.3%

50.3%

85.8%

0.0%

0.0%

20.0%

17.6%

44.1%

27.8%

30.1%

29.9%

29.9%

9.2%

0.0%

0.0%

80.0%

11.8%

20.6%

13.3%

17.1%

17.0%

17.0%

3.5%

100.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

0.7%

1.4%

1.4%

0.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

5.9%

0.0%

1.1%

1.4%

1.4%

1.4%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県 n=0

政令指定都市 n=0

中核市 n=0

施行時特例市 n=1

【施行時特例市以上 計】 n=1

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=5

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=17

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=34

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=90

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=146

【市町村（特別区含む。） 計】 n=147

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=147

一部事務組合等 n=1157

Q０-２（３）．地球温暖化対策に関する業務を担当する職員数（n=1,303）

なし 1人 2人～４人 5人～9人 10人～ 無回答

補助金の額（歳入） 補助金の総額 割合

百万円未満 59 11.2%

百万円以上５百万円未満 150 28.6%
５百万円以上１千万円未満 91 17.3%

１千万円以上５千万円未満 160 30.5%

５千万円以上１億円未満 31 5.9%
１億円以上５億円未満 27 5.1%

５億円以上 7 1.3%
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補助金の総額に占める各組織からの補助金の割合をみると、環境省からの補

助金が 50.4％と半数を占めている。次いで、都道府県からの補助金が 32.6％を

占めている。 

 

表 27  

 

 

図 70  

  

11.2% 28.6% 17.3% 30.5% 5.9%
5.1%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

補助金の総額

Q０-２（４）．｢負担金・補助及び交付金」予算のうち補助金の額（歳入）

（n=525）

百万円未満 百万円以上５百万円未満 ５百万円以上１千万円未満

１千万円以上５千万円未満 ５千万円以上１億円未満 １億円以上５億円未満

５億円以上

補助金の総額（歳入） 金額の合計(千円） 割合
補助金の総額 17,647,855 100.0%
環境省からの補助金 8,893,011 50.4%
その他省庁からの補助金 1,901,776 10.8%
都道府県からの補助金 5,758,085 32.6%
無回答 1,094,983 6.2%

50.4%

10.8%

32.6%

6.2%

Q０-２（４）．｢負担金・補助及び交付金」予算のうち補助金の

総額（歳入）の割合（n=525）

環境省からの補助金

その他省庁からの補助金

都道府県からの補助金

無回答
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（３）地球温暖化対策の推進等を目的とする条例の制定状況 

都道府県及び市町村（特別区含む。）が制定している地球温暖化対策の推進等

を目的とする条例の数は、合計 303 であった。 

条例の主目的（複数選択可能）は、「地球温暖化対策の推進」が 265 と最も多

く、次いで「省エネルギーの推進」が 175、「再生可能エネルギー利用の促進」

が 130、「気候変動による影響への適応（適応策）」が 34 であった。 

条例の制定は、温対法が制定された平成 10 年（1998 年）頃を境に増加して

おり、平成 18 年（2006 年）に最も制定されている。 

 

図 71 
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Q０-３．地球温暖化対策の推進等を目的とする条例の制定年

（n=303 ）

年号

条例数
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表 28（１／５） 

  

年 月
地球温暖化対策

の推進

再生可能エネル

ギー利用の促進

省エネルギーの

推進

気候変動による

影響への適応
（適応策）

北海道 北海道 北海道地球温暖化防止対策条例 21 3 ● ● ●

北海道 札幌市 札幌市環境基本条例 7 12 ● ●

北海道 札幌市 札幌市生活環境の確保に関する条例 14 3 ● ●

北海道 帯広市 帯広市環境基本条例 8 12 ●

北海道 網走市 網走市環境基本条例 14 3 ●

北海道 留萌市 留萌市環境基本条例 15 4 ●

北海道 芦別市 芦別市環境基本条例 20 6 ● ●

北海道 江別市 江別市環境基本条例 11 12 ●

北海道 紋別市 紋別市環境基本条例 23 3 ● ●

北海道 紋別市 紋別市太陽光発電システム設置に伴う資金貸付けに関する条例 24 3 ● ●

北海道 千歳市 千歳市環境基本条例 10 6 ● ● ●

北海道 北広島市 北広島市環境基本条例 12 3 ● ● ●

北海道 石狩市 石狩市環境基本条例 12 10 ●

北海道 ニセコ町 環境基本条例 16 4 ● ● ● ●

北海道 ニセコ町 水道水源保護条例 23 5 ●

北海道 ニセコ町 地下水保全条例 23 5 ●

北海道 倶知安町 倶知安町環境基本条例 18 12 ● ●

北海道 猿払村 猿払村地球温暖化対策地域協議会条例 21 9 ● ● ●

北海道 中頓別町 中頓別町環境基本条例 21 6 ●

北海道 滝上町 滝上町木質バイオマス製造施設の設置に関する条例 22 4 ●

北海道 厚真町 厚真町環境基本条例 13 3 ● ● ●

北海道 士幌町 士幌町環境基本条例

北海道 鹿追町 鹿追町環境についての基本的なきまり条例 16 12 ●

北海道 池田町 池田町環境基本条例 15 12 ● ●

北海道 厚岸町 厚岸町豊かな環境を守り育てる基本条例 15 3 ● ●

北海道 弟子屈町 弟子屈町環境基本条例 18 3 ● ● ●

青森県 つがる市 つがる市環境基本条例 27 11 ●

岩手県 岩手県 新エネルギーの導入の促進及び省エネルギーの促進に関する条例 15 3 ● ●

岩手県 岩手県 県民の健康で快適生活を確保するための環境の保全に関する条例 13 12 ●

岩手県 宮古市 宮古市環境の保全及び創造に関する条例 18 3 ●

岩手県 大船渡市 大船渡市環境基本条例 13 4 ● ●

岩手県 久慈市 環境基本条例 18 3 ●

岩手県 遠野市 ふるさと遠野の環境を守り育てる基本条例 17 10 ● ●

岩手県 二戸市 二戸市環境基本条例 18 1 ● ●

岩手県 奥州市 奥州市環境基本条例 19 3 ●

岩手県 滝沢市 滝沢市環境基本条例 14 3 ● ●

岩手県 金ケ崎町 金ケ崎町田園環境基本条例 10 4 ● ● ● ●

岩手県 平泉町 平泉町環境保全条例 26 12 ● ● ●

岩手県 岩泉町 岩泉町環境基本条例 14 6 ● ● ●

宮城県 仙台市 仙台市環境基本条例 8 3 ● ● ●

宮城県 気仙沼市 気仙沼市環境基本条例 18 3 ● ● ●

宮城県 多賀城市 多賀城市環境基本条例 11 2 ●

宮城県 登米市 登米市環境基本条例 19 3 ●

宮城県 亘理町 亘理町環境基本条例 20 7 ●

宮城県 加美町 加美町環境基本条例 17 2 ● ● ●

秋田県 秋田県 秋田県地球温暖化対策推進条例 23 3 ● ● ●

秋田県 能代市 能代市環境基本条例 18 3 ● ●

秋田県 由利本荘市 由利本荘市環境基本条例 23 4 ●

秋田県 大潟村 大潟村環境基本条例 24 3 ● ● ●

山形県 寒河江市 寒河江市環境基本条例 24 3 ●

山形県 南陽市 南陽市森づくり条例 20 3 ●

山形県 朝日町 朝日町環境基本条例 22 3 ● ● ●

山形県 最上町 最上町環境基本条例 16 6 ●

山形県 最上町 最上町美化推進及び美観の保護に関する条例 4 12 ●

山形県 庄内町 庄内町環境基本条例 18 12 ● ● ● ●

福島県 会津若松市 会津若松市環境基本条例 9 4 ● ● ● ●

福島県 会津若松市 会津若松市生活環境の保全等に関する条例 12 10 ● ●

福島県 相馬市 相馬市環境基本条例 14 4 ● ●

茨城県 茨城県 茨城県地球環境保全行動条例 7 10 ● ●

茨城県 結城市 結城市環境基本条例 24 12 ●

茨城県 常陸太田市 常陸太田市環境基本条例 20 12 ● ●

茨城県 牛久市 牛久市の環境を守り育てる条例 15 3 ● ●

茨城県 常陸大宮市 常陸大宮市環境基本条例 18 3 ●

茨城県 神栖市 神栖市環境基本条例 17 3 ● ●

茨城県 鉾田市 鉾田市環境基本条例 27 3 ● ● ●

茨城県 茨城町 茨城町環境基本条例 21 9 ●

茨城県 東海村 東海村環境基本条例 12 3 ● ●

栃木県 栃木県 栃木県生活環境の保全等に関する条例 16 10 ● ● ●

栃木県 宇都宮市 環境基本条例 13 9 ● ● ● ●

栃木県 大田原市 大田原市の豊かで美しい環境を守り、創造し、後世に引き継ぐ条例 8 4 ●

栃木県 高根沢町 高根沢町環境基本条例 18 6 ● ● ●

栃木県 那珂川町 那珂川町環境基本条例 17 10 ● ● ●

都道府県
名

団体名 条例名

制定年月 条例の主目的（複数選択可）
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表 29（２／５） 

  

年 月
地球温暖化対策

の推進
再生可能エネル
ギー利用の促進

省エネルギーの
推進

気候変動による
影響への適応

（適応策）

群馬県 群馬県 群馬県地球温暖化防止条例 21 10 ● ●

群馬県 前橋市 環境基本条例 12 3 ● ● ● ●

群馬県 沼田市 沼田市環境基本条例 15 3 ● ● ● ●

群馬県 藤岡市 藤岡市環境基本条例 10 3 ●

群馬県 安中市 大規模太陽光発電設備設置促進条例 25 12 ● ●

群馬県 みどり市 みどり市環境基本条例 21 6 ●

群馬県 吉岡町 吉岡町の良好な環境の保全と創造に関する条例 10 12 ●

群馬県 みなかみ町 みなかみ町環境基本条例 17 10 ●

埼玉県 埼玉県 埼玉県地球温暖化対策推進条例 21 3 ● ● ● ●

埼玉県 さいたま市 さいたま市生活環境の保全に関する条例 20 10 ●

埼玉県 川越市 川越市良好な環境の保全に関する基本条例 18 9 ●

埼玉県 川越市 川越市地球温暖化対策条例 19 12 ●

埼玉県 秩父市 秩父市環境基本条例 18 3 ●

埼玉県 春日部市 春日部市環境基本条例 19 3 ●

埼玉県 深谷市 深谷市環境基本条例 18 1 ● ●

埼玉県 戸田市 戸田市地球温暖化対策条例 21 12 ●

埼玉県 入間市 入間市環境基本条例 10 9 ● ●

埼玉県 坂戸市 坂戸市環境基本条例 14 3 ● ● ●

埼玉県 幸手市 幸手市環境基本条例 17 12 ● ●

埼玉県 嵐山町 緑と清流・オオムラサキが舞う　嵐山町ストップ温暖化条例 23 6 ● ● ●

埼玉県 嵐山町 嵐山町環境基本条例 23 6 ● ● ●

埼玉県 小川町 小川町環境保全条例 16 12

埼玉県 皆野町 皆野町環境基本条例 22 12

千葉県 千葉市 千葉市環境保全条例 7 10 ● ●

千葉県 習志野市 習志野市環境基本条例 11 9 ●

千葉県 柏市 柏市地球温暖化対策条例 19 3 ● ● ●

千葉県 匝瑳市 匝瑳市環境基本条例 18 1 ● ●

千葉県 匝瑳市 匝瑳市環境保全条例 18 1 ● ●

千葉県 香取市 香取市環境保全条例 18 3 ● ●

千葉県 大網白里市 大網白里市環境保全条例 16 6 ●

千葉県 東庄町 環境基本条例 15 3 ●

千葉県 睦沢町 睦沢町環境条例 10 6 ●

東京都 東京都 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例 12 12 ● ● ●

東京都 千代田区 千代田区地球温暖化対策条例 19 12 ● ● ● ●

東京都 港区 港区環境基本条例 10 3 ● ●

東京都 墨田区 すみだ環境基本条例 17 12 ● ●

東京都 江東区 江東区環境基本条例 11 3 ● ●

東京都 大田区 大田区環境基本条例 22 3 ● ● ●

東京都 世田谷区 世田谷区環境基本条例 6 9 ●

東京都 中野区 中野区地球温暖化防止条例 23 7 ● ● ●

東京都 杉並区 杉並区レジ袋有料化等の取組の推進に関する条例 20 3 ●

東京都 足立区 足立区環境基本条例 11 7 ● ●

東京都 武蔵野市 武蔵野市環境基本条例 11 3 ● ● ● ●

東京都 武蔵野市 武蔵野市公害防止に関する条例 46 3 ● ●

東京都 三鷹市 三鷹市環境基本条例 12 3 ● ● ● ●

東京都 青梅市 青梅市環境基本条例 14 6 ●

東京都 昭島市 昭島市環境基本条例 12 3 ● ● ●

東京都 町田市 町田市環境基本条例 12 12 ●

東京都 小平市 小平市環境基本条例 13

東京都 国立市 国立市次世代に引き継ぐ環境基本条例 22 6 ●

東京都 東大和市 東大和市環境基本条例 16 12 ● ● ● ●

東京都 東久留米市 東久留米市環境基本条例 16 3

東京都 多摩市 多摩市環境基本条例 10 9 ● ● ●

東京都 羽村市 環境基本条例 14 4 ● ● ●

東京都 西東京市 西東京市環境基本条例 14 3 ● ●

東京都 瑞穂町 瑞穂町環境基本条例 19 4 ● ● ●

東京都 奥多摩町 奥多摩町環境基本条例 25 9

神奈川県 神奈川県 神奈川県地球温暖化対策推進条例 21 7 ● ● ● ●

神奈川県 神奈川県 神奈川県再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条例 25 7 ●

神奈川県 横浜市 横浜市生活環境の保全等に関する条例 14 12 ● ● ●

神奈川県 川崎市 川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例 21 12 ●

神奈川県 相模原市 相模原市地球温暖化対策条例 24 12 ● ● ● ●

神奈川県 横須賀市 環境基本条例 8 4 ● ●

神奈川県 平塚市 平塚市環境基本条例 10 12 ●

神奈川県 鎌倉市 鎌倉市環境基本条例 6 12 ●

神奈川県 鎌倉市
鎌倉市省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関す
る条例

24 7 ● ● ●

神奈川県 秦野市 環境基本条例 12 3 ● ●

神奈川県 伊勢原市 伊勢原市環境基本条例 22 4 ● ● ● ●

神奈川県 座間市 座間市環境基本条例 24 3 ● ● ●

神奈川県 大磯町 大磯町省エネルギー及び再生可能エネルギー利用の推進に関する条例 27 4 ● ● ●

神奈川県 大井町 大井町環境基本条例 13 3 ● ●

都道府県
名

団体名 条例名

制定年月 条例の主目的（複数選択可）
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表 30（３／５） 

  

年 月
地球温暖化対策

の推進
再生可能エネル
ギー利用の促進

省エネルギーの
推進

気候変動による
影響への適応

（適応策）

新潟県 新潟市 新潟市環境基本条例 8 7 ● ●

新潟県 新潟市 新潟市再生可能エネルギー等導入推進基金条例 24 7 ●

新潟県 柏崎市 新潟県柏崎市環境基本条例 8 3 ●

新潟県 小千谷市 小千谷市環境基本条例 15 3 ●

新潟県 見附市 見附市環境基本条例 20 9 ●

新潟県 村上市 村上市環境基本条例 21 3 ●

新潟県 燕市 燕市環境基本条例 18 9 ●

新潟県 糸魚川市 糸魚川市環境基本条例 20 4 ● ● ●

新潟県 妙高市 妙高市環境基本条例 11 4 ●

新潟県 南魚沼市 南魚沼市環境基本条例 17 6 ● ● ●

新潟県 胎内市 胎内市環境基本条例 17 9 ● ● ●

新潟県 胎内市 胎内市環境審議会条例 17 9 ● ● ●

新潟県 聖籠町 聖籠町環境基本条例 10 3 ● ●

新潟県 阿賀町 阿賀町のきれいな空気、おいしい水及び安全な土を守り続ける条例 17 4 ● ● ●

富山県 富山市 富山市環境基本条例 17 4 ● ● ● ●

富山県 射水市 射水市環境基本条例 20 3 ● ● ●

富山県 上市町 上市町環境基本条例 18 4 ● ●

石川県 石川県 ふるさと石川の環境を守り育てる条例 16 3 ● ● ●

石川県 七尾市 七尾市環境基本条例 18 3 ●

石川県 白山市 白山市環境基本条例 17 2 ● ● ●

石川県 白山市 白山市地球温暖化対策条例 21 12 ● ● ●

福井県 小浜市 小浜市環境基本条例 17 4 ● ● ●

福井県 勝山市 勝山市環境基本条例 15 3 ● ●

福井県 南越前町 南越前町環境基本条例 17 10 ● ●

福井県 越前町 越前町環境条例 18 8 ●

福井県 美浜町 美浜町環境基本条例 20 3 ● ●

山梨県 山梨県 山梨県地球温暖化対策条例 20 12 ● ● ●

山梨県 甲府市 甲府市環境基本条例 13 3 ●

山梨県 甲府市 甲府市環境保全条例 22 6 ●

山梨県 山梨市 山梨市環境基本条例 17 4 ●

山梨県 甲州市 甲州市環境基本条例 18 3 ● ● ● ●

山梨県 身延町 身延町環境審議会条例 16 9 ●

長野県 長野県 長野県地球温暖化対策条例 18 3 ● ● ●

長野県 松本市 松本市環境基本条例 10 3 ● ●

長野県 飯田市
飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する
条例

25 3 ●

長野県 伊那市 伊那市環境保全条例 ● ● ●

長野県 安曇野市 安曇野市環境基本条例 17 10 ●

長野県 下諏訪町 下諏訪町環境基本条例 13 12 ●

長野県 木曽町
木曽町地域の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー事業の促
進に関する条例

28 6 ●

長野県 朝日村 朝日村環境基本条例 14 6 ● ● ●

長野県 高山村 高山村地球にやさしい環境基本条例 27 12 ● ● ● ●

岐阜県 岐阜県 岐阜県地球温暖化防止基本条例 21 3 ●

岐阜県 多治見市 多治見市環境基本条例 10 9 ● ●

岐阜県 瑞浪市 瑞浪市環境基本条例 11 12 ● ●

静岡県 静岡県 静岡県地球温暖化防止条例 19 3 ● ●

静岡県 三島市 三島市環境基本条例 12 11 ●

静岡県 富士宮市 富士宮市環境基本条例 15 12 ● ● ●

静岡県 島田市 島田市環境基本条例 13 3 ● ● ● ●

静岡県 御殿場市 環境基本条例 13 4 ● ● ● ●

静岡県 伊豆の国市 伊豆の国市環境基本条例 25 3 ● ●

愛知県 愛知県 県民の生活環境の保全等に関する条例 16 4 ●

愛知県 一宮市 一宮市環境基本条例 16 3 ● ●

愛知県 春日井市 環境基本条例 13 9 ● ● ●

愛知県 春日井市 生活環境の保全に関する条例 19 12 ● ● ●

愛知県 豊川市 豊川市環境基本条例 21 4 ● ● ●

愛知県 豊田市 環境を守り育てる条例 18 3 ● ● ●

愛知県 豊田市 再生可能エネルギーの導入の推進に関する条例 26 3 ●

愛知県 安城市 安城市環境基本条例 13 4 ●

愛知県 稲沢市 稲沢市環境基本条例 15 9 ●

愛知県 新城市 新城市省エネルギー及び再生可能エネルギー推進条例 24 12 ● ●

愛知県 東海市 東海市環境基本条例 17 6 ●

愛知県 知多市 知多市環境基本条例 12 4 ●

愛知県 知立市 知立市環境基本条例 19 3 ● ●

愛知県 田原市 田原市環境保全条例 28 3 ● ● ●

愛知県 北名古屋市 北名古屋市環境基本条例 21 3 ● ●

愛知県 東郷町 東郷町環境基本条例 13 4 ● ● ●

愛知県 扶桑町 扶桑町環境基本条例 22 4 ●

三重県 三重県 三重県地球温暖化対策推進条例 26 4 ●

滋賀県 滋賀県 滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例 23 3 ● ● ●

滋賀県 草津市 愛する地球のために約束する草津市条例 19 12 ●

滋賀県 湖南市 湖南市地域自然エネルギー基本条例 24 9 ●

滋賀県 高島市 高島市環境基本条例 17 12 ● ● ●

都道府県
名

団体名 条例名

制定年月 条例の主目的（複数選択可）
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表 31（４／５） 

  

年 月
地球温暖化対策

の推進
再生可能エネル
ギー利用の促進

省エネルギーの
推進

気候変動による
影響への適応

（適応策）

滋賀県 高島市 高島市未来へ誇れる環境保全条例 19 7 ● ●

滋賀県 竜王町 竜王町環境基本条例 26 3 ● ● ●

滋賀県 愛荘町 愛荘町環境基本条例 21 3 ● ●

滋賀県 愛荘町 やすらぎをおぼえる愛荘町の環境保全条例 25 4 ●

滋賀県 多賀町 多賀町環境基本条例 23 4 ●

京都府 京都府 京都府環境を守り育てる条例 7 12 ●

京都府 京都府 京都府地球温暖化対策条例 17 12 ● ● ● ●

京都府 京都府 京都府再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条例 27 7 ● ●

京都府 京都府 京都府電気自動車等の普及の促進に関する条例 21 3

京都府 京都市 京都市地球温暖化対策条例 16 12 ●

京都府 城陽市 環境基本条例 13 12 ● ● ●

大阪府 大阪府 大阪府温暖化の防止等に関する条例 18 4 ●

大阪府 大阪市
大阪市再生可能エネルギーの導入等による低炭素社会の構築に関する
条例

23 10 ● ● ●

大阪府 堺市 堺市環境基本条例 9 3 ● ●

大阪府 池田市 池田市環境基本条例 28 6 ● ● ●

大阪府 茨木市 茨木市環境基本条例 15 3 ● ●

大阪府 大東市 大東市環境基本条例 18 3 ●

大阪府 河南町 美しい河南町基本条例 26 12 ●

兵庫県 兵庫県 環境の保全と創造に関する条例 7 7 ●

兵庫県 尼崎市 尼崎市の環境をまもる条例 12 12 ● ● ●

兵庫県 洲本市 洲本市地域再生可能エネルギー活用推進条例 25 6 ●

兵庫県 加古川市  加古川市環境基本条例 12 3 ● ●

兵庫県 宝塚市 宝塚市再生可能エネルギーの利用の推進に関する基本条例 26 6 ●

兵庫県 篠山市 篠山市環境基本条例 22 4 ●

奈良県 奈良市 環境基本条例 24 3 ●

奈良県 天理市 天理市環境基本条例 24 4 ● ● ●

奈良県 生駒市 生駒市環境基本条例 11 3 ●

奈良県 香芝市 香芝市環境基本条例 20 3 ● ● ●

和歌山県 和歌山県 和歌山県地球温暖化対策条例 19 3 ● ● ●

和歌山県 岩出市 岩出市地球温暖化対策条例 20 3 ●

鳥取県 鳥取県 鳥取県地球温暖化対策条例 21 3 ● ● ●

鳥取県 鳥取市 鳥取市自然保護及び環境保全条例 ●

鳥取県 日吉津村 日吉津村環境基本条例 23 4 ● ●

鳥取県 日南町 日南町環境基本条例 18 11 ● ● ●

島根県 島根県 島根県環境基本条例 9 10

島根県 島根県 島根県再生可能エネルギーの導入の推進に関する条例 27 2

岡山県 高梁市 高梁市環境基本条例 16 10 ● ● ●

岡山県 西粟倉村 西粟倉村低炭素なむらづくり推進施設設置に関する条例 25 4 ● ●

広島県 広島県 広島県生活環境の保全等に関する条例 15 10

広島県 広島市 広島市地球温暖化対策等の推進に関する条例 21 3 ● ● ●

広島県 尾道市 尾道市環境基本条例 17 3 ● ●

広島県 福山市 福山市環境基本条例 19 12 ●

広島県 三次市 三次市環境基本条例 16 4 ●

広島県 安芸高田市 安芸高田市環境基本条例 22 3 ● ●

広島県 江田島市 江田島市環境基本条例 23 10 ● ●

広島県 府中町 府中町環境の保全及び創造に関する基本条例 12 7 ● ●

広島県 北広島町 北広島町環境保全に関する条例 17 2 ●

山口県 山口市 山口市環境基本条例 17 10 ● ●

徳島県 徳島県 徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例 28 10 ● ● ● ●

香川県 香川県 香川県生活環境の保全に関する条例 20 3 ● ●

香川県 坂出市 坂出市環境基本条例 15 3 ●

愛媛県 松山市 松山市環境基本条例 15 3 ●

愛媛県 八幡浜市 八幡浜市環境基本条例 24 9 ● ● ●

愛媛県 新居浜市 新居浜市環境基本条例 14 10 ● ● ●

愛媛県 新居浜市 新居浜市環境保全基金条例 22 3 ● ● ●

高知県 須崎市 須崎市地球温暖化対策実行計画協議会設置条例 28 9 ● ● ●

高知県 香南市 香南市環境基本条例 18 3 ●

高知県 梼原町 梼原町新エネルギー等活用施設設置に関する条例 13 3 ●

高知県 津野町 津野町再生可能エネルギー基金条例 27 3 ●

福岡県 田川市 田川市環境基本条例 18 3 ● ● ● ●

福岡県 大野城市 大野城市環境基本条例 7 12 ● ●

福岡県 宗像市 宗像市環境基本条例 15 4 ● ●

福岡県 那珂川町 那珂川町環境基本条例 15 12 ● ● ●

福岡県 篠栗町 篠栗町地球温暖化対策実行計画策定協議会設置条例 28 3 ●

福岡県 筑前町 筑前町環境基本条例 17 3 ●

佐賀県 佐賀県 佐賀県環境の保全と創造に関する条例 14 10 ● ● ●

佐賀県 佐賀市 佐賀市環境基本条例 17 10 ● ●

佐賀県 鹿島市 鹿島市環境基本条例 20 9 ● ● ●

長崎県 長崎県 長崎県未来につながる環境を守り育てる条例 20 3 ● ● ●

長崎県 長崎市 長崎市地球温暖化対策実行計画協議会条例 21 3 ●

長崎県 東彼杵町 東彼杵町再生可能エネルギー発電施設設置促進条例 25 12 ●

都道府県
名

団体名 条例名

制定年月 条例の主目的（複数選択可）
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表 32（５／５） 

 

 

  

年 月
地球温暖化対策

の推進
再生可能エネル
ギー利用の促進

省エネルギーの
推進

気候変動による

影響への適応
（適応策）

熊本県 熊本県 熊本県地球温暖化の防止に関する条例 22 3 ● ● ●

熊本県 荒尾市 荒尾市環境基本条例 18 3 ●

熊本県 玉名市 玉名市環境基本条例 26 4 ● ● ●

熊本県 宇土市 宇土市環境基本条例 14 3 ● ●

熊本県 阿蘇市 阿蘇市環境保全条例 24 3 ● ● ●

大分県 豊後大野市 豊後大野市環境基本条例 20 3 ●

大分県 由布市 由布市環境基本条例 25 4 ●

宮崎県 宮崎県 みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例 17 3 ● ●

宮崎県 五ヶ瀬町 五ヶ瀬町における低炭素社会実現のための基本条例 23 9 ● ● ●

鹿児島県 鹿児島県 鹿児島県地球温暖化対策推進条例 22 3 ● ● ●

鹿児島県 鹿児島市 環境基本条例 16 3 ● ●

鹿児島県 鹿屋市 鹿屋市環境基本条例 20 4 ●

鹿児島県 南さつま市 南さつま市環境基本条例 26 1 ● ● ● ●

沖縄県 浦添市 浦添市環境基本条例 23 6 ●

沖縄県 名護市 名護市環境基本条例 26 4 ● ● ●

沖縄県 宮古島市 エコアイランド宮古島の推進に関する条例 26 6 ● ●

沖縄県 伊是名村 伊是名村再生可能エネルギー等導入推進基金条例 28 3 ●

都道府県

名
団体名 条例名

制定年月 条例の主目的（複数選択可）
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２． 事務事業に関する事項 

（１）地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定・改定状況

について 

１）平成 28 年 10 月１日現在の地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定・

改定状況 

地方公共団体実行計画（事務事業編）は全ての都道府県及び市町村（特別区含

む。）並びに地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）に策定が義務付

けられているものの、「過去に一度も策定したことがない」団体は、合計 1,485

団体（43.7％）であった。このうちの 1,068 団体（31.5％）が「平成 28 年 10 月

1 日以降も策定する予定はない」との回答であった。一方、「平成 28 年 10 月 1

日以降に策定する予定がある」団体は 417 団体（12.3％）であった。 

また、332 団体（9.8％）が「既に計画期間を経過しているが、平成 28 年 10

月１日以降に改定する予定はない」との回答であった。 

 

表 33 

 

 

図 72  

 

団体数 割合
1,068 31.5%

417 12.3%

370 10.9%

833 24.5%

332 9.8%

373 11.0%

2 0.1%無回答

策定・改定状況

既に計画期間を経過しており、平成28年10月１日以降に改定する予定がある

既に計画期間を経過しているが、平成28年10月１日以降に改定する予定はない

現在、計画期間中であり、平成28年10月１日以降に改定する予定がある

現在、計画期間中であり、平成28年10月１日以降に改定する予定はない

過去に一度も策定したことがないが、平成28年10月１日以降に策定する予定があ

過去に一度も策定したことがなく、平成28年10月１日以降も策定する予定はない

31.5%

12.3%

10.9%

24.5%

9.8%

11.0%
0.1%

Q１-１（１）平成28年10月１日現在の「事務事業編」の策定・改

定状況（n=3,395）

過去に一度も策定したことがなく、平成28年

10月１日以降も策定する予定はない

過去に一度も策定したことがないが、平成28

年10月１日以降に策定する予定がある

現在、計画期間中であり、平成28年10月１日

以降に改定する予定はない

現在、計画期間中であり、平成28年10月１日

以降に改定する予定がある

既に計画期間を経過しているが、平成28年10

月１日以降に改定する予定はない

既に計画期間を経過しており、平成28年10月

１日以降に改定する予定がある

無回答
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 「過去に一度も策定したことがないが今後策定予定がある」又は「現在計画期

間中で今後改定予定がある」団体が計画策定・改定を予定している年度は、平成

29 年度が 531 団体（32.7％）と最も多かった。 

 

表 34   

 

 

図 73 

 

 

 

 

 

  

団体数 割合

117 7.2%

338 20.8%

531 32.7%

305 18.8%

97 6.0%

140 8.6%

64 3.9%

11 0.7%

9 0.6%平成35年度以降

平成30年度

平成31年度

平成32年度

平成33年度

平成34年度

予定年度

平成27年度以前

平成28年度

平成29年度

7.2%

20.8%

32.7%

18.8%

6.0%
8.6%

3.9%
0.7% 0.6%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

Q１-１（１）平成28年10月１日現在の「事務事業編」の策定・改

定予定年度（n=1,623）
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２）地方公共団体実行計画（事務事業編）が現時点で未策定（又は計画期間が過

ぎていても未策定）の理由 

計画が現時点で未策定の理由は、「計画を策定・改定するための人員がいない

ため」が 1,054 団体（58.0％）と最も多かった。次いで、「専門知識がないため」

が 714 団体（39.3％）、「計画に盛り込む対策の予算等の確保が難しいため」が

562 団体（30.9％）であった。「策定が義務だと知らなかったため」も 229 団体

（12.6％）あった。 

 

表 35  

 

 

  

団体数 割合

1,054 58.0%

562 30.9%

714 39.3%

329 18.1%

87 4.8%

266 14.6%

229 12.6%

243 13.4%

219 12.1%

その他 188 10.3%

37 2.0%

未策定・未改定の理由

計画を策定・改定するための人員が
いないため

計画に盛り込む対策の予算等の確

保が難しいため

専門知識がないため

これまでの実績の検証・評価ができ
ていないため

国のマニュアル策定を待っているた
め

他の業務と比較して優先度が低いた

め

策定が義務だと知らなかったため

属する地方公共団体が策定している
ため

管理・保有している施設・設備がない

ため

不明
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図 74 【再掲】 

 

 

団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例

市以上の市で、未策定に該当する団体はなかった。 

都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例市未満の市町村（特別

区含む。）及び地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）について、未

策定の理由の傾向は全体傾向と類似しているが、「策定が義務だと知らなかった

ため」は人口規模の小さい市町村（特別区含む。）及び地方公共団体の組合（一

部事務組合及び広域連合）の割合が高かった。 

また、地方公共団体の組合（一部事務組合及び広域連合）に特有の理由として、

「属する地方公共団体が策定しているため」「管理・保有している施策・設備が

ないため」の回答が、それぞれ 243 団体（18.8％）、217 団体（16.8％）あった。 

 

  

58.0%

39.3%

30.9%

18.1%

14.6%

13.4%

12.6%

12.1%

4.8%

10.3%

2.0%

計画を策定・改定するための人員が

いないため

専門知識がないため

計画に盛り込む対策の予算等の確

保が難しいため

これまでの実績の検証・評価ができ

ていないため

他の業務と比較して優先度が低いた

め

属する地方公共団体が策定している

ため

策定が義務だと知らなかったため

管理・保有している施設・設備がない

ため

国のマニュアル策定を待っているた

め

その他

不明

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

Q１-１（３）実行計画（事務事業編）が現時点で未策定（若しくは

計画期間が過ぎていても未改定）の理由（n=1,817）
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表 36 

 

 

 

  

項目 区分 人口規模
計画を策定・改定す
るための人員がいな

いため

計画に盛り込む対
策の予算等の確保

が難しいため

専門知識がないた
め

これまでの実績の
検証・評価ができて

いないため

国のマニュアル策定
を待っているため

他の業務と比較して
優先度が低いため

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

100,000人～ 2 1 1 0 2 0
30,000人～99,999人 44 29 29 23 5 11
10,000人～29,999人 105 58 65 31 6 32
～9,999人 208 83 165 85 20 76
計 359 171 260 139 33 119

359 171 260 139 33 119
359 171 260 139 33 119
695 391 454 190 54 147

－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

100,000人～ 40.0% 20.0% 20.0% 0.0% 40.0% 0.0%
30,000人～99,999人 55.0% 36.3% 36.3% 28.8% 6.3% 13.8%
10,000人～29,999人 66.5% 36.7% 41.1% 19.6% 3.8% 20.3%
～9,999人 74.3% 29.6% 58.9% 30.4% 7.1% 27.1%
計 68.6% 32.7% 49.7% 26.6% 6.3% 22.8%

68.6% 32.7% 49.7% 26.6% 6.3% 22.8%
68.6% 32.7% 49.7% 26.6% 6.3% 22.8%
53.7% 30.2% 35.1% 14.7% 4.2% 11.4%

一部事務組合等

一部事務組合等
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計

項目 区分 人口規模
策定が義務だと知ら

なかったため

属する地方公共団
体が策定しているた

め

管理・保有している
施設・設備がないた

め
その他 不明 対象団体数

0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0

100,000人～ 0 0 0 0 1 5
30,000人～99,999人 0 0 0 11 2 80
10,000人～29,999人 12 0 0 10 4 158
～9,999人 42 0 2 18 6 280
計 54 0 2 39 13 523

54 0 2 39 13 523
54 0 2 39 13 523

175 243 217 149 24 1,294
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －
－ － － － － －

100,000人～ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 100.0%
30,000人～99,999人 0.0% 0.0% 0.0% 13.8% 2.5% 100.0%
10,000人～29,999人 7.6% 0.0% 0.0% 6.3% 2.5% 100.0%
～9,999人 15.0% 0.0% 0.7% 6.4% 2.1% 100.0%
計 10.3% 0.0% 0.4% 7.5% 2.5% 100.0%

10.3% 0.0% 0.4% 7.5% 2.5% 100.0%
10.3% 0.0% 0.4% 7.5% 2.5% 100.0%
13.5% 18.8% 16.8% 11.5% 1.9% 100.0%

一部事務組合等

一部事務組合等
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
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図 75（１／２） 
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0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

40.0%

20.0%

20.0%

0.0%

40.0%

0.0%

55.0%

36.3%

36.3%

28.8%

6.3%

13.8%

66.5%

36.7%

41.1%

19.6%

3.8%

20.3%

74.3%

29.6%

58.9%

30.4%

7.1%

27.1%

68.6%

32.7%

49.7%

26.6%

6.3%

22.8%

68.6%

32.7%

49.7%

26.6%

6.3%

22.8%

68.6%

32.7%

49.7%

26.6%

6.3%

22.8%

0% 50% 100%

計画を策定・改定するため

の人員がいないため

計画に盛り込む対策の予

算等の確保が難しいため

専門知識がないため

これまでの実績の検証・評

価ができていないため

国のマニュアル策定を待っ

ているため

他の業務と比較して優先度

が低いため

Q１-１（３）「事務事業編」が現時点で未策定（若しくは計画期間が過ぎていても未改定）の理由

（n=1,817） １／２

都道府県 n=0

政令指定都市 n=0

中核市 n=0

施行時特例市 n=0

【施行時特例市以上 計】 n=0

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=5

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=80

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=158

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=280

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=523

【市町村（特別区含む。） 計】 n=523

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=523

一部事務組合等 n=1294
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図 76（２／２） 
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0.0%

0.0%

0.0%

13.8%

2.5%

7.6%

0.0%

0.0%

6.3%

2.5%

15.0%

0.0%

0.7%

6.4%

2.1%

10.3%

0.0%

0.4%

7.5%

2.5%

10.3%

0.0%

0.4%

7.5%

2.5%

10.3%

0.0%

0.4%

7.5%

2.5%

13.5%

18.8%

16.8%

11.5%

1.9%

0% 50% 100%

策定が義務だと知らなかっ

たため

属する地方公共団体が策

定しているため

管理・保有している施設・設

備がないため

その他

不明

Q１-１（３）「事務事業編」が現時点で未策定（若しくは計画期間が過ぎていても未改定）の理由

（n=1,817） ２／２

都道府県 n=0

政令指定都市 n=0

中核市 n=0

施行時特例市 n=0

【施行時特例市以上 計】 n=0

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=5

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=80

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=158

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=280

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=523

【市町村（特別区含む。） 計】 n=523

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=523

一部事務組合等 n=1294



87 

３）最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定又は改定を協議・審議し

た場 

 計画の策定又は改定を協議・審議した場は、「関係各課等で構成される庁内組

織」が 1,211 団体（63.5％）と最も多かった。一方、「協議・審議する場はない」

との回答も 277 団体（14.5％）あった。 

 

表 37  

 

 

図 77  

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 庁外及び組織外の有識者、市民、企業関係者等で構成される委員会 

・ 庁内及び組織内の関係者で構成される委員会 

・ 外部委託業者との会議 

・ 担当職員間での会議 

  

団体数 割合

26 1.4%

34 1.8%

261 13.7%
1211 63.5%

144 7.5%

277 14.5%

138 7.2%

協議・審議した場

地方公共団体実行計画協議会

地球温暖化対策地域協議会

関係各課等で構成される庁内組織

その他

協議・審議する場はない
不明

環境審議会

13.7%

1.8%

1.4%

7.5%

14.5%

7.2%

関係各課等で構成される庁内組織

環境審議会

地球温暖化対策地域協議会

地方公共団体実行計画協議会

その他

協議・審議する場はない

不明

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

Q１-１（４）実行計画（事務事業編）の策定又は改定を協議・審

議した場（n=1,908）
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４）最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定又は改定を協議・審議し

たメンバー 

計画の策定又は改定を協議・審議したメンバーは、「庁内の関係部局担当者」

が 1,158 団体（60.7％）と最も多かった。次いで、「部局内担当者」の 1,124 団

体（58.9％）であった。 

 

表 38  

 

 

図 78 

 
＜その他の主な回答＞ 

・ 他の地方公共団体職員 

・ 関係行政機関、関係団体の職員 

・ 属する都道府県の職員 

・ 施設委託業者  

団体数 割合

部局内担当者 1,124 58.9%

庁内の関係部局担当者 1,158 60.7%

NPO等 89 4.7%

住民代表 229 12.0%

地元の企業担当者 153 8.0%

外部の学識経験者 218 11.4%

計画原案を委託した外部業者 145 7.6%

その他 125 6.6%

不明 130 6.8%

協議・審議したメンバー

60.7%

58.9%

12.0%

11.4%

8.0%

7.6%

4.7%

6.6%

6.8%

庁内の関係部局担当者

部局内担当者

住民代表

外部の学識経験者

地元の企業担当者

計画原案を委託した外部業者

NPO等

その他

不明

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

Q１-１（５）実行計画（事務事業編）の策定又は改定を協議・

審議したメンバー（n=1,908）
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５）最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定又は改定に関する原案作

成段階でのコンサルタント等外部業者への委託状況 

前設問の回答結果より、計画の策定又は改定に関する原案作成段階でコンサ

ルタント等外部業者へ委託した団体は、145 団体（7.6％）であった。外部業者

への委託状況は、「対策・施策検討、計画原案作成」が 133 団体（91.7％）と最

も多かった。次いで、「排出量算定（現況推計、将来推計、目標設定）」が 124 団

体（85.5％）であった。 

 

表 39  

 

 

図 79 

 
 

  

団体数 割合

124 85.5%

50 34.5%
11 7.6%

133 91.7%

90 62.1%
6 4.1%その他

排出量算定ツールの作成
情報システムの作成

対策・施策検討、計画原案作成

委託内容

排出量算定（現況推計、将来推計、
目標設定）

推進体制、進行管理のあり方

149.4%

139.3%

101.1%

56.2%

12.4%

6.7%

対策・施策検討、計画原案作成

排出量算定（現況推計、将来推計、

目標設定）

推進体制、進行管理のあり方

排出量算定ツールの作成

情報システムの作成

その他

0% 25% 50% 75% 100% 125% 150% 175%

Q１-１（６）外部業者への委託内容（n=145）
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６）最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・改定にかかる外部業者へ

の委託の合計金額 

計画の策定又は改定にかかる外部業者への委託の合計金額は、「百万円以上５

百万円未満」が 64 団体（44.1％）と最も多かった。次いで、「百万円未満」の 40

団体（27.6％）であった。 

 

表 40 

 

 

図 80 

 

 

  

団体数 割合
40 27.6%
64 44.1%
18 12.4%
6 4.1%

17 11.7%

委託内容

百万円未満
百万円以上5百万円未満
5百万円以上1千万円未満
1千万円以上
無回答

27.6%

44.1%

12.4%

4.1%

11.7%

Q１-１（７）外部業者への委託の合計金額（税込の概数）

（n=145）

百万円未満

百万円以上5百万円未満

5百万円以上1千万円未満

1千万円以上

無回答



91 

７）最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定又は改定にあたって使用

した環境省提供のマニュアルやツール類の利用状況 

計画の策定又は改定に当たって使用した環境省提供のマニュアルやツール類

の利用状況は、「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・改定のための手引

き」が 738 団体（38.7％）と最も多かった。次いで、「使用したかどうかわから

ない」の 695 団体（36.4％）であった。 

 

表 41 

 

 

図 81 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドラインを使用した 

団体数 割合

738 38.7%

510 26.7%

173 9.1%

259 13.6%

135 7.1%
111 5.8%
80 4.2%

695 36.4%

使用したマニュアルやツール類

地方公共団体実行計画（事務事業
編）策定・改定のための手引き

温室効果ガス総排出量算定方法ガ
イドライン

簡易版：地方公共団体実行計画（事
務事業編）策定用フォーマット

二酸化炭素排出量計算シート

かんたん算定シート
存在を知らなかった
その他

使用したかどうかわからない

38.7%

26.7%

13.6%

9.1%

7.1%

5.8%

4.2%

36.4%

地方公共団体実行計画（事務事業

編）策定・改定のための手引き

温室効果ガス総排出量算定方法ガ

イドライン

二酸化炭素排出量計算シート

簡易版：地方公共団体実行計画（事

務事業編）策定用フォーマット

かんたん算定シート

存在を知らなかった

その他

使用したかどうかわからない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

Q１-１（８）策定又は改定に当たって使用したマニュアルや

ツール類（n=1,908）
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・ 他の自治体の実行計画を参考とした 

・ 委託業者へ依頼した 

・ 構成市の実行計画を参考とした（一部事務組合） 

 

団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例

市以上の市では、「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・改定のための手

引き」や「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」の利用割合が全体平均

よりも高く、「簡易版：地方公共団体実行計画（事務事業編）策定用フォーマッ

ト」や「二酸化炭素排出量計算シート」の利用割合が全体平均よりも低かった。 

 

表 42 

 

 
  

項目 区分 人口規模

地方公共団体実行
計画（事務事業編）
策定・改定のための

手引き

温室効果ガス総排
出量算定方法ガイド

ライン

簡易版：地方公共団
体実行計画（事務事
業編）策定用フォー

マット

二酸化炭素排出量
計算シート

かんたん算定シート

34 22 1 1 1
14 11 0 0 0
37 26 2 3 4
20 17 2 3 6

105 76 5 7 11
100,000人～ 97 73 15 16 16
30,000人～99,999人 192 124 39 71 36
10,000人～29,999人 127 69 38 58 19
～9,999人 94 39 33 36 25
計 510 305 125 181 96

581 359 129 187 106
615 381 130 188 107
123 129 43 71 28

72.3% 46.8% 2.1% 2.1% 2.1%
70.0% 55.0% 0.0% 0.0% 0.0%
78.7% 55.3% 4.3% 6.4% 8.5%
54.1% 45.9% 5.4% 8.1% 16.2%
69.5% 50.3% 3.3% 4.6% 7.3%

100,000人～ 53.6% 40.3% 8.3% 8.8% 8.8%
30,000人～99,999人 40.5% 26.2% 8.2% 15.0% 7.6%
10,000人～29,999人 35.7% 19.4% 10.7% 16.3% 5.3%
～9,999人 30.0% 12.5% 10.5% 11.5% 8.0%
計 38.5% 23.0% 9.4% 13.7% 7.3%

40.7% 25.1% 9.0% 13.1% 7.4%
41.7% 25.8% 8.8% 12.7% 7.3%
28.4% 29.8% 9.9% 16.4% 6.5%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計

団体数

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

一部事務組合等

一部事務組合等

都道府県・市町村（特別区含む。）　計

項目 区分 人口規模 存在を知らなかった その他
使用したかどうかわ

からない
対象団体数

0 1 8 47
0 1 5 20
1 0 5 47
1 3 7 37
2 5 25 151

100,000人～ 3 8 56 181
30,000人～99,999人 23 13 184 474
10,000人～29,999人 24 8 155 356
～9,999人 19 13 152 313
計 69 42 547 1,324

71 46 564 1,428
71 47 572 1,475
40 33 123 433

0.0% 2.1% 17.0% 100.0%
0.0% 5.0% 25.0% 100.0%
2.1% 0.0% 10.6% 100.0%
2.7% 8.1% 18.9% 100.0%
1.3% 3.3% 16.6% 100.0%

100,000人～ 1.7% 4.4% 30.9% 100.0%
30,000人～99,999人 4.9% 2.7% 38.8% 100.0%
10,000人～29,999人 6.7% 2.2% 43.5% 100.0%
～9,999人 6.1% 4.2% 48.6% 100.0%
計 5.2% 3.2% 41.3% 100.0%

5.0% 3.2% 39.5% 100.0%
4.8% 3.2% 38.8% 100.0%
9.2% 7.6% 28.4% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計

団体数

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

一部事務組合等

一部事務組合等

都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 82 

 

72.3%

46.8%

2.1%

2.1%

2.1%

0.0%

2.1%

17.0%

70.0%

55.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.0%

25.0%

78.7%

55.3%

4.3%

6.4%

8.5%

2.1%

0.0%

10.6%

54.1%

45.9%

5.4%

8.1%

16.2%

2.7%

8.1%

18.9%

69.5%

50.3%

3.3%

4.6%

7.3%

1.3%

3.3%

16.6%

53.6%

40.3%

8.3%

8.8%

8.8%

1.7%

4.4%

30.9%

40.5%

26.2%

8.2%

15.0%

7.6%

4.9%

2.7%

38.8%

35.7%

19.4%

10.7%

16.3%

5.3%

6.7%

2.2%

43.5%

30.0%

12.5%

10.5%

11.5%

8.0%

6.1%

4.2%

48.6%

38.5%

23.0%

9.4%

13.7%

7.3%

5.2%

3.2%

41.3%

40.7%

25.1%

9.0%

13.1%

7.4%

5.0%

3.2%

39.5%

41.7%

25.8%

8.8%

12.7%

7.3%

4.8%

3.2%

38.8%

28.4%

29.8%

9.9%

16.4%

6.5%

9.2%

7.6%

28.4%

0% 50% 100%

地方公共団体実行計画（事

務事業編）策定・改定のた

めの手引き

温室効果ガス総排出量算

定方法ガイドライン

簡易版：地方公共団体実行

計画（事務事業編）策定用

フォーマット

二酸化炭素排出量計算

シート

かんたん算定シート

存在を知らなかった

その他

使用したかどうかわからな

い

Q１-１（８）策定又は改定に当たって使用したマニュアルやツール類（n=1,908）

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433
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８）地方公共団体実行計画（事務事業編）の共同策定の検討状況 

計画の共同策定の検討状況は、「検討していない」が 2,541 団体（1,355 団体

及び 1,186 団体）（74.8％）と最も多かった。一方、平成 28、29 年度以降に策

定予定のある団体は 26 団体（0.8％）、関心がある団体は 374 団体（11.0％）で

あった。 

 

表 43  

 

 

図 83 【再掲】 

 
 

  

都道府県及

び市町村
（特別区含

む。）

地方公共団

体の組合
（一部事務組

合及び広域
連合）

割合

3 3 0.2%
8 12 0.6%

162 212 11.0%
157 75 6.8%

1,355 1,186 74.8%
82 100 5.4%
21 19 1.2%無回答

平成28年度中に共同した計画を策定予定

平成29年度以降に共同した計画を策定予定
共同策定の予定はないが関心がある

共同策定の予定がなく関心もない
検討していない

不明

0.2%

0.2%

0.4%

0.7%

9.1%

13.2%

8.8%

4.7%

75.8%

73.8%

4.6%

6.2%

1.2%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県及び市町村

（特別区含む。） n=1788

地方公共団体の組合

（一部事務組合及び広域連合） n=1607

Q１－１（９）共同策定の検討状況等

平成28年度中に共同した計画を策定予定 平成29年度以降に共同した計画を策定予定

共同策定の予定はないが関心がある 共同策定の予定がなく関心もない

検討していない 不明

無回答
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９）策定した最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）の公表方法 

地方公共団体実行計画（事務事業編）の公表方法は、「ホームページで公表し

ている」が 958 団体（50.2％）と最も多かった。次いで、「公表していない」が

400 団体（21.0％）であった。 

 

表 44 

 

 

図 84 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 行政の情報公開スペースで公表している 

・ 庁内の掲示板や LAN、情報誌で公表している 

・ 選択肢以外の会議や委員会で公表している 

・ 必要に応じ公表している 

・ 公告にて公表している 

団体数 割合
958 50.2%

180 9.4%

199 10.4%

259 13.6%
245 12.8%
153 8.0%
26 1.4%

11 0.6%
115 6.0%
400 21.0%

147 7.7%

イベント展示などで公表している
その他
公表していない

ホームページで公表している

広報誌で公表している
環境報告書、環境白書等で公表して
いる

専用の冊子等を作成し公表している
環境審議会で公表している
議会報告で公表している
記者発表をしている

不明

公表方法

50.2%

13.6%

12.8%

10.4%

9.4%

8.0%

1.4%

0.6%

6.0%

21.0%

7.7%

ホームページで公表している

専用の冊子等を作成し公表している

環境審議会で公表している

環境報告書、環境白書等で公表している

広報誌で公表している

議会報告で公表している

記者発表をしている

イベント展示などで公表している

その他

公表していない

不明

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

Q１-１（10）策定した最新の実行計画（事務事業編）の公表方法

（n=1,908）
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（２）地方公共団体実行計画（事務事業編）の目標設定と対象

について 

１）最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）における基準年度、目標年度及

び温室効果ガス排出削減目標 

①温室効果ガス総排出量を目標としている場合 

 温室効果ガス総排出量を地方公共団体実行計画（事務事業編）の目標として設

定している団体において、削減率「５％以上 10％未満」が 945 団体（49.5％）

と最も多かった。次いで、「５％未満」で 380 団体（19.9％）であった。 

 

表 45  

 

 

図 85  

 

 

  

団体数 割合

20 1.0%

380 19.9%

945 49.5%

170 8.9%

68 3.6%

39 2.0%

37 1.9%

36 1.9%

213 11.2%

30%以上

無回答

削減率

0%

5%未満

5%以上10%未満

10%以上15%未満

15%以上20%未満

20%以上25%未満

25%以上30%未満

1.0%

19.9%

49.5%

8.9%

3.6%

2.0%
1.9%

1.9%

11.2%

Q１-２（１）①平成28年10月１日現在の「事務事業編」の策

定・改定状況：削減率（n=1,908）

0%

5%未満

5%以上10%未満

10%以上15%未満

15%以上20%未満

20%以上25%未満

25%以上30%未満

30%以上

無回答
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②１人あたりの温室効果ガス排出量で目標を設定している場合 

１人あたりの温室効果ガス排出量を地方公共団体実行計画（事務事業編）の目

標として設定している団体において、削減率「５％以上 10％未満」が 20 団体

（55.6％）と最も多かった。次いで、「５％未満」で８団体（22.2％）であった。 

 

表 46  

 

 

図 86 

 

 

  

団体数 割合
1 2.8%
8 22.2%

20 55.6%
5 13.9%
0 0.0%
1 2.8%

1 2.8%
0 0.0%

25%以上30%未満

30%以上

削減率
0%
5%未満
5%以上10%未満

10%以上15%未満
15%以上20%未満
20%以上25%未満

2.8%

22.2%

55.6%

13.9%

0.0%

2.8% 2.8% 0.0%

Q１-２（１）②平成28年10月１日現在の「事務事業編」の策

定・改定状況：削減率（n=36）

0%

5%未満

5%以上10%未満

10%以上15%未満

15%以上20%未満

20%以上25%未満

25%以上30%未満

30%以上
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２）地方公共団体実行計画（事務事業編）で対象としていない事務事業 

①地方公共団体実行計画（事務事業編）の対象としていない施設 

 保有している施設のうち、全部又は一部を計画の対象としていない施設は、

「公営住宅」が 451 団体（23.6％）と最も多かった。次いで、「街路灯、防犯灯」

の 315 団体（16.5％）であった。 

 

表 47 

 

 

団体数 割合

147 7.7%

214 11.2%

180 9.4%

244 12.8%

154 8.1%

98 5.1%

174 9.1%

138 7.2%

181 9.5%

199 10.4%

130 6.8%

155 8.1%

161 8.4%

154 8.1%

203 10.6%

138 7.2%

451 23.6%

127 6.7%

131 6.9%

127 6.7%

149 7.8%

180 9.4%

120 6.3%

121 6.3%

164 8.6%

84 4.4%

177 9.3%

211 11.1%

199 10.4%

110 5.8%

102 5.3%

100 5.2%

107 5.6%

169 8.9%

97 5.1%

94 4.9%

114 6.0%

171 9.0%

315 16.5%

187 9.8%

216 11.3%

248 13.0%

94 4.9%

5 0.3%

小学校・中学校・高等学校・大学など

幼稚園

学校給食センター・教育相談所など

保育所

児童館など

対象としていない施設

保養所など

図書館・配本所など

博物館・資料館・美術館など

公民館・生涯学習センターなど

市役所・支所

コミュニティセンター・地区センターなど

文化会館・公会堂など

スポーツセンター・野球場などのスポーツ

施設

少年自然の家・キャンプ場など

交通施設（鉄道・軌道事業の詰所、車両

基地、変電所など）

自動車施設（営業所、バスセンターなど）

電気・ガス供給施設（発電所、変電所、ガ

ス製造工場など）

空港・海港施設（駅、ターミナルビル、桟

橋、倉庫など）

病院・診療所など

し尿処理施設など

地域冷暖房施設など

廃棄物処理施設など

上水道施設（配水所など）

下水道施設（下水処理場など）

清掃事業所など

警察本部・交番など

消防本部・出張所など

産業振興センター・勤労福祉会館など

管理棟・倉庫など

老人福祉センターなど

障害者支援センターなど

公営住宅

福祉会館など

保健所・保健センターなど

駐車場

斎場・墓地

公衆便所

その他

卸売市場など

と畜場など

休養宿泊施設など

公用車

街路灯、防犯灯

無回答
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図 87 

 

23.6%

16.5%

13.0%

12.8%

11.3%

11.2%

11.1%

10.6%

10.4%

10.4%

9.8%

9.5%

9.4%

9.4%

9.3%

9.1%

9.0%

8.9%

8.6%

8.4%

8.1%

8.1%

8.1%

7.8%

7.7%

7.2%

7.2%

6.9%

6.8%

6.7%

6.7%

6.3%

6.3%

6.0%

5.8%

5.6%

5.3%

5.2%

5.1%

5.1%

4.9%

4.4%

4.9%

0.3%

公営住宅

街路灯、防犯灯

公衆便所

スポーツセンター・野球場などのスポーツ施設

斎場・墓地

コミュニティセンター・地区センターなど

上水道施設（配水所など）

老人福祉センターなど

小学校・中学校・高等学校・大学など

下水道施設（下水処理場など）

駐車場

公民館・生涯学習センターなど

文化会館・公会堂など

消防本部・出張所など

廃棄物処理施設など

図書館・配本所など

公用車

病院・診療所など

し尿処理施設など

保育所

学校給食センター・教育相談所など

少年自然の家・キャンプ場など

児童館など

警察本部・交番など

市役所・支所

博物館・資料館・美術館など

障害者支援センターなど

保健所・保健センターなど

幼稚園

福祉会館など

清掃事業所など

管理棟・倉庫など

産業振興センター・勤労福祉会館など

休養宿泊施設など

交通施設（鉄道・軌道事業の詰所、車両基地、変電所など）

空港・海港施設（駅、ターミナルビル、桟橋、倉庫など）

自動車施設（営業所、バスセンターなど）

電気・ガス供給施設（発電所、変電所、ガス製造工場など）

保養所など

卸売市場など

と畜場など

地域冷暖房施設など

その他

無回答

0% 5% 10% 15% 20% 25%

Q１-２（２）①保有施設のうち、全部または一部を「事務事業編」の対象

としていない施設（n=1,908）
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＜その他の主な回答＞ 

・ 指定管理・管理委託施設 

・ 火葬場（斎場と重複回答） 

・ 道の駅 

・ 各行政区集会所 
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②対象としていない理由 

 ①で選択した施設等について、対象としていない理由は、「指定管理をしてい

るため」が 245 団体（26.7％）と最も多かった。次いで、「管理委託をしている

ため」の 151 団体（16.5％）であった。 

 「その他」が 367 団体（40.1％）であったが、内容の多くは、団体によるエネ

ルギー使用量の管理ができない（例：公営住宅、警察車両等）、エネルギー使用

量の把握ができない（例：公営住宅、街路灯等）ことが挙げられている。 

 

表 48 

 

 

図 88  

 
 

＜その他の主な回答＞ 

・ 直接管理をしていないため 

・ エネルギーの使用等が個人のため 

・ 温室効果ガス排出量の算出が困難なため 

・ 職員が配属されていないため 

・ 他部署との連携が不足しているため 

・ 規模が小さい又は稼働頻度が低いため 

・ 知見のある職員がいないため  

団体数 割合

151 16.5%

245 26.7%

14 1.5%

367 40.1%

243 26.5%

対象としていない理由

管理委託をしているため

指定管理をしているため

PFI（Private　Finance　Initiative）で運営し

ているため

その他

不明

26.7%

16.5%

1.5%

40.1%

26.5%

指定管理をしているため

管理委託をしているため

PFI（Private Finance Initiative）で運

営しているため

その他

不明

0% 20% 40% 60%

Q１-２（２）②選択した施設等について、対象としていない理

由（n=916）
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３）既存計画と地方公共団体実行計画（事務事業編）の調和・連携又は統合 

 地方公共団体実行計画（事務事業編）と調和・連携している既存計画は、「総

合計画」が 743 団体（38.9％）、「環境基本計画」が 729 団体（38.2％）、「（一般、

産業）廃棄物処理計画」が 390 団体（20.4％）、「公共施設等総合管理計画」が

148 団体（7.8％）であった。 

 また、統合している既存計画は、「環境基本計画」が 53 団体（2.8％）、「総合

計画」が 21 団体（1.1％）、「（一般、産業）廃棄物処理計画」が 12 団体（0.6％）、

「公共施設等総合管理計画」が６団体（0.3％）であった。 

 

表 49  

 

 

図 89  

 

 

  

総合計画
環境基本

計画

公共施設
等総合管

理計画

（一般、産
業）廃棄物

処理計画

その他 総合計画
環境基本

計画

公共施設
等総合管

理計画

（一般、産
業）廃棄物

処理計画

その他

調和・連携して
いる

743 729 148 390 37 38.9% 38.2% 7.8% 20.4% 1.9%

統合している 21 53 6 12 7 1.1% 2.8% 0.3% 0.6% 0.4%

調和・連携も統
合もしていない

397 321 555 573 202 20.8% 16.8% 29.1% 30.0% 10.6%

不明 205 238 433 287 388 10.7% 12.5% 22.7% 15.0% 20.3%

無回答 542 567 766 646 1,274 28.4% 29.7% 40.1% 33.9% 66.8%

割合団体数

38.9%

38.2%

7.8%

20.4%

1.9%

1.1%

2.8%

0.3%

0.6%

0.4%

20.8%

16.8%

29.1%

30.0%

10.6%

10.7%

12.5%

22.7%

15.0%

20.3%

28.4%

29.7%

40.1%

33.9%

66.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合計画

環境基本計画

公共施設等総合管理計画

（一般、産業）廃棄物処理計画

その他

Q１-２（３）既存の行政計画のうち、「事務事業編」と調和・連携又は統

合しているもの（n=1,908）

調和・連携している 統合している 調和・連携も統合もしていない 不明 無回答
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総合計画では、指定都市の 17 団体（85.0％）が調和・連携しており、市町村

（特別区含む。）の人口規模が小さくなるに従い、調和・連携の割合が低くなる

傾向が見られた。 

 

表 50 

 

 

図 90 

 

  

項目 区分 人口規模 調和・連携している 統合している
調和・連携も統合も

していない
不明 無回答 対象団体数

25 1 11 1 9 47
17 0 1 0 2 20
35 1 8 1 2 47
27 0 4 0 6 37

104 2 24 2 19 151
100,000人～ 117 1 30 4 29 181
30,000人～99,999人 252 2 84 35 101 474
10,000人～29,999人 140 7 70 53 86 356
～9,999人 99 6 72 57 79 313
計 608 16 256 149 295 1,324

687 17 269 150 305 1,428
712 18 280 151 314 1,475
31 3 117 54 228 433

53.2% 2.1% 23.4% 2.1% 19.1% 100.0%
85.0% 0.0% 5.0% 0.0% 10.0% 100.0%
74.5% 2.1% 17.0% 2.1% 4.3% 100.0%
73.0% 0.0% 10.8% 0.0% 16.2% 100.0%
68.9% 1.3% 15.9% 1.3% 12.6% 100.0%

100,000人～ 64.6% 0.6% 16.6% 2.2% 16.0% 100.0%
30,000人～99,999人 53.2% 0.4% 17.7% 7.4% 21.3% 100.0%
10,000人～29,999人 39.3% 2.0% 19.7% 14.9% 24.2% 100.0%
～9,999人 31.6% 1.9% 23.0% 18.2% 25.2% 100.0%
計 45.9% 1.2% 19.3% 11.3% 22.3% 100.0%

48.1% 1.2% 18.8% 10.5% 21.4% 100.0%
48.3% 1.2% 19.0% 10.2% 21.3% 100.0%
7.2% 0.7% 27.0% 12.5% 52.7% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市

一部事務組合等

割合

一部事務組合等
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計

53.2%

85.0%

74.5%

73.0%

68.9%

64.6%

53.2%

39.3%

31.6%

45.9%

48.1%

48.3%

7.2%

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

1.3%

0.6%

0.4%

2.0%

1.9%

1.2%

1.2%

1.2%

0.7%

23.4%

5.0%

17.0%

10.8%

15.9%

16.6%

17.7%

19.7%

23.0%

19.3%

18.8%

19.0%

27.0%

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

1.3%

2.2%

7.4%

14.9%

18.2%

11.3%

10.5%

10.2%

12.5%

19.1%

10.0%

4.3%

16.2%

12.6%

16.0%

21.3%

24.2%

25.2%

22.3%

21.4%

21.3%

52.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433

Q１-２（３）総合計画との調和・連携又は統合の割合（n=1,908）

調和・連携している 統合している 調和・連携も統合もしていない 不明 無回答
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環境基本計画では、都道府県、施行時特例市以上の市及び施行時特例市未満の

市町村（特別区含む。）（100,000 人～）の団体区分のおおよそ８割が調和・連携

していた。 

 

表 51 

 

 

図 91 

 

 

  

項目 区分 人口規模 調和・連携している 統合している
調和・連携も統合も

していない
不明 無回答 対象団体数

36 4 5 0 2 47
18 0 0 0 2 20
42 3 2 0 0 47
30 3 1 0 3 37

126 10 8 0 7 151
100,000人～ 151 6 12 2 10 181
30,000人～99,999人 279 18 64 25 88 474
10,000人～29,999人 101 6 63 65 121 356
～9,999人 43 6 59 93 112 313
計 574 36 198 185 331 1,324

664 42 201 185 336 1,428
700 46 206 185 338 1,475
29 7 115 53 229 433

76.6% 8.5% 10.6% 0.0% 4.3% 100.0%
90.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.0% 100.0%
89.4% 6.4% 4.3% 0.0% 0.0% 100.0%
81.1% 8.1% 2.7% 0.0% 8.1% 100.0%
83.4% 6.6% 5.3% 0.0% 4.6% 100.0%

100,000人～ 83.4% 3.3% 6.6% 1.1% 5.5% 100.0%
30,000人～99,999人 58.9% 3.8% 13.5% 5.3% 18.6% 100.0%
10,000人～29,999人 28.4% 1.7% 17.7% 18.3% 34.0% 100.0%
～9,999人 13.7% 1.9% 18.8% 29.7% 35.8% 100.0%
計 43.4% 2.7% 15.0% 14.0% 25.0% 100.0%

46.5% 2.9% 14.1% 13.0% 23.5% 100.0%
47.5% 3.1% 14.0% 12.5% 22.9% 100.0%
6.7% 1.6% 26.6% 12.2% 52.9% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

76.6%

90.0%

89.4%

81.1%

83.4%

83.4%

58.9%

28.4%

13.7%

43.4%

46.5%

47.5%

6.7%

8.5%

0.0%

6.4%

8.1%

6.6%

3.3%

3.8%

1.7%

1.9%

2.7%

2.9%

3.1%

1.6%

10.6%

0.0%

4.3%

2.7%

5.3%

6.6%

13.5%

17.7%

18.8%

15.0%

14.1%

14.0%

26.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

5.3%

18.3%

29.7%

14.0%

13.0%

12.5%

12.2%

4.3%

10.0%

0.0%

8.1%

4.6%

5.5%

18.6%

34.0%

35.8%

25.0%

23.5%

22.9%

52.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433

Q１-２（３）環境基本計画との調和・連携又は統合の割合（n=1,908）

調和・連携している 統合している 調和・連携も統合もしていない 不明 無回答
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公共施設等総合管理計画では、指定都市の 10 団体（50.0％）が調和・連携し

ていたが、その他の団体区分では低い割合であった。 

 

表 52 

 

 

図 92 

 

 

  

項目 区分 人口規模 調和・連携している 統合している
調和・連携も統合も

していない
不明 無回答 対象団体数

14 0 14 8 11 47
10 0 4 3 3 20
6 0 26 8 7 47
9 0 13 7 8 37

39 0 57 26 29 151
100,000人～ 22 1 76 23 59 181
30,000人～99,999人 47 1 141 106 179 474
10,000人～29,999人 26 1 76 106 147 356
～9,999人 9 1 74 111 118 313
計 104 4 367 346 503 1,324

129 4 410 364 521 1,428
143 4 424 372 532 1,475

5 2 131 61 234 433
29.8% 0.0% 29.8% 17.0% 23.4% 100.0%
50.0% 0.0% 20.0% 15.0% 15.0% 100.0%
12.8% 0.0% 55.3% 17.0% 14.9% 100.0%
24.3% 0.0% 35.1% 18.9% 21.6% 100.0%
25.8% 0.0% 37.7% 17.2% 19.2% 100.0%

100,000人～ 12.2% 0.6% 42.0% 12.7% 32.6% 100.0%
30,000人～99,999人 9.9% 0.2% 29.7% 22.4% 37.8% 100.0%
10,000人～29,999人 7.3% 0.3% 21.3% 29.8% 41.3% 100.0%
～9,999人 2.9% 0.3% 23.6% 35.5% 37.7% 100.0%
計 7.9% 0.3% 27.7% 26.1% 38.0% 100.0%

9.0% 0.3% 28.7% 25.5% 36.5% 100.0%
9.7% 0.3% 28.7% 25.2% 36.1% 100.0%
1.2% 0.5% 30.3% 14.1% 54.0% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

29.8%

50.0%

12.8%

24.3%

25.8%

12.2%

9.9%

7.3%

2.9%

7.9%

9.0%

9.7%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

0.2%

0.3%

0.3%

0.3%

0.3%

0.3%

0.5%

29.8%

20.0%

55.3%

35.1%

37.7%

42.0%

29.7%

21.3%

23.6%

27.7%

28.7%

28.7%

30.3%

17.0%

15.0%

17.0%

18.9%

17.2%

12.7%

22.4%

29.8%

35.5%

26.1%

25.5%

25.2%

14.1%

23.4%

15.0%

14.9%

21.6%

19.2%

32.6%

37.8%

41.3%

37.7%

38.0%

36.5%

36.1%

54.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433

Q１-２（３）公共施設等総合管理計画との調和・連携又は統合の割合（n=1,908）

調和・連携している 統合している 調和・連携も統合もしていない 不明 無回答
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一般及び産業廃棄物処理計画では、指定都市の 16 団体（80.0％）が調和・連

携していた。また、市町村（特別区含む。）の人口規模が小さくなるに従い、調

和・連携の割合が低くなる傾向が見られた。 

 

表 53 

 

 

図 93 

 

  

項目 区分 人口規模 調和・連携している 統合している
調和・連携も統合も

していない
不明 無回答 対象団体数

20 1 13 2 11 47
16 0 1 1 2 20
18 0 21 5 3 47
18 0 7 4 8 37
72 1 42 12 24 151

100,000人～ 61 1 61 15 43 181
30,000人～99,999人 109 1 152 59 153 474
10,000人～29,999人 58 1 102 76 119 356
～9,999人 42 2 90 76 103 313
計 270 5 405 226 418 1,324

322 5 434 236 431 1,428
342 6 447 238 442 1,475
48 6 126 49 204 433

42.6% 2.1% 27.7% 4.3% 23.4% 100.0%
80.0% 0.0% 5.0% 5.0% 10.0% 100.0%
38.3% 0.0% 44.7% 10.6% 6.4% 100.0%
48.6% 0.0% 18.9% 10.8% 21.6% 100.0%
47.7% 0.7% 27.8% 7.9% 15.9% 100.0%

100,000人～ 33.7% 0.6% 33.7% 8.3% 23.8% 100.0%
30,000人～99,999人 23.0% 0.2% 32.1% 12.4% 32.3% 100.0%
10,000人～29,999人 16.3% 0.3% 28.7% 21.3% 33.4% 100.0%
～9,999人 13.4% 0.6% 28.8% 24.3% 32.9% 100.0%
計 20.4% 0.4% 30.6% 17.1% 31.6% 100.0%

22.5% 0.4% 30.4% 16.5% 30.2% 100.0%
23.2% 0.4% 30.3% 16.1% 30.0% 100.0%
11.1% 1.4% 29.1% 11.3% 47.1% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

42.6%

80.0%

38.3%

48.6%

47.7%

33.7%

23.0%

16.3%

13.4%

20.4%

22.5%

23.2%

11.1%

2.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.7%

0.6%

0.2%

0.3%

0.6%

0.4%

0.4%

0.4%

1.4%

27.7%

5.0%

44.7%

18.9%

27.8%

33.7%

32.1%

28.7%

28.8%

30.6%

30.4%

30.3%

29.1%

4.3%

5.0%

10.6%

10.8%

7.9%

8.3%

12.4%

21.3%

24.3%

17.1%

16.5%

16.1%

11.3%

23.4%

10.0%

6.4%

21.6%

15.9%

23.8%

32.3%

33.4%

32.9%

31.6%

30.2%

30.0%

47.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433

Q１-２（３）（一般、産業）廃棄物処理計画との調和・連携又は統合の割合（n=1,908）

調和・連携している 統合している 調和・連携も統合もしていない 不明 無回答
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その他の既存行政計画では、指定都市の 6 団体（30.0％）が調和・連携、１団

体（5.0％）が統合しており、他の団体区分には見られない傾向を示した。 

 

表 54 

 

 

図 94 

 

  

項目 区分 人口規模 調和・連携している 統合している
調和・連携も統合も

していない
不明 無回答 対象団体数

2 0 3 9 33 47
6 1 0 3 10 20
4 0 4 3 36 47
0 0 1 5 31 37

12 1 8 20 110 151
100,000人～ 6 1 15 30 129 181
30,000人～99,999人 4 3 36 94 337 474
10,000人～29,999人 3 0 33 89 231 356
～9,999人 3 0 27 94 189 313
計 16 4 111 307 886 1,324

26 5 116 318 963 1,428
28 5 119 327 996 1,475
9 2 83 61 278 433

4.3% 0.0% 6.4% 19.1% 70.2% 100.0%
30.0% 5.0% 0.0% 15.0% 50.0% 100.0%
8.5% 0.0% 8.5% 6.4% 76.6% 100.0%
0.0% 0.0% 2.7% 13.5% 83.8% 100.0%
7.9% 0.7% 5.3% 13.2% 72.8% 100.0%

100,000人～ 3.3% 0.6% 8.3% 16.6% 71.3% 100.0%
30,000人～99,999人 0.8% 0.6% 7.6% 19.8% 71.1% 100.0%
10,000人～29,999人 0.8% 0.0% 9.3% 25.0% 64.9% 100.0%
～9,999人 1.0% 0.0% 8.6% 30.0% 60.4% 100.0%
計 1.2% 0.3% 8.4% 23.2% 66.9% 100.0%

1.8% 0.4% 8.1% 22.3% 67.4% 100.0%
1.9% 0.3% 8.1% 22.2% 67.5% 100.0%
2.1% 0.5% 19.2% 14.1% 64.2% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

4.3%

30.0%

8.5%

0.0%

7.9%

3.3%

0.8%

0.8%

1.0%

1.2%

1.8%

1.9%

2.1%

0.0%

5.0%

0.0%

0.0%

0.7%

0.6%

0.6%

0.0%

0.0%

0.3%

0.4%

0.3%

0.5%

6.4%

0.0%

8.5%

2.7%

5.3%

8.3%

7.6%

9.3%

8.6%

8.4%

8.1%

8.1%

19.2%

19.1%

15.0%

6.4%

13.5%

13.2%

16.6%

19.8%

25.0%

30.0%

23.2%

22.3%

22.2%

14.1%

70.2%

50.0%

76.6%

83.8%

72.8%

71.3%

71.1%

64.9%

60.4%

66.9%

67.4%

67.5%

64.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433

Q１-２（３）その他既存計画との調和・連携又は統合の割合（n=1,908）

調和・連携している 統合している 調和・連携も統合もしていない 不明 無回答
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（３）地方公共団体実行計画（事務事業編）の進行管理の仕組

み 

１）導入している環境関連マネジメントシステム 

 認証取得の有無に関わらず、導入している環境関連マネジメントシステムは、

「独自の環境マネジメントシステム」が 299 団体(15.7%)と最も多かった。次い

で、「その他」が 222 団体（11.6％）であった。 

 

表 55  

 

 

図 95 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 独自の環境マネジメントシステム(選択肢と重複回答） 

・ ISO14001 を参考にしたマネジメントシステム 

・ PDCA サイクル手法を取り入れたマネジメントシステム 

・ 環境自治体スタンダード（LAS-E） 

  

団体数 割合

14 0.7%

115 6.0%

42 2.2%

299 15.7%

222 11.6%

620 32.5%

導入している環境マネジメントシステム

ISO50001

ISO14001

エコアクション21

独自の環境マネジメントシステム

その他

不明

15.7%

6.0%

2.2%

0.7%

11.6%

32.5%

独自の環境マネジメントシステム

ISO14001

エコアクション21

ISO50001

その他

不明（使用していないを含む。）

0% 10% 20% 30% 40%

Q１－３（１）導入している環境関連マネジメントシステム（n=1,908）
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表 56（１／６） 

 

 

  

都道府

県名
団体名 「独自の環境マネジメントシステム」又は「その他」の内容

北海道 札幌市

札幌市の実績に合った効果的・効率的な温暖化対策の推進を図るため、市の全事務事業を対象と

して環境配慮全般の取組に加えて、エネルギー使用量の削減について、全庁の目標を設定し重点

的に取り組む環境マネジメントシステムを運用している。

北海道 函館市
職員の取組状況や行動目標の達成状況について，定期的に点検・評価を行い市民に公表してい

る。

北海道 苫小牧市 環境マネジメントシステムPDCAサイクルの手法を取り入れ管理を行っている

北海道 恵庭市 市長を総括者とする組織で、副市長を実務責任者としている。

北海道 石狩市 ISO14001を模倣した独自の環境マネジメントシステム

北海道 浦河町 PDCAサイクル

北海道 士幌町 LAS-E

北海道 浜中町 浜中町環境マネジメントシステム

青森県 青森県 従前認証を取得していたＩＳＯ14001のノウハウを生かして作成した。

青森県 青森市 ISO14001の自己宣言方式にて実施している

青森県 むつ市 管理委託

岩手県 盛岡市 職員による自主運営の環境マネジメントシステム

岩手県 大船渡市 使用エネルギーの把握、温室効果ガス排出量の算定

岩手県 田野畑村 いわて環境マネジメントシステム・スタンダード

宮城県 仙台市
以前導入していたISO140001を参考にした「新・仙台市環境行動計画」（本編と計画進行管理マニュ

アルにより構成）を策定している。

宮城県 石巻市

各部署ごとに行動責任者、行動指導者及び報告者を配置し、各職場での環境保全への取組の着

実な推進を図ることとする。毎年１回、各部署での取組実績を点検し、実施状況を庁内の関係課で

組織された「環境保全会議」で評価する。

宮城県 白石市 しろいしエコプロジェクト

宮城県 多賀城市 ＩＳＯ14001規格を基に現実の実行レベルを独自に設定、管理、実現する内容のもの

宮城県 登米市 ISO14001に準じた本市独自の環境マネジメントシステム

宮城県 大和町 大和町役場環境マネジメントシステム（たいわＥＭＳ）

秋田県 大潟村 LAS－E

山形県 新庄市
環境推進委員を各課に配置し、温室効果ガス排出量のマネジメントおよび環境適合品の購入など

を推進する。

山形県 村山市 以前導入していたエコアクション２１のノウハウを活かした独自のシステム

山形県 中山町 推進本部による点検評価

山形県 遊佐町 遊佐町環境マネジメントシステム（ＬＡＳ－Ｅ）

福島県 福島市 各部の次長を責任者に、用紙類や使用エネルギーの削減に努めている。

福島県 いわき市

環境に関する方針や目標を独自に設定し、施策の取組みや施策を実施することによって生み出さ

れる成果を「環境指標」とし、毎年、庁内組織及び環境審議会にて点検・評価することにより、目標

の達成に向けて管理している。

福島県 相馬市 行政経営システム

茨城県 龍ケ崎市 BIMMS（保全マネジメントシステム）を平成28年途中から採用

茨城県 常陸太田市 茨城エコ事業所

茨城県 神栖市 導入していない

茨城県
つくばみらい

市
環境マネジメントシステムのPDCAサイクル

栃木県 栃木県 栃木県環境マネジメントシステム

栃木県 大田原市 PDCAのマネジメントを行っている

栃木県 市貝町 日本経営品質の考えに基づくPDCAリサイクルによるもの

群馬県 群馬県 省エネ法に基づくエネルギー管理推進体制を通じた全庁的な取組

群馬県 太田市 環境配慮活動の手引き

群馬県 沼田市 副市長を統括者とした庁内管理委員会による進行管理

群馬県 みどり市 実行計画に定めた、毎年度の進行管理、評価、点検

群馬県 明和町
温暖化防止実行計画の中に、独自に行っていた環境マネジメントシステムISO140001を組み込んだ

もの
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表 57（２／６） 

 

都道府

県名
団体名

埼玉県 埼玉県

埼玉県 さいたま市

埼玉県 所沢市

埼玉県 加須市

埼玉県 上尾市

埼玉県 志木市

埼玉県 和光市

埼玉県 八潮市

埼玉県 坂戸市

埼玉県 小川町

千葉県 千葉県

千葉県 千葉市

千葉県 市川市

千葉県 船橋市

千葉県 茂原市

千葉県 柏市

千葉県 我孫子市

千葉県 君津市

東京都 千代田区

東京都 中央区

東京都 港区

東京都 台東区

東京都 品川区

東京都 目黒区

東京都 大田区

東京都 杉並区

東京都 練馬区

東京都 八王子市

東京都 町田市

東京都 小金井市

東京都 福生市

東京都 多摩市

東京都 稲城市

東京都 羽村市

東京都 あきる野市

神奈川県 神奈川県

神奈川県 川崎市

神奈川県 平塚市

第二次稲城市職員エコ・アクションプラン

エコクリはむら

あきる野市エコ活動（市の公共施設を対象とした省エネルギー・省資源化、廃棄物削減・リサイクル

の推進活動）

H28年度よりISO14001に基づかない神奈川県独自の環境マネジメントシステムに切り替えた。

ISO14001のＰＤＣＡサイクルをベースとしつつ、地球温暖化の防止及び循環型社会の形成に重点化

した取組を実施。ＵＲＬ　http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f534419/

事務事業編の進捗管理のためのシステムを運用するとともに庁内会議において取組を推進

ひらつかエコモード

目黒区地球温暖化対策推進第二次実行計画（めぐろエコ・プランⅡ）を目黒区の環境マネジメントシ

ステムと位置づけている。

環境目標を設定し、達成に向けた具体的取組を定めている。推進・点検体制を構築し、PDCAサイク

ルによる進捗管理を行っている。

杉並区環境・省エネ対策実施プラン

計画、実施、点検・評価、見直しのＰＤＣＡサイクルに基づき、目標の達成状況を毎年度点検・評価

し、実行計画（事務事業編）を進行管理する。

環境自治体スタンダード（LAS-E）

町田市環境マネジメントシステム

市の事務事業を対象とし、市が所有するすべての公共施設について適用しています。

福生市環境マネジメントシステム「Ｆ-ｅ」

市民参画による点検・評価・公表

各課を実行組織として位置づけ、温暖化対策に取り組むと共に、四半期ごとにエネルギーの使用量

の報告を義務付けている。

柏市環境管理システム（KEMS）

エネルギー使用やごみの排出について全所属による自己点検を行っている

市の全ての公共施設を対象とし、職員の日々の取組及び研修等を通じて環境負荷の低減に努める

ものである。以前はISO14001を認証取得していたが、ノウハウが蓄積されたことから、平成26年度か

ら独自システムの運用を開始した。

千代田エコシステム

区の全施設において、「中央区役所温室効果ガス排出抑制実行計画」（事務事業編）に基づき、環境

に関する法令等の遵守はもとより、各施設・職場における省エネルギー活動及びエネルギー管理に

重点を置いた「中央区環境マネジメントシステム」を運用している。

ISO14001自己適合宣言型の環境マネジメントシステムを導入しています。

台東環境マネジメントシステム（T-EMS）

しながわエコリンクとして、年1％以上エネルギー使用量の削減を目指す

和光市環境マネジメントシステムを規定し、ＰＤＣＡサイクルで管理している。

ISOの準用

坂戸市における環境マネジメントシステムに関する基本的事項を定め、これを確立し、文書化し、実

施し、維持し、断続的に改善することを目的とする。

エコオフィス推進委員を通じて事務事業編の取組を推進

事務事業編の中で、進行管理の仕組みを定めている。

千葉市環境マネジメントシステム（C-EMS）

ISO14001の登録認証返上後、それに準拠する形で運用している

庁内各部筆頭課及び関係課で実行組織を構成し、進行管理を行っている。

庁内の進行管理体制

各施設で独自の環境マネジメントシステムを策定

当市（クリーンセンターは別途作成）が環境配慮型の行政運営をするための環境管理システム。主

に、①事業における環境影響の把握、②該当する環境法令の把握と遵守、③緊急事態の特定と対

応管理、研修等である。

庁内委員会、各課の推進員を設置し進行管理を実施

あげおエコ・アクションプランの進捗管理

３月ごとに関係課からデータを収集し、結果をフィードバックしている。

「独自の環境マネジメントシステム」又は「その他」の内容
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表 58（３／６） 

 

都道府

県名
団体名

神奈川県 茅ヶ崎市

神奈川県 大和市

神奈川県 寒川町

新潟県 新潟県

新潟県 新潟市

新潟県 五泉市

新潟県 南魚沼市

富山県 富山県

富山県 富山市

富山県 高岡市

富山県 黒部市

石川県 小松市

石川県 野々市市

石川県 内灘町

福井県 福井県

福井県 勝山市

福井県 若狭町

山梨県 山梨市

長野県 長野市

長野県 飯田市

長野県 須坂市

長野県 千曲市

長野県 松川町

岐阜県 岐阜市

岐阜県 大垣市

岐阜県 多治見市

静岡県 静岡県

静岡県 静岡市

静岡県 沼津市

静岡県 富士宮市

静岡県 富士市

静岡県 御殿場市

静岡県 袋井市

愛知県 愛知県

愛知県 名古屋市

愛知県 豊橋市

愛知県 瀬戸市

愛知県 豊田市

愛知県 蒲郡市

愛知県 稲沢市

愛知県 日進市

愛知県 北名古屋市

環境にやさしいまちづくり推進会議にて、点検・評価・報告等を行っている

稲沢市独自の環境マネジメントシステム

内部職員による推進委員会を組織し、年１回内部評価を行なっている。

あいちエコチャレンジ２１

ＩＳＯの認証取得から移行し、独自の環境管理マニュアルに基づき運用中。

富士市環境マネジメントシステムにおいて進捗管理を行っている。

御殿場市環境マネジメントシステム

平成25年度までは環境マネジメントシステムISO140001

愛知県環境マネジメントシステム

なごや環境マネジメントシステム（N-EMS）

豊橋エコマネジメントシステム（T-EMS）

第２次エコオフィスプランせと

プランの中で進行管理方法を定めている

各部署で目標設定、取り組み、庁内環境管理委員会で結果について評価、次の改善につなげる

自己適合宣言したISO14001に基づく環境マネジメントシステム（平成20年3月までISO14001を取得し
ていた）

南信州いいむす21

岐阜市環境管理システム

大垣市環境管理システム

市長が定める『環境方針』に基づき、市の事務事業に伴う環境への負荷の低減を目指すために、自

ら目標や計画を設定し、取組みを行う仕組み。

庁内に推進体制を整備し、PDCAサイクルの運用により推進し、継続的なプランの改善を図ってい

る。

ISO14001を返上し、そのシステムに準拠した形で独自のEMSを運営している。

沼津市環境マネジメントシステム

小松市役所環境マネジメントシステム（KEMS）

「地球温暖化対策推進本部」、「地球温暖化対策推進員」及び「事務局」を設け、実行計画の着実な
推進と進行管理を行う

石川事業者版ISO

福井県庁環境マネジメントシステム

JISQ14001:2004の要求に基づいた独自に構築したシステム

環境自治体会議　LAS-A

独自の環境マネジメントシステム

長野市環境マネジメントシステム

南信州いいむす21

PDCAサイクルにより環境マネジメントシステムを運用

ISO14001に基づいたＥＭＳ

エコアクション２１を返上したがその時のノウハウでやっている

数値等、担当課で管理

電気使用量や燃料使用量等を入力することでCO2排出量を算定するシステム

富山市環境マネジメントシステム

「高岡市の環境方針」に基づき、目的・目標・プログラム等を定めシステムを運用している。環境目標

は、①省資源、省エネ、リサイクルの推進、②建築・土木工事に係る環境配慮、③環境保全対策の
充実と緑化の効果的推進の３つの柱で構成。

EMS

茅ヶ崎市の事務事業による環境配慮を適切に実行することを目的とした、全職員、全施設（指定管理

者施設を含む）を対象に自主的にPDCAサイクルを行うことにより環境配慮を実行する独自の環境マ
ネジメントシステム

やまとEMS

独自の様式で庁内の使用エネルギー量等を把握し、報告書に取りまとめ、温室効果ガス排出量の
削減に向けた取り組みを推進する。

「独自の環境マネジメントシステム」又は「その他」の内容
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表 59（４／６） 

 

都道府

県名
団体名

愛知県 みよし市

愛知県 東郷町

愛知県 扶桑町

三重県 四日市市

三重県 桑名市

三重県 亀山市

三重県 伊賀市

三重県 東員町

三重県 御浜町

滋賀県 滋賀県

滋賀県 草津市

滋賀県 栗東市

滋賀県 湖南市

滋賀県 東近江市

京都府 京都府

京都府 京都市

京都府 福知山市

京都府 舞鶴市

京都府 宮津市

京都府 城陽市

京都府 八幡市

京都府 京田辺市

京都府 南丹市

京都府 久御山町

京都府 精華町

大阪府 大阪府

大阪府 大阪市

大阪府 堺市

大阪府 吹田市

大阪府 八尾市

大阪府 泉佐野市

大阪府 大東市

大阪府 島本町

兵庫県 兵庫県

兵庫県 神戸市

兵庫県 尼崎市

兵庫県 明石市

兵庫県 西宮市

兵庫県 芦屋市

兵庫県 伊丹市

だいとうエコアクションプラン

島本町環境マネジメントシステム

温室効果ガス削減をはじめとする環境負荷の低減を目指し、「環境にやさしいオフィス活動」、「適切
な庁舎管理」及び「環境関連法規制順守」の徹底と改善を進め、「環境率先行動計画」の確実な推進

を目指す。

KEMS(ISO14100よりも取得にかかる費用や労力を軽減した神戸独自の環境マネジメントシステム）

尼崎市環境マネジメントシステム

各課に省エネ活動を設定してもらい、その進捗管理をしている

西宮市環境マネジメントシステム

本市独自の環境マネジメントシステムを導入している

伊丹市環境マネジメントシステム（削減目標のためにマネジメントシステムを活用し、PDCAサイクル
による改善を行う。また、環境基本計画に掲げられている施策の進行管理を行う。）

KES・環境マネジメントシステム・スタンダード　ステップ１

KES・環境マネジメントシステム・スタンダード（ステップ２）

ＫＥＳマネジメントシステム

ISOに準じて、大阪府庁環境マニュアルを作成し、推進体制をつくってPDCAにより推進している。

大阪市庁内環境管理計画

堺市独自の環境マネジメントシステム「S-EMS（SakaiEnvironmental ManagementSystem）」は本市
の全課全施設を対象とし、環境方針に従って環境に配慮した取組を行っている。また、地球温暖化

対策の推進に関する法律やエネルギーの使用の合理化に関する法律等関係法令にも対応できるよ
う、PDCAサイクルに従って管理を行っている。

市の事務事業における環境配慮を徹底するため、職場ごとに省エネルギー・省資源に関する目標を
設定し、自主的に取り組み、全庁的に環境監査を実施することを通じて、職場の更なる環境意識の

向上を図るとともに、事務事業に伴うGHG排出削減を進める。

KES・環境マネジメントシステム・スタンダード

IzumiSanoOriginal倹約型簡易環境マネジメントシステム

東近江市環境マネジメントシステム「えこ・すまいる」

ISO14001に準拠した、京都府環境マネジメントシステムを構築

KYOMS(京都市役所オリジナル環境マネジメントシステム），KES

KES

KESに準じた環境マネジメントシステムを導入している

KES・環境マネジメントシステム　ステップ２

平成24年度から導入。ISO14001を基本に効率化を図ったもの

KES・環境マネジメントシステム

KES環境マネジメントシステム

環境マネジメントシステムと地球温暖化防止実行計画の統合一本化

施設の燃料等使用量を月１回記入させ、半期ごとに集計する。個人の自己評価を四半期ごとに行う

伊賀市環境マネジメントシステム

環境に与える負荷を減らし、環境に配慮した活動を行うため電気や自動車燃料の削減等といった地
球温暖化対策や環境を守る施策

過去ISO14001は取得していたが、取組み自体が組織に浸透したとして継続されていない。

滋賀県庁環境マネジメントシステム：　環境方針に基づく各取組の所管部局に「部門管理責任者」を

置き、その取組に応じた推進体制の構築とPDCAサイクルに基づく進行管理を自律的に行う。

草津市役所環境行動マネジメントシステム（ＫＥＭＳ）

ISO14001による取り組みで蓄積したノウハウを活かして独自の環境マネジメントシステムを構築し運
用している。（平成２４年度から）

環境マネジメントシステムは導入していない。

地球温暖化対策実行計画・庁内環境保全率先行動計画

エコチャレンジ取り組み開始報告書を全職員に提出させている

独自の環境マネジメントを策定予定

四日市市環境マネジメントシステム（YES）

「独自の環境マネジメントシステム」又は「その他」の内容
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表 60（５／６） 

 

都道府

県名
団体名

兵庫県 相生市

兵庫県 加古川市

兵庫県 加西市

奈良県 天理市

和歌山県 和歌山県

和歌山県 和歌山市

和歌山県 田辺市

鳥取県 鳥取県

鳥取県 鳥取市

鳥取県 米子市

鳥取県 八頭町

岡山県 倉敷市

広島県 広島市

広島県 福山市

山口県 宇部市

山口県 岩国市

徳島県 徳島市

徳島県 鳴門市

香川県 香川県

香川県 高松市

愛媛県 愛媛県

愛媛県 新居浜市

愛媛県 松前町

愛媛県 内子町

福岡県 福岡県

福岡県 飯塚市

福岡県 柳川市

佐賀県 佐賀県

佐賀県 佐賀市

長崎県 長崎県

熊本県 熊本市

宮崎県 宮崎県

宮崎県 宮崎市

宮崎県 延岡市

鹿児島県 鹿児島県

鹿児島県 鹿児島市

鹿児島県 西之表市

鹿児島県 瀬戸内町

沖縄県 名護市

市での独自推計

特に使用しているﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑはない

庁内のPDCAサイクル

佐賀県地球温暖化対策推進本部設置要綱に規定する佐賀県地球温暖化対策推進本部が、計画及

び取組要領を策定し、その取組結果を点検・評価、公表するとともに、必要に応じて計画の見直しを

図り、持続的・発展的改善に努める。

ISO14001を参考とした独自の環境マネジメントシステム（佐賀市環境マネジメントシステム）

本県では運用方法の柔軟性や運用経費の軽減を重視し、より効果的・効率的である独自の「県庁環

境マネジメントシステム（県庁EMS）を構築し、点検・記録、内部監査及び外部評価を行うことにより、

取組状況について客観的に評価している。

地方公共団体実行計画事務事業編にあたる「第４次熊本市役所グリーン計画」に基づき、独自の環

境管理システムを構築し、環境負荷の低減、グリーン購入の推進などの環境配慮を実施し、PDCA

サイクルでの継続的改善を目指している。

宮崎県庁地球温暖化対策実行計画の推進のための運営要領（エコプラン）

市長を環境管理総括者とした環境管理組織を設置し進行管理を行っている

平成27年度をもって環境マネジメントシステムISO14001の認証を返上し、これまでのISO14001の運

用で培った内容をもとにNISOという延岡市独自の環境マネジメントシステムへの移行を行っている。

県庁環境保全率先実行計画推進要領

「鹿児島市地球温暖化対策アクションプラン実行マニュアル」に規程する環境マネジメントシステム

のとおり

PDCAサイクルにより進行管理を行う

これまで取り組んできた「高松市役所における環境行動率先実行計画」と「環境マネジメントシステ

ムISO14001」を集約・一元化し、独自の環境マネジメントシステムを策定した。

ISO140001自己宣言

Ni-EMS（ニームス）

庁内の各所属長で構成する推進本部会にて目標に向けた取り組みを決定し、それを各部局内の担

当者で構成する推進委員が実行する。

LAS-E

独自に作成したexcelファイルにより管理している。

取組チェックシート

庁内で組織する委員会で報告している

米子市環境マネジメントシステム

八頭町版EMS

省エネ法，温対法を含めた「節電くらしきガイドライン」等

本市の環境マネジメントシステムは、全ての組織を対象とし、市長を環境管理総括者とした全庁を挙

げて取り組む体制としている。また、環境保全のための取組について、「全庁共通目標」だけでなく、

各課等が事務・事業の特性に応じて独自に設定する「個別目標」を設け、各課等の主体的な取組を

促す仕組みとしている。加えて、各課等が目標達成に向けて行動しているかどうかを職員により評価

する内部監査の仕組みを組み込んでいる。

http://www.city.hiroshima.lg.jp/www/contents/1303886351922/index.html

福山市環境マネジメントシステムとして，関係各課より年に1度報告を受け，集計をしている。

半期ごとの進捗状況集計、内部環境監査、推進本部会議での報告、意見反映

いわくにエコマネジメントプラン

とくしまエコマネジメントシステム

関係各課等で構成される庁内組織

独自の環境マネジメントシステム

「加古川市環境基本計画」や「加古川市環境配慮率先実行計画」等の計画に基づく取組みを推進す

ると同時に、環境に関連する法的要求事項の遵守等を定めている

エコアクション21をベースにしている

ISO140001で培った手法を取り入れつつ独自に設定

実行計画の取組に加え、水道やコピー用紙の使用量低減、グリーン購入の促進などに努めている。

和歌山市環境マネジメントシステム

環境マネジメントシステムISO14001に類似する内容

TEAS（鳥取県版環境管理システム）

各課の省エネ等推進状況調査

「独自の環境マネジメントシステム」又は「その他」の内容
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表 61（６／６） 

 

 

  

都道府
県名

団体名

岩手県 北上地区広域行政組合

岩手県 盛岡地区衛生処理組合

群馬県 桐生地域医療組合

石川県 白山石川医療企業団

長野県 南信州広域連合

愛知県 知多中部広域事務組合

愛知県 中部知多衛生組合

愛知県 愛知中部水道企業団

滋賀県 湖南広域行政組合

京都府 乙訓環境衛生組合

大阪府
東大阪都市清掃施設組
合

大阪府
北河内4市リサイクル施
設組合

大阪府 大阪広域水道企業団

兵庫県 公立豊岡病院組合

奈良県
王寺周辺広域休日応急
診療施設組合

鳥取県
米子市日吉津村中学校
組合

鳥取県
鳥取県西部広域行政管
理組合

島根県 江津邑智消防組合

高知県
高吾北広域町村事務組
合

福岡県
うきは久留米環境施設組
合

熊本県 上球磨消防組合

熊本県 有明広域行政事務組合

2006～2012年までISO14001取得

導入している環境関連マネジメントシステムはない

独自に定める計画のもと、推進員による点検報告

導入ｼｽﾃﾑはないが、稼働に伴うCO?や電気・ｶﾞｿﾘﾝ・軽油量削減に努めている。

○環境マネジメントとして、ＰＤＣＡサイクルを推進している。毎年度、取組の進捗状況を把握し、結果
分析に基づく改善策の検討や見直しを行うなど、ＰＤＣＡサイクルにより進捗管理を行っている。ま
た、「大阪広域水道企業団環境保全への取組等の推進体制に関する要綱」を定め、計画に定める環
境保全への取組、その他環境に関する業務を推進する体制を構築するとともに、第三者機関の意見
を踏まえ、環境活動の点検を行い、必要に応じて取組を見直すものとしている。

省エネ法及び温対法に基づく定期報告書及び中長期計画書を毎年経済産業省等に提出

当組合の実行計画に関わる測定効果のある取組み（電気・水道・ガス・コピー用紙・燃料の各使用
量・廃棄物の減量・グリーン商品購入の推進）

米子市環境マネジメント

鳥取県西部広域行政管理組合では、実行計画にて策定したエネルギー管理点検票を各部署が
チェックし、エネルギー管理担当係へ毎月提出する。エネルギー管理担当係は、点検票を取りまと
め、組合の管理職レベルで組織する実行計画推進委員会にて報告する。実行計画推進委員会では
報告結果を受け、検討・分析・評価を行い、実行計画の推進管理を行う。

地方公共団体実行計画

実行計画の進行管理は１年に１度、施設単位及び全体確認を行っている。

南信州いいむす21

環境保全行動計画に定める内容

し尿処理工程にて、高効率エネルギー化の促進及び汚泥処理の省燃費運転化を図る。

水道事業における環境対策の手引書（厚生労働省健康局水道課）

地球温暖化対策実行計画

ＫＥＳ環境マネジメントシステム

ＩＳＯ１４００１を参考とし、当施設向けに最適化したもの

組織活動において使用するエネルギー量を減少させる目的・目標の設定

進行管理は推進本部において、点検評価を行う。

ＥＳＣＯ事業

BEMSによるリアルタイム監視で空調のON・OFFを切り替え、エネルギー利用の最適化を行ってい
る。

「独自の環境マネジメントシステム」又は「その他」の内容
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団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例

市以上の市では、おおよそ７割以上の団体で「独自の環境マネジメントシステム」

を導入していた。 

 

表 62  

 
  

項目 区分 人口規模
エネルギーマネジメ

ントシステム
ISO50001

環境マネジメントシ
ステムISO140001

エコアクション21
独自の環境マネジメ

ントシステム
その他 不明 対象団体数

0 1 0 34 22 0 47
0 3 2 16 14 0 20
0 4 0 32 20 1 47
0 3 0 24 14 2 37
0 11 2 106 70 3 151

100,000人～ 1 24 12 77 36 22 181
30,000人～99,999人 6 44 18 78 65 124 474
10,000人～29,999人 2 16 3 16 18 160 356
～9,999人 1 6 2 6 6 170 313
計 10 90 35 177 125 476 1,324

10 100 37 249 173 479 1,428
10 101 37 283 195 479 1,475
4 14 5 16 27 141 433

0.0% 2.1% 0.0% 72.3% 46.8% 0.0% 100.0%
0.0% 15.0% 10.0% 80.0% 70.0% 0.0% 100.0%
0.0% 8.5% 0.0% 68.1% 42.6% 2.1% 100.0%
0.0% 8.1% 0.0% 64.9% 37.8% 5.4% 100.0%
0.0% 7.3% 1.3% 70.2% 46.4% 2.0% 100.0%

100,000人～ 0.6% 13.3% 6.6% 42.5% 19.9% 12.2% 100.0%
30,000人～99,999人 1.3% 9.3% 3.8% 16.5% 13.7% 26.2% 100.0%
10,000人～29,999人 0.6% 4.5% 0.8% 4.5% 5.1% 44.9% 100.0%
～9,999人 0.3% 1.9% 0.6% 1.9% 1.9% 54.3% 100.0%
計 0.8% 6.8% 2.6% 13.4% 9.4% 36.0% 100.0%

0.7% 7.0% 2.6% 17.4% 12.1% 33.5% 100.0%
0.7% 6.8% 2.5% 19.2% 13.2% 32.5% 100.0%
0.9% 3.2% 1.2% 3.7% 6.2% 32.6% 100.0%一部事務組合等

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 96  

 
 

  

0.0%

2.1%

0.0%

72.3%

46.8%

0.0%

0.0%

15.0%

10.0%

80.0%

70.0%

0.0%

0.0%

8.5%

0.0%

68.1%

42.6%

2.1%

0.0%

8.1%

0.0%

64.9%

37.8%

5.4%

0.0%

7.3%

1.3%

70.2%

46.4%

2.0%

0.6%

13.3%

6.6%

42.5%

19.9%

12.2%

1.3%

9.3%

3.8%

16.5%

13.7%

26.2%

0.6%

4.5%

0.8%

4.5%

5.1%

44.9%

0.3%

1.9%

0.6%

1.9%

1.9%

54.3%

0.8%

6.8%

2.6%

13.4%

9.4%

36.0%

0.7%

7.0%

2.6%

17.4%

12.1%

33.5%

0.7%

6.8%

2.5%

19.2%

13.2%

32.5%

0.9%

3.2%

1.2%

3.7%

6.2%

32.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

エネルギーマネジメントシステ

ムISO50001

環境マネジメントシステム
ISO140001

エコアクション21

独自の環境マネジメントシステ

ム

その他

不明

Q１-３（１）認証取得の有無に関わらず、導入している環境関連マネジメントシステム（n=1,908）

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人）
n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人）
n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433
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２）地方公共団体実行計画（事務事業編）の進行管理を円滑に行うために取り組

んでいる内容 

 進行管理を円滑に行うために取り組んでいる内容として、「全職員への計画内

容の周知」が 963 団体（50.5％）と最も多かった。次いで、「取組の評価」が 735

団体（38.5％）、「全ての施設・設備を対象とする進行管理体制の構築」が 574 団

体（30.1％）であった。 

 

表 63 
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団体数 割合

574 30.1%

141 7.4%

963 50.5%
388 20.3%
261 13.7%
735 38.5%
472 24.7%
67 3.5%

315 16.5%
85 4.5%
5 0.3%

進行管理の仕組みの見直し・改善
その他
取り組んでいない
不明

取組

全ての施設・設備を対象とする進行管理
体制の構築

一部の施設・設備を対象とする進行管理
体制の構築

全職員への計画内容の周知
職員研修
取組点検に対する監査
取組の評価

無回答

50.5%

38.5%

30.1%

24.7%

20.3%

13.7%

7.4%

3.5%

16.5%

4.5%

0.3%

全職員への計画内容の周知

取組の評価

全ての施設・設備を対象とする進行管理体制の構築

進行管理の仕組みの見直し・改善

職員研修

取組点検に対する監査

一部の施設・設備を対象とする進行管理体制の構築

その他

取り組んでいない

不明

無回答

0% 20% 40% 60%

Q１-3（２）「事務事業編」の進行管理を円滑に行うために取り組んでいるもの

（n=1,908）
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３）地方公共団体実行計画（事務事業編）の進捗状況を協議・審議する場 

 進捗状況を協議・審議する場は、「関係各課等で構成される庁内組織」が 1,098

団体（57.5％）と最も多かった。次いで、「協議・審議する場はない」が 440 団

体（23.1％）であった。 

 

表 64  
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＜その他の主な回答＞ 

・ 庁外の関係者を含むメンバーで構成される委員会 

・ 選択肢以外の会議及び委員会 

・ 庁内・団体内の職員で構成される委員会 

・ 担当部局内での協議・審議 

 

  

団体数 割合
地方公共団体実行計画協議会 23 1.2%
地球温暖化対策地域協議会 28 1.5%

環境審議会 255 13.4%
関係各課等で構成される庁内組織 1,098 57.5%
その他 122 6.4%
協議・審議する場はない 440 23.1%

不明 77 4.0%
無回答 5 0.3%

協議・審議する場

57.5%

13.4%

1.5%

1.2%

6.4%

23.1%

4.0%

0.3%

関係各課等で構成される庁内組織

環境審議会

地球温暖化対策地域協議会

地方公共団体実行計画協議会

その他

協議・審議する場はない

不明

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

Q１-3（３）「事務事業編」の進捗状況を協議・審議する場（n=1,908）
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（４）事務事業に関する省エネルギー対策の取組状況 

１）設備等の省エネルギー対策促進の取組状況 

 設備等の省エネルギー対策促進の取組状況は、「地方公共団体実行計画（事務

事業編）に位置付けて、取り組んでいる」が 1,455 団体（42.9％）と最も多かっ

た。次いで、「地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けていないが、取

り組んでいる」が 812 団体（23.9％）であった。 

 

表 65 

 

 

図 99 【再掲】 

 

 

団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例

市以上の市では、９割以上が「地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付け

て、取り組んでいる」と回答している。 

都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例市未満の市町村（特別

区含む。）においても、人口規模の大きい（100,000 人～）では 166 団体（90.7％）

が「地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けて、取り組んでいる」が、

人口規模が小さくなるに従い、割合が低くなる傾向が見られた。  

団体数 割合

1,455 42.9%

812 23.9%

360 10.6%

404 11.9%

305 9.0%
59 1.7%

設備等の省エネルギー対策

実行計画（事務事業編）に位置付けて、取り組んでいる

実行計画（事務事業編）に位置付けていないが、取り組んでいる

対象となる施設や設備はあるが、取り組んでいない

施設や設備を保有していない

無回答
不明

42.9%

23.9%

10.6%

11.9%

9.0%
1.7%

Q１-４（１）設備等の省エネルギー対策（n=3,395）

実行計画（事務事業編）に位置付けて、

取り組んでいる

実行計画（事務事業編）に位置付けて

いないが、取り組んでいる

対象となる施設や設備はあるが、取り

組んでいない

施設や設備を保有していない

不明

無回答
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表 66 

 
 

図 100  

 

 

 

  

項目 区分 人口規模
「事務事業編」に位
置付けて、取り組ん

でいる

「事務事業編」に位
置付けていないが、

取り組んでいる

対象となる施設や設
備はあるが、取り組

んでいない

施設や設備を保有し
ていない

不明 無回答 対象団体数

46 0 0 0 0 1 47
20 0 0 0 0 0 20
44 3 0 0 0 0 47
35 2 0 0 0 0 37

145 5 0 0 0 1 151
100,000人～ 166 13 1 0 2 1 183
30,000人～99,999人 397 70 23 0 17 3 510
10,000人～29,999人 252 84 37 18 50 6 447
～9,999人 198 125 55 36 66 17 497
計 1,013 292 116 54 135 27 1,637

1,112 297 116 54 135 27 1,741
1,158 297 116 54 135 28 1,788

297 515 244 350 170 31 1,607
97.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.1% 100.0%

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
93.6% 6.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
94.6% 5.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
96.0% 3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.7% 100.0%

100,000人～ 90.7% 7.1% 0.5% 0.0% 1.1% 0.5% 100.0%
30,000人～99,999人 77.8% 13.7% 4.5% 0.0% 3.3% 0.6% 100.0%
10,000人～29,999人 56.4% 18.8% 8.3% 4.0% 11.2% 1.3% 100.0%
～9,999人 39.8% 25.2% 11.1% 7.2% 13.3% 3.4% 100.0%
計 61.9% 17.8% 7.1% 3.3% 8.2% 1.6% 100.0%

63.9% 17.1% 6.7% 3.1% 7.8% 1.6% 100.0%
64.8% 16.6% 6.5% 3.0% 7.6% 1.6% 100.0%
18.5% 32.0% 15.2% 21.8% 10.6% 1.9% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

97.9%

100.0%

93.6%

94.6%

96.0%

90.7%

77.8%

56.4%

39.8%

61.9%

63.9%

64.8%

18.5%

0.0%

0.0%

6.4%

5.4%

3.3%

7.1%

13.7%

18.8%

25.2%

17.8%

17.1%

16.6%

32.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.5%

4.5%

8.3%

11.1%

7.1%

6.7%

6.5%

15.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.0%

7.2%

3.3%

3.1%

3.0%

21.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

3.3%

11.2%

13.3%

8.2%

7.8%

7.6%

10.6%

2.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.7%

0.5%

0.6%

1.3%

3.4%

1.6%

1.6%

1.6%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=183

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=510

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=447

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=497

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1637

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1741

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1788

一部事務組合等 n=1607

Q１-４（１）設備等の省エネルギー対策（n=3,395）

「事務事業編」に位置付けて、取り組んでいる 「事務事業編」に位置付けていないが、取り組んでいる

対象となる施設や設備はあるが、取り組んでいない 施設や設備を保有していない

不明 無回答
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２）地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けている省エネルギー対策の

取組内容 

計画に位置付けている省エネルギー対策の取組内容として「設備・機器の使用

に関する取組（節電、エコドライブなど）」が 1,402 団体（96.4％）と最も多か

った。次いで、「設備・機器の導入、更新に関する取組」が 1,035 団体（71.1％）

であった。 

 

表 67  

 

 

図 101 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ ３R に関する取組 

・ クールビズ、ウォームビズの取組 

・ 環境配慮製品購入に関する取組 

・ 再生可能エネルギーの導入に関する取組 

 

  

団体数 割合

1,402 96.4%

633 43.5%

650 44.7%

1,035 71.1%

76 5.2%

設備・機器の導入、更新に関する取組

その他の省エネルギーに資する取組

協議・審議する場

設備・機器の使用に関する取組（節電、エ

コドライブなど）

設備・機器の保守・管理に関する取組

設備・機器の運用改善に関する取組

96.4%

71.1%

44.7%

43.5%

5.2%

設備・機器の使用に関する取組（節

電、エコドライブなど）

設備・機器の導入、更新に関する取組

設備・機器の運用改善に関する取組

設備・機器の保守・管理に関する取組

その他の省エネルギーに資する取組

0% 50% 100%

Q１-４（２）「事務事業編」に位置付けている省エネルギー対

策の内容（n=1,455）
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表 68（１／１） 

 

都道府県

名
団体名

北海道 北海道

北海道 札幌市

北海道 留萌市

北海道 乙部町

青森県 五戸町

岩手県 滝沢市

宮城県 名取市

宮城県 南三陸町

山形県 山形県

福島県 鏡石町

茨城県 取手市

茨城県 牛久市

栃木県 茂木町

栃木県 市貝町

群馬県 玉村町

埼玉県 所沢市

埼玉県 深谷市

埼玉県 上尾市

埼玉県 新座市

千葉県 習志野市

東京都 千代田区

東京都 中央区

東京都 小金井市

東京都 多摩市

東京都 稲城市

神奈川県 平塚市

神奈川県 大和市

神奈川県 寒川町

新潟県 柏崎市

長野県 長野市

長野県 飯島町

長野県 売木村

長野県 小谷村

静岡県 沼津市

静岡県 富士市

静岡県 菊川市

愛知県 蒲郡市

滋賀県 彦根市

滋賀県 草津市

京都府 宇治市

京都府 長岡京市

京都府 南山城村

兵庫県 淡路市

鳥取県 南部町

島根県 大田市 市設置浄化槽は省エネルギー型浄化槽を設置

ごみの削減

用紙・ごみ減量、節水

グリーンカーテン（夏期）、クールビズの推進（5/1~10/31）

再生可能エネルギーの導入拡大等

水道使用量の削減、紙類の使用量の削減、リサイクルの推進、二酸化炭素吸収現の維持向上、環

境汚染物質等の排出抑制

独自制度（省エネ確認書制度）による、導入・更新時の省エネ基準の設定

ESCO事業の導入による二酸化炭素削減の目安536.5t-CO2

(1)　電気の総使用量を５％削減する。(2)　自動車用燃料の使用量を５％削減する。(3)　灯油の使用

量を５％削減する。(4)　重油の使用量を５％削減する。(5)　液化石油ガスの使用量を５％削減する。
(6)　紙類・廃プラスチック類の使用量削減及び資源化に努める。又、市民に啓発を行い、ごみの減
量及び資源物の分別収集の徹底を図り、蒲郡市クリーンセンターにおける廃棄物焼却量を５％、廃

プラスチック焼却量を６％削減する。

一般廃棄物排出量の削減

グリーン購入、３Ｒの推進

エコドライブの実践、アイドリングストップの徹底

廃棄物の減量

重油使用のボイラーの燃料削減

小谷村地熱エネルギー等利用検討委員会

廃棄物の削減、リサイクル推進、事務用紙削減

調達に際しての環境配慮。

イベント開催時に関する環境配慮の取組

廃棄物の発生抑制の推進

廃棄物の減量化

ESCO事業の導入、スマートコミュニティの実現、コンパクトシティの実現

用紙類、エコバッグ等の使用、制服作業服のエコ製品の購入、文具のグリーン購入　等

低炭素型エネルギーの導入

小中学校における環境教育（省エネ活動の推進等）

「省エネ行動」についても記載している。

緑化・雨水利用の推進、再生可能エネルギーの導入

住宅用太陽光発電システム補助

資源の有効利用の推進、廃棄物削減、リサイクル推進、公用車使用における環境負荷の低減、環

境負荷の少ない製品の調達等

公共施設の緑化推進

本庁舎ライトダウンなどのイベント

エコカジュアル、ウォームビズ、ノー残業デー、２ＵＰ３ＤＯWN（エレベーターではなく階段を使う）

太陽光発電システムの導入

新エネルギー、再生可能エネルギーの活用等

ごみの減量、リサイクルの推進に関する取り組み、ペーパーレスの推進に関する取り組み

エネルギー消費量の把握

購入等に当っての配慮

物品等の購入に関する取組等

飲料水、手洗い水の節水

LED化照明、太陽光発電の導入

クールビズの徹底

水道使用量、用紙類使用量、廃棄物排出量の削減に関する取組

「その他の省エネルギーに資する取組」の内容

クールビズ・ウォームビズの実施など

エネルギー使用量見える化の推進、省エネ建物の推進

低公害車の導入

職員の意識啓発
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表 69（２／２） 

 

 

  

都道府県

名
団体名 「その他の省エネルギーに資する取組」の内容

島根県 江津市 環境に配慮した製品の購入促進、３Rの推進
広島県 廿日市市 クールビズ・ウォームビズの励行(夏28℃以上、冬20度以下)

山口県 山口県 省エネ行動の促進(エコドライブ、節電、クールビズ等のキャンペーン)
愛媛県 愛媛県 公用車へのエコカーの導入促進、デマンド装置の活用、クールビズ・ウォームビズの推進等

高知県 佐川町 事務用品の再利用、用紙類の節約

福岡県 大牟田市
廃棄物排出量を削減する取組み。コピー用紙使用量を削減し、再生紙の比率を高める取組み。水

道使用量を削減する取組み。

福岡県 みやま市 公共施設の緑化

佐賀県 鹿島市 エコマーク商品の購入の推進、生ごみ堆肥化
熊本県 山江村 ガス・水道使用量の削減

大分県 日田市 緑のカーテン、クールビズ、ウォームビズ
宮崎県 西都市 ノーマイカーデー

宮崎県 日之影町 ソーラー設備の設置

宮崎県 五ヶ瀬町 ノー残業デーの実施・クールビス

北海道
池北三町行

政事務組合
クールビズ・ウォ－ムビズ

福島県

須賀川地方

広域消防組
合

電気、燃料等の使用量に関する取組

千葉県
柏・白井・鎌
ケ谷環境衛

生組合

再生可能エネルギー（電気・熱）の新たな導入予定がある。

岐阜県

南濃衛生施

設利用事務
組合

クール・ウォームビズの実施

三重県
四日市港管
理組合

職員の意識向上

三重県
桑名広域清
掃事業組合

省エネ会議（2回/年）

大阪府

柏原羽曳野

藤井寺消防
組合

本部庁舎照明器具ＬＥＤ化事業予算計上

大阪府
大阪広域水

道企業団

○施設緑化の推進：事業所や浄水場等における緑被率を達成・維持しヒートアイランド現象の緩和
や冷房運転の抑制による電力使用量の削減に努めている。（「大阪府自然環境保全条例」第31条第

２項の規定により定められた「府有施設緑化推進計画」の施設緑化基準に基づき、20％を目標として
おり、平成27年度時点では対象全施設で達成）

大阪府
大阪市・八尾
市・松原市環

境施設組合

ごみ焼却量の減量化、ごみ焼却余熱を利用したごみ発電

兵庫県
中播衛生施

設事務組合
昼休みの消灯

島根県
浜田地区広
域行政組合

クールビズ、ウォームビズ

岡山県
柵原、吉井、
英田火葬場

施設組合

燃料（灯油）使用量の削減、電気使用量の削減、燃料（ガソリン）使用量の削減、ｺﾞﾐの減量・ﾘｻｲｸ
ﾙ、用紙類、水道、環境保全に関する意識向上、率先実行の推進

熊本県
有明広域行

政事務組合
グリーンカーテンの設置、ごみ処理施設での無料省エネ診断の実施

宮崎県

一ツ瀬川営

農飲雑用水
広域水道企

業団

漏水調査(有効率の向上による環境負荷の軽減

鹿児島県
北薩広域行

政事務組合
廃棄物の減量
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団体区分別にみると、いずれの取組内容についても、都道府県及び市町村

（特別区含む。）のうち施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）において

は、人口規模が小さくなるに従い、取組割合が低くなる傾向が見られた。 

 

表 70  

 

 

  

項目 区分 人口規模
設備・機器の使用に
関する取組（節電、
エコドライブなど）

設備・機器の保守・
管理に関する取組

設備・機器の運用改
善に関する取組

設備・機器の導入、
更新に関する取組

その他の省エネル
ギーに資する取組

対象団体数

46 28 32 38 4 46
20 15 19 20 1 20
44 27 30 40 1 44
35 24 25 33 5 35

145 94 106 131 11 145
100,000人～ 164 92 97 142 13 166
30,000人～99,999人 388 179 182 295 18 397
10,000人～29,999人 241 90 93 164 10 252
～9,999人 184 55 57 120 9 198
計 977 416 429 721 50 1,013

1,076 482 503 814 57 1,112
1,122 510 535 852 61 1,158

280 123 115 183 15 297
100.0% 60.9% 69.6% 82.6% 8.7% 100.0%
100.0% 75.0% 95.0% 100.0% 5.0% 100.0%
100.0% 61.4% 68.2% 90.9% 2.3% 100.0%
100.0% 68.6% 71.4% 94.3% 14.3% 100.0%
100.0% 64.8% 73.1% 90.3% 7.6% 100.0%

100,000人～ 98.8% 55.4% 58.4% 85.5% 7.8% 100.0%
30,000人～99,999人 97.7% 45.1% 45.8% 74.3% 4.5% 100.0%
10,000人～29,999人 95.6% 35.7% 36.9% 65.1% 4.0% 100.0%
～9,999人 92.9% 27.8% 28.8% 60.6% 4.5% 100.0%
計 96.4% 41.1% 42.3% 71.2% 4.9% 100.0%

96.8% 43.3% 45.2% 73.2% 5.1% 100.0%
96.9% 44.0% 46.2% 73.6% 5.3% 100.0%
94.3% 41.4% 38.7% 61.6% 5.1% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

一部事務組合等

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 102 

 

  

100.0%

60.9%

69.6%

82.6%

8.7%

100.0%

75.0%

95.0%

100.0%

5.0%

100.0%

61.4%

68.2%

90.9%

2.3%

100.0%

68.6%

71.4%

94.3%

14.3%

100.0%

64.8%

73.1%

90.3%

7.6%

98.8%

55.4%

58.4%

85.5%

7.8%

97.7%

45.1%

45.8%

74.3%

4.5%

95.6%

35.7%

36.9%

65.1%

4.0%

92.9%

27.8%

28.8%

60.6%

4.5%

96.4%

41.1%

42.3%

71.2%

4.9%

96.8%

43.3%

45.2%

73.2%

5.1%

96.9%

44.0%

46.2%

73.6%

5.3%

94.3%

41.4%

38.7%

61.6%

5.1%

0% 50% 100%

設備・機器の使用に関する取

組（節電、エコドライブなど）

設備・機器の保守・管理に関

する取組

設備・機器の運用改善に関す

る取組

設備・機器の導入、更新に関

する取組

その他の省エネルギーに資す

る取組

Q１-４（２）「事務事業編」に位置付けている省エネルギー対策の取組内容（n=1,455）

都道府県 n=46

政令指定都市 n=20

中核市 n=44

施行時特例市 n=35

【施行時特例市以上 計】 n=145

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=166

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=397

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=252

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=198

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1013

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1112

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1158

一部事務組合等 n=297
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（５）事務事業に関する再生可能エネルギーの導入の取組状況 

１）再生可能エネルギーの導入促進への取組状況 

 再生可能エネルギー導入促進への取組状況は、「設備や設備を保有していない」

が 839 団体（24.7％）と最も多かった。次いで、「地方公共団体実行計画（事務

事業編）に位置付けて、取り組んでいる」が 805 団体（23.7％）であった。 

 

表 71 

 

 

図 103 【再掲】 

 

 

団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例

市以上の市では、８割以上が「地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付け

て、取り組んでいる」と回答している。 

都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例市未満の市町村（特別

区含む。）においては、「地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けて、取

り組んでいる」団体は、人口規模が小さくなるに従い、割合が低くなる傾向が見

られた。 

団体数 割合

805 23.7%

774 22.8%

558 16.4%

839 24.7%

342 10.1%

77 2.3%無回答

再生可能エネルギーの導入

実行計画（事務事業編）に位置付けて、取り組んでいる

実行計画（事務事業編）に位置付けていないが、取り組んでいる

対象となる施設や設備はあるが、取り組んでいない

施設や設備を保有していない

不明

23.7%

22.8%

16.4%

24.7%

10.1%
2.3%

Q１-５（１）再生可能エネルギーの導入（n=3,395）

実行計画（事務事業編）に位置付け

て、取り組んでいる
実行計画（事務事業編）に位置付け

ていないが、取り組んでいる
対象となる施設や設備はあるが、取

り組んでいない
施設や設備を保有していない

不明

無回答
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表 72  

 
 

図 104  

 

 

 

２）全ての再生可能エネルギー（電気・熱）の既導入施設数 

 再生可能エネルギーの既導入施設のうち、「太陽光発電」を導入している団体

項目 区分 人口規模
「事務事業編」に位
置付けて、取り組ん

でいる

「事務事業編」に位
置付けていないが、

取り組んでいる

対象となる施設や設
備はあるが、取り組

んでいない

施設や設備を保有し
ていない

不明 無回答 対象団体数

41 5 1 0 0 0 47
19 1 0 0 0 0 20
38 8 1 0 0 0 47
33 3 0 0 1 0 37

131 17 2 0 1 0 151
100,000人～ 128 39 11 0 3 2 183
30,000人～99,999人 239 177 42 23 25 4 510
10,000人～29,999人 136 148 60 53 38 12 447
～9,999人 99 162 61 87 68 20 497
計 602 526 174 163 134 38 1,637

692 538 175 163 135 38 1,741
733 543 176 163 135 38 1,788
72 231 382 676 207 39 1,607

87.2% 10.6% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
95.0% 5.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
80.9% 17.0% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
89.2% 8.1% 0.0% 0.0% 2.7% 0.0% 100.0%
86.8% 11.3% 1.3% 0.0% 0.7% 0.0% 100.0%

100,000人～ 69.9% 21.3% 6.0% 0.0% 1.6% 1.1% 100.0%
30,000人～99,999人 46.9% 34.7% 8.2% 4.5% 4.9% 0.8% 100.0%
10,000人～29,999人 30.4% 33.1% 13.4% 11.9% 8.5% 2.7% 100.0%
～9,999人 19.9% 32.6% 12.3% 17.5% 13.7% 4.0% 100.0%
計 36.8% 32.1% 10.6% 10.0% 8.2% 2.3% 100.0%

39.7% 30.9% 10.1% 9.4% 7.8% 2.2% 100.0%
41.0% 30.4% 9.8% 9.1% 7.6% 2.1% 100.0%
4.5% 14.4% 23.8% 42.1% 12.9% 2.4% 100.0%一部事務組合等

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

87.2%

95.0%

80.9%

89.2%

86.8%

69.9%

46.9%

30.4%

19.9%

36.8%

39.7%

41.0%

4.5%

10.6%

5.0%

17.0%

8.1%

11.3%

21.3%

34.7%

33.1%

32.6%

32.1%

30.9%

30.4%

14.4%

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

1.3%

6.0%

8.2%

13.4%

12.3%

10.6%

10.1%

9.8%

23.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.5%

11.9%

17.5%

10.0%

9.4%

9.1%

42.1%

0.0%

0.0%

0.0%

2.7%

0.7%

1.6%

4.9%

8.5%

13.7%

8.2%

7.8%

7.6%

12.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

0.8%

2.7%

4.0%

2.3%

2.2%

2.1%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=183

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=510

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=447

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=497

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1637

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1741

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1788

一部事務組合等 n=1607

Q１-５（１）再生可能エネルギーの導入（n=3,395）

「事務事業編」に位置付けて、取り組んでいる 「事務事業編」に位置付けていないが、取り組んでいる

対象となる施設や設備はあるが、取り組んでいない 施設や設備を保有していない

不明 無回答
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は 1,324 団体(83.9%)と最も多かった。団体の中には、200 施設以上導入してい

る団体もあった。 

 次いで、「風力発電」で 236 団体（14.9%）、「廃棄物発電」で 202 団体（12.7%）

であった。 

 

表 73 

 

 

注）太陽光発電は施設数が多く、階級区分を他施設と変えているため、別表としている。 

 

表 74 

 

 

注）太陽光発電は施設数が多く、階級区分を他施設と変えているため、別表としている。 

  

導入していない 1以上5未満 5以上10未満 10以上25未満 25以上50未満 50以上100未満 100以上200未満 200以上

255 628 268 273 97 38 14 6 0

施設数

太陽光発電

無回答

導入していない 1施設 2以上5未満 5以上10未満 10以上20未満 20以上30未満 30以上40未満 40以上50未満 50以上

1,343 131 69 25 10 1 0 0 0 0
1,482 74 20 2 1 0 0 0 0 0

1,570 9 0 0 0 0 0 0 0 0

1,426 94 45 6 8 0 0 0 0 0
1,377 160 38 2 1 0 0 0 1 0

1,578 1 0 0 0 0 0 0 0 0
1,408 78 54 30 7 1 0 0 1 0

1,453 91 33 1 0 1 0 0 0 0
1,560 13 4 1 1 0 0 0 0 0

1,389 94 57 15 12 6 2 1 3 0

1,404 127 45 3 0 0 0 0 0 0
1,547 24 4 3 1 0 0 0 0 0

1,565 14 0 0 0 0 0 0 0 0
熱電併給（コージェネ） 1,454 79 36 7 2 1 0 0 0 0

燃料電池 1,552 17 10 0 0 0 0 0 0 0
燃料電池自動車 1,459 72 40 7 0 0 1 0 0 0

その他 1,530 24 14 2 4 4 1 0 0 0

再
生

可

能
エ

ネ

ル
ギ
ー

（
熱

）

太陽熱

地中熱
雪氷熱

海洋エネルギー発電

バイオマス熱

廃棄物熱
温泉熱

工場排熱

再

生

可
能

エ

ネ

ル
ギ
ー

（
電
気

）

風力発電
バイオマス発電

地熱発電
中小水力発電

廃棄物発電

施設数
無回答

導入していない 1以上5未満 5以上10未満 10以上25未満 25以上50未満 50以上100未満 100以上200未満 200以上

16.1% 39.8% 17.0% 17.3% 6.1% 2.4% 0.9% 0.4% 0.0%太陽光発電

施設数
無回答

導入していない 1施設 2以上5未満 5以上10未満 10以上20未満 20以上30未満 30以上40未満 40以上50未満 50以上

85.1% 8.3% 4.4% 1.6% 0.6% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
93.9% 4.7% 1.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

99.4% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
90.3% 6.0% 2.8% 0.4% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

87.2% 10.1% 2.4% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0%
99.9% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

89.2% 4.9% 3.4% 1.9% 0.4% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0%
92.0% 5.8% 2.1% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

98.8% 0.8% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
88.0% 6.0% 3.6% 0.9% 0.8% 0.4% 0.1% 0.1% 0.2% 0.0%

88.9% 8.0% 2.8% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
98.0% 1.5% 0.3% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

99.1% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
 熱電併給（コージェネ） 92.1% 5.0% 2.3% 0.4% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

燃料電池 98.3% 1.1% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

燃料電池自動車 92.4% 4.6% 2.5% 0.4% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 96.9% 1.5% 0.9% 0.1% 0.3% 0.3% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%

再

生
可

能
エ

ネ

ル
ギ
ー

（
電
気

）

工場排熱

風力発電
バイオマス発電

地熱発電
中小水力発電

廃棄物発電

再

生
可

能
エ

ネ

ル

ギ
ー

（
熱

）

施設数
無回答

海洋エネルギー発電
太陽熱
地中熱

雪氷熱
バイオマス熱

廃棄物熱
温泉熱
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図 105  

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 小規模太陽光発電利用設備 

・ 電気自動車 

・ バイオディーゼル燃料車及び関連施設 

・ 太陽光と風力のハイブリッド型照明等 

・ 下水道熱施設 

  

85.1%

93.9%

99.4%

90.3%

87.2%

99.9%

89.2%

92.0%

98.8%

88.0%

88.9%

98.0%

99.1%

92.1%

98.3%

92.4%

96.9%

8.3%

4.7%

0.6%

6.0%

10.1%

0.1%

4.9%

5.8%

0.8%

6.0%

8.0%

1.5%

0.9%

5.0%

1.1%

4.6%

1.5%

4.4%

1.3%

2.8%

2.4%

3.4%

2.1%

0.3%

3.6%

2.8%

0.3%

2.3%

0.6%

2.5%

0.9%

1.6%
0.1%

0.4%

0.1%

1.9%

0.1%

0.1%

0.9%

0.2%

0.2%

0.4%

0.4%

0.1%

0.6%

0.1%

0.5%

0.1%

0.4%

0.1%

0.8%

0.1%

0.1%

0.3%

0.1%

0.1%

0.1%

0.4%

0.3%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.1%

0.2%

60% 80% 100%

風力発電

バイオマス発電

地熱発電

中小水力発電

廃棄物発電

海洋エネルギー発電

太陽熱

地中熱

雪氷熱

バイオマス熱

廃棄物熱

温泉熱

工場排熱

熱電併給（コージェネ）

燃料電池

燃料電池自動車

その他

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
（
電

気
）

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
（
熱

）

Q１-５（３）事務事業に関して、全ての再生可能エネルギー（電気・熱）に

ついて、既導入施設数（n=1,579）

導入していない 1施設 2以上5未満 5以上10未満 10以上20未満

20以上30未満 30以上40未満 40以上50未満 50以上 無回答

16.1% 39.8% 17.0% 17.3%
6.1%

2.4%

0.9%

0.4%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電

導入していない 1以上5未満 5以上10未満 10以上25未満 25以上50未満

50以上100未満 100以上200未満 200以上 無回答
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３）平成 29～33年度までの５年間の再生可能エネルギーの（電気・熱）の新た

な導入予定 

 ここ５年間での再生可能エネルギーの新たな導入予定がある団体は 436 団体

（12.8%）であった。 

 

表 75 

 

 

図 106 

 

 

  

団体数 割合
436 12.8%

1,890 55.7%
351 10.3%
660 19.4%
58 1.7%

再生可能エネルギーの新たな導入予定

導入予定がある
導入予定はない
導入先として適切な施設や設備を保有していない
不明
無回答

12.8%

55.7%

10.3%

19.4%

1.7%

Q１-５（４）平成29年度～平成33年度までの５年間に再生可

能エネルギー（電気・熱）の新たな導入予定（n=3,395）

導入予定がある

導入予定はない

導入先として適切な施設や設備を

保有していない

不明

無回答
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４）全ての再生可能エネルギー（電気・熱）の「導入予定がある」施設数 

ここ５年間での導入予定がある再生可能エネルギーのうち、「太陽光発電」が

309 団体（70.9%）と最も多かった。次いで、「バイオマス熱」が 45 団体（10.3%）、

「地中熱」が 39 団体（8.9%）であり、熱利用施設の新規導入が予定されている。 

 

表 76 

 

 
注）太陽光発電は施設数が多く、階級区分を他施設と変えているため、別表としている。 

 

表 77 

 

 

注）太陽光発電は施設数が多く、階級区分を他施設と変えているため、別表としている。  

導入予定なし 1以上5未満 5以上10未満 10以上20未満 20施設以上

127 261 31 8 9 0

無回答

太陽光発電

施設数

導入予定なし 1施設 2施設 3施設 4施設以上

421 14 0 0 1 0
409 23 3 1 0 0

431 4 1 0 0 0

405 27 2 0 2 0
402 31 1 1 1 0

436 0 0 0 0 0
428 6 2 0 0 0

397 34 5 0 0 0
436 0 0 0 0 0

391 35 5 0 5 0

412 22 1 0 1 0
430 6 0 0 0 0

435 1 0 0 0 0
 420 13 3 0 0 0

430 5 1 0 0 0
421 11 3 0 1 0

427 8 0 1 0 0

無回答

再

生

可
能

エ

ネ

ル
ギ
ー

（
電
気

）

風力発電
バイオマス発電

地熱発電
中小水力発電

廃棄物発電

海洋エネルギー発電

施設数

再
生

可

能
エ

ネ

ル
ギ
ー

（
熱

）

太陽熱

地中熱
雪氷熱

バイオマス熱

廃棄物熱
温泉熱

工場排熱
熱電併給（コージェネ）

燃料電池
燃料電池自動車

その他

導入予定なし 1以上5未満 5以上10未満 10以上20未満 20施設以上

29.1% 59.9% 7.1% 1.8% 2.1% 0.0%

無回答

太陽光発電

施設数

導入予定なし 1施設 2施設 3施設 4施設以上

96.6% 3.2% 0.0% 0.0% 0.2% 0.0%
93.8% 5.3% 0.7% 0.2% 0.0% 0.0%

98.9% 0.9% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0%
92.9% 6.2% 0.5% 0.0% 0.5% 0.0%

92.2% 7.1% 0.2% 0.2% 0.2% 0.0%
100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

98.2% 1.4% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0%
91.1% 7.8% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0%

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
89.7% 8.0% 1.1% 0.0% 1.1% 0.0%

94.5% 5.0% 0.2% 0.0% 0.2% 0.0%
98.6% 1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

99.8% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
 96.3% 3.0% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0%

98.6% 1.1% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0%

96.6% 2.5% 0.7% 0.0% 0.2% 0.0%

97.9% 1.8% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0%

バイオマス熱

廃棄物熱
温泉熱

工場排熱

燃料電池自動車

その他

無回答

再

生
可

能
エ

ネ

ル
ギ
ー

（
電
気

）

風力発電
バイオマス発電

地熱発電
中小水力発電

廃棄物発電
海洋エネルギー発電

再

生
可

能
エ

ネ

ル

ギ
ー

（
熱

）

太陽熱
地中熱

施設数

熱電併給（コージェネ）

燃料電池

雪氷熱
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図 107  

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 消化ガス発電 

・ 配水ポンプ電動機（トップランナー） 

・ BDF 

・ 地下水熱 

・ 雨水の利用 

・ 小水力発電の導入を検討中  

96.6%

93.8%

98.9%

92.9%

92.2%

100.0%

98.2%

91.1%

100.0%

89.7%

94.5%

98.6%

99.8%

96.3%

98.6%

96.6%

97.9%

3.2%

5.3%

0.9%

6.2%

7.1%

1.4%

7.8%

8.0%

5.0%

1.4%

0.2%

3.0%

1.1%

2.5%

1.8%

0.7%

0.2%

0.5%

0.2%

0.5%

1.1%

1.1%

0.2%

0.7%

0.2%

0.7%

0.2%

0.2%

0.2%

0.2%

0.5%

0.2%

1.1%

0.2%

0.2%

80% 100%

風力発電

バイオマス発電

地熱発電

中小水力発電

廃棄物発電

海洋エネルギー発電

太陽熱

地中熱

雪氷熱

バイオマス熱

廃棄物熱

温泉熱

工場排熱

熱電併給（コージェネ）

燃料電池

燃料電池自動車

その他

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
（
電

気
）

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
（
熱

）

Q１-５（５）事務事業に関して、全ての再生可能エネルギー（電気・熱）に

ついて、「導入予定がある」施設数（n=436）

導入予定なし 1施設 2施設 3施設 4施設以上

29.1% 59.9%
7.1% 1.8% 2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電

導入予定なし 1以上5未満 5以上10未満 10以上20未満 20施設以上
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（６）事務事業に関する吸収源対策の取組状況 

１）吸収源対策の取組状況 

 「地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けて、取り組んでいる」吸収

源対策の取組のうち、「都市緑化等の推進」が 231 団体（6.8%）、「森林吸収源対

策」が 96 団体（2.8%）であった。 

また、「地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けていないが、取り組

んでいる」取組は、「都市緑化等の推進」が 293 団体（8.6%）、「森林吸収源対策」

が 229 団体（6.7%）であった。 

 

表 78  

 

 

図 108 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 緑地の保全・自然環境保護 

森林吸収源
対策

農地土壌炭
素吸収源対

策

都市緑化等
の推進

その他
森林吸収源

対策

農地土壌炭
素吸収源対

策

都市緑化等
の推進

その他

96 5 231 11 2.8% 0.1% 6.8% 0.3%

229 51 293 12 6.7% 1.5% 8.6% 0.4%

2,569 2,757 2,341 1,994 75.7% 81.2% 69.0% 58.7%
369 432 397 582 10.9% 12.7% 11.7% 17.1%
132 150 133 796 3.9% 4.4% 3.9% 23.4%

団体数 割合

実行計画（事務事業編）
に位置付けて、取り組ん

でいる

実行計画（事務事業編）
に位置付けていないが、
取り組んでいる

取り組んでいない
不明
無回答

2.8%

0.1%

6.8%

0.3%

6.7%

1.5%

8.6%

0.4%

75.7%

81.2%

69.0%

58.7%

10.9%

12.7%

11.7%

17.1%

3.9%

4.4%

3.9%

23.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

森林吸収源対策

農地土壌炭素吸収源対策

都市緑化等の推進

その他

Q１-６（１）吸収源対策の取組状況（n=3,395）

実行計画（事務事業編）に位置付けて、取り組んでいる

実行計画（事務事業編）に位置付けていないが、取り組んでいる

取り組んでいない

不明

無回答
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・ 県産木材の使用 

・ 紙類の使用削減による緑化推進 
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２）地方公共団体実行計画（事務事業編）に「位置付けている」該当部分の概要 

 緑化の推進や森林の保全に関する措置を位置付けている団体は多いものの、

定量的な目標等を明記しているものは少ない。 

 

表 79（１／７） 

  

都道府県

名
団体名 吸収源対策の実行計画（事務事業編）に位置付けている部分の概要

北海道 北海道
二酸化炭素の吸収源としての森林機能の維持・向上を図るため、無立木地への植栽や間伐の実
施などによる健全な森林の整備・ 保全の推進支援

北海道 札幌市
都市緑化等の推進として、みどりの保全、みどりの創出の推進を計画の基本方針の１つとしてい
る。

北海道 函館市
施設整備等に係る環境配慮として、庁舎の整備にあたっては緑化等による自然環境の保全に努
めることを目標としている。

北海道 苫小牧市 敷地内緑化を促進し、緑地等を適正に維持管理する
北海道 根室市 環境共生型の森づくりの推進

北海道 深川市

○森林吸収源対策として、紙の使用量を削減することにより森林の伐採を減少させる。 ○農地土

壌炭素吸収源対策として、農地森林の保全及び整備施策の推進に取り組む。 ○都市緑化等の
推進対策として、公共用地内の緑化の推進に取り組む。

北海道 知内町 ・豊かな森林資源を適切に管理し、継続的な森林吸収源の確保・拡大を図る。
北海道 真狩村 豊かな森林資源を適切に管理し、継続的な森林吸収源の確保・拡大を図ります。

北海道 倶知安町
庁舎・施設の建物及び敷地等の緑化を推進し、緑地率の向上に努める。また、窓辺・ベランダ等の
花壇・緑化に努める。庁舎・施設の敷地ない緑化の維持管理を適切に行い美観の保全に努める。

北海道 奈井江町
豊かな森林資源を適切に管理し、継続的な森林吸収源の確保及び拡大を図ります。 豊かな森林
資源の拡大のため、植樹運動を推進します。

北海道 新十津川町
森林吸収減の確保及び拡大、また、都市緑化の推進のため、森林資源の適切な管理と都市公園

等の緑地の整備及び保全を適切に行う
北海道 美瑛町 都市緑化等の推進として、施設緑化を推進し、緑化率を高める。

北海道 下川町
町有林は、年間の成長量以内の伐採として森林環境保全に配慮し、地域社会の利益にもかなう
経済的に持続可能な循環型森林経営を基本とした森林施業を実施し、森林における二酸化炭素

吸収・固定機能の向上を図ります。

北海道 美深町

●平成２２年度二酸化炭素吸収量　17,533,785（kg－CO２） 本実行計画においては、この吸収量を

今後5年間で増加させることができれば、 　それは望ましいことですが国際的な取り決めでは、森
林の伐採は即「二酸化炭素の 放出」として算定されてしまうため、除間伐・主伐の状況によっては

一時的に吸収 量が減少する可能性もあります。 　　しかし、本町が進める循環型の森林経営は

長期的にみて地球温暖化防止に最も貢献できる取り組みであるため、短期的な二酸化炭素吸収
量の増減に捉われることなく、さらに質の高い森林整備を目指します。

北海道 中川町 公共施設において、二酸化炭素の吸収源である樹木等のみどりの保全や創造に努める。

北海道 置戸町
・町有林の整備と適切な管理に努め、継続的な森林吸収源の確保拡大を図る。 ・公共施設敷地

内の緑地の確保と周辺の環境美化に務める。
北海道 大空町 豊かな森林資源を適切に管理し、継続的な森林吸収源の確保・拡大を図ります。

北海道 豊浦町 豊かな森林資源を適切に管理し、継続的な森林吸収源の確保、拡大を図ります。
北海道 むかわ町 ・町有林の適正な管理により、ＣＯ２削減に努める。

北海道 厚岸町 ・無立木地を解消。 ・沿道の花や街路樹の植栽の推進。

北海道 標茶町
森林及び林業に関し、国と道との適切な役割分担を踏まえて、自然的・経済的・社会的諸条件に
応じた施策を推進する。

青森県 八戸市
森林・公園・都市の緑地について、適切な維持管理・保全等をはかり、二酸化炭素の吸収源として
の機能を維持・向上させる。

青森県 外ヶ浜町 植樹など、緑化運動の推進、事業所内の緑化。
青森県 野辺地町 町有林および施設の樹木の適正管理に努める。

岩手県 大船渡市
豊かな資源を育む環境づくりとして、浦浜川上流の市有林に植林を行う。緑地保全と緑化推進の

方向性を示した「大船渡市緑の基本計画」を推進する。

岩手県 遠野市
建物の建築、管理長尾関する取り組み～管理段階における環境配慮～敷地内の緑化を推進し、
維持・管理を行う。

岩手県 奥州市
野生植物の移植等、自然環境や生態系に配慮した工事を行う、緑化の推進と維持管理（花壇、植

込み等の手入れ等）
岩手県 金ケ崎町 公共施設の緑化を推進する。

岩手県 洋野町 植林、保育、間伐などの適切な森林整備・管理の促進

宮城県 石巻市
公共施設における新設・増改築において、敷地や施設内の緑化を計画的に推進するほか、可能な

場合、施設の屋上の緑化を図るとともに、既存施設の緑化に努める。
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表 80（２／７） 

  

都道府県

名
団体名 吸収源対策の実行計画（事務事業編）に位置付けている部分の概要

宮城県 亘理町
「思いやりの心で育てる花と緑の町づくり事業」として「多面的機能支払交付金事業」と連携し、公

共施設及び集落等に花苗資材を配付。

宮城県 南三陸町 森林吸収源対策　：森林の整備及び保全を行う 都市緑化等の推進：施設、道路等の緑化を図る

秋田県 にかほ市 公共施設における緑化を推進する。可能な限り公共施設の緑地面積を増やす。

山形県 山形県 敷地内に適切に植栽を施し、緑地の確保を図る。

山形県 酒田市
公共施設内の緑化(緑のカーテンを設置するなど、草花や木を栽培し、公共施設内の緑化に努め

る。）

山形県 寒河江市
都市緑化の推進として、公園整備などの市街地の緑化を推進する。森林吸収源対策として、間伐

など適正な「森林運営」を行う。

山形県 上山市
森林吸収源対策として、森林整備に係る年間整備面積を６４ｈａ(平成２８年～平成３５年平均）とす

る。

山形県 天童市
森林吸収源対策として、市行造林の保育及び森林ボランティアによる下刈り等の実施を行う。都市

緑化等の推進として、生け垣を設置する場合の樹木購入費に対して補助金を交付する。

福島県 いわき市
・施設等の設備にあたっては、敷地や建物等の緑化に配慮　・公共工事の実施にあたっては、自

然環境に与える影響を最小限に抑制　・現場周辺の環境への配慮

茨城県 茨城県 植林や間伐などの森林整備を行い，健全で活力ある森林を整備する。

茨城県 取手市 都市緑化等の推進として、敷地、屋上等の緑化を図っていく

茨城県 神栖市
紙類の使用料の削減については、二酸化炭素の吸収源である森林資源の保全、廃棄物の削減な

どの観点から重要な取組です。

栃木県 足利市 森林・里山の計画的な伐採・造林、間伐等適切な整備を進めます。

栃木県 栃木市
資源エネルギーの使用における二酸化炭素排出量の削減目標を平成26年度比平成32年末まで

に-5％とする。

栃木県 上三川町
「温室効果ガス排出削減に向けた取り組み」の「その他の具体的な取り組み（設計・施行段階、管

理段階）」の一環として位置付けている。

群馬県 渋川市

・建設前に既設樹木がある場合それを保存するなど、敷地内に十分な緑地帯を確保するよう努め

る。 ・施設の屋上や壁面、周辺の緑化、グリーンカーテンの設置に努める。 ・市有林を適切に管

理し、森林吸収源の確保に努める。

群馬県 藤岡市 計画的に間伐、植林等を実施し良好な保全に努める。

群馬県 富岡市
温室効果ガスの大気中の現存量削減を目的として、市所有施設における敷地内の緑化を推進す

ることとする。

群馬県 安中市
平成32年度の事務事業に伴う温室効果ガスの総排出量を、平成26年度と比較して8.0％削減する

ことをめざす。

群馬県 下仁田町 森林吸収熱源対策として、町有林15haを毎年計画的に間伐等の手入れを実施していく。

群馬県 高山村 森林吸収源対策として、平成25年度から平成32年度の8年間の間に160haの特定間伐を実施する

埼玉県 埼玉県
県営林の整備・保全を進めるとともに、緑の拠点となる県営公園の整備や県有施設の緑化率の向

上により、二酸化炭素吸収作用の保全・強化を図ります。

埼玉県 行田市 植樹祭、植育祭を年1回以上実施する。学校の緑地面積や屋敷林、雑木林の保護。

埼玉県 所沢市
・みどりの保全や市街地の緑化など、温室効果ガスの吸収源の確保に努めます。 ・農地を保全す

るとともに地元で生産されたものを地元で消費する地産地消を推進します。

埼玉県 飯能市
具体的数値目標や把握はしていないが、市有林の温室効果ガス吸収作用を最大限発揮させるた

め、整備に努めることを明記している。

埼玉県 加須市 グリーンカーテンの設置を推進する、敷地内の緑化を推進する

埼玉県 東松山市
「みどりの基本計画」にもとづき、二酸化炭素吸収源対策として市が保有する森林の適正管理に

努める

埼玉県 深谷市 目標達成に向けた取り組み　基本方針４：公共施設の緑化推進

埼玉県 上尾市 公共施設の緑化の推進

埼玉県 越谷市
【4】（1）③敷地内には、二酸化炭素の吸収源である樹木等の植栽を進めるとともに、可能な場合

は建築物の屋上・壁面等の緑化を図る。

埼玉県 戸田市 敷地の樹木管理や新たな植栽など、自然環境に配慮した施設景観づくりを心がける。

埼玉県 朝霞市
定量的な目標は定めていないが、「排出の抑制に配慮した取り組み」の項目で、緑化の推進に努

めると定めている。

埼玉県 北本市 二酸化炭素の吸収減である雑木林の保全と創造促進

埼玉県 日高市
森林吸収源対策、緑の基金を活用し、日高市の自然環境の保全と創出を継続します。森林の保

全とＣＯ２の削減に努めます。

埼玉県 ふじみ野市
緑の保全・再生・創出 緑地保護地区面積 基準157,050㎡→目標148,885.4㎡ 緑地面積 基準

57,184.76→目標57,184.76㎡

埼玉県 伊奈町 敷地内の緑化に努める
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表 81（３／７） 

  

都道府県

名
団体名 吸収源対策の実行計画（事務事業編）に位置付けている部分の概要

千葉県 茂原市 建物周辺や屋上の緑化を推進する。

千葉県 流山市 植樹を毎年実施し、年間植樹本数を平均500本以上とする。

千葉県 我孫子市
緑の損失等による影響の低減として、2020年度までに市内の緑の確保量を36ha増加、都市公園

面積を9ha増加（2014年度基準）の目標を設定

千葉県 鎌ケ谷市 所有、管理する施設について、オープンスペースの緑化及び建物の屋上や壁面の緑化に努める。

千葉県 印西市
都市緑化等の推進として、具体的な目標はないが継続的に公共施設を対象にグリーンカーテンを

設置する。

千葉県 山武市 森林組合等との協同により森林の整備を推進し、二酸化炭素吸収の確保を図ります。

東京都 千代田区
地方都市との連携による森林整備事業等においてカーボンオフセットの導入可能性を検討し、可

能な範囲で導入する。

東京都 新宿区
長野県伊那市、群馬県沼田市、東京都あきる野市で干ばつ整備や植林を行い、二酸化炭素吸収

に努めている

東京都 文京区 建築物を建築する敷地には、文京区みどりの保護条例に基づき樹木、草花などを配置する。

東京都 台東区 今ある緑を保全し、屋上・壁面緑化等による緑の創出によりヒートアイランド現象の抑制に努める。

東京都 品川区 緑化を推進し、保存樹や植栽等を適切に管理し、CO2吸収源として大切に育てる

東京都 目黒区 温室効果ガス吸収作用の保全・創出

東京都 大田区 庁舎等における緑化推進及び雨水利用を図る。

東京都 荒川区

・区有施設をはじめ、住宅、商店街などにおける緑のカーテンの設置を促進します。・屋上緑化、

壁面緑化の整備を促進します。・「荒川区花と緑の基本計画」に基づき、後援、児童遊園の計画的

な整備を図りますj。

東京都 足立区
緑化の推進として、「足立区公共施設等整備基準」により、建築物の建築や修繕等での壁面緑化

や、屋上緑化を積極的に行うとともに、周辺環境に配慮した緑化に努める。

東京都 江戸川区 公園や公共施設の敷地・建物内の緑化

東京都 三鷹市 公共施設の緑化の推進

東京都 狛江市

公共施設のための環境配慮指針に、環境に配慮した緑環境づくりの基本方針①都市公園や緑地

などの整備②敷地内や周辺への屋上緑化・壁面緑化・緑のカーテンなどによる緑化③校庭などの

緑化推進を記載している。

東京都 多摩市
グリーンカーテン普及拡大の推進、屋上緑化・壁面緑化推進の検討、学校の校庭芝生化推進の

検討

東京都 羽村市 施設及び都市空間における緑化の推進（宅地開発等指導事務による緑化など）

東京都 あきる野市

・街路樹、公園樹木の拡大なども含め、施設の敷地に植栽を施し、緑化を推進する。 ・「あきる野

市森林整備計画」に基づき、植林、保育、間伐などの森林の整備や管理・保全を推進する。 ・農作

物や地場産材などの地産地消の推進についても、森林や農地の適正管理に寄与するものである

ことから、地球温暖化対策の取組として注目している。

神奈川県 神奈川県
県営林等において、適切な森林整備・保全を進めるとともに、県産木材の生産・利用を進め、ＣＯ２

の固定化を図ります。

神奈川県 相模原市 「いきいきとした森林の再生」において「森林整備の実施」を重点プロジェクトのひとつに掲げている

神奈川県 藤沢市 公共施設の設計・施行にあたっては、自然環境に配慮した緑化に努めます。

神奈川県 小田原市

神奈川県西部2市8町で構成する広域行政協議会の環境部会において、ゴーヤの苗を住民対象

に配布し、グリーンカーテンを実施し、啓発する事業などを行っている。その他、本組織で広域的

に地球温暖化対策の取り組みを行っている。

神奈川県 大和市 広く地球環境を守ることに寄与する。緑地保全等の取組みを推進する。

神奈川県 海老名市
・公共施設の緑化を推進 ・えびなの森創造事業（12万5千本の植樹運動） ・緑道整備、緑地の拡

大を推進

神奈川県 座間市 敷地内、屋上及び壁面の緑化に努める、敷地内の緑化の適正な維持管理に努める

神奈川県 開成町

○建築物等の設計・施工、管理・修理にあたっての配慮

　　公共施設の省エネルギー化・緑化

実施項目　緑化の推進

具体的な実施項目　公共施設の緑化を推進する。

内容等　公共施設の花壇の整備や屋上緑化の推進により、緑化を進める。

新潟県 新潟県 二酸化炭素の吸収源である樹木等の緑の保全・創出を図る。

新潟県 十日町市
（３）建築物の省エネ化　②緑化の推進：ヒートアイランド対策という観点も含め、壁面緑化（みどり

のカーテン）を積極的に取り入れます。

新潟県 見附市 都市緑化等の推進対策として、市施設等にグリーンカーテンを積極的に取り入れます。

新潟県 上越市 グリーンカーテンや施設の緑化を進めることとしているため

新潟県 胎内市 ・櫛形山脈や里山の植生の保全と森林整備 ・河川流域の植生の保全

富山県 富山市 施設の建設、維持管理に関する取り組みとして、緑化を推進し、適正な維持管理を行う。

富山県 高岡市
新グリーンプランを推進し、施設に緑地の設置や植栽を行い維持管理に努める。可能な場合は、

施設の屋上・壁面等の緑化を検討する。
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都道府県

名
団体名 吸収源対策の実行計画（事務事業編）に位置付けている部分の概要

富山県 魚津市
都市緑化等の推進対策として、遊休地を活用し緑地や都市空間の整備に努める。グリーンカーテ

ンの実施など、建築物の壁面、屋上等の緑化を推進する。

石川県 石川県 緑化の推進

石川県 内灘町 ・公園や街路への緑化を推進する。・外壁、屋上などへの緑化をすすめる。

山梨県 山梨市
県産木材の利用（市管理の公共施設で使用しているペレットストーブのペレットは、県内の間伐材

を原料としている。）

山梨県 甲州市 森林吸収源対策として、平成35年度までに160haの間伐を実施する。

山梨県 西桂町 町有林の整備、保全及び活用

長野県 駒ヶ根市 市民が行う里山などの保全活動　１０年間で２００件以上

長野県 東御市 グリーンカーテン等、敷地や屋上の緑化や緑地の確保に努める

長野県 安曇野市
公共施設の整備・維持管理においては、緑化の推進や環境美化を図ります。公共施設への緑の

カーテンの設置を進めます。

長野県 豊丘村
住民主体の景観保全活動への支援を図るとともに、景観育成住民協定の制定など、住民参加に

よる自主的な地域の景観づくりに取り組む。

岐阜県 岐阜市 敷地への待機環境木等の植栽や建物の屋上・壁面等の緑化

岐阜県 大垣市
各施設において、グリーンカーテンの設置や屋上緑化、壁面緑化等の積極的な実施に努め、空間

使用時間の低減を図る。

岐阜県 関市
既存緑地の保全。生垣設置費補助制度の推進。街路樹等の適正管理。大気環境木の植栽の推

進。公共施設等の芝生化の検討。

岐阜県 中津川市
健全な森づくりの推進-市有林の整備の推進・民有林の整備の推進　　　間伐実施面積　平成28

年度～平成37年度　5,400ha

岐阜県 各務原市 森林の下刈り等森林育成を行う。街路等の樹木については補植、せん定等適正管理を実施する。

岐阜県 下呂市 森林吸収源対策として、2017年度までに259haの間伐を実施する(目標）

岐阜県 輪之内町 大気環境木を植栽する

静岡県 静岡県

森林は、樹木が成長する際に大気中の二酸化炭素を吸収・固定する機能があり、温室効果ガス

の削減に貢献しています。 こうした機能を十分に発揮できるよう、森林の適正な整備・保全に取り

組みます。

静岡県 静岡市 公共施設への市産材の積極的な活用

静岡県 富士宮市 施設の整備、改修時には、積極的な緑化を図ります。

静岡県 焼津市 緑化の保全や計画的な緑化の推進に努める

静岡県 伊豆市
温室効果ガス吸収源となる豊かな森林資源があります。これら樹林地などの管理・保全に努める

とともに、緑化を積極的に進めていきます。

静岡県 菊川市 施設設計・施行時の配慮の欄に敷地内、壁面、屋上などの緑化に努めると記載

静岡県 長泉町
温室効果ガスの吸収源となる豊かな森林資源の樹木地などの管理保全に努めるとともに、緑化を

積極的に進めいていきます。

愛知県 豊橋市

取組み体系の一つとして、　森林や農地を保全し、都市の緑化を充実する　を掲げている。取組み

の目標として平成32年度末までに公共施設における緑のカーテン設置個所数140箇所/年　として

いる。

愛知県 岡崎市 敷地内及びその周辺の自然環境の保全の推進

愛知県 一宮市 緑のカーテンの設置、屋上緑化・壁面緑化の推進。

愛知県 春日井市
市街地の特性に応じて、今ある緑を適正に管理するとともに、新たな緑を育て、身近にある緑を活

用することで、温暖化防止の意識の定着を図ります。

愛知県 豊川市 緑のカーテン事業を実施し、冷房の使用削減に取り組む。

愛知県 碧南市
公共施設の緑化に努める。緑地帯が確保できない場合は、屋上緑化、壁面緑化を推進する。目

標：公共施設の緑化率を２０％以上にします。

愛知県 刈谷市 都市緑化等の推進として、緑化面積の確保

愛知県 犬山市

環境配慮への取り組みとして、屋上緑化、壁面緑化など緑化対策を検討します。また、緑のカー

テンを設置するとともに、緑のカーテンコンテストを開催し、温室効果ガス削減意識の向上を図りま

す。

愛知県 江南市 公共施設の緑のカーテンの実施

愛知県 稲沢市

・公共施設の緑化を推進する。

・建物等の屋上緑化、壁面緑化等を推進する。

・緑地の保全や適正な維持に努める。

・緑化においては、大気浄化能力の高い植物を推奨する。

・緑地の保全や適正な維持に努める。

・緑化においては、大気浄化能力の高い植物を推奨する。

愛知県 新城市 緑のカーテンにより窓からの日射を遮る。

愛知県 知多市 屋上緑化、壁面緑化(グリーンカーテン）を含め、施設内外における緑化の推進を図る。

愛知県 岩倉市 平成２９年度までに公共施設の緑化率を４％以上とする
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表 83（５／７） 

  

都道府県

名
団体名 吸収源対策の実行計画（事務事業編）に位置付けている部分の概要

愛知県 北名古屋市 周辺や屋上の緑化(敷地及び屋上の緑化の推進、緑のカーテンの推進）

愛知県 豊山町
豊山町緑の基本計画及び豊山町都市計画マスタープランに基づき公共施設内の緑化推進を図

る。

愛知県 美浜町 公共施設の緑化を推進する。

三重県 三重県

三重県は県土の３分の２を森林が占めており、二酸化炭素吸収源として森林対する期待が大きい

ことから、「三重の森林づくり基本計画」に基づき、継続的な森林整備を推進してきました。平成１９

年には「木づかいプラン」を策定し、、「三重の木を使おう」県民運動を推進しているほか、平成２１

年度には「三重の木」認証材の使用を促進するため「三重県木材CO2固定量認証制度」を創設し、

県産材の利用拡大を進めています。

三重県 津市 夏の節電対策として、庁舎等へグリーンのカーテンを設置する。

三重県 四日市市
・市民や事業者が行う緑化活動等に参加・協力する。 ・市有林を適正管理し、森林・緑地等を保全

する

三重県 鳥羽市
①公共施設において、ゴーヤ、アサガオ、ヘチマ等の植栽(グリーンカーテン）を行う。②空き地等

に花を植栽し、花の育成・管理を適正に行う。

三重県 大台町 J-VER制度において、毎年２０から３０ｈａの間伐を実施する。

滋賀県 大津市 市施設の緑化の推進に努めます

滋賀県 草津市
施設整備にあたっては、ヒートアイランド抑制・騒音減衰・二酸化炭素の削減など様々な効果のあ

る敷地内の緑化について検討する。

滋賀県 野洲市 市庁舎等建築物（敷地内及び屋上等）の緑化に努める（敷地面積の６％以上）

京都府 京都府 当面３カ年の主な取組として記述

京都府 京都市 緑化（屋上緑化、壁面緑化、敷地内の緑化）の整備（数値目標なし）

京都府 長岡京市
森林吸収源対策として、平成２４年度末までに221.23haの森林整備を完了しており、啓発活動を実

施するなど吸収減対策の推進に向けた取組みを積極的に展開している。

大阪府 大阪府

ヒートアイランド現象の緩和の観点も踏まえ、樹木中心のボリュームのある緑化、屋上緑化、壁面

緑化など建築物を覆う緑化、

駐車場緑化（芝生化）等の緑化手法を活用して緑化を図ります。

大阪府 貝塚市

施設を新する際には、太陽光発 施設を新する際には、太陽光発 電システムや蓄池 電システム

や蓄池 及び 、コージェネレション コージェネレション やビル 管理システム 管理システム 管理シ

ステム 導入の検討 入の検討 、敷地・屋上等の緑化に努める。 敷地・屋上等の緑化に努める。

敷地・屋上等の緑化に努める。 敷地・屋上等の緑化に努める。 敷地・屋上等の緑化に努める。

敷地・屋上等の緑化に努める。

大阪府 河内長野市
公共施設や学校などで緑のカーテン実施を推進する。公共施設の敷地の緑化や屋上緑化、壁面

緑化等を推進する。

大阪府 四條畷市
・施設敷地について植栽を促し、緑化を推進します。 ・市域に点在する森林や公園等の緑化の整

備・保全の推進を図ります。

大阪府 大阪狭山市
公共施設の敷地及び施設の緑化に努める。夏場において、緑のカーテンの設置に適した施設は、

その設置に努める。

大阪府 島本町
花壇の整備やプランターの使用等による市街地や道路沿線の緑化を推進する 町域の森林の適

正な保全を図る 町有林等の森林の適正な維持・管理に努める

兵庫県 神戸市

・「六甲山森林整備戦略」に基づく森林整備を進めるとともに、持続的な森林整備体制を構築す

る。 ・市有林について、スギ、ヒノキなどの人工林整備に加え、コナラやアラカシ、アカマツなどの

二次林の整備を図る。 ・六甲山の森林整備により発生する間伐材等の木質資源について、バイオ

マス資源としての有効活用を検討する。また、「オフセットクレジット制度」の導入の可能性につい

ても検討する。 ・市民・事業者との協働による森づくりを推進する。 ・「緑地の保全、育成及び市民

利用に関する条例」に基づき、良好な緑地を保全するとともに、身近な都市公園の整備を進める。

兵庫県 加古川市 加古川市地球温暖化対策公共団体実行計画

兵庫県 赤穂市 敷地内緑化とともに、適正な緑地の維持管理など、施設の緑化に努める

兵庫県 高砂市
建物の屋上や壁面の緑化に努める（高砂市役所エコプランP25)、敷地内の緑化の推進と維持管

理を徹底する。（高砂市役所エコプランP25)

兵庫県 篠山市 具体的な数値は明記していない。

奈良県 奈良県
森林の整備や適切な管理・保全を通じて、二酸化炭素の吸収源（森林の多様な公益的機能）の維

持・増進を図る

和歌山県 有田川町 地元紀州木材の活用積極的に推進する。定量的な目的は規定していない

和歌山県 日高町
敷地屋屋上等の緑化に努めます。施設を新設する際には、屋上緑化など可能な限り緑化に努め

ます。

鳥取県 鳥取県 ・県有林について、地域のモデル林となるよう間伐など適切な管理、保全を積極的に実施する。

鳥取県 南部町 町有林は、間伐などの適切な管理・保全を積極的に実施する
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表 84（６／７） 

  

都道府県

名
団体名 吸収源対策の実行計画（事務事業編）に位置付けている部分の概要

島根県 浜田市

ゴーヤの苗の配布等を行い、個人、学校等でグリーンカーテン事業に取り組んでもらう。また、広

報等により夏季の冷房に代わる有効な方法として窓辺の緑化等の効果を紹介し、省エネ活動に取
り組んでもらう。

岡山県 岡山県

・県が所有・管理する森林について、「２１おかやま森林・林業ビジョン」等に基づき、健全な森林の
整備や適切な管理・保全等を図り、温室効果ガスの吸収源としての機能を維持・向上させる。 ・施

設整備等に当たっては、各地域の特性に応じ、良好な大気の確保、良好な水域の生態系の確
保、景観保全、歴史的環境への配慮に努め、地域の自然環境等との調和に配慮する。

広島県 呉市

環境にやさしい施設整備の実施 ○敷地内や周辺の緑化 ・公共施設においては草花や樹林を植
栽し緑化に努めるとともに、緑のカーテンの普及に取り組みます。  森林等CO2吸収源確保 ○市

有林の適正管理 　・下刈，除伐，間伐などによる市有林の管理を適切に行い，森林の健全な成長
を促す。 ○木材製品の購入  ・森林の育成の観点から，木材製品の購入に努める。購入の際は，

間伐材やグリーン購入法に基づく合法性が証明されたものを優先する。 ○公共建築物への木材
利用  ・公共建築物等への木材利用を進め，二酸化炭素の長期固定化及び造林の活性化を促

す。

広島県 尾道市
市有施設等の敷地や屋上においては、環境に配慮した緑化の計画的な推進や植え込み等の適

切な維持管理を図る。
広島県 庄原市 森林経営計画などによる森林整備、平成32年度までに11,000ha（平成26年度末5,290ha）

山口県 防府市
（２）その他環境配慮の推進 ○庁舎周辺、公共空地の緑化に努めます。 ○公共工事により伐採さ
れる樹木は、できる限り移植します。

山口県 周防大島町 公共施設の緑化を推進する

徳島県 徳島県

県主催のイベント実施について、特に相当程度大規模なイベント（概ね1,000人程度以上の人が集

まる催し）にあっては、排出してしまう温室効果ガスを埋め合わせる取組（カーボン・オフセットの取
組）に努める。

徳島県 徳島市
公共施設の緑化、公園や緑地の施設整備を図り、熱負荷の低減、地域生態系のほど・育成、公共
施設における国産木材の積極的利用などに努める。

徳島県 北島町 二酸化炭素の吸収源として、緑化及び緑化の確保を推進する。
香川県 小豆島町 熱帯木材等の使用削減に努める。

香川県 直島町 具体的な取り組み内容や目標は定められていない。
愛媛県 新居浜市 樹木の植栽等、緑化に努めるとともに、適正に維持管理する。

愛媛県 西予市
森林の適正な整備や木材の利用を促進するなど、大気中の二酸化炭素を吸収し、貯留する機能
を有する森林の保全に努める。

高知県 四万十町 森林吸収量の目標値を平成23年値を維持するものとする。
福岡県 福岡県 敷地等について、環境に配慮した緑化の計画的な推進や植え込み等の適切な維持管理を図る。

佐賀県 佐賀市

① 森林の保全 ・二酸化炭素の吸収源となる森林を保全するため、市の森林の約8割を占める人
工林の間伐や枝打ちなど適切な維持管理を行い、健全な森林の育成に努める。 ・木製護岸工事

や公共建築物の新設・改修工事に際し、地元産材を積極的に採用する。 ・間伐材が使用されてお
り、購入費の一部が森林所有者に還元される製品を全部署で継続して導入することにより、森林

の適正管理の支援を図る。 ②緑化の推進と公園の整備 ・佐賀市みどりの基本計画に基づき、風
土に適した樹種を基本に緑化を進め、良好な都市環境を形成するとともに、公園や施設緑地など

の適切な維持管理を図る。 ・公共施設等の緑化基準及び緑化指針を定め、学校や公民館などの
市民が集う公共施設の緑化や街路樹の整備を計画的に実施する。

佐賀県 伊万里市
（３）環境の保全と創出 ①緑地の保全・育成　　 　二酸化炭素の吸収源としての森林等緑地の保
全、育成を図る。 ②公園の整備と緑化の推進 　公園等を整備し、公園や施設内の緑化を推進す

るとともに、適切な維持管理を図る。
佐賀県 鹿島市 温室効果ガスの吸収の推進（緑地保全・育成）

佐賀県 嬉野市
緑地等の保全、公園・緑地の整備の際の適正な緑地面積の確保、市民・事業者と協働した緑化の
促進

佐賀県 基山町 植物やすだれで日射をさえぎる。
佐賀県 上峰町 剪定枝や落葉の堆肥化をすすめ、緑地の維持管理等に使用する

佐賀県 有田町 CO2の吸収源としての森林の保護・保全に努めます（具体量は無し）。

長崎県 長崎市
施設の新築及び大規模改築時においては、太陽光発電設備、太陽熱温水設備、屋上緑化、雨水

利用設備、LED灯の設置を検討します。

熊本県 八代市
敷地内、屋上及び壁面の緑化に努める

敷地内の緑化の適正な維持管理に努める
熊本県 玉名市 緑化の計画的な推進

熊本県 宇土市
都市公園の緑地化を進めるとともに，グラウンドの芝生化など公共施設の緑地化を推進する。街
路や公共施設を紫陽花等の花でいっぱいにする事業を推進する。

熊本県 小国町 低炭素型農林業活性化モデルの構築（Ｊ－クレジット活用等）
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表 85（７／７） 

 

 

  

都道府県
名

団体名 吸収源対策の実行計画（事務事業編）に位置付けている部分の概要

大分県 大分市 緑の保全緑化の計画的な推進に努めます。
大分県 日田市 森林の有する公益的機能の維持・増進
大分県 由布市 敷地内の緑化、周辺緑化、屋上緑化、壁面緑化の検討
大分県 国東市 緑化等の推進として、敷地内の緑地の適正な維持管理、緑化の計画的な推進

宮崎県 都城市
緑地には二酸化炭素を吸収する働きがあることから、緑地等の保全に努める。公園・緑地の整備
に際しては、適正な緑地面積を確保する。

鹿児島県 鹿児島県

６ 環境汚染の防止，緑化等の推進

(2)緑化等の推進
　　二酸化炭素の吸収源ともなる緑化を推進します。
　　目標　○庁舎周辺の緑化を積極的に推進します。
７ 公共建築物の建築・改修における環境配慮
(1)省資源に配慮した建築・改修の推進
　　公共建築物の建築・改修に当たっては，熱帯雨林の木材を使用した合板型枠材料等の削減や
反復利用の可能な代替型枠の活用，節水に有効な器具の導入，雨水や排水の有効利用を図りま
す。
　　目標　○省資源に配慮した建築・改修に努めます。

鹿児島県 鹿児島市 公共施設の緑化促進
鹿児島県 霧島市 平成32年度（10年間）までに宮脇昭方式（混植密植）で市内に10万本の植林を実施する。
鹿児島県 大崎町 公共施設の緑化を推進する

東京都
ふじみ衛生
組合

敷地内の緑化を積極的に推進し、適切に管理を行う。

神奈川県

神奈川県内

広域水道企
業団

樹木、芝生、ビオトープ等の適正な管理・保全、　敷地内、壁面、屋上の緑化を検討

愛知県
愛知中部水
道企業団

森林吸収源対策として、平成３１年度までに12,000haの間伐を実施する。
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（７）地球温暖化対策としての事務事業に関する物品購入等の

取組状況 

 「地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付けて、取り組んでいる」物品

購入等の取組のうち、「グリーン購入法に基づく環境物品等の調達の推進」が

1,018 団体（30.0%）、「環境配慮契約法に基づく環境配慮契約の推進」が 259 団

体（7.6%）であった。また、「地方公共団体実行計画（事務事業編）に位置付け

ていないが、取り組んでいる」取組は、「グリーン購入法に基づく環境物品等の

調達の推進」が 646 団体（19.0%）、「環境配慮契約法に基づく環境配慮契約の推

進」が 343 団体（10.1%）であった。 

 

表 86 

 

図 109 【再掲】 

 

環境配慮契

約法に基づく
環境配慮契

約の推進

グリーン購入

法に基づく環
境物品等の

調達の推進

公共建築物
等における木

材の利用促

進に関する
法律に基づく

公共建築物

の整備

BATの積極
的な導入

その他

環境配慮契

約法に基づく
環境配慮契

約の推進

グリーン購入

法に基づく環
境物品等の

調達の推進

公共建築物
等における木

材の利用促

進に関する
法律に基づく

公共建築物

の整備

BATの積極
的な導入

その他

259 1,018 74 41 22 7.6% 30.0% 2.2% 1.2% 0.6%

343 646 303 89 11 10.1% 19.0% 8.9% 2.6% 0.3%

2,163 1,326 2,247 2,363 1,719 63.7% 39.1% 66.2% 69.6% 50.6%
462 288 584 707 711 13.6% 8.5% 17.2% 20.8% 20.9%

168 117 187 195 932 4.9% 3.4% 5.5% 5.7% 27.5%

団体数 割合

無回答

実行計画（事務事業
編）に位置付けて、取

り組んでいる

実行計画（事務事業

編）に位置付けていな

いが、取り組んでいる

取り組んでいない
不明

7.6%

30.0%

2.2%

1.2%

0.6%

10.1%

19.0%

8.9%

2.6%

0.3%

63.7%

39.1%

66.2%

69.6%

50.6%

13.6%

8.5%

17.2%

20.8%

20.9%

4.9%

3.4%

5.5%

5.7%

27.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境配慮契約法に基づく環境配慮契約の

推進

グリーン購入法に基づく環境物品等の調

達の推進

公共建築物等における木材の利用促進に

関する法律に基づく公共建築物の整備

BATの積極的な導入

その他

Q１-７（１）地球温暖化対策としての物品購入の配慮に係る事項の取組状況

（n=3,395）

実行計画（事務事業編）に位置付けて、取り組んでいる

実行計画（事務事業編）に位置付けていないが、取り組んでいる

取り組んでいない

不明

無回答
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＜その他の主な回答＞ 

・ 環境配慮型製品の購入 

・ LED 照明の導入 

・ 公共事業への環境配慮技術の導入 

・ 高効率自動車の導入 
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（８）地方公共団体実行計画（事務事業編）の点検の実施状況

等 

１）地方公共団体実行計画（事務事業編）における実施状況の点検のタイミング 

 計画における実施状況の点検のタイミングは、「毎年点検している」が 1,090

団体（57.1％）と最も多かった。次いで、「点検していない」が 328 団体（17.2％）

であった。 

 

表 87 

 

 

図 110 【再掲】 

 

 

団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例

市以上の市では、おおよそ８割以上が「毎年点検している」と回答している。 

都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例市未満の市町村（特別

区含む。）においても、人口規模の大きい（100,000 人～）では 85.1％が「毎年

点検している」が、人口規模が小さくなるに従い、割合が低くなる傾向が見られ

た。 

団体数 割合

58 3.0%

87 4.6%
1,090 57.1%

203 10.6%

328 17.2%
99 5.2%

43 2.3%

点検していない

不明

無回答

実施状況の点検のタイミング

毎月点検している
四半期に一回のペースで点検している

毎年点検している

毎年ではないが点検している

3.0% 4.6%

57.1%

10.6%

17.2%

5.2% 2.3%

Q１-８（１）「事務事業編」における実施状況の点検のタイミング

（n=1,908）

毎月点検している

四半期に一回のペースで点検している

毎年点検している

毎年ではないが点検している

点検していない

不明

無回答
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表 88  

 

 

図 111 【再掲】 

 

  

項目 区分 人口規模
毎月点検して

いる

四半期に一回
のペースで点

検している

毎年点検して
いる

毎年ではない
が点検してい

る

点検していな
い

不明 無回答 対象団体数

1 4 42 0 0 0 0 47
0 1 19 0 0 0 0 20
2 7 37 1 0 0 0 47
1 2 33 0 1 0 0 37
4 14 131 1 1 0 0 151

100,000人～ 6 11 154 5 3 1 1 181
30,000人～99,999人 22 31 299 46 48 21 7 474
10,000人～29,999人 7 12 174 57 68 28 10 356
～9,999人 0 8 100 52 110 35 8 313
計 35 62 727 160 229 85 26 1,324

38 72 816 161 230 85 26 1,428
39 76 858 161 230 85 26 1,475
19 11 232 42 98 14 17 433

2.1% 8.5% 89.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
0.0% 5.0% 95.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
4.3% 14.9% 78.7% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
2.7% 5.4% 89.2% 0.0% 2.7% 0.0% 0.0% 100.0%
2.6% 9.3% 86.8% 0.7% 0.7% 0.0% 0.0% 100.0%

100,000人～ 3.3% 6.1% 85.1% 2.8% 1.7% 0.6% 0.6% 100.0%
30,000人～99,999人 4.6% 6.5% 63.1% 9.7% 10.1% 4.4% 1.5% 100.0%
10,000人～29,999人 2.0% 3.4% 48.9% 16.0% 19.1% 7.9% 2.8% 100.0%
～9,999人 0.0% 2.6% 31.9% 16.6% 35.1% 11.2% 2.6% 100.0%
計 2.6% 4.7% 54.9% 12.1% 17.3% 6.4% 2.0% 100.0%

2.7% 5.0% 57.1% 11.3% 16.1% 6.0% 1.8% 100.0%
2.6% 5.2% 58.2% 10.9% 15.6% 5.8% 1.8% 100.0%
4.4% 2.5% 53.6% 9.7% 22.6% 3.2% 3.9% 100.0%一部事務組合等

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

2.1%

0.0%

4.3%

2.7%

2.6%

3.3%

4.6%

2.0%

0.0%

2.6%

2.7%

2.6%

4.4%

8.5%

5.0%

14.9%

5.4%

9.3%

6.1%

6.5%

3.4%

2.6%

4.7%

5.0%

5.2%

2.5%

89.4%

95.0%

78.7%

89.2%

86.8%

85.1%

63.1%

48.9%

31.9%

54.9%

57.1%

58.2%

53.6%

0.0%

0.0%

2.1%

0.0%

0.7%

2.8%

9.7%

16.0%

16.6%

12.1%

11.3%

10.9%

9.7%

0.0%

0.0%

0.0%

2.7%

0.7%

1.7%

10.1%

19.1%

35.1%

17.3%

16.1%

15.6%

22.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

4.4%

7.9%

11.2%

6.4%

6.0%

5.8%

3.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

1.5%

2.8%

2.6%

2.0%

1.8%

1.8%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433

Q１-８（１）「事務事業編」における実施状況の点検のタイミング（n=1,908）

毎月点検している 四半期に一回のペースで点検している 毎年点検している

毎年ではないが点検している 点検していない 不明

無回答



146 

２）地方公共団体実行計画（事務事業編）における点検の対象 

計画における点検の対象は、「温室効果ガスの総排出量」が 1,377 団体（72.2％）

と最も多かった。次いで、「部局単位の排出量」が 620 団体（32.5％）、「実行計

画に定めた取組項目」が 583 団体（30.6％）であった。 

 

表 89 

 

 

図 112 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 施設別の排出量 

・ 活動別の排出量 

・ 部局別の排出量（選択肢と重複回答） 

・ 発生源別の温室効果ガス排出量 

・ エネルギー使用量 

 

団体数 割合
温室効果ガスの総排出量 1,377 72.2%
部局単位の排出量 620 32.5%

実行計画に定めた取組項目 583 30.6%
建物単位の排出量 434 22.7%
施設管理者単位の排出量 336 17.6%
ベンチマーク指標との比較 54 2.8%

46 2.4%
150 7.9%

点検の対象

その他

不明

72.2%

32.5%

30.6%

22.7%

17.6%

2.8%

2.4%

7.9%

温室効果ガスの総排出量

部局単位の排出量

実行計画に定めた取組項目

建物単位の排出量

施設管理者単位の排出量

ベンチマーク指標との比較

その他

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q１-８（２）「事務事業編」における点検の対象（n=1,908）
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 団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特

例市以上の市並びに施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000 人

～）では、「温室効果ガス総排出量」を点検している団体がおおむね９割以上

であった。 

 

表 90  

 

  

項目 区分 人口規模
温室効果ガス
の総排出量

部局単位の排
出量

施設管理者単
位の排出量

建物単位の排
出量

実行計画に定
めた取組項目

ベンチマーク
指標との比較

その他 不明 対象団体数

44 24 16 10 29 3 4 0 47
20 13 7 9 13 1 5 0 20
45 17 7 10 29 3 0 0 47
33 18 6 6 13 4 3 0 37

142 72 36 35 84 11 12 0 151
100,000人～ 166 77 48 64 73 5 10 1 181
30,000人～99,999人 372 198 131 133 159 20 6 25 474
10,000人～29,999人 227 139 52 77 77 5 5 38 356
～9,999人 170 90 31 62 70 5 1 55 313
計 935 504 262 336 379 35 22 119 1,324

1,033 552 282 361 434 43 30 119 1,428
1,077 576 298 371 463 46 34 119 1,475

300 44 38 63 120 8 12 31 433
93.6% 51.1% 34.0% 21.3% 61.7% 6.4% 8.5% 0.0% 100.0%

100.0% 65.0% 35.0% 45.0% 65.0% 5.0% 25.0% 0.0% 100.0%
95.7% 36.2% 14.9% 21.3% 61.7% 6.4% 0.0% 0.0% 100.0%
89.2% 48.6% 16.2% 16.2% 35.1% 10.8% 8.1% 0.0% 100.0%
94.0% 47.7% 23.8% 23.2% 55.6% 7.3% 7.9% 0.0% 100.0%

100,000人～ 91.7% 42.5% 26.5% 35.4% 40.3% 2.8% 5.5% 0.6% 100.0%
30,000人～99,999人 78.5% 41.8% 27.6% 28.1% 33.5% 4.2% 1.3% 5.3% 100.0%
10,000人～29,999人 63.8% 39.0% 14.6% 21.6% 21.6% 1.4% 1.4% 10.7% 100.0%
～9,999人 54.3% 28.8% 9.9% 19.8% 22.4% 1.6% 0.3% 17.6% 100.0%
計 70.6% 38.1% 19.8% 25.4% 28.6% 2.6% 1.7% 9.0% 100.0%

72.3% 38.7% 19.7% 25.3% 30.4% 3.0% 2.1% 8.3% 100.0%
73.0% 39.1% 20.2% 25.2% 31.4% 3.1% 2.3% 8.1% 100.0%
69.3% 10.2% 8.8% 14.5% 27.7% 1.8% 2.8% 7.2% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等
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図 113 【再掲】 

  

93.6%

51.1%

34.0%

21.3%

61.7%

6.4%

8.5%

0.0%

100.0%

65.0%

35.0%

45.0%

65.0%

5.0%

25.0%

0.0%

95.7%

36.2%

14.9%

21.3%

61.7%

6.4%

0.0%

0.0%

89.2%

48.6%

16.2%

16.2%

35.1%

10.8%

8.1%

0.0%

94.0%

47.7%

23.8%

23.2%

55.6%

7.3%

7.9%

0.0%

91.7%

42.5%

26.5%

35.4%

40.3%

2.8%

5.5%

0.6%

78.5%

41.8%

27.6%

28.1%

33.5%

4.2%

1.3%

5.3%

63.8%

39.0%

14.6%

21.6%

21.6%

1.4%

1.4%

10.7%

54.3%

28.8%

9.9%

19.8%

22.4%

1.6%

0.3%

17.6%

70.6%

38.1%

19.8%

25.4%

28.6%

2.6%

1.7%

9.0%

72.3%

38.7%

19.7%

25.3%

30.4%

3.0%

2.1%

8.3%

73.0%

39.1%

20.2%

25.2%

31.4%

3.1%

2.3%

8.1%

69.3%

10.2%

8.8%

14.5%

27.7%

1.8%

2.8%

7.2%

0% 50% 100%

温室効果ガスの総排出量

部局単位の排出量

施設管理者単位の排出量

建物単位の排出量

実行計画に定めた取組項目

ベンチマーク指標との比較

その他

不明

Q１-８（２）「事務事業編」における点検の対象（n=1,908）

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433
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３）地方公共団体実行計画（事務事業編）における温室効果ガス排出量の集計方

法 

計画における温室効果ガス排出量の集計方法は、「独自 Excel 等により集計」

が 1,124 団体（58.9％）と最も多かった。次いで、「環境省の支援ツールにより

集計」が 305 団体（16.0％）であった。 

 

表 91  

 

 

図 114 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 外部業者のシステムにより集計 

・ パナソニック株式会社 エコソリューションズ社 「エコサス」の使用 

 

  

団体数 割合

145 7.6%

1124 58.9%

162 8.5%
305 16.0%

71 3.7%

50 2.6%

211 11.1%

独自情報システムにより集計（庁内LANを活用等）

独自Excel等により集計

独自様式の紙媒体により集計
環境省の支援ツールにより集計

外部業者に委託集計

その他

不明

温室効果ガス排出量の集計方法

58.9%

16.0%

8.5%

7.6%

3.7%

2.6%

11.1%

独自Excel等により集計

環境省の支援ツールにより集計

独自様式の紙媒体により集計

独自情報システムにより集計（庁内

LANを活用等）

外部業者に委託集計

その他

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q１-８（３）「事務事業編」における温室効果ガス排出量（又は、エネ

ルギー使用量など）の集計方法（n=1,908）
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 全体では 7.6%と割合の低かった「独自情報システムにより集計（庁内 LAN

を活用等）」であるが、団体区分別にみると、指定都市で 40.0%、施行時特例市

で 35.1%が実施していた。 

 

表 92  

 

 

  

項目 区分 人口規模

独自情報シス
テムにより集

計（庁内LANを
活用等）

独自Excel等
により集計

独自様式の紙
媒体により集

計

環境省の支援
ツールにより

集計

外部業者に委
託集計

その他 不明 対象団体数

12 38 1 4 0 0 0 47
8 14 0 0 1 1 0 20
8 40 1 4 2 0 0 47

13 20 4 5 0 3 1 37
41 112 6 13 3 4 1 151

100,000人～ 31 133 7 29 8 5 2 181
30,000人～99,999人 34 313 36 80 23 17 28 474
10,000人～29,999人 21 201 35 45 15 6 61 356
～9,999人 13 138 30 47 10 4 76 313
計 99 785 108 201 56 32 167 1,324

128 859 113 210 59 36 168 1,428
140 897 114 214 59 36 168 1,475

5 227 48 91 12 14 43 433
25.5% 80.9% 2.1% 8.5% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
40.0% 70.0% 0.0% 0.0% 5.0% 5.0% 0.0% 100.0%
17.0% 85.1% 2.1% 8.5% 4.3% 0.0% 0.0% 100.0%
35.1% 54.1% 10.8% 13.5% 0.0% 8.1% 2.7% 100.0%
27.2% 74.2% 4.0% 8.6% 2.0% 2.6% 0.7% 100.0%

100,000人～ 17.1% 73.5% 3.9% 16.0% 4.4% 2.8% 1.1% 100.0%
30,000人～99,999人 7.2% 66.0% 7.6% 16.9% 4.9% 3.6% 5.9% 100.0%
10,000人～29,999人 5.9% 56.5% 9.8% 12.6% 4.2% 1.7% 17.1% 100.0%
～9,999人 4.2% 44.1% 9.6% 15.0% 3.2% 1.3% 24.3% 100.0%
計 7.5% 59.3% 8.2% 15.2% 4.2% 2.4% 12.6% 100.0%

9.0% 60.2% 7.9% 14.7% 4.1% 2.5% 11.8% 100.0%
9.5% 60.8% 7.7% 14.5% 4.0% 2.4% 11.4% 100.0%
1.2% 52.4% 11.1% 21.0% 2.8% 3.2% 9.9% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

一部事務組合等
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図 115 

 

  

25.5%

80.9%

2.1%

8.5%

0.0%

0.0%

0.0%

40.0%

70.0%

0.0%

0.0%

5.0%

5.0%

0.0%

17.0%

85.1%

2.1%

8.5%

4.3%

0.0%

0.0%

35.1%

54.1%

10.8%

13.5%

0.0%

8.1%

2.7%

27.2%

74.2%

4.0%

8.6%

2.0%

2.6%

0.7%

17.1%

73.5%

3.9%

16.0%

4.4%

2.8%

1.1%

7.2%

66.0%

7.6%

16.9%

4.9%

3.6%

5.9%

5.9%

56.5%

9.8%

12.6%

4.2%

1.7%

17.1%

4.2%

44.1%

9.6%

15.0%

3.2%

1.3%

24.3%

7.5%

59.3%

8.2%

15.2%

4.2%

2.4%

12.6%

9.0%

60.2%

7.9%

14.7%

4.1%

2.5%

11.8%

9.5%

60.8%

7.7%

14.5%

4.0%

2.4%

11.4%

1.2%

52.4%

11.1%

21.0%

2.8%

3.2%

9.9%

0% 50% 100%

独自情報システムにより集計

（庁内LANを活用等）

独自Excel等により集計

独自様式の紙媒体により集計

環境省の支援ツールにより集

計

外部業者に委託集計

その他

不明

Q１-８（３）「事務事業編」における温室効果ガス排出量（又は、エネルギー使用量など）の集計方法（n=1,908）

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433
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４）現在採用している集計方法の改善したい点 

 現在採用している集計方法の改善したい点は、「入力等の作業に手間・時間が

かかる」が 934 団体（49.0%）であった。次いで、「改善したい点はない」が 528

団体（27.7%）、「関係者に負担感があり協力が得られにくい」が 457 団体（24.0%）

であった。 

 

表 93 

 

 

図 116 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ エラーチェックが困難 

・ 担当職員のスキルアップや作業の引き継ぎが難しい 

 

  

団体数 割合

528 27.7%

45 2.4%

934 49.0%

146 7.7%

457 24.0%

75 3.9%その他

集計方法の改善したい点

改善したい点はない

維持管理にコストがかかる

入力等の作業に手間・時間がかかる

新たな機能を追加したいが機能の拡張が難しい

関係者に負担感があり協力が得られにくい

49.0%

27.7%

24.0%

7.7%

2.4%

3.9%

入力等の作業に手間・時間がかか

る

改善したい点はない

関係者に負担感があり協力が得ら

れにくい

新たな機能を追加したいが機能の

拡張が難しい

維持管理にコストがかかる

その他

0% 20% 40% 60%

Q１-８（４）現在採用している集計方法の改善したい点（n=1,908）
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 団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特

例市以上の市並びに施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000 人

～）では、「入力等の作業に手間・時間がかかる」と回答した団体がおおむね

７割以上であった。 

 

表 94 

 

 

  

項目 区分 人口規模
改善したい点

はない
維持管理にコ
ストがかかる

入力等の作業
に手間・時間

がかかる

新たな機能を
追加したいが
機能の拡張が

難しい

関係者に負担
感があり協力
が得られにく

い

その他 対象団体数

4 3 37 7 19 3 47
2 3 16 8 9 1 20
4 3 37 15 19 0 47
5 4 27 7 13 3 37

15 13 117 37 60 7 151
100,000人～ 26 5 137 28 56 9 181
30,000人～99,999人 92 8 287 47 122 22 474
10,000人～29,999人 95 7 154 16 92 15 356
～9,999人 88 7 118 8 90 13 313
計 301 27 696 99 360 59 1,324

312 37 776 129 401 63 1,428
316 40 813 136 420 66 1,475
212 5 121 10 37 9 433
8.5% 6.4% 78.7% 14.9% 40.4% 6.4% 100.0%

10.0% 15.0% 80.0% 40.0% 45.0% 5.0% 100.0%
8.5% 6.4% 78.7% 31.9% 40.4% 0.0% 100.0%

13.5% 10.8% 73.0% 18.9% 35.1% 8.1% 100.0%
9.9% 8.6% 77.5% 24.5% 39.7% 4.6% 100.0%

100,000人～ 14.4% 2.8% 75.7% 15.5% 30.9% 5.0% 100.0%
30,000人～99,999人 19.4% 1.7% 60.5% 9.9% 25.7% 4.6% 100.0%
10,000人～29,999人 26.7% 2.0% 43.3% 4.5% 25.8% 4.2% 100.0%
～9,999人 28.1% 2.2% 37.7% 2.6% 28.8% 4.2% 100.0%
計 22.7% 2.0% 52.6% 7.5% 27.2% 4.5% 100.0%

21.8% 2.6% 54.3% 9.0% 28.1% 4.4% 100.0%
21.4% 2.7% 55.1% 9.2% 28.5% 4.5% 100.0%
49.0% 1.2% 27.9% 2.3% 8.5% 2.1% 100.0%

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
一部事務組合等

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 117 

 

  

8.5%

6.4%

78.7%

14.9%

40.4%

6.4%

10.0%

15.0%

80.0%

40.0%

45.0%

5.0%

8.5%

6.4%

78.7%

31.9%

40.4%

0.0%

13.5%

10.8%

73.0%

18.9%

35.1%

8.1%

9.9%

8.6%

77.5%

24.5%

39.7%

4.6%

14.4%

2.8%

75.7%

15.5%

30.9%

5.0%

19.4%

1.7%

60.5%

9.9%

25.7%

4.6%

26.7%

2.0%

43.3%

4.5%

25.8%

4.2%

28.1%

2.2%

37.7%

2.6%

28.8%

4.2%

22.7%

2.0%

52.6%

7.5%

27.2%

4.5%

21.8%

2.6%

54.3%

9.0%

28.1%

4.4%

21.4%

2.7%

55.1%

9.2%

28.5%

4.5%

49.0%

1.2%

27.9%

2.3%

8.5%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

改善したい点はない

維持管理にコストがかかる

入力等の作業に手間・時間が

かかる

新たな機能を追加したいが機

能の拡張が難しい

関係者に負担感があり協力が

得られにくい

その他

Q１-８（４）現在採用している集計方法の改善したい点（n=1,908）

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=181

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=474

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=356

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=313

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1324

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1428

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1475

一部事務組合等 n=433
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５）地方公共団体実行計画（事務事業編）における点検結果・評価の公表方法 

 計画の点検結果・評価の公表方法は、「ホームページで公表している」が 680

団体（35.6%）と最も多かった。次いで、「公表していない」が 566 団体（29.7%）

であった。 

 

表 95 

 

 

図 118 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 庁内の掲示板や LAN、情報誌で公表している 

・ 行政の情報公開スペースで公表している 

・ 必要に応じ公表している 

団体数 割合
680 35.6%

196 10.3%
304 15.9%
101 5.3%

216 11.3%
66 3.5%
14 0.7%

8 0.4%
139 7.3%
566 29.7%

163 8.5%
5 0.3%

不明

点検結果・評価の公表方法

ホームページで公表している

議会報告で公表している
記者発表をしている

イベント展示などで公表している
その他
公表していない

広報誌で公表している
環境報告書、環境白書等で公表している
専用の冊子等を作成し公表している

環境審議会で公表している

無回答

35.6%

29.7%

15.9%

11.3%

10.3%

7.3%

5.3%

3.5%

0.7%

0.4%

8.5%

0.3%

ホームページで公表している

公表していない

環境報告書、環境白書等で公表している

環境審議会で公表している

広報誌で公表している

その他

専用の冊子等を作成し公表している

議会報告で公表している

記者発表をしている

イベント展示などで公表している

不明

無回答

0% 10% 20% 30% 40%

Q１-８（５）実行計画（事務事業編）における点検結果・評価

の公表方法（n=1,908）
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・ 選択肢以外の会議や委員会で公表している 

・ 公告にて公表している 

 

＜公表していない理由の主な回答＞ 

・ 計画期間が経過しているため 

・ 点検を行っていないため 

・ 対内的な計画として策定しているため 

・ 公表するツールがないため 
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６）最新の地方公共団体実行計画（事務事業編）における直近に実施した点検状

況 

①温室効果ガス総排出量を計画の目標に設定している場合 

 直近に実施した点検で、温室効果ガス総排出量を計画の目標に設定している

団体では、「排出量（t-CO2/年）１千以上５千未満」が 400 団体（30.2％）と最

も多かった。次いで、「排出量（t-CO2/年）１万以上５万未満」が 357 団体（27.0%）

であった。 

 

表 96 

 

 

図 119 

 

 

  

団体数 割合

200 15.1%
400 30.2%
203 15.3%
357 27.0%

75 5.7%
56 4.2%
33 2.5%

5千以上1万未満

1千未満

50万以上

1千以上5千未満

排出量（t-CO2/年）

1万以上5万未満
5万以上10万未満

10万以上50万未満

15.1%

30.2%

15.3%

27.0%

5.7%
4.2% 2.5%

Q１-８（６）①排出量（t-CO2/年）（n=1,324）

1千未満

1千以上5千未満

5千以上1万未満

1万以上5万未満

5万以上10万未満

10万以上50万未満

50万以上
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②１人あたりの温室効果ガス排出量を計画の目標に設定している場合 

 直近に実施した点検で、１人あたりの温室効果ガス排出量を計画の目標に設

定している団体では、「排出量（kg-CO2/人）１千以上１万未満」が７団体（26.9％）

と最も多かった。次いで、「排出量（kg-CO2/人）１万以上」が６団体（23.1%）

であった。 

 

表 97 

 
 

図 120 

 

  

団体数 割合

3 11.5%
4 15.4%

3 11.5%

3 11.5%

7 26.9%

1万以上 6 23.1%

排出量（㎏-CO2/人）

10未満

10以上50未満

50以上100未満

100以上1千未満

1千以上1万未満

11.5%

15.4%

11.5%

11.5%

26.9%

23.1%

Q１-８（６）②排出量（㎏-CO2/人）（n=26）

10未満

10以上50未満

50以上100未満

100以上1千未満

1千以上1万未満

1万以上
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７）地方公共団体実行計画（事務事業編）の直近の進捗状況について担当部局と

しての評価 

 計画の直近の進捗状況について担当部局の評価は、「目標達成に向けて、順調

に進んでいる」が 777 団体（40.7%）で最も多かった。次いで、「評価していな

い」が 578 団体（30.3%）であった。 

 

表 98  

 

 

図 121  

 

 

  

進捗状況の担当部（局）課係としての評価 団体数 割合
目標達成に向けて、順調に進んでいる 777 40.7%
目標達成が困難な状況である 423 22.2%
評価していない 578 30.3%
無回答 130 6.8%

40.7%

22.2%

30.3%

6.8%

Q１-８（７）実行計画（事務事業編）の直近の進捗状況について担当

部局としての評価（n=1,908）

目標達成に向けて、順調に進んでいる

目標達成が困難な状況である

評価していない

無回答
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（９）地方公共団体実行計画（事務事業編）の見直し 

１）国の地球温暖化対策計画を受けた地方公共団体実行計画（事務事業編）の策

定・改定の状況 

 国の地球温暖化対策計画を受けた計画の策定・改定の状況は、「策定（・改定）

時期未定」が 2,029 団体（59.8%）と最も多かった。次いで、「計画期間終了時

に、国の計画策定を受けた改定を行う予定である」が 753 団体（22.2%）であっ

た。 

 

表 99  

 

 

図 122 【再掲】 

 

  

団体数 割合

201 5.9%

753 22.2%

40 1.2%

205 6.0%

2,029 59.8%

167 4.9%無回答

策定・改定の状況

（計画期間内であるが、）国の計画策定を受け
た改定を検討している（又は検討する予定であ
る）

計画期間終了時に、国の計画策定を受けた改
定を行う予定である

国の計画策定を受けて、策定・改定済みであ

る

過去に一度も策定したことがないが、国の計

画策定を受けた策定を予定している

策定（・改定）時期未定

5.9%

22.2%

1.2%

6.0%
59.8%

4.9%

Q１-９（１）国の「地球温暖化対策計画」を受けた「事務事業

編」の策定・改定の状況（n=3,395）

（計画期間内であるが、）国の計画策定を受けた

改定を検討している（又は検討する予定である）

計画期間終了時に、国の計画策定を受けた改定

を行う予定である

国の計画策定を受けて、策定・改定済みである

過去に一度も策定したことがないが、国の計画策

定を受けた策定を予定している

策定（・改定）時期未定

無回答
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団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例

市以上の市では、おおよそ８割以上が国の計画策定を受けて策定・改定済み又は

改定予定との回答であった。 

都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例市未満の市町村（特別

区含む。）においては、人口規模が小さくなるに従い、策定・改定済み又は改定

予定の割合が低くなる傾向が見られた。 

 

表 100 

 

 

  

項目 区分 人口規模

（計画期間内で
あるが、）国の

計画策定を受け
た改定を検討し
ている（又は検
討する予定であ

る）

計画期間終了
時に、国の計画
策定を受けた改
定を行う予定で

ある

国の計画策定を
受けて、策定・

改定済みである

過去に一度も策
定したことがな
いが、国の計画
策定を受けた策
定を予定してい

る

策定（・改定）時
期未定

無回答 対象団体数

5 28 3 0 11 0 47
5 9 3 0 3 0 20
8 30 1 0 6 2 47
7 23 2 1 4 0 37

25 90 9 1 24 2 151
100,000人～ 27 105 3 1 43 4 183
30,000人～99,999人 53 219 8 20 188 22 510
10,000人～29,999人 32 135 2 24 236 18 447
～9,999人 24 82 7 25 329 30 497
計 136 541 20 70 796 74 1,637

156 603 26 71 809 76 1,741
161 631 29 71 820 76 1,788
40 122 11 134 1,209 91 1,607

10.6% 59.6% 6.4% 0.0% 23.4% 0.0% 100.0%
25.0% 45.0% 15.0% 0.0% 15.0% 0.0% 100.0%
17.0% 63.8% 2.1% 0.0% 12.8% 4.3% 100.0%
18.9% 62.2% 5.4% 2.7% 10.8% 0.0% 100.0%
16.6% 59.6% 6.0% 0.7% 15.9% 1.3% 100.0%

100,000人～ 14.8% 57.4% 1.6% 0.5% 23.5% 2.2% 100.0%
30,000人～99,999人 10.4% 42.9% 1.6% 3.9% 36.9% 4.3% 100.0%
10,000人～29,999人 7.2% 30.2% 0.4% 5.4% 52.8% 4.0% 100.0%
～9,999人 4.8% 16.5% 1.4% 5.0% 66.2% 6.0% 100.0%
計 8.3% 33.0% 1.2% 4.3% 48.6% 4.5% 100.0%

9.0% 34.6% 1.5% 4.1% 46.5% 4.4% 100.0%
9.0% 35.3% 1.6% 4.0% 45.9% 4.3% 100.0%
2.5% 7.6% 0.7% 8.3% 75.2% 5.7% 100.0%

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

一部事務組合等

一部事務組合等

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計



162 

図 123 

 

 

また、国の地球温暖化対策計画を受けた計画の策定・改定年度については、「平

成 29 年度」が 389 団体（32.4%）と最も多かった。次いで、「平成 28 年度」が

260 団体（21.7%）であった。 

 

表 101 

 

 

  

10.6%

25.0%

17.0%

18.9%

16.6%

14.8%

10.4%

7.2%

4.8%

8.3%

9.0%

9.0%

2.5%

59.6%

45.0%

63.8%

62.2%

59.6%

57.4%

42.9%

30.2%

16.5%

33.0%

34.6%

35.3%

7.6%

6.4%

15.0%

2.1%

5.4%

6.0%

1.6%

1.6%

0.4%

1.4%

1.2%

1.5%

1.6%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0%

2.7%

0.7%

0.5%

3.9%

5.4%

5.0%

4.3%

4.1%

4.0%

8.3%

23.4%

15.0%

12.8%

10.8%

15.9%

23.5%

36.9%

52.8%

66.2%

48.6%

46.5%

45.9%

75.2%

0.0%

0.0%

4.3%

0.0%

1.3%

2.2%

4.3%

4.0%

6.0%

4.5%

4.4%

4.3%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=183

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=510

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=447

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=497

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1637

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1741

【都道府県・市区村（特別区含む。） 計】 n=1788

一部事務組合等 n=1607

Q１-９（１）国の「地球温暖化対策計画」（平成28年５月13日閣議決定）を受けた「事務事業編」の策定・改定の状

況（n=3,395）

（計画期間内であるが、）国の計画策定を受けた改定を検討している（又は検討する予定である）

計画期間終了時に、国の計画策定を受けた改定を行う予定である

国の計画策定を受けて、策定・改定済みである

過去に一度も策定したことがないが、国の計画策定を受けた策定を予定している

策定（・改定）時期未定

無回答

策定・改定年度 団体数 割合

平成27年度以前 20 1.7%

平成28年度 260 21.7%

平成29年度 389 32.4%
平成30年度 210 17.5%

平成31年度 82 6.8%

平成32年度 160 13.3%

平成33年度 55 4.6%

平成34年度 6 0.5%

平成35年度以降 5 0.4%
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図 124 【再掲】 

 
 

２）地方公共団体実行計画（事務事業編）における中間見直しの対象 

計画の中間見直しの対象としている項目について、「目標値や取組内容」は 790

団体（41.4%）、「進行管理の仕組み」は 552 団体（28.9%）、「点検・評価結果の

公表」は 482 団体（25.3%）であった。 

 

表 102 

 

 

図 125 【再掲】 

 

1.7%

21.7%

32.4%

17.5%

6.8%

13.3%

4.6%

0.5% 0.4%
0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

QQ１-９（１）国の「地球温暖化対策計画」を受けた「事務事業

編」の策定・改定年度（n=1,199）

目標値や取

組内容

進行管理の

仕組み

点検・評価結

果の公表

目標値や取

組内容

進行管理の

仕組み

点検・評価結

果の公表

対象としている 790 552 482 41.4% 28.9% 25.3%

対象としていない 423 584 623 22.2% 30.6% 32.7%

不明 516 581 609 27.0% 30.5% 31.9%

179 191 194 9.4% 10.0% 10.2%

割合団体数

無回答

41.4%

28.9%

25.3%

22.2%

30.6%

32.7%

27.0%

30.5%

31.9%

9.4%

10.0%

10.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目標値や取組内容

進行管理の仕組み

点検・評価結果の公表

Q１-９（２）「事務事業編」における中間見直しの対象（n=1,908）

対象としている 対象としていない 不明 無回答
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３）地方公共団体実行計画（事務事業編）の直近の中間見直しの予定 

 計画の直近の中間見直しの予定は、「予定がない」が 1,327 団体（69.5%）で

最も多かった。 

 

表 103  

 

 

図 126 

 

また、中間見直しの予定年度については、「平成 28 年度」「平成 29 年度」が

共に 88 団体（35.9%）と最も多かった。 

 

表 104 

 

団体数 割合

予定がある 245 12.8%
予定がない 1,327 69.5%
不明 243 12.7%

93 4.9%無回答

中間見直しの予定

12.8%

69.5%

12.7%

4.9%

Q１-９（３）「事務事業編」の直近の中間見直しの予定

（n=1,908）

予定がある

予定がない

不明

無回答

中間見直し年度 団体数 割合

平成27年度以前 1 0.4%

平成28年度 88 35.9%

平成29年度 88 35.9%

平成30年度 35 14.3%

平成31年度 8 3.3%

平成32年度 18 7.3%

平成33年度 2 0.8%

平成34年度 1 0.4%
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図 127 

 

  

0.4%

35.9% 35.9%

14.3%

3.3%

7.3%

0.8% 0.4%
0%

10%

20%

30%

40%

QQ１-９（３）「事務事業編」の直近の中間見直し年度（n=245）
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４）温室効果ガス排出量や対策効果の点検結果の公表以外の活用方法 

 計画における温室効果ガス排出量や対策効果等の点検結果の、公表以外の活

用方法は、「実行計画（事務事業編）の見直しに活用している」が 747 団体（39.2%）

で最も多かった。次いで、「活用していない」が 463 団体（24.3％）、「審議会・

委員会への報告資料としている」が 388 団体（20.3％）であった。 

 

表 105 

 

 

図 128 【再掲】 

 

団体数 割合
244 12.8%

4 0.2%
747 39.2%
189 9.9%
54 2.8%
6 0.3%

388 20.3%

349 18.3%

196 10.3%
30 1.6%

463 24.3%
158 8.3%

5 0.3%無回答

子どもへの環境教育の材料として学校等に配布している
審議会・委員会への報告資料としている
排出量が増加した部局又は施設へ結果をフィードバック
し、改善を求めている

設備投資や物品購入における配慮の判断材料としている
その他
活用していない
不明

一般市民、事業者向けの研修会等で情報提供している

点検結果の公表以外の活用

国内機関（国や都道府県など）へ報告している
国外機関へ報告している
実行計画（事務事業編）の見直しに活用している
他の行政計画等の施策内容の検討材料としている

39.2%

24.3%

20.3%

18.3%

12.8%

10.3%

9.9%

2.8%

1.6%

0.3%

0.2%

8.3%

0.3%

実行計画（事務事業編）の見直しに活用

している

活用していない

審議会・委員会への報告資料としている

排出量が増加した部局又は施設へ結果

をフィードバックし、改善を求めている

国内機関（国や都道府県など）へ報告し

ている

設備投資や物品購入における配慮の判

断材料としている

他の行政計画等の施策内容の検討材料

としている

一般市民、事業者向けの研修会等で情

報提供している

その他

子どもへの環境教育の材料として学校等

に配布している

国外機関へ報告している

不明

無回答

0% 20% 40% 60%

Q１-９（４）「事務事業編」における温室効果ガス排出量や対

策効果等の点検結果の公表以外の活用（n=1,908）
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＜その他の主な回答＞ 

・ 全部局にフィードバックして、取組に反映できるようにしている 

・ 職員研修の資料として活用している 

・ 省エネ法の定期報告書の資料として活用している 
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（１０）地方公共団体が講ずべき措置「特に都道府県に期待さ

れる役割」の中で取り組んでいるもの 

 地方公共団体が講ずべき措置「特に都道府県に期待される役割」の中で取り組

んでいるものとしては、「実行計画（事務事業編）の策定・改定及び計画に基づ

く取組が困難な市町村に対する技術的な助言」が 16 団体（34.0%）で最も多か

った。次いで、「管下の市町村における取組の優良事例の情報収集」が 12 団体

（25.5％）、「管下の市町村における取組の優良事例の他市町村への普及促進」が

10 団体（21.3％）であった。 

 

表 106 

 

 

図 129  

 

団体数 割合

12 25.5%

10 21.3%

16 34.0%

6 12.8%

9 19.1%
13 27.7%

地方公共団体が講ずべき措置

管下の市町村における取組の優良事例の
情報収集

管下の市町村における取組の優良事例の
他市町村への普及促進

実行計画の策定・改定及び計画に基づく

取組が困難な市町村に対する技術的な助
言

実行計画の策定・改定及び計画に基づく

取組が困難な市町村に対する人材育成
の支援等

その他
取り組んでいない

34.0%

25.5%

21.3%

12.8%

19.1%

27.7%

実行計画の策定・改定及び計画に基づく取組

が困難な市町村に対する技術的な助言

管下の市町村における取組の優良事例の情

報収集

管下の市町村における取組の優良事例の他

市町村への普及促進

実行計画の策定・改定及び計画に基づく取組

が困難な市町村に対する人材育成の支援等

その他

取り組んでいない

0% 10% 20% 30% 40%

Q１-10地方公共団体が講ずべき措置「特に都道府県に期待

される役割」として挙げられているもの等のうち、取り組んで

いるもの（n=47）



169 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定・改定に対する情報提供や助言 

・ 市町間の情報交換等の調整役 
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３． 区域施策に関する事項 

（１）地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・改定状況

について 

１）平成 28 年 10 月１日現在の地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・

改定状況 

 地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・改定状況は、「過去に一度も策

定したことがない」団体は合計 1,287 団体（72.0%）であった。このうち 1,148

団体（64.2％）が、「平成 28 年 10 月１日以降も策定する予定はない」との回答

であった。一方、「平成 28 年 10 月１日以降に策定する予定がある」団体は 139

団体（7.8%）であった。 

 また、56 団体（3.1％）が、「既に計画期間を経過しているが、平成 28 年 10

月１日以降に改定する予定はない」との回答であった。 

 

表 107 

 

 

  

団体数 割合

1,148 64.2%

139 7.8%

146 8.2%

263 14.7%

56 3.1%

34 1.9%

2 0.1%無回答

策定・改定状況

過去に一度も策定したことがなく、平成28年10月１日以
降も策定する予定はない

過去に一度も策定したことがないが、平成28年10月１日
以降に策定する予定がある

現在、計画期間中であり、平成28年10月１日以降に改

定する予定はない

現在、計画期間中であり、平成28年10月１日以降に改
定する予定がある

既に計画期間を経過しているが、平成28年10月１日以
降に改定する予定はない

既に計画期間を経過しており、平成28年10月１日以降に
改定する予定がある
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図 130 

 

 

 過去に一度も策定したことがないが、今後策定予定がある又は現在計画期間

中で今後改定予定がある団体の計画策定・改定予定年度は、平成 30 年度が 94

団体（23.3％）と最も多かった。 

 

表 108 

 

 

  

64.2%

7.8%

8.2%

14.7%

3.1%
1.9% 0.1%

Q2-１（１）平成28年10月１日現在にお計画（区域施策編）に係る今後

の予定（n=1,788）

過去に一度も策定したことがなく、平成28年10月１日以降

も策定する予定はない

過去に一度も策定したことがないが、平成28年10月１日

以降に策定する予定がある

現在、計画期間中であり、平成28年10月１日以降に改定

する予定はない

現在、計画期間中であり、平成28年10月１日以降に改定

する予定がある

既に計画期間を経過しているが、平成28年10月１日以降

に改定する予定はない

既に計画期間を経過しており、平成28年10月１日以降に

改定する予定がある

無回答

団体数 割合

58 14.4%

76 18.8%

92 22.8%

94 23.3%

28 6.9%

57 14.1%

10 2.5%

5 1.2%

9 2.2%

平成31年度

平成32年度

平成33年度

平成34年度

平成35年度以降

予定年度

平成27年度以前

平成28年度

平成29年度

平成30年度
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図 131 

 

 

Q２－１（２）の設問「平成 28年 10月１日現在の地方公共団体実行計画（区域

施策編）の策定・改定年度及び計画期間並びに最新の地方公共団体実行

計画（区域施策編）の名称」 

本報告書には、未掲載。 

 

  

14.4%

18.8%

22.8% 23.3%

6.9%

14.1%

2.5%
1.2% 2.2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

Q２-１（１）平成28年10月１日現在の実行計画（区域施策

編）の策定・改定予定年度（n=404）
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２）地方公共団体実行計画（区域施策編）が現時点で未策定（若しくは計画期間

が過ぎていても未策定）の理由 

計画が現時点で未策定の理由は、「人員が不足しているため」が 1,038 団体

（77.3％）と最も多かった。次いで「地球温暖化対策に関する専門的知識が不足

しているため」が 790 団体（58.8％）であった。 

 

表 109 

 

 

  

団体数 割合
560 41.7%

1,038 77.3%
158 11.8%

790 58.8%

421 31.3%

467 34.8%

238 17.7%

34 2.5%

80 6.0%

204 15.2%

172 12.8%

8 0.6%
93 6.9%
55 4.1%

未改定の理由
財源が不足しているため

人員が不足しているため
他の部局の協力が得られにくいため

有望な対策・施策が見つからないため

東日本大震災等の自然災害の影響が続い
ているため

地球温暖化対策に関する専門的知識が不
足しているため

最新の技術情報や知見が不足しているた
め

対策・施策の効果の見積もりや評価が難し
いため

上記に該当するものがない

国のマニュアル策定を待っているため

地球温暖化対策の優先度が低いため

温室効果ガス排出量の算定方法が分から

ないため

既に取組が進んでいるため
その他
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図 132 【再掲】 

 

 

全体で選択割合の高かった理由について団体区分別にみると、都道府県及び

市町村（特別区含む。）のうち施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）につい

て、「人員が不足しているため」「地球温暖化対策に関する専門的知識が不足して

いるため」の選択割合は、人口規模が小さくなるに従い、割合が高くなる傾向が

見られた。 

 

  

77.3%

58.8%

41.7%

34.8%

31.3%

17.7%

15.2%

12.8%

11.8%

6.0%

2.5%

0.6%

6.9%

4.1%

人員が不足しているため

地球温暖化対策に関する専門的知識が不足しているため

財源が不足しているため

対策・施策の効果の見積もりや評価が難しいため

最新の技術情報や知見が不足しているため

有望な対策・施策が見つからないため

地球温暖化対策の優先度が低いため

温室効果ガス排出量の算定方法が分からないため

他の部局の協力が得られにくいため

国のマニュアル策定を待っているため

東日本大震災等の自然災害の影響が続いているため

既に取組が進んでいるため

その他

上記に該当するものがない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q２-１（３）実行計画（区域施策編）が現時点で未策定（又は計画期間が過ぎてい

ても未改定）の理由（n=1,343）
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表 110 

 

 

  

項目 区分 人口規模
財源が不足している

ため
人員が不足している

ため
他の部局の協力が
得られにくいため

地球温暖化対策に
関する専門的知識

が不足しているため

最新の技術情報や
知見が不足している

ため

対策・施策の効果の
見積もりや評価が難

しいため

有望な対策・施策が
見つからないため

0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0

100,000人～ 44 59 12 40 25 38 15
30,000人～99,999人 184 289 38 229 130 171 71
10,000人～29,999人 169 321 46 243 118 128 73
～9,999人 163 369 62 278 148 130 79
計 560 1,038 158 790 421 467 238

560 1,038 158 790 421 467 238
560 1,038 158 790 421 467 238

- - - - - - -
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

- - - - - - -
- - - - - - -

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
100,000人～ 53.7% 72.0% 14.6% 48.8% 30.5% 46.3% 18.3%
30,000人～99,999人 47.2% 74.1% 9.7% 58.7% 33.3% 43.8% 18.2%
10,000人～29,999人 41.4% 78.7% 11.3% 59.6% 28.9% 31.4% 17.9%
～9,999人 35.3% 79.9% 13.4% 60.2% 32.0% 28.1% 17.1%
計 41.7% 77.3% 11.8% 58.9% 31.4% 34.8% 17.7%

41.7% 77.3% 11.8% 58.8% 31.3% 34.8% 17.7%
41.7% 77.3% 11.8% 58.8% 31.3% 34.8% 17.7%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

項目 区分 人口規模
東日本大震災等の
自然災害の影響が

続いているため

国のマニュアル策定
を待っているため

地球温暖化対策の
優先度が低いため

温室効果ガス排出
量の算定方法が分

からないため

既に取組が進んで
いるため

その他
上記に該当するもの

がない
対象団体数

0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 1 0 1
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 1 0 1

100,000人～ 1 12 10 11 1 12 3 82
30,000人～99,999人 15 35 41 50 2 24 17 390
10,000人～29,999人 10 17 63 47 1 30 16 408
～9,999人 8 16 90 64 4 26 19 462
計 34 80 204 172 8 92 55 1,342

34 80 204 172 8 93 55 1,343
34 80 204 172 8 93 55 1,343
- - - - - - - -

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
- - - - - - - -
- - - - - - - -

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0%
100,000人～ 1.2% 14.6% 12.2% 13.4% 1.2% 14.6% 3.7% 100.0%
30,000人～99,999人 3.8% 9.0% 10.5% 12.8% 0.5% 6.2% 4.4% 100.0%
10,000人～29,999人 2.5% 4.2% 15.4% 11.5% 0.2% 7.4% 3.9% 100.0%
～9,999人 1.7% 3.5% 19.5% 13.9% 0.9% 5.6% 4.1% 100.0%
計 2.5% 6.0% 15.2% 12.8% 0.6% 6.9% 4.1% 100.0%

2.5% 6.0% 15.2% 12.8% 0.6% 6.9% 4.1% 100.0%
2.5% 6.0% 15.2% 12.8% 0.6% 6.9% 4.1% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 133（１／２） 
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0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

53.7%

72.0%

14.6%

48.8%

30.5%

46.3%

18.3%

47.2%

74.1%

9.7%

58.7%

33.3%

43.8%

18.2%

41.4%

78.7%

11.3%

59.6%

28.9%

31.4%

17.9%

35.3%

79.9%

13.4%

60.2%

32.0%

28.1%

17.1%

41.7%

77.3%

11.8%

58.9%

31.4%

34.8%

17.7%

41.7%

77.3%

11.8%

58.8%

31.3%

34.8%

17.7%

41.7%

77.3%

11.8%

58.8%

31.3%

34.8%

17.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

財源が不足しているため

人員が不足しているため

他の部局の協力が得られにくいため

地球温暖化対策に関する専門的知識が不

足しているため

最新の技術情報や知見が不足しているため

対策・施策の効果の見積もりや評価が難し

いため

有望な対策・施策が見つからないため

Q2-1（３）実行計画（区域施策編）が現時点で未策定（又は計画期間が過ぎていても未改定）の理由（n=1,343）１／２

都道府県 n=0

政令指定都市 n=1

中核市 n=0

施行時特例市 n=0

【施行時特例市以上 計】 n=1

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=82

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=390

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=408

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=462

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1342

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1343

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1343
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図 134（２／２） 
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100.0%

0.0%

1.2%

14.6%

12.2%

13.4%

1.2%

14.6%

3.7%

3.8%

9.0%

10.5%

12.8%

0.5%

6.2%

4.4%

2.5%

4.2%

15.4%

11.5%

0.2%

7.4%

3.9%

1.7%

3.5%

19.5%

13.9%

0.9%

5.6%

4.1%

2.5%

6.0%

15.2%

12.8%

0.6%

6.9%

4.1%

2.5%

6.0%

15.2%

12.8%

0.6%

6.9%

4.1%

2.5%

6.0%

15.2%

12.8%

0.6%

6.9%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東日本大震災等の自然災害の影響が

続いているため

国のマニュアル策定を待っているため

地球温暖化対策の優先度が低いため

温室効果ガス排出量の算定方法が分

からないため

既に取組が進んでいるため

その他

上記に該当するものがない

Q2-1（３）実行計画（区域施策編）が現時点で未策定（又は計画期間が過ぎていても未改定）の理由（n=1,343）２／２

都道府県 n=0

政令指定都市 n=1

中核市 n=0

施行時特例市 n=0

【施行時特例市以上 計】 n=1

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=82

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=390

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=408

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=462

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1342

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1343

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1343
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３）最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定又は改定を協議・審議し

た場 

計画の策定又は改定を協議・審議した場は、「環境審議会」が297団体（59.5％）

と最も多く、次いで「関係各課等で構成される庁内組織」が 247 団体（49.5％）

であった。一方、「協議・審議する場はない」との回答も 14 団体（2.8％）あっ

た。 

 

表 111 

 

 

図 135 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 庁外の有識者、市民、企業関係者等で構成される委員会 

・ 独自の委員会や協議会 

・ パブリックコメントを実施 

 

団体数 割合

47 9.4%

69 13.8%

297 59.5%
247 49.5%

107 21.4%

14 2.8%

19 3.8%

地方公共団体実行計画協議会

地球温暖化対策地域協議会

協議・審議した場

環境審議会

関係各課等で構成される庁内組織

その他

協議・審議する場はない
不明

59.5%

49.5%

21.4%

13.8%

9.4%

2.8%

3.8%

環境審議会

関係各課等で構成される庁内組織

その他

地球温暖化対策地域協議会

地方公共団体実行計画協議会

協議・審議する場はない

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-１（４）最新の実行計画（区域施策編）の策定又は

改定を協議・審議した場（n=499）
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４）最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定又は改定を協議・審議し

たメンバー 

計画の策定又は改定を協議・審議したメンバーは、「外部の学識経験者」343

団体（68.7％）や「住民代表」337 団体（67.5％）と並び「庁内の関係部局担当

者」336 団体（67.3％）や「部局内担当者」335 団体（67.1％）が同等に多かっ

た。協議・審議には内外の関係者を体制に含めて検討していることが伺える。 

 

表 112 

 

 

図 136 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 関係行政機関、関係団体の職員 

・ 他の地方公共団体職員 

・ 都道府県の職員 

・ 地球温暖化防止活動推進員 

・ 事業者  

団体数 割合

部局内担当者 335 67.1%

庁内の関係部局担当者 336 67.3%

NPO等 186 37.3%

住民代表 337 67.5%

地元の企業担当者 276 55.3%

外部の学識経験者 343 68.7%

計画原案を委託した外部業者 189 37.9%

その他 99 19.8%

不明 22 4.4%

協議・審議したメンバー

68.7%

67.5%

67.3%

67.1%

55.3%

37.9%

37.3%

19.8%

4.4%

外部の学識経験者

住民代表

庁内の関係部局担当者

部局内担当者

地元の企業担当者

計画原案を委託した外部業者

NPO等

その他

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-１（５）最新の実行計画（区域施策編）の策定又は

改定を協議・審議したメンバー（n=499）
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５）最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定又は改定に関する原案作

成段階でのコンサルタント等外部業者への委託状況 

前設問の回答結果より、計画の策定又は改定に関する原案作成段階でコンサ

ルタント等外部業者へ委託した団体は 189 団体（37.9％）であった。外部業者

への委託状況は、「排出量算定」が 178 団体（94.2％）と最も多かった。次いで

「対策・施策検討、計画原案作成」が 169 団体（89.4％）であった。 

 

表 113 

 

 

図 137 

 

 

  

団体数 割合

178 94.2%

76 40.2%
10 5.3%

169 89.4%

109 57.7%
12 6.3%

排出量算定（現況推計、将来推計、目標設
定）

排出量算定ツールの作成
情報システムの作成

対策・施策検討、計画原案作成

推進体制、進行管理のあり方
その他

委託内容

95.7%

90.9%

58.6%

40.9%

5.4%

6.5%

排出量算定（現況推計、将来推計、目

標設定）

対策・施策検討、計画原案作成

推進体制、進行管理のあり方

排出量算定ツールの作成

情報システムの作成

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

Q２-１（６）外部業者への委託内容（n=189）
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６）最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・改定にかかる外部業者へ

の委託の合計金額 

計画の策定・改定にかかる外部業者への委託の合計金額は、「百万円以上５百

万円未満」が 86 団体（45.5％）と最も多く、次いで「５百万円以上１千万円未

満」が 68 団体（36.0％）であった。 

 

表 114 

 
 

図 138 

 

  

団体数 割合
10 5.3%
86 45.5%
68 36.0%
11 5.8%
14 7.4%

委託内容

百万円未満
百万円以上5百万円未満
5百万円以上1千万円未満
1千万円以上
無回答

5.3%

45.5%

36.0%

5.8%

7.4%

Q２-１（７）外部業者への委託の合計金額（税込の概数）

（n=189）

百万円未満

百万円以上5百万円未満

5百万円以上1千万円未満

1千万円以上

無回答
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７）最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定又は改定における温室効

果ガス排出量の算定（現況推計、将来推計、目標設定）で困難だったこと 

温室効果ガス排出量の算定で困難だったことは、「算定・推定方法が専門的で

分からない」が 222 団体（44.5％）最も多いが、同様に「原単位などのデータが

記載されている１次資料の所在確認・収集が大変」である団体も221団体（44.3％）

と同様に多かった。 

 

表 115 

 
 

図 139 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 国の削減目標が未定だったため、目標値の設定に苦慮した 

・ （国の削減目標に関わらず）目標値の設定に苦慮した 

・ 算定に用いる統計データが古い、発表が遅い、又は根拠が分かりづらい 

団体数 割合

221 44.3%

222 44.5%

170 34.1%

157 31.5%

90 18.0%

48 9.6%

29 5.8%
98 19.6%

温室効果ガス排出量の算定で困難だったこと

原単位などのデータが記載されている１次資料

の所在確認・収集が大変

算定・推計方法が専門的で分からない

担当者をさけない（人手不足）

専門家の助言が必要
電気・都市ガスなど供給者データの提供になか

なか協力が得られない

その他

特になし
不明

44.5%

44.3%

34.1%

31.5%

18.0%

9.6%

5.8%

19.6%

算定・推計方法が専門的で分からない

原単位などのデータが記載されている１

次資料の所在確認・収集が大変

担当者をさけない（人手不足）

専門家の助言が必要

電気・都市ガスなど供給者データの提供

になかなか協力が得られない

その他

特になし

不明

0% 10% 20% 30% 40% 50%

Q２-１（８）最新の実行計画（区域施策編）の策定又は改定に

おける温室効果ガス排出量の算定で困難だったこと（n=499）
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団体区分別にみると、指定都市では「原単位などのデータが記載されている

１次資料の所在確認・収集が大変」や「電気・都市ガスなど供給者データの提

供になかなか協力が得られない」の割合が高いことが特徴的であった。 

また都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例市未満の市町村

（特別区を含む。）では、データ収集や算定・推計方法に関する課題は人口規

模が大きくなるに従い、割合が高くなる傾向が見られるのに対し、人手不足の

課題は人口規模が小さくなるに従い、割合が高くなる傾向が見られ、人口規模

により課題が異なることが伺えた。 

 

表 116 

 

 
  

項目 区分 人口規模

原単位などのデータ
が記載されている１
次資料の所在確認・

収集が大変

算定・推計方法が専
門的で分からない

担当者をさけない
（人手不足）

専門家の助言が必
要

33 23 19 18
13 5 5 5
32 32 22 18
22 23 11 16

100 83 57 57
100,000人～ 45 49 33 33
30,000人～99,999人 49 56 43 43
10,000人～29,999人 18 24 26 17
～9,999人 9 10 11 7
計 121 139 113 100

188 199 151 139
221 222 170 157

70.2% 48.9% 40.4% 38.3%
68.4% 26.3% 26.3% 26.3%
68.1% 68.1% 46.8% 38.3%
59.5% 62.2% 29.7% 43.2%
66.7% 55.3% 38.0% 38.0%

100,000人～ 44.1% 48.0% 32.4% 32.4%
30,000人～99,999人 37.4% 42.7% 32.8% 32.8%
10,000人～29,999人 31.6% 42.1% 45.6% 29.8%
～9,999人 15.3% 16.9% 18.6% 11.9%
計 34.7% 39.8% 32.4% 28.7%

41.6% 44.0% 33.4% 30.8%
44.3% 44.5% 34.1% 31.5%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

項目 区分 人口規模

電気・都市ガスなど
供給者データの提
供になかなか協力

が得られない

その他 特になし 不明 対象団体数

4 15 0 6 47
8 2 0 4 19

16 5 3 5 47
10 5 2 3 37
38 27 5 18 150

100,000人～ 21 11 6 18 102
30,000人～99,999人 18 9 11 26 131
10,000人～29,999人 10 1 3 16 57
～9,999人 3 0 4 20 59
計 52 21 24 80 349

86 33 29 92 452
90 48 29 98 499

8.5% 31.9% 0.0% 12.8% 100.0%
42.1% 10.5% 0.0% 21.1% 100.0%
34.0% 10.6% 6.4% 10.6% 100.0%
27.0% 13.5% 5.4% 8.1% 100.0%
25.3% 18.0% 3.3% 12.0% 100.0%

100,000人～ 20.6% 10.8% 5.9% 17.6% 100.0%
30,000人～99,999人 13.7% 6.9% 8.4% 19.8% 100.0%
10,000人～29,999人 17.5% 1.8% 5.3% 28.1% 100.0%
～9,999人 5.1% 0.0% 6.8% 33.9% 100.0%
計 14.9% 6.0% 6.9% 22.9% 100.0%

19.0% 7.3% 6.4% 20.4% 100.0%
18.0% 9.6% 5.8% 19.6% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 140 

  

70.2%

48.9%

40.4%

38.3%

8.5%

31.9%

0.0%

12.8%

68.4%

26.3%

26.3%

26.3%

42.1%

10.5%

0.0%

21.1%

68.1%

68.1%

46.8%

38.3%

34.0%

10.6%

6.4%

10.6%

59.5%

62.2%

29.7%

43.2%

27.0%

13.5%

5.4%

8.1%

66.7%

55.3%

38.0%

38.0%

25.3%

18.0%

3.3%

12.0%

44.1%

48.0%

32.4%

32.4%

20.6%

10.8%

5.9%

17.6%

37.4%

42.7%

32.8%

32.8%

13.7%

6.9%

8.4%

19.8%

31.6%

42.1%

45.6%

29.8%

17.5%

1.8%

5.3%

28.1%

15.3%

16.9%

18.6%

11.9%

5.1%

0.0%

6.8%

33.9%

34.7%

39.8%

32.4%

28.7%

14.9%

6.0%

6.9%

22.9%

41.6%

44.0%

33.4%

30.8%

19.0%

7.3%

6.4%

20.4%

44.3%

44.5%

34.1%

31.5%

18.0%

9.6%

5.8%

19.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

原単位などのデータが記載されている１

次資料の所在確認・収集が大変

算定・推計方法が専門的で分からない

担当者をさけない（人手不足）

専門家の助言が必要

電気・都市ガスなど供給者データの提

供になかなか協力が得られない

その他

特になし

不明

Q2-1（８）最新の実行計画（区域施策編）の策定又は改定における温室効果ガス排出量の算定（現況推計、将来推計、目標

設定）で困難だったこと（n=499）

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499
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８）最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定又は改定の過程で困難だ

ったこと 

計画の策定又は改定の過程で困難だったことは、「削減目標の設定」が 250 団

体（50.1％）と最も多かった。次いで「対策・施策の削減効果の試算」が 243 団

体（48.7％）、「対策・施策の検討」が 226 団体（45.3％）であった。 

 

表 117 

 

 

図 141 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 国の方針が未定だったため整合が図りづらかった 

・ （国の削減目標に関わらず）目標値の設定に苦慮した 

・ 対策・施策の検討において、庁内関係部局との合意形成に苦労した 

団体数 割合

162 32.5%

250 50.1%

226 45.3%

243 48.7%

90 18.0%

14 2.8%
24 4.8%

112 22.4%

その他
特になし

不明

策定又は改定の過程で困難だったこと
国際的な枠組みや国の計画・目標等を踏まえた

内容の検討

削減目標の設定

対策・施策の検討

対策・施策の削減効果の試算

推進体制の検討

50.1%

48.7%

45.3%

32.5%

18.0%

2.8%

4.8%

22.4%

削減目標の設定

対策・施策の削減効果の試算

対策・施策の検討

国際的な枠組みや国の計画・目標

等を踏まえた内容の検討

推進体制の検討

その他

特になし

不明

0% 20% 40% 60%

Q２-１（９）最新の実行計画（区域施策編）の策定又は

改定の過程で困難だったこと（n=499）
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団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特

例市未満の市町村（特別区含む。）では、「推進体制の検討」以外は、人口規模

が大きくなるに従い、割合が高くなる傾向が見られた。 

 

表 118 

 

 

項目 区分 人口規模

国際的な枠組みや
国の計画・目標等を
踏まえた内容の検

討

削減目標の設定 対策・施策の検討
対策・施策の削減効

果の試算

18 36 27 33
6 9 9 13

24 28 28 35
20 23 23 17
68 96 87 98

100,000人～ 37 60 50 58
30,000人～99,999人 41 65 59 61
10,000人～29,999人 10 19 19 18
～9,999人 6 10 11 8
計 94 154 139 145

144 214 199 210
162 250 226 243

38.3% 76.6% 57.4% 70.2%
31.6% 47.4% 47.4% 68.4%
51.1% 59.6% 59.6% 74.5%
54.1% 62.2% 62.2% 45.9%
45.3% 64.0% 58.0% 65.3%

100,000人～ 36.3% 58.8% 49.0% 56.9%
30,000人～99,999人 31.3% 49.6% 45.0% 46.6%
10,000人～29,999人 17.5% 33.3% 33.3% 31.6%
～9,999人 10.2% 16.9% 18.6% 13.6%
計 26.9% 44.1% 39.8% 41.5%

31.9% 47.3% 44.0% 46.5%
32.5% 50.1% 45.3% 48.7%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

項目 区分 人口規模 推進体制の検討 その他 特になし 不明 対象団体数

6 5 0 5 47
3 2 0 4 19

11 1 1 8 47
8 3 0 6 37

28 11 1 23 150
100,000人～ 17 1 5 21 102
30,000人～99,999人 29 1 12 26 131
10,000人～29,999人 11 1 3 19 57
～9,999人 5 0 3 23 59
計 62 3 23 89 349

84 9 24 107 452
90 14 24 112 499

12.8% 10.6% 0.0% 10.6% 100.0%
15.8% 10.5% 0.0% 21.1% 100.0%
23.4% 2.1% 2.1% 17.0% 100.0%
21.6% 8.1% 0.0% 16.2% 100.0%
18.7% 7.3% 0.7% 15.3% 100.0%

100,000人～ 16.7% 1.0% 4.9% 20.6% 100.0%
30,000人～99,999人 22.1% 0.8% 9.2% 19.8% 100.0%
10,000人～29,999人 19.3% 1.8% 5.3% 33.3% 100.0%
～9,999人 8.5% 0.0% 5.1% 39.0% 100.0%
計 17.8% 0.9% 6.6% 25.5% 100.0%

18.6% 2.0% 5.3% 23.7% 100.0%
18.0% 2.8% 4.8% 22.4% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 142 

 

38.3%

76.6%

57.4%

70.2%

12.8%

10.6%

0.0%

10.6%

31.6%

47.4%

47.4%

68.4%

15.8%

10.5%

0.0%

21.1%

51.1%

59.6%

59.6%

74.5%

23.4%

2.1%

2.1%

17.0%

54.1%

62.2%

62.2%

45.9%

21.6%

8.1%

0.0%

16.2%

45.3%

64.0%

58.0%

65.3%

18.7%

7.3%

0.7%

15.3%

36.3%

58.8%

49.0%

56.9%

16.7%

1.0%

4.9%

20.6%

31.3%

49.6%

45.0%

46.6%

22.1%

0.8%

9.2%

19.8%

17.5%

33.3%

33.3%

31.6%

19.3%

1.8%

5.3%

33.3%

10.2%

16.9%

18.6%

13.6%

8.5%

0.0%

5.1%

39.0%

26.9%

44.1%

39.8%

41.5%

17.8%

0.9%

6.6%

25.5%

31.9%

47.3%

44.0%

46.5%

18.6%

2.0%

5.3%

23.7%

32.5%

50.1%

45.3%

48.7%

18.0%

2.8%

4.8%

22.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国際的な枠組みや国の計画・目標

等を踏まえた内容の検討

削減目標の設定

対策・施策の検討

対策・施策の削減効果の試算

推進体制の検討

その他

特になし

不明

Q2-1（９）最新の実行計画（区域施策編）の策定又は改定の過程で困難だったこと（n=499）

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499
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９）最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定又は改定に当たって使用

した環境省提供のマニュアルやツール類の利用状況 

計画の策定又は改定に当たって使用したマニュアルやツール類の利用状況は、

「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル（第１版）」が 194 団体

（38.9％）と最も多かった。次いで、「地方公共団体実行計画（区域施策編）策

定マニュアル（第１版）簡易版」と「地方公共団体における地球温暖化対策の計

画的な推進のための手引き」がともに 132 団体（26.5％）であった。一方、「使

用したかどうかが分からない」も 134 団体（26.9％）の回答があった。 

 

表 119 

 

 

  

団体数 割合

194 38.9%

132 26.5%

132 26.5%

48 9.6%
34 6.8%

30 6.0%

15 3.0%

13 2.6%

11 2.2%

16 3.2%
37 7.4%

19 3.8%
134 26.9%
41 8.2%
16 3.2%

使用したマニュアルやツール類

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マ

ニュアル（第1版）

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マ

ニュアル（第1版）簡易版

地方公共団体における地球温暖化対策の計画
的な推進のための手引き

按分法【データ】部門別CO2排出量の現況推計
按分法【ツール】部門別CO2排出量計算シート

積上法【データ】運輸部門（自動車）CO2排出量

推計データ

積上法【ツール】積上法による排出量算定支援

ツール

【データ】自治体排出量カルテ

【ツール】「区域施策編」目標設定・進行管理支援

ツール

【データ】自治体データベース
使用していない

存在を知らなかった
使用したかどうかが分からない
独自の算定ファイルを作成した
その他
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図 143 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 地球温暖化対策地域推進計画ガイドライン 

・ 業者に委託しているため把握していない 

 

  

38.9%

26.9%

26.5%

26.5%

9.6%

8.2%

7.4%

6.8%

6.0%

3.8%

3.2%

3.0%

2.6%

2.2%

3.2%

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル（第1版）

使用したかどうかが分からない

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル（第1版）簡易版

地方公共団体における地球温暖化対策の計画的な推進のための手引き

按分法【データ】部門別CO2排出量の現況推計

独自の算定ファイルを作成した

使用していない

按分法【ツール】部門別CO2排出量計算シート

積上法【データ】運輸部門（自動車）CO2排出量推計データ

存在を知らなかった

【データ】自治体データベース

積上法【ツール】積上法による排出量算定支援ツール

【データ】自治体排出量カルテ

【ツール】「区域施策編」目標設定・進行管理支援ツール

その他

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

Q２-１（10）最新の実行計画（区域施策編）の策定又は改定に当たって使用したマニュアルやツール類につ

いて（n=499）
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 団体区分別にみると、都道府県及び施行時特例市以上の市では、おおむね６割

以上が「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュアル（第１版）」を利

用していた。 

 

表 120 

 

 

  

項目 区分 人口規模

地方公共団体実行
計画（区域施策編）
策定マニュアル（第

1版）

地方公共団体実行
計画（区域施策編）
策定マニュアル（第

1版）簡易版

地方公共団体にお
ける地球温暖化対
策の計画的な推進

のための手引き

按分法【データ】部

門別CO2排出量の

現況推計

按分法【ツール】部

門別CO2排出量計

算シート

積上法【データ】運
輸部門（自動車）

CO2排出量推計

データ

積上法【ツール】積
上法による排出量
算定支援ツール

【データ】自治体排
出量カルテ

34 13 21 1 0 1 0 0
12 3 8 0 0 1 0 0
28 17 18 9 6 9 5 2
21 9 12 4 3 3 2 0
95 42 59 14 9 14 7 2

100,000人～ 45 34 33 11 8 4 2 5
30,000人～99,999人 36 41 27 19 13 9 3 5
10,000人～29,999人 10 7 6 3 2 2 1 1
～9,999人 8 8 7 1 2 1 2 0
計 99 90 73 34 25 16 8 11

160 119 111 47 34 29 15 13
194 132 132 48 34 30 15 13

72.3% 27.7% 44.7% 2.1% 0.0% 2.1% 0.0% 0.0%
63.2% 15.8% 42.1% 0.0% 0.0% 5.3% 0.0% 0.0%
59.6% 36.2% 38.3% 19.1% 12.8% 19.1% 10.6% 4.3%
56.8% 24.3% 32.4% 10.8% 8.1% 8.1% 5.4% 0.0%
63.3% 28.0% 39.3% 9.3% 6.0% 9.3% 4.7% 1.3%

100,000人～ 44.1% 33.3% 32.4% 10.8% 7.8% 3.9% 2.0% 4.9%
30,000人～99,999人 27.5% 31.3% 20.6% 14.5% 9.9% 6.9% 2.3% 3.8%
10,000人～29,999人 17.5% 12.3% 10.5% 5.3% 3.5% 3.5% 1.8% 1.8%
～9,999人 13.6% 13.6% 11.9% 1.7% 3.4% 1.7% 3.4% 0.0%
計 28.4% 25.8% 20.9% 9.7% 7.2% 4.6% 2.3% 3.2%

35.4% 26.3% 24.6% 10.4% 7.5% 6.4% 3.3% 2.9%
38.9% 26.5% 26.5% 9.6% 6.8% 6.0% 3.0% 2.6%都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

施行時特例市
施行時特例市以上　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計

項目 区分 人口規模
【ツール】「区域施策
編」目標設定・進行

管理支援ツール

【データ】自治体デー
タベース

使用していない 存在を知らなかった
使用したかどうかが

分からない
独自の算定ファイル

を作成した
その他 対象団体数

0 2 4 0 2 15 3 47
0 1 1 0 4 3 1 19
1 3 0 1 12 6 1 47
1 0 2 0 11 6 0 37
2 6 7 1 29 30 5 150

100,000人～ 3 4 9 2 31 5 4 102
30,000人～99,999人 4 5 9 2 39 2 4 131
10,000人～29,999人 1 1 2 6 21 3 1 57
～9,999人 1 0 10 8 14 1 2 59
計 9 10 30 18 105 11 11 349

11 14 33 19 132 26 13 452
11 16 37 19 134 41 16 499

0.0% 4.3% 8.5% 0.0% 4.3% 31.9% 6.4% 100.0%
0.0% 5.3% 5.3% 0.0% 21.1% 15.8% 5.3% 100.0%
2.1% 6.4% 0.0% 2.1% 25.5% 12.8% 2.1% 100.0%
2.7% 0.0% 5.4% 0.0% 29.7% 16.2% 0.0% 100.0%
1.3% 4.0% 4.7% 0.7% 19.3% 20.0% 3.3% 100.0%

100,000人～ 2.9% 3.9% 8.8% 2.0% 30.4% 4.9% 3.9% 100.0%
30,000人～99,999人 3.1% 3.8% 6.9% 1.5% 29.8% 1.5% 3.1% 100.0%
10,000人～29,999人 1.8% 1.8% 3.5% 10.5% 36.8% 5.3% 1.8% 100.0%
～9,999人 1.7% 0.0% 16.9% 13.6% 23.7% 1.7% 3.4% 100.0%
計 2.6% 2.9% 8.6% 5.2% 30.1% 3.2% 3.2% 100.0%

2.4% 3.1% 7.3% 4.2% 29.2% 5.8% 2.9% 100.0%
2.2% 3.2% 7.4% 3.8% 26.9% 8.2% 3.2% 100.0%都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

施行時特例市
施行時特例市以上　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
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図 144（１／２） 

  

72.3%

27.7%

44.7%

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

63.2%

15.8%

42.1%

0.0%

0.0%

5.3%

0.0%

59.6%

36.2%

38.3%

19.1%

12.8%

19.1%

10.6%

56.8%

24.3%

32.4%

10.8%

8.1%

8.1%

5.4%

63.3%

28.0%

39.3%

9.3%

6.0%

9.3%

4.7%

44.1%

33.3%

32.4%

10.8%

7.8%

3.9%

2.0%

27.5%

31.3%

20.6%

14.5%

9.9%

6.9%

2.3%

17.5%

12.3%

10.5%

5.3%

3.5%

3.5%

1.8%

13.6%

13.6%

11.9%

1.7%

3.4%

1.7%

3.4%

28.4%

25.8%

20.9%

9.7%

7.2%

4.6%

2.3%

35.4%

26.3%

24.6%

10.4%

7.5%

6.4%

3.3%

38.9%

26.5%

26.5%

9.6%

6.8%

6.0%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方公共団体実行計画（区域施

策編）策定マニュアル（第1版）

地方公共団体実行計画（区域施

策編）策定マニュアル（第1版）簡

易版

地方公共団体における地球温暖

化対策の計画的な推進のための

手引き

按分法【データ】部門別CO2排出

量の現況推計

按分法【ツール】部門別CO2排出

量計算シート

積上法【データ】運輸部門（自動

車）CO2排出量推計データ

積上法【ツール】積上法による排

出量算定支援ツール

Q2-1（10）最新の実行計画（区域施策編）の策定又は改定に当たって使用したマニュアルやツール類について

（n=499）１／２

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499
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図 145（２／２） 
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0.0%
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0.0%
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0.7%

19.3%

20.0%

3.3%

4.9%

2.9%

3.9%

8.8%

2.0%

30.4%

4.9%

3.9%

3.8%

3.1%

3.8%

6.9%

1.5%

29.8%

1.5%

3.1%

1.8%

1.8%

1.8%

3.5%

10.5%

36.8%

5.3%

1.8%

0.0%

1.7%

0.0%

16.9%

13.6%

23.7%

1.7%

3.4%

3.2%

2.6%

2.9%

8.6%

5.2%

30.1%

3.2%

3.2%

2.9%

2.4%

3.1%

7.3%

4.2%

29.2%

5.8%

2.9%

2.6%

2.2%

3.2%

7.4%

3.8%

26.9%

8.2%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【データ】自治体排出量カルテ

【ツール】「区域施策編」目標設

定・進行管理支援ツール

【データ】自治体データベース

使用していない

存在を知らなかった

使用したかどうかが分からない

独自の算定ファイルを作成した

その他

Q2-1（10）最新の実行計画（区域施策編）の策定又は改定に当たって使用したマニュアルやツール類について

（n=499）２／２

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499
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10）地方公共団体実行計画（区域施策編）の共同策定の検討状況 

計画の共同策定の検討状況は、「検討していない」が 1,317 団体（73.9％）と

最も多かった。一方、平成28、29年度以降に策定予定のある団体は６団体（0.3％）、

関心がある団体は 172 団体（9.7％）であった。 

 

表 121 

 

 

図 146 【再掲】 

 

 

共同策定に関心がある団体は、合計 172 団体であるが、これら団体が共同し

たい団体の組合せを以下に示す。 

 

表 122 

 

 

団体数 割合

平成28年度中に共同した計画を策定予定 2 0.1%

平成29年度以降に共同した計画を策定予定 4 0.2%
共同策定の予定はないが関心がある 172 9.7%

共同策定の予定がなく関心もない 143 8.0%

検討していない 1,317 73.9%
不明 93 5.2%

無回答 57 3.2%

0.1% 0.2%

9.7% 8.0% 73.9% 5.2% 3.2%
都道府県及び市町村

（特別区含む）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q２－１（11）共同策定の検討状況等（n=1,788 ）

平成28年度中に共同した計画を策定予定 平成29年度以降に共同した計画を策定予定

共同策定の予定はないが関心がある 共同策定の予定がなく関心もない

検討していない 不明

無回答

団体数
管下の市
町村（特別
区含む。）

属する都道

府県

近隣の市

町村
その他

都道府県 3 3 － 0 0
政令指定都市 1 － 0 0 0
中核市 8 － 6 8 0
施行時特例市 4 － 3 3 0

施行時特例市未満の市区町村（特別区含む。） 156 － 61 121 7

回答団体 共同したい団体



194 

11）策定した最新の地方公共団体実行計画（区域施策編）の公表方法 

地方公共団体実行計画（区域施策編）の公表方法は、「ホームページで公表し

ている」が 65 団体（73.1％）と最も多かった。次いで、「専用の冊子等を作成し

公表している」が 213 団体（42.7％）、「環境審議会で公表している」が 212 団

体（42.5％）であった。また、「公表していない」団体も 24 団体（4.8％）あっ

た。 

 

表 123 

 
 

図 147 

 
 

＜その他の主な回答＞ 

・ 市の情報公開コーナー 

・ メールマガジンで公表 

＜公表していない理由の主な意見＞ 

・ 計画期間が経過しているため  

団体数 割合

365 73.1%
67 13.4%

124 24.8%
213 42.7%

212 42.5%
147 29.5%

46 9.2%
22 4.4%

23 4.6%
24 4.8%

25 5.0%

議会報告で公表している

記者発表をしている
イベント展示などで公表している

その他
公表していない

不明

公表方法

ホームページで公表している
広報誌で公表している

環境報告書、環境白書等で公表している
専用の冊子等を作成し公表している

環境審議会で公表している

73.1%

42.7%

42.5%

29.5%

24.8%

13.4%

9.2%

4.4%

4.6%

4.8%

5.0%

ホームページで公表している

専用の冊子等を作成し公表している

環境審議会で公表している

議会報告で公表している

環境報告書、環境白書等で公表している

広報誌で公表している

記者発表をしている

イベント展示などで公表している

その他

公表していない

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-１（12）策定した最新の実行計画（事務事業編）の公表方法

（n=496）
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（２）地方公共団体実行計画（区域施策編）の目標設定と対象

について 

１）地方公共団体実行計画（区域施策編）における各部門のエネルギー起源 CO2

排出量の算定方式の目標設定と対象 

温室効果ガス排出量の算定方式は全ての部門で「独自手法」が最も多く、次い

で「マニュアルに準じた按分法（簡易型）」が多かった。また、エネルギー転換

部門は算定していない団体が比較的多かった。 

 

表 124 

 

 

図 148 

 

  

産業部門
民生家庭部

門
民生業務部

門
運輸部門

エネルギー
転換部門

産業部門
民生家庭部

門
民生業務部

門
運輸部門

エネルギー
転換部門

108 104 107 108 56 21.6% 20.8% 21.4% 21.6% 11.2%

93 66 75 89 26 18.6% 13.2% 15.0% 17.8% 5.2%

56 101 79 63 32 11.2% 20.2% 15.8% 12.6% 6.4%

13 4 8 7 6 2.6% 0.8% 1.6% 1.4% 1.2%

121 118 121 122 89 24.2% 23.6% 24.2% 24.4% 17.8%
63 60 64 65 228 12.6% 12.0% 12.8% 13.0% 45.7%
45 46 45 45 62 9.0% 9.2% 9.0% 9.0% 12.4%

割合団体数

算定していない
無回答

マニュアルに準じた按分法
（簡易型）

マニュアルに準じた按分法
（標準型）

マニュアルに準じた積上法
（標準型）

マニュアルに準じた積上法
（詳細型）

独自手法

21.6%

20.8%

21.4%

21.6%

11.2%

18.6%

13.2%

15.0%

17.8%

5.2%

11.2%

20.2%

15.8%

12.6%

6.4%

2.6%

0.8%

1.6%

1.4%

1.2%

24.2%

23.6%

24.2%

24.4%

17.8%

12.6%

12.0%

12.8%

13.0%

45.7%

9.0%

9.2%

9.0%

9.0%

12.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産業部門

民生家庭部門

民生業務部門

運輸部門

エネルギー転換部門

Q２-２（１）実行計画（区域施策編）における各部門のエネルギー起源CO2排

出量の算定方式（n=499）

マニュアルに準じた按分法（簡易型） マニュアルに準じた按分法（標準型）

マニュアルに準じた積上法（標準型） マニュアルに準じた積上法（詳細型）

独自手法 算定していない

無回答
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２）地方公共団体実行計画（区域施策編）において、エネルギー起源 CO2以外

で算定対象となっている温室効果ガス排出量又は吸収源 

エネルギー起源 CO2 以外で算定対象となっている温室効果ガスとしては「廃

棄物分野」が 280 団体（56.1％）と最も多かった。次いで、「農業分野」が 204

団体（40.9％）、「代替フロン３ガス」が 194 団体（38.9％）であった。 

 

表 125 

 

 

図 149 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 運輸部門・産業部門・民生業務部門のメタン 

・ 一酸化二窒素 

・ ハイドロフルオロカーボン類 

・ パーフルオロカーボン類 

・ 六フッ化硫黄  

工業プ

ロセス

分野

廃棄物分

野
農業分野

代替フロ

ン等３ガ

ス

三ふっ化

窒素

（NF3）

その他
森林等の

吸収源

工業プロ

セス分野

廃棄物分

野
農業分野

代替フロ

ン等３ガ

ス

三ふっ化

窒素

（NF3）

その他
森林等の

吸収源

対象としてい

る
147 280 204 194 75 78 102 29.5% 56.1% 40.9% 38.9% 15.0% 15.6% 20.4%

対象としてい

ない
287 159 232 242 358 317 333 57.5% 31.9% 46.5% 48.5% 71.7% 63.5% 66.7%

無回答 65 60 63 63 66 104 64 13.0% 12.0% 12.6% 12.6% 13.2% 20.8% 12.8%

団体数 割合

29.5%

56.1%

40.9%

38.9%

15.0%

15.6%

20.4%

57.5%

31.9%

46.5%

48.5%

71.7%

63.5%

66.7%

13.0%

12.0%

12.6%

12.6%

13.2%

20.8%

12.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

工業プロセス分野

廃棄物分野

農業分野

代替フロン等３ガス

三ふっ化窒素（NF3）

その他

森林等の吸収源

Q２-２（２）エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス排出量又は吸収

源の吸収量のうち、算定対象としているか（n=499）

対象としている 対象としていない 無回答

NF3
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３）実行計画（区域施策編）の短期、中期、長期目標の設定の有無、短期、中期、

長期目標の「基準年度」「目標年度」「削減率目標」 

①地方公共団体実行計画（区域施策編）の短期、中期、長期目標の設定の有無 

 計画の目標の設定について、「中期目標」の設定が 259 団体（51.9％）と最も

多かった。次いで、「長期目標」の 240 団体（48.1%）であった。 

 

表 126 
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短期目標　中期目標　長期目標　短期目標　中期目標　長期目標　
210 259 240 42.1% 51.9% 48.1%
281 231 250 56.3% 46.3% 50.1%

8 9 9 1.6% 1.8% 1.8%

団体数 割合

設定していない
設定している

無回答

42.1%

51.9%

48.1%

56.3%

46.3%

50.1%

1.6%

1.8%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短期目標

中期目標

長期目標

Q２-２（３）実行計画（区域施策編）の短期、中期、長期目標の「削減率目

標」設定（n=499）

設定している 設定していない 無回答
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②目標を設定している場合の「基準年度」「目標年度」「削減率目標」 

 計画の目標を設定している場合の削減率目標について、短期目標では「10％

未満」が、中期目標では「20％以上 30％未満」が、長期目標では「80％以上

90％未満」が最も多かった。 

 

表 127 
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短期目標

（n=210)

中期目標

（n=259)

長期目標

（n=240)

短期目標

（n=210)

中期目標

（n=259)

長期目標

（n=240)
104 32 25 49.5% 12.4% 10.4%
64 51 20 30.5% 19.7% 8.3%
28 117 25 13.3% 45.2% 10.4%
7 34 16 3.3% 13.1% 6.7%
2 19 6 1.0% 7.3% 2.5%
0 3 18 0.0% 1.2% 7.5%
0 0 25 0.0% 0.0% 10.4%
0 0 15 0.0% 0.0% 6.3%

2 1 88 1.0% 0.4% 36.7%
0 0 2 0.0% 0.0% 0.8%
3 2 0 1.4% 0.8% 0.0%

割合
削減率目標

団体数

90%以上

10%以上20%未満
20%以上30%未満
30%以上40%未満
40%以上50%未満
50%以上60%未満
60%以上70%未満
70%以上80%未満
80%以上90%未満

無回答

10%未満

49.5%

12.4%

10.4%

30.5%

19.7%

8.3%

13.3%

45.2%

10.4%

3.3%

13.1%

6.7%

1.0%

7.3%

2.5%

0.0%

1.2%

7.5%

0.0%

0.0%
10.4%

0.0%

0.0%

6.3%

1.0%

0.4%

36.7%

0.0%

0.0%

0.8%

1.4%

0.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

短期目標 （n=210)

中期目標 （n=259)

長期目標 （n=240)

Q２-２（３）実行計画（区域施策編）の短期、中期、長期目標の「削減

率目標」設定

10%未満 10%以上20%未満 20%以上30%未満 30%以上40%未満
40%以上50%未満 50%以上60%未満 60%以上70%未満 70%以上80%未満
80%以上90%未満 90%以上 無回答
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４）地方公共団体実行計画（区域施策編）における直近の目標設定の有無 

計画における直近の目標設定では、「総量目標」を設定している団体が 290 団

体（86.8％）と最も多かった。次いで、「部門・分野別目標」が 129 団体（38.6％）

であった。 

 

表 128 

 

 

図 152 

 

  

設定している 設定していない 無回答 設定している 設定していない 無回答
290 38 6 86.8% 11.4% 1.8%

42 284 8 12.6% 85.0% 2.4%

129 200 5 38.6% 59.9% 1.5%
87 240 7 26.0% 71.9% 2.1%

40 287 7 12.0% 85.9% 2.1%

17 309 8 5.1% 92.5% 2.4%

総量目標

最終エネルギー

部門・分野別目標
対策目標

温室効果ガス

最終エネルギー

団体数 割合
目標の種類

86.8%

12.6%

38.6%

26.0%

12.0%

5.1%

11.4%

85.0%

59.9%

71.9%

85.9%

92.5%

1.8%

2.4%

1.5%

2.1%

2.1%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総量目標

最終エネルギー

消費量目標

部門・分野別目標

対策目標

温室効果ガス

排出原単位目標

最終エネルギー

消費原単位目標

Q２-２（４）実行計画（区域施策編）における直近の目標設定の目標の

種類ごとの有無（n=334）

設定している 設定していない 無回答
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５）地方公共団体実行計画（区域施策編）における「総量目標」の温室効果ガス

排出量・吸収量の基準年度値、目標年度値、及び直近の算定値 

 各団体の総量目標の設定状況を、下表7に整理する。 

 

表 129（１／６） 

 

  

                                              
7 ここでは都道府県及び施行時特例市以上の市について整理している。 

年度 基準年度値 年度 目標年度値 年度 直近の算定値

北海道 北海道 2 63,660,000 32 59,190,000 25 71,480,000
北海道 札幌市 2 9,337,546 42 7,010,000 26 13,070,016
北海道 函館市 2 2,666,196 32 1,999,647 25 2,601,282
北海道 旭川市 17 2,910,000 39 2,193,000 23 2,695,000
北海道 苫小牧市 2 2,486,000 29 2,456,000 24 2,839,000
北海道 富良野市 2 205,502 32 154,127 21 204,891
北海道 北広島市 17 548,500 32 571,700 23 549,600
北海道 石狩市 13 487,436 32 438,692 25 623,492
北海道 乙部町 20 1,356 24 1,288
北海道 ニセコ町 2 46,046 62 6,276 26 64,599
北海道 喜茂別町 2 25,900 32 17,100 24 21,900
北海道 東川町 26 3,684 31 3,544
北海道 猿払村 2 48,428 32 36,321 21 44,205
青森県 青森県 2 17,782,000 32 10,332,000 25 15,950,000
青森県 青森市 17 3,007,577 32 2,255,683
青森県 八戸市 19 4,578,439 26 4,340,360 25 5,003,020
青森県 外ヶ浜町 25 39,190 31 34,570 27 38,360
岩手県 岩手県 2 14,043,000 32 12,248,000 25 13,936,000
岩手県 盛岡市 2 1,805,000 25 2,492,000
宮城県 宮城県 22 20,367,000 32 19,666,000 24 22,423,000
宮城県 仙台市 22 7,705,000 32 7,640,000 26 8,429,000
秋田県 秋田県 2 7,889 32 7,021 25 10,565
秋田県 秋田市 17 3,551,000 32 3,196,000 24 3,765,000
山形県 山形県 2 8,450,000 32 6,760,000 25 8,483,000
山形県 山形市 2 1,365,000 32 1,140,000 25 1,657,000
山形県 村山市 18 187,980 24 172,941
山形県 高畠町 12 200,544 32 160,436
福島県 福島県 2 15,098,000 32 25 16,212,000
福島県 福島市 19 2,361,000 32 2,007,000 25 2,379,000
福島県 会津若松市 22 932,600 35 745,900
福島県 郡山市 19 2,704 32 2,028 25 3,417
福島県 いわき市 17 3,664,400 32 3,545,700 25 3,845,900
茨城県 茨城県 2 50,302,667 25 51,889,788
茨城県 日立市 2 4,163,000 32 3,722,000 22 3,933,000
茨城県 古河市 20 1,483,000 32 1,394,000 23 1,613,000
茨城県 龍ケ崎市 19 819 848
茨城県 常陸太田市 16 394,000 30 379,000 22 382,000

都道府県名 団体名
総量
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表 130（２／６） 

 

年度 基準年度値 年度 目標年度値 年度 直近の算定値

栃木県 栃木県 25 20,291,000 42 14,960,000

栃木県 宇都宮市 25 4,300,000 42 4,069,000

栃木県 足利市 17 1,083 32 1,015 25 1,081

栃木県 鹿沼市 2 668,548 28 733,123 27 851,521

栃木県 小山市 2 1,179,000 32 '000000 22 1,241,000

栃木県 那須塩原市 21 1,056,000 32 965,900 25 1,129,000

栃木県 上三川町 20 855,607 32 641,705

群馬県 群馬県 19 20,102,000 32 17,249,000 25 18,699,000

群馬県 高崎市 15 2,762,089 32 2,130,000 25 2,999,265

群馬県 伊勢崎市 17 1,631,801 32 1,289,917 26 1,745,171

群馬県 沼田市 19 549,835 24 505,531

埼玉県 埼玉県 17 42,964,000 32 33,800,000 26 38,489,000

埼玉県 さいたま市 21 5,045,000 32 4,065,000 25 6,056,000

埼玉県 川越市 2 1,290,000 32 968,000 25 1,863,000

埼玉県 川口市 2 2,163,300 32 1,622,000 25 2,694,600

埼玉県 秩父市 2 4,374,400 29 2,405,900

埼玉県 所沢市 19 158 30 152 27 162

埼玉県 春日部市 20 960,600 29 783,800 25 1,001,800

埼玉県 狭山市 21 886,000 33 745,000 25 1,018,000

埼玉県 草加市 17 1,346,000 35 1,050,000 24 1,327,000

埼玉県 越谷市 2 1,089,000 26 1,998,000

埼玉県 戸田市 17 817,468 42 790,765 25 770,686

埼玉県 和光市 21 292,700 32 230,000 25 292,000

埼玉県 久喜市 21 913,300 34 685,000 26 1,062,000

埼玉県 富士見市 22 469,902 34 416,514

埼玉県 ふじみ野市 22 633,518 29 601,842

埼玉県 嵐山町 23 150,800 35 128,200

埼玉県 皆野町 2 4,374 29 2,315 21 2,392

千葉県 千葉県 25 77,926,000 42 60,857,000 25 77,296,000

千葉県 千葉市 19 17,919 26 25 15,218

千葉県 市川市 25 2,825,310 32 2,394,000

千葉県 船橋市 2 5,887,222 32 4,121,000 23 4,469,950

千葉県 松戸市 17 3,158 32 2,800

千葉県 成田市 22 1,519 29 1,458 23 1,499

千葉県 佐倉市 24 1,397,905 31 1,344,785 24 1,397,905

千葉県 柏市 17 2,189,000 32 2,106,000 25 2,198,900

千葉県 市原市 2 13,658 32 10,243 23 14,565

千葉県 流山市 19 652,800 32 524,000

千葉県 鎌ケ谷市 2 708,000 32 531,000 25 568,700

東京都 東京都 12 62,074,000 42 43,700,000 26 67,318,000

東京都 千代田区 2 249 36 172 26 228

東京都 中央区 2 1,935,000 24 2,570,000 25 2,590,000

東京都 新宿区 2 2,464 32 1,848 25 3,201

東京都 文京区 17 29 25

東京都 台東区 12 1,174,000 31 951,000 24 1,332,000

東京都 目黒区 22 1,087,000 32 1,011,000 25 1,179,000

東京都 大田区 2 2,934,000 32 2,200,500 25 3,455,000

東京都 中野区 24 1,062,000 37 901,000 25 1,059,000

東京都 豊島区 17 1,488,000 37 1,042,000 25 1,697,000

東京都 北区 2 1,150,000 29 1,115,500 25 1,271,000

東京都 板橋区 2 2,242,097 32 2,201,337

東京都 葛飾区 21 1,523,000 29 1,407,000 25 1,665,000

東京都 江戸川区 16 2,417,000 29 2,077,000 25 2,078,000

都道府県名 団体名
総量
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表 131（３／６） 

 

年度 基準年度値 年度 目標年度値 年度 直近の算定値

東京都 八王子市 12 2,190,000 36 1,671,000 25 1,876,000

東京都 武蔵野市 2 560,300 27 498,000 19 622,900

東京都 三鷹市 20 621,000 30 578,000 25 685,000

東京都 府中市 2 9,175,000 32 779,875 25 1,145,100

東京都 小平市 17 656,381 32 492,286 24 633,203

東京都 狛江市 20 208 32 156 25 202

東京都 羽村市 2 309,000 32 287,500 27 366,000

東京都 あきる野市 17 324,300 32 312,000 25 329,000

神奈川県 神奈川県 2 70,230,000 32 52,670,000 25 77,290,000

神奈川県 横浜市 17 19,540,000 32 16,370,000 26 21,370,000

神奈川県 川崎市 2 29,234,200 25 25,693,400

神奈川県 相模原市 18 4,380,000 26 4,309,000

神奈川県 横須賀市 2 2,574,000 33 2,059,000 25 1,900,000

神奈川県 平塚市 2 1,935,900 32 1,452,000 25 1,862,000

神奈川県 藤沢市 2 3,783,000 24 2,775,900

神奈川県 小田原市 2 11,159,000 32 869,200 25 1,017,000

神奈川県 茅ヶ崎市 2 1,456,000 32 1,165,000 25 1,254,000

神奈川県 秦野市 25 899,000 42 695,000 25 899,000

神奈川県 厚木市 2 1,834,900 32 1,376,000 24 1,648,100

神奈川県 大和市 2 1,260 42 882 25 1,004

神奈川県 綾瀬市 22 962,000 35 883,000 25 1,048,000

新潟県 新潟県 2 25,140,000 28 23,630,000 26 25,640,000

新潟県 新潟市 17 73,130,000 30 6,240,000 25 68,470,000

新潟県 長岡市 24 2,449,000 32 1,800,000 25 2,540,000

新潟県 三条市 17 1,044,400 32 878,900

新潟県 柏崎市 2 751,000 28 751,000 22 786,000

新潟県 村上市 2 463,200 32 435,400

新潟県 燕市 2 922,586 32 807,300 19 971,573

新潟県 妙高市 2 312,448 24 314,024

新潟県 上越市 24 2,146 34 1,846 25 2,167

新潟県 魚沼市 2 316,155 32 239,132 24 310,921

新潟県 刈羽村 21 2,739 28 2,574

富山県 富山県 17 11,879,000 25 12,694,000

富山県 富山市 17 4,036,991 30 3,486,881 24 3,782,296

富山県 入善町 17 216,371

石川県 金沢市 25 3,603,137 42 2,594,000 26 3,521,611

石川県 加賀市 2 573,000 60 286,000 27 314,540

石川県 羽咋市 24 187,000 42 112,000

石川県 白山市 2 654 32 589 24 1,044

石川県 内灘町 20 157,587 32 127,267 25 182,884

福井県 福井市 26 2,408,000 32 2,170,000 27 2,379,000

福井県 鯖江市 2 546,187 32 464,000

山梨県 山梨県 22 5,915,000 27 5,222,000 25 6,477,000

山梨県 甲府市 20 1,135,000 42 1,026,000 24 1,117,000

山梨県 富士川町 21 90,535 32 63,070

長野県 長野県 2 15,311,000 32 13,800,000 24 15,378,000

長野県 長野市 17 2,376,543 62 950,617 24 2,046,460

長野県 松本市 19 2,019,375 42 1,413,562 62 605,813

長野県 岡谷市 2 408,000 32 306,000 19 421,000

長野県 飯田市 17 662,102 62 196,439 26 690,464

長野県 諏訪市 2 381,000 32 285,000 22 356,000

長野県 須坂市 21 353,858 32 336,165 27 347,659

長野県 小諸市 2 333,700 62 267,000 22 352,600

都道府県名 団体名
総量
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表 132（４／６） 

 

年度 基準年度値 年度 目標年度値 年度 直近の算定値

長野県 塩尻市 23 810,965 32 780,149 26 855,786

長野県 千曲市 17 450,000 37 360,000 25 426,000

長野県 東御市 17 254,524 32 157,682

岐阜県 岐阜県 2 1,755 32 1,404 25 1,579

岐阜県 岐阜市 2 2,281,000 32 1,710,000 25 1,940,000

岐阜県 多治見市 22 885,600 26 832,600

岐阜県 中津川市 24 717 37 594 25 734

岐阜県 各務原市 17 1,236,332 29 1,209,000 24 1,214,496

岐阜県 可児市 17 1,059 24 1,089

岐阜県 御嵩町 21 171,000 62 161,000 23 168,000

静岡県 静岡県 17 37,587,000 29 30,070,000 25 33,790,000

静岡県 静岡市 25 5,561,500 34 5,003,900

静岡県 浜松市 2 5,755 26 5,064 25 5,853

静岡県 沼津市 2 1,638,100 32 1,229,400 24 1,455,900

静岡県 三島市 20 648 24 633

静岡県 富士宮市 17 1,639,500 32 1,311,600 24 1,656,200

静岡県 富士市 2 7,745,000 32 7,141,000 25 6,383,000

静岡県 焼津市 21 1,237,800 32 953,100 25 1,163,200

静岡県 掛川市 29 17 24

静岡県 藤枝市 24 1,130,000 24 929,800 24 919,000

静岡県 裾野市 17 701 32 589 24 672

愛知県 愛知県 2 77,012,000 32 65,460,000 25 83,691,000

愛知県 名古屋市 2 17,390,000 32 13,100,000 25 15,870,000

愛知県 岡崎市 2 2,614,000 32 2,356,000 25 2,452,000

愛知県 一宮市 2 2,430,720 32 2,065,666 25 2,294,148

愛知県 半田市 23 30 25

愛知県 春日井市 20 1,733,400 32 1,438,800 26 1,806,152

愛知県 豊川市 17 2,016,890 32 1,417,174 24 1,516,861

愛知県 碧南市 20 1,394,594 27 1,265,761 20 1,394,594

愛知県 豊田市 2 5,279,000 24 5,556,000 25 5,542,000

愛知県 安城市 25 2,051 32 1,832

愛知県 新城市 2 573,425 32 429,000 25 560,959

愛知県 知立市 23 376,000 30 354,000 25 393,000

愛知県 日進市 19 466,000 25 418,000

愛知県 長久手市 17 255,000 32 347,000 25 309,000

愛知県 大口町 25 263

三重県 四日市市 19 1,216 32 1,148

三重県 亀山市 20 2,011,000 32 1,924,000 23 1,945,000

三重県 志摩市 25 376 37 268

滋賀県 滋賀県 2 13,460,000 42 6,730,000 25 14,220,000

滋賀県 大津市 19 2,146,000 32 1,418,000 24 2,233,000

滋賀県 長浜市 2 970,000 20 727,000 25 987,632

滋賀県 栗東市 17 370,489 34 351,869 25 623,800

京都府 京都府 2 14,770,000 32 11,070,000 26 15,209,053

京都府 京都市 2 7,833,124 32 5,870,000 26 7,975,595

京都府 宮津市 2 128,857 32 96,643 22 115,589

京都府 城陽市 2 269,000 23 380,392

京都府 長岡京市 2 468,000 42 280,800 24 446,000

京都府 京田辺市 21 277,074 29 290,052

京都府 南丹市 2 163,900 32 121,300 25 280,500

大阪府 大阪府 17 56,048,000 32 52,098,000 26 57,054,000

大阪府 大阪市 2 21,340,000 32 16,005,000 26 20,140,000

大阪府 岸和田市 2 1,054,943 32 791,207 25 1,256,583

都道府県名 団体名
総量
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表 133（５／６） 

 

年度 基準年度値 年度 目標年度値 年度 直近の算定値

大阪府 吹田市 2 1,753,000 32 1,315,000 25 2,232,000

大阪府 高槻市 2 1,634,000 32 1,226,000 26 1,660,000

大阪府 枚方市 2 2,288,225 34 1,624,640 23 1,711,297

大阪府 八尾市 2 1,394,541 25 1,533,253

大阪府 寝屋川市 2 842,468 32 725,037

大阪府 摂津市 2 700,000 32 560,000 25 754,000

大阪府 東大阪市 17 2,798,900 32 2,617,200 26 2,810,000

兵庫県 兵庫県 17 75,783,000 32 71,148,000 25 74,407,000

兵庫県 神戸市 17 11,230 32 8,984 26 12,478

兵庫県 姫路市 19 10,388,000 32 8,310,000 23 9,903,000

兵庫県 尼崎市 2 3,956,000 32 3,361,000 26 3,252,928

兵庫県 明石市 2 1,940,845 25 1,841,619

兵庫県 西宮市 2 1,740,475 32 1,570,640 25 1,952,978

兵庫県 加古川市 2 13,700,253 24 15,719,335

兵庫県 赤穂市 2 4,288,826 32 3,431,061 27 3,760,000

兵庫県 加西市 2 313,995 32 396,853 19 393,541

兵庫県 養父市 25 201,892 32 169,993

兵庫県 宍粟市 17 360,000 32 270,000

奈良県 奈良県 25 7,884,000 42 5,452,000

奈良県 奈良市 2 1,427,000 25 1,794,000

奈良県 天理市 2 465,000 22 412,000

奈良県 橿原市 2 562,823 32 521,000 22 586,626

奈良県 生駒市 18 305,000 62 92,000 26 314,000

和歌山県 和歌山県 25 20,410,000 42 16,330,000 25 20,410,000

和歌山県 和歌山市 2 12,334 29 11,594 25 13,204

和歌山県 有田川町 25 162 32 153 42 140

鳥取県 鳥取県 25 4,468 30 4,008 25 4,468

鳥取県 南部町 18 1,907 24 1,793

島根県 島根県 2 5,588,320 25 6,527,653

島根県 松江市 17 1,527,000 36 1,378,000 25 1,483,000

島根県 出雲市 18 1,020,354 28 803,907 23 1,437,867

島根県 安来市 2 454,200 32 399,600 23 489,200

島根県 江津市 19 135,615 30 124,731 26 124,731

岡山県 岡山県 2 49,600,000 32 43,900,000 24 50,100,000

岡山県 倉敷市 19 39,573,000 24 33,229,000 25 34,519,000

岡山県 瀬戸内市 23 383,293 32 344,964

岡山県 和気町 2 171,000 19 190,000

広島県 広島県 19 18,540,000 32 13,050,000 25 17,050,000

広島県 広島市 2 7,721,145 28 7,257,876 26 8,632,370

広島県 呉市 17 5,697 32 4,272 25 5,291

広島県 福山市 19 3,511,000 32 2,090,000 24 3,488,000

広島県 庄原市 25 32 42

広島県 廿日市市 18 1,269,761 24 1,196,238 24 1,290,807

広島県 世羅町 23 187,286 30 159,193

山口県 山口県 17 4,934 32 4,356 25 4,347

山口県 下関市 2 3,385,265 27 3,317,560 25 3,660,124

山口県 宇部市 2 7,357,000 33 6,130,000 23 6,008,000

山口県 山口市 17 1,920,700 29 1,749,300 25 1,979,900

徳島県 徳島県 2 6,942 32 5,206 25 8,815

徳島県 徳島市 2 2,139,000 32 1,933,000 25 2,780,000

徳島県 佐那河内村 17 13,140 12,461

香川県 香川県 24 11,027,000 32 9,682,000 24 11,027,000

香川県 高松市 2 2,714,161 32 2,035,621 25 3,645,960

都道府県名 団体名
総量
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表 134（６／６） 

 

 

  

年度 基準年度値 年度 目標年度値 年度 直近の算定値

香川県 三豊市 17 747,692 32 642,196 24 728,320
愛媛県 愛媛県 2 19,084,000 32 16,221,000 25 23,519,000
愛媛県 松山市 2 3,310,027 32 2,715,463 25 4,565,172
愛媛県 今治市 2 1,357,000 27 1,154,000 20 1,432,000
愛媛県 新居浜市 21 559,000 32 419,000 24 772,000
高知県 高知県 2 8,667,000 2020 5,996,000 2013 8,185,000
高知県 高知市 17 2,979,000 42 2,222,334 24 2,666,000
高知県 室戸市 25 115,975 32 105,340
高知県 南国市 917,700 807,600 359,500
高知県 香南市 18 632,300 27 625,400
高知県 香美市 24 2,540 29 2,413 26 2,729
福岡県 北九州市 17 16,348,000 32 15,090,000 25 18,211,000
福岡県 大牟田市 19 1,607,928 32 1,314,968
福岡県 久留米市 2 2,391,000 32 1,793,000 25 2,575,000
福岡県 飯塚市 20 933,000 42 727,000 27 1,359,000
福岡県 筑紫野市 19 558,551 42 558,551 25 1,224,000
佐賀県 佐賀市 2 1,250 26 1,511 25 1,836
長崎県 長崎県 2 9,317,000 32 8,073,000 25 10,416,000
長崎県 長崎市 19 2,269,000 42 1,293,000 26 2,644,000
熊本県 熊本県 26 12,862,868
熊本県 熊本市 19 4,520,000 32 4,242,000 25 5,481,000
熊本県 水俣市 17 174,297 30 123,477 26 128,928
熊本県 小国町 17 53,539 42 40,041 62 37,077
熊本県 球磨村 25 19,653 32 16,110
大分県 大分県 25 32
大分県 大分市 22 31,246,000 28 28,746,000 25 25,232,000
大分県 日田市 42 599,000 24 881,000
宮崎県 宮崎県 25 11,386 10,167 11,386
宮崎県 宮崎市 22 2,728,000 42 1,637,000 25 3,401,000
宮崎県 日南市 17 474 32 377
鹿児島県 鹿児島県 2 11,923,000 32 8,491,000 25 14,956,000
鹿児島県 鹿児島市 2 3,438,170 33 3,032,000 25 4,702,893
鹿児島県 鹿屋市 19 701,000 31 595,000 23 915,000
沖縄県 沖縄県 12 12,440,000 32 12,440,000 25 13,150,000
沖縄県 那覇市 12 2,120 35 2,123 25 2,128
沖縄県 宜野湾市 12 501,000 32 496,000 20 547,000
沖縄県 宮古島市 15 321,129 62 98,994 27 319,280

都道府県名 団体名
総量
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６）地方公共団体実行計画（区域施策編）における対策目標の部門・分野別の目

標設定の有無及び具体的な内容 

計画における、対策目標の部門・分野別の目標設定は、エネルギー起源 CO2

については「民生家庭部門」で 56 団体（64.4％）が設定しており最も多かった。

次いで、「民生業務部門」「運輸部門」及び「産業部門」も大差なく同様に目標設

定されている。 

その他の温室効果ガスについては、「廃棄物分野」が 25 団体（28.7％）と最も

多かった。次いで、「森林等の吸収源」が 23 団体（26.4％）であり、その他の分

野の目標設定割合は比較的低かった。 

 

表 135 

  
注）「森林等の吸収源△」は、森林等による吸収量すなわち排出量の削減を示している。 

  

設定している 設定していない 無回答

産業部門 43 39 5

民生家庭部門 56 26 5
民生業務部門 51 31 5
運輸部門 46 36 5
エネルギー転換部門 8 67 12
工業プロセス分野 2 70 15
廃棄物分野 25 50 12

農業分野 6 67 14
代替フロン等３ガス 3 70 14

三ふっ化窒素（NF3） 0 73 14

その他 7 66 14
森林等の吸収源△ 23 51 13
産業部門 49.4% 44.8% 5.7%

民生家庭部門 64.4% 29.9% 5.7%
民生業務部門 58.6% 35.6% 5.7%
運輸部門 52.9% 41.4% 5.7%
エネルギー転換部門 9.2% 77.0% 13.8%
工業プロセス分野 2.3% 80.5% 17.2%
廃棄物分野 28.7% 57.5% 13.8%

農業分野 6.9% 77.0% 16.1%
代替フロン等３ガス 3.4% 80.5% 16.1%

三ふっ化窒素（NF3） 0.0% 83.9% 16.1%

その他 8.0% 75.9% 16.1%
森林等の吸収源△ 26.4% 58.6% 14.9%
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図 153 
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Q２-２（６）実行計画（区域施策編）における部門・分野別の「目標設定の有

無」（n=87）

設定している 設定していない 無回答

2

3



208 

７）地方公共団体実行計画（区域施策編）における温室効果ガス排出原単位目標

の部門・分野別の目標設定の有無及び単位 

計画における、温室効果ガス排出原単位目標の部門・分野別の目標設定は、エ

ネルギー起源 CO2については「民生家庭部門」で 19 団体（47.5％）が設定して

おり最も多かった。次いで、「民生業務部門」で 17 団体（42.5％）であった。 

その他の温室効果ガス等については、「廃棄物分野」が７団体（17.5%）と最も

多く、その他の分野の目標設定割合は比較的低かった。 

 

表 136 

  

 

  

設定している 設定していない 無回答
11 27 2
19 19 2

17 21 2
14 24 2
2 35 3
2 33 5
7 29 4

1 34 5
2 33 5

2 33 5

3 32 5

1 34 5
27.5% 67.5% 5.0%
47.5% 47.5% 5.0%
42.5% 52.5% 5.0%
35.0% 60.0% 5.0%

5.0% 87.5% 7.5%
5.0% 82.5% 12.5%

17.5% 72.5% 10.0%
2.5% 85.0% 12.5%
5.0% 82.5% 12.5%

5.0% 82.5% 12.5%

7.5% 80.0% 12.5%
2.5% 85.0% 12.5%

森林等の吸収源△
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図 154 
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Q２-２（７）実行計画（区域施策編）における部門・分野別の「目標設定の有無」

（n=40）

設定している 設定していない 無回答

2
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８）地方公共団体実行計画（区域施策編）の位置付けについて 

①地方公共団体実行計画（事務事業編）との統合 

地方公共団体実行計画（区域施策編）の位置付けについては、地方公共団体実

行計画（事務事業編）と「統合している」と回答した団体は 102 団体（20.4％）

であった。 

 

表 137 

  

 

図 155 【再掲】 

 

 

 団体区分別にみると、指定都市では「統合している」「今後、改定時に統合を

予定している」が合計８団体（42.1％）で、他団体区分と比べ比較的高い割合だ

った。 

 

  

団体数 割合
102 20.4%
24 4.8%

346 69.3%
27 5.4%

実行計画（事務事業編）との統合

統合している
今後、改定時に統合を予定している
統合していない
無回答

20.4%

4.8%

69.3%

5.4%

Q２-２（８）①実行計画（事務事業編）との統合（n=499）

統合している

今後、改定時に統合を予定している

統合していない

無回答
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表 138 

 

 

図 156 【再掲】 

  

  

項目 区分 人口規模 統合している
今後、改定時に統
合を予定している

統合していない 無回答 対象団体数

12 0 35 0 47
6 2 11 0 19
9 1 37 0 47

10 3 24 0 37
37 6 107 0 150

100,000人～ 15 10 77 0 102
30,000人～99,999人 23 4 93 11 131
10,000人～29,999人 15 3 34 5 57
～9,999人 12 1 35 11 59
計 65 18 239 27 349

90 24 311 27 452
102 24 346 27 499

25.5% 0.0% 74.5% 0.0% 100.0%
31.6% 10.5% 57.9% 0.0% 100.0%
19.1% 2.1% 78.7% 0.0% 100.0%
27.0% 8.1% 64.9% 0.0% 100.0%
24.7% 4.0% 71.3% 0.0% 100.0%

100,000人～ 14.7% 9.8% 75.5% 0.0% 100.0%
30,000人～99,999人 17.6% 3.1% 71.0% 8.4% 100.0%
10,000人～29,999人 26.3% 5.3% 59.6% 8.8% 100.0%
～9,999人 20.3% 1.7% 59.3% 18.6% 100.0%
計 18.6% 5.2% 68.5% 7.7% 100.0%

19.9% 5.3% 68.8% 6.0% 100.0%
20.4% 4.8% 69.3% 5.4% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

25.5%

31.6%

19.1%

27.0%

24.7%

14.7%

17.6%

26.3%

20.3%

18.6%

19.9%

20.4%

0.0%

10.5%

2.1%

8.1%

4.0%

9.8%

3.1%

5.3%

1.7%

5.2%

5.3%

4.8%

74.5%

57.9%

78.7%

64.9%

71.3%

75.5%

71.0%

59.6%

59.3%

68.5%

68.8%

69.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

8.4%

8.8%

18.6%

7.7%

6.0%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）①実行計画（事務事業編）との統合（n=499）

統合している 今後、改定時に統合を予定している 統合していない 無回答
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②地方公共団体実行計画（区域施策編）と環境基本計画との調和・連携 

地方公共団体実行計画（区域施策編）と環境基本計画との調和・連携について

は、「環境基本計画を上位計画としている」が 159 団体（31.9％）と最も多かっ

た。次いで、「当該計画を上位計画としていないが、連携は図っている」が 122

団体（24.4％）、「環境基本計画と統合している」が 107 団体（21.4％）であっ

た。 

 

表 139 

  

 

図 157 【再掲】 

 

 

  

団体数 割合

107 21.4%

159 31.9%

122 24.4%

24 4.8%

58 11.6%
29 5.8%

当該計画と統合している

無回答

当該計画を上位計画としている

当該計画を策定していない

当該計画を上位計画としていないが、

連携は図っている。

当該計画とは連携を図っていない

環境基本計画の調和・連携

21.4%

31.9%

24.4%

4.8%

11.6%

5.8%

Q２-２（８）②実行計画（区域施策編）と環境基本計画の調

和・連携（n=499）

当該計画と統合している

当該計画を上位計画としている

当該計画を上位計画としていないが、

連携は図っている。

当該計画とは連携を図っていない

当該計画を策定していない

無回答
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 団体区分別にみると、都道府県及び施行時特例市以上の市では、全団体で環境

基本計画と統合又は連携していた（環境基本計画を策定していない１団体除く）。

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）では、人口規模が小さくなるに従い、

環境基本計画を策定していない割合が高くなる傾向が見られた。 

 

表 140 

 

 

図 158 

  

 

  

項目 区分 人口規模
当該計画と統合して

いる
当該計画を上位計

画としている

当該計画を上位計
画としていないが、
連携は図っている。

当該計画とは連携を
図っていない

当該計画を策定して
いない

無回答 対象団体数

6 29 12 0 0 0 47
1 17 1 0 0 0 19
6 24 16 0 1 0 47
9 17 11 0 0 0 37

22 87 40 0 1 0 150
100,000人～ 31 38 30 3 0 0 102
30,000人～99,999人 42 24 32 9 13 11 131
10,000人～29,999人 10 8 12 4 15 8 57
～9,999人 2 2 8 8 29 10 59
計 85 72 82 24 57 29 349

101 130 110 24 58 29 452
107 159 122 24 58 29 499

12.8% 61.7% 25.5% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
5.3% 89.5% 5.3% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

12.8% 51.1% 34.0% 0.0% 2.1% 0.0% 100.0%
24.3% 45.9% 29.7% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
14.7% 58.0% 26.7% 0.0% 0.7% 0.0% 100.0%

100,000人～ 30.4% 37.3% 29.4% 2.9% 0.0% 0.0% 100.0%
30,000人～99,999人 32.1% 18.3% 24.4% 6.9% 9.9% 8.4% 100.0%
10,000人～29,999人 17.5% 14.0% 21.1% 7.0% 26.3% 14.0% 100.0%
～9,999人 3.4% 3.4% 13.6% 13.6% 49.2% 16.9% 100.0%
計 24.4% 20.6% 23.5% 6.9% 16.3% 8.3% 100.0%

22.3% 28.8% 24.3% 5.3% 12.8% 6.4% 100.0%
21.4% 31.9% 24.4% 4.8% 11.6% 5.8% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

12.8%

5.3%

12.8%

24.3%

14.7%

30.4%

32.1%

17.5%

3.4%

24.4%

22.3%

21.4%

61.7%

89.5%

51.1%

45.9%

58.0%

37.3%

18.3%

14.0%

3.4%

20.6%

28.8%

31.9%

25.5%

5.3%

34.0%

29.7%

26.7%

29.4%

24.4%

21.1%

13.6%

23.5%

24.3%

24.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.9%

6.9%

7.0%

13.6%

6.9%

5.3%

4.8%

0.0%

0.0%

2.1%

0.0%

0.7%

0.0%

9.9%

26.3%

49.2%

16.3%

12.8%

11.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

8.4%

14.0%

16.9%

8.3%

6.4%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）②実行計画（区域施策編）と環境基本計画の調和・連携（n=499）

当該計画と統合している 当該計画を上位計画としている

当該計画を上位計画としていないが、連携は図っている。 当該計画とは連携を図っていない

当該計画を策定していない 無回答
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③地方公共団体実行計画（区域施策編）とその他行政計画との調和・連携につい

て 

 地方公共団体実行計画（区域施策編）と調和・連携が図られている他の行政計

画のうち主なものは、「総合計画」が 369 団体（73.9％）、「都市計画マスタープ

ラン」が 218 団体（43.7％）であった。 

 

表 141 

  

 

図 159 

 

  

図られて
いる

図られて
いない

当該計画
を策定し

ていない

不明 無回答
図られて

いる
図られて
いない

当該計画
を策定し

ていない

不明 無回答

369 28 14 48 40 73.9% 5.6% 2.8% 9.6% 8.0%

218 122 29 84 46 43.7% 24.4% 5.8% 16.8% 9.2%

91 163 78 117 50 18.2% 32.7% 15.6% 23.4% 10.0%

35 19 302 93 50 7.0% 3.8% 60.5% 18.6% 10.0%

7 24 312 107 49 1.4% 4.8% 62.5% 21.4% 9.8%

64 54 219 113 49 12.8% 10.8% 43.9% 22.6% 9.8%

62 126 133 125 53 12.4% 25.3% 26.7% 25.1% 10.6%

20 23 312 92 52 4.0% 4.6% 62.5% 18.4% 10.4%
5 23 330 90 51 1.0% 4.6% 66.1% 18.0% 10.2%

27 12 89 142 229 5.4% 2.4% 17.8% 28.5% 45.9%

回答数 割合

その他の行政計画との調和・連携

公共施設等総合管理計画

地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律に基づく「地域公共交通網形成計画」

総合計画

都市計画法に基づく「都市計画マスタープラ
ン」

農業振興地域の整備に関する法律に基づく
「農業振興地域整備計画」

その他

環境モデル都市アクションプラン
環境未来都市計画

都市の低炭素化の促進に関する法律に基づ
く「低炭素まちづくり計画」

農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生
可能エネルギー電気の発電の促進に関する

法律に基づく「基本計画」

73.9%

43.7%

18.2%

7.0%

1.4%

12.8%

12.4%

4.0%

1.0%

5.4%

5.6%

24.4%

32.7%

3.8%

4.8%

10.8%

25.3%

4.6%

4.6%

2.4%

2.8%

5.8%

15.6%

60.5%

62.5%

43.9%

26.7%

62.5%

66.1%

17.8%

9.6%

16.8%

23.4%

18.6%

21.4%

22.6%

25.1%

18.4%

18.0%

28.5%

8.0%

9.2%

10.0%

10.0%

9.8%

9.8%

10.6%

10.4%

10.2%

45.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合計画

都市計画法に基づく「都市計画マスタープラン」

農業振興地域の整備に関する法律に基づく「農業振興地

域整備計画」

都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく「低炭素ま

ちづくり計画」

農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネル

ギー電気の発電の促進に関する法律に基づく「基本計画」

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく

「地域公共交通網形成計画」

公共施設等総合管理計画

環境モデル都市アクションプラン

環境未来都市計画

その他

Q２-２（８）③実行計画（区域施策編）とその他の行政計画との調和・連携（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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 総合計画では、都道府県及び施行時特例市以上の市の９割以上が調和・連携し

ており、市町村（特別区含む。）の人口規模が小さくなるに従い、調和・連携の

割合が低くなる傾向が見られた。 

 

表 142「総合計画」 

 

 

図 160「総合計画」 

  

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

44 1 0 2 0 47
18 0 1 0 0 19
45 1 0 0 1 47
35 0 0 2 0 37

142 2 1 4 1 150
100,000人～ 89 5 1 5 2 102
30,000人～99,999人 91 11 2 11 16 131
10,000人～29,999人 31 3 4 13 6 57
～9,999人 16 7 6 15 15 59
計 227 26 13 44 39 349

325 27 14 46 40 452
369 28 14 48 40 499

93.6% 2.1% 0.0% 4.3% 0.0% 100.0%
94.7% 0.0% 5.3% 0.0% 0.0% 100.0%
95.7% 2.1% 0.0% 0.0% 2.1% 100.0%
94.6% 0.0% 0.0% 5.4% 0.0% 100.0%
94.7% 1.3% 0.7% 2.7% 0.7% 100.0%

100,000人～ 87.3% 4.9% 1.0% 4.9% 2.0% 100.0%
30,000人～99,999人 69.5% 8.4% 1.5% 8.4% 12.2% 100.0%
10,000人～29,999人 54.4% 5.3% 7.0% 22.8% 10.5% 100.0%
～9,999人 27.1% 11.9% 10.2% 25.4% 25.4% 100.0%
計 65.0% 7.4% 3.7% 12.6% 11.2% 100.0%

71.9% 6.0% 3.1% 10.2% 8.8% 100.0%
73.9% 5.6% 2.8% 9.6% 8.0% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

93.6%

94.7%

95.7%

94.6%

94.7%

87.3%

69.5%

54.4%

27.1%

65.0%

71.9%

73.9%

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

1.3%

4.9%

8.4%

5.3%

11.9%

7.4%

6.0%

5.6%

0.0%

5.3%

0.0%

0.0%

0.7%

1.0%

1.5%

7.0%

10.2%

3.7%

3.1%

2.8%

4.3%

0.0%

0.0%

5.4%

2.7%

4.9%

8.4%

22.8%

25.4%

12.6%

10.2%

9.6%

0.0%

0.0%

2.1%

0.0%

0.7%

2.0%

12.2%

10.5%

25.4%

11.2%

8.8%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③総合計画（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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都市計画法に基づく「都市計画マスタープラン」では、都道府県及び市町村

（特別区含む。）の人口規模が小さくなるに従い、調和・連携の割合が低くな

る傾向が見られた。 

 

表 143「都市計画マスタープラン」 

 

 

図 161「都市計画マスタープラン」 

 

  

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

39 3 1 4 0 47
14 3 1 1 0 19
33 12 0 2 0 47
24 8 1 4 0 37

110 26 3 11 0 150
100,000人～ 57 29 1 13 2 102
30,000人～99,999人 40 54 3 17 17 131
10,000人～29,999人 10 9 8 21 9 57
～9,999人 1 4 14 22 18 59
計 108 96 26 73 46 349

179 119 28 80 46 452
218 122 29 84 46 499

83.0% 6.4% 2.1% 8.5% 0.0% 100.0%
73.7% 15.8% 5.3% 5.3% 0.0% 100.0%
70.2% 25.5% 0.0% 4.3% 0.0% 100.0%
64.9% 21.6% 2.7% 10.8% 0.0% 100.0%
73.3% 17.3% 2.0% 7.3% 0.0% 100.0%

100,000人～ 55.9% 28.4% 1.0% 12.7% 2.0% 100.0%
30,000人～99,999人 30.5% 41.2% 2.3% 13.0% 13.0% 100.0%
10,000人～29,999人 17.5% 15.8% 14.0% 36.8% 15.8% 100.0%
～9,999人 1.7% 6.8% 23.7% 37.3% 30.5% 100.0%
計 30.9% 27.5% 7.4% 20.9% 13.2% 100.0%

39.6% 26.3% 6.2% 17.7% 10.2% 100.0%
43.7% 24.4% 5.8% 16.8% 9.2% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

83.0%

73.7%

70.2%

64.9%

73.3%

55.9%

30.5%

17.5%

1.7%

30.9%

39.6%

43.7%

6.4%

15.8%

25.5%

21.6%

17.3%

28.4%

41.2%

15.8%

6.8%

27.5%

26.3%

24.4%

2.1%

5.3%

0.0%

2.7%

2.0%

1.0%

2.3%

14.0%

23.7%

7.4%

6.2%

5.8%

8.5%

5.3%

4.3%

10.8%

7.3%

12.7%

13.0%

36.8%

37.3%

20.9%

17.7%

16.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.0%

13.0%

15.8%

30.5%

13.2%

10.2%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③都市計画法に基づく「都市計画マスタープラン」（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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農業振興地域の整備に関する法律に基づく「農業振興地域整備計画」では、

調和・連携の割合が指定都市で８団体（42.1％）と最も高く、次いで都道府県

が 18 団体（38.3％）であった。 

 

表 144「農業振興地域整備計画」 

 
 

図 162「農業振興地域整備計画」 

  

  

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

18 7 15 6 1 47
8 7 1 3 0 19

12 20 7 7 1 47
11 12 8 6 0 37
49 46 31 22 2 150

100,000人～ 16 36 24 21 5 102
30,000人～99,999人 16 58 13 27 17 131
10,000人～29,999人 6 15 2 24 10 57
～9,999人 4 8 8 23 16 59
計 42 117 47 95 48 349

73 156 63 111 49 452
91 163 78 117 50 499

38.3% 14.9% 31.9% 12.8% 2.1% 100.0%
42.1% 36.8% 5.3% 15.8% 0.0% 100.0%
25.5% 42.6% 14.9% 14.9% 2.1% 100.0%
29.7% 32.4% 21.6% 16.2% 0.0% 100.0%
32.7% 30.7% 20.7% 14.7% 1.3% 100.0%

100,000人～ 15.7% 35.3% 23.5% 20.6% 4.9% 100.0%
30,000人～99,999人 12.2% 44.3% 9.9% 20.6% 13.0% 100.0%
10,000人～29,999人 10.5% 26.3% 3.5% 42.1% 17.5% 100.0%
～9,999人 6.8% 13.6% 13.6% 39.0% 27.1% 100.0%
計 12.0% 33.5% 13.5% 27.2% 13.8% 100.0%

16.2% 34.5% 13.9% 24.6% 10.8% 100.0%
18.2% 32.7% 15.6% 23.4% 10.0% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

38.3%

42.1%

25.5%

29.7%

32.7%

15.7%

12.2%

10.5%

6.8%

12.0%

16.2%

18.2%

14.9%

36.8%

42.6%

32.4%

30.7%

35.3%

44.3%

26.3%

13.6%

33.5%

34.5%

32.7%

31.9%

5.3%

14.9%

21.6%

20.7%

23.5%

9.9%

3.5%

13.6%

13.5%

13.9%

15.6%

12.8%

15.8%

14.9%

16.2%

14.7%

20.6%

20.6%

42.1%

39.0%

27.2%

24.6%

23.4%

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

1.3%

4.9%

13.0%

17.5%

27.1%

13.8%

10.8%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③農業振興地域の整備に関する法律に基づく「農業振興地域整備計画」（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく「低炭素まちづくり計画」で

は、調和・連携の割合が指定都市で４団体（21.1％）と最も高かった。 

 

表 145「低炭素まちづくり計画」 

 
 

図 163「低炭素まちづくり計画」 

  

 

農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

3 2 32 9 1 47
4 0 13 1 1 19
6 1 35 4 1 47
6 0 24 7 0 37

19 3 104 21 3 150
100,000人～ 9 2 77 10 4 102
30,000人～99,999人 4 9 82 19 17 131
10,000人～29,999人 2 3 22 22 8 57
～9,999人 1 2 17 21 18 59
計 16 16 198 72 47 349

32 17 270 84 49 452
35 19 302 93 50 499

6.4% 4.3% 68.1% 19.1% 2.1% 100.0%
21.1% 0.0% 68.4% 5.3% 5.3% 100.0%
12.8% 2.1% 74.5% 8.5% 2.1% 100.0%
16.2% 0.0% 64.9% 18.9% 0.0% 100.0%
12.7% 2.0% 69.3% 14.0% 2.0% 100.0%

100,000人～ 8.8% 2.0% 75.5% 9.8% 3.9% 100.0%
30,000人～99,999人 3.1% 6.9% 62.6% 14.5% 13.0% 100.0%
10,000人～29,999人 3.5% 5.3% 38.6% 38.6% 14.0% 100.0%
～9,999人 1.7% 3.4% 28.8% 35.6% 30.5% 100.0%
計 4.6% 4.6% 56.7% 20.6% 13.5% 100.0%

7.1% 3.8% 59.7% 18.6% 10.8% 100.0%
7.0% 3.8% 60.5% 18.6% 10.0% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

6.4%

21.1%

12.8%

16.2%

12.7%

8.8%

3.1%

3.5%

1.7%

4.6%

7.1%

7.0%

4.3%

0.0%

2.1%

0.0%

2.0%

2.0%

6.9%

5.3%

3.4%

4.6%

3.8%

3.8%

68.1%

68.4%

74.5%

64.9%

69.3%

75.5%

62.6%

38.6%

28.8%

56.7%

59.7%

60.5%

19.1%

5.3%

8.5%

18.9%

14.0%

9.8%

14.5%

38.6%

35.6%

20.6%

18.6%

18.6%

2.1%

5.3%

2.1%

0.0%

2.0%

3.9%

13.0%

14.0%

30.5%

13.5%

10.8%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく「低炭素まちづくり計画」（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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に関する法律に基づく「基本計画」では、回答した団体のうちいずれの団体区

分でも計画を策定していない団体が多かった。 

 

表 146 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電

の促進に関する法律に基づく「基本計画」 

 
 

図 164 農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電

の促進に関する法律に基づく「基本計画」 

 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく「地域公共交通網形成

計画」では、調和・連携の割合が指定都市で７団体（36.8％）と最も高かっ

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

1 4 12 11 19 47
0 0 2 1 16 19
1 3 13 4 26 47
0 4 10 7 16 37
2 11 37 23 77 150

100,000人～ 2 15 30 9 46 102
30,000人～99,999人 1 21 38 19 52 131
10,000人～29,999人 0 5 15 21 16 57
～9,999人 2 2 13 20 22 59
計 5 43 96 69 136 349

6 50 121 81 194 452
7 54 133 92 213 499

2.1% 8.5% 25.5% 23.4% 40.4% 100.0%
0.0% 0.0% 10.5% 5.3% 84.2% 100.0%
2.1% 6.4% 27.7% 8.5% 55.3% 100.0%
0.0% 10.8% 27.0% 18.9% 43.2% 100.0%
1.3% 7.3% 24.7% 15.3% 51.3% 100.0%

100,000人～ 2.0% 14.7% 29.4% 8.8% 45.1% 100.0%
30,000人～99,999人 0.8% 16.0% 29.0% 14.5% 39.7% 100.0%
10,000人～29,999人 0.0% 8.8% 26.3% 36.8% 28.1% 100.0%
～9,999人 3.4% 3.4% 22.0% 33.9% 37.3% 100.0%
計 1.4% 12.3% 27.5% 19.8% 39.0% 100.0%

1.3% 11.1% 26.8% 17.9% 42.9% 100.0%
1.4% 10.8% 26.7% 18.4% 42.7% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

1.3%

2.0%

0.8%

0.0%

3.4%

1.4%

1.3%

1.4%

8.5%

0.0%

6.4%

10.8%

7.3%

14.7%

16.0%

8.8%

3.4%

12.3%

11.1%

10.8%

25.5%

10.5%

27.7%

27.0%

24.7%

29.4%

29.0%

26.3%

22.0%

27.5%

26.8%

26.7%

23.4%

5.3%

8.5%

18.9%

15.3%

8.8%

14.5%

36.8%

33.9%

19.8%

17.9%

18.4%

40.4%

84.2%

55.3%

43.2%

51.3%

45.1%

39.7%

28.1%

37.3%

39.0%

42.9%

42.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律

に基づく「基本計画」（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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た。 

 

表 147「地域公共交通網形成計画」 

 
 

図 165「地域公共交通網形成計画」 

 

 

  

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

9 4 25 8 1 47
7 0 8 2 2 19

12 3 25 7 0 47
9 4 16 8 0 37

37 11 74 25 3 150
100,000人～ 14 15 53 16 4 102
30,000人～99,999人 8 21 57 27 18 131
10,000人～29,999人 3 5 18 23 8 57
～9,999人 2 2 17 22 16 59
計 27 43 145 88 46 349

55 50 194 105 48 452
64 54 219 113 49 499

19.1% 8.5% 53.2% 17.0% 2.1% 100.0%
36.8% 0.0% 42.1% 10.5% 10.5% 100.0%
25.5% 6.4% 53.2% 14.9% 0.0% 100.0%
24.3% 10.8% 43.2% 21.6% 0.0% 100.0%
24.7% 7.3% 49.3% 16.7% 2.0% 100.0%

100,000人～ 13.7% 14.7% 52.0% 15.7% 3.9% 100.0%
30,000人～99,999人 6.1% 16.0% 43.5% 20.6% 13.7% 100.0%
10,000人～29,999人 5.3% 8.8% 31.6% 40.4% 14.0% 100.0%
～9,999人 3.4% 3.4% 28.8% 37.3% 27.1% 100.0%
計 7.7% 12.3% 41.5% 25.2% 13.2% 100.0%

12.2% 11.1% 42.9% 23.2% 10.6% 100.0%
12.8% 10.8% 43.9% 22.6% 9.8% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

19.1%

36.8%

25.5%

24.3%

24.7%

13.7%

6.1%

5.3%

3.4%

7.7%

12.2%

12.8%

8.5%

0.0%

6.4%

10.8%

7.3%

14.7%

16.0%

8.8%

3.4%

12.3%

11.1%

10.8%

53.2%

42.1%

53.2%

43.2%

49.3%

52.0%

43.5%

31.6%

28.8%

41.5%

42.9%

43.9%

17.0%

10.5%

14.9%

21.6%

16.7%

15.7%

20.6%

40.4%

37.3%

25.2%

23.2%

22.6%

2.1%

10.5%

0.0%

0.0%

2.0%

3.9%

13.7%

14.0%

27.1%

13.2%

10.6%

9.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく「地域公共交通網形成計画」

（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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公共施設等総合管理計画では、調和・連携の割合が指定都市で７団体

（36.8％）と最も高く、次いで都道府県が 14 団体（29.8％）であった。 

 

表 148「公共施設等総合管理計画」 

 
 

図 166「公共施設等総合管理計画」

  

  

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

14 8 12 12 1 47
7 4 2 5 1 19
9 15 13 8 2 47
5 14 10 8 0 37

35 41 37 33 4 150
100,000人～ 8 41 30 17 6 102
30,000人～99,999人 13 37 38 24 19 131
10,000人～29,999人 1 4 15 29 8 57
～9,999人 5 3 13 22 16 59
計 27 85 96 92 49 349

48 118 121 113 52 452
62 126 133 125 53 499

29.8% 17.0% 25.5% 25.5% 2.1% 100.0%
36.8% 21.1% 10.5% 26.3% 5.3% 100.0%
19.1% 31.9% 27.7% 17.0% 4.3% 100.0%
13.5% 37.8% 27.0% 21.6% 0.0% 100.0%
23.3% 27.3% 24.7% 22.0% 2.7% 100.0%

100,000人～ 7.8% 40.2% 29.4% 16.7% 5.9% 100.0%
30,000人～99,999人 9.9% 28.2% 29.0% 18.3% 14.5% 100.0%
10,000人～29,999人 1.8% 7.0% 26.3% 50.9% 14.0% 100.0%
～9,999人 8.5% 5.1% 22.0% 37.3% 27.1% 100.0%
計 7.7% 24.4% 27.5% 26.4% 14.0% 100.0%

10.6% 26.1% 26.8% 25.0% 11.5% 100.0%
12.4% 25.3% 26.7% 25.1% 10.6% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

29.8%

36.8%

19.1%

13.5%

23.3%

7.8%

9.9%

1.8%

8.5%

7.7%

10.6%

12.4%

17.0%

21.1%

31.9%

37.8%

27.3%

40.2%

28.2%

7.0%

5.1%

24.4%

26.1%

25.3%

25.5%

10.5%

27.7%

27.0%

24.7%

29.4%

29.0%

26.3%

22.0%

27.5%

26.8%

26.7%

25.5%

26.3%

17.0%

21.6%

22.0%

16.7%

18.3%

50.9%

37.3%

26.4%

25.0%

25.1%

2.1%

5.3%

4.3%

0.0%

2.7%

5.9%

14.5%

14.0%

27.1%

14.0%

11.5%

10.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③公共施設等総合管理計画（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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環境モデル都市アクションプランでは、調和・連携の割合が指定都市で５団

体（26.3％）と最も高かった。 

 

表 149 環境モデル都市アクションプラン 

 
 

図 167 環境モデル都市アクションプラン 

 

  

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

0 1 35 11 0 47
5 0 12 1 1 19
4 1 36 4 2 47
1 0 29 7 0 37

10 2 112 23 3 150
100,000人～ 3 5 79 9 6 102
30,000人～99,999人 3 11 81 19 17 131
10,000人～29,999人 2 2 23 21 9 57
～9,999人 2 3 17 20 17 59
計 10 21 200 69 49 349

20 22 277 81 52 452
20 23 312 92 52 499

0.0% 2.1% 74.5% 23.4% 0.0% 100.0%
26.3% 0.0% 63.2% 5.3% 5.3% 100.0%
8.5% 2.1% 76.6% 8.5% 4.3% 100.0%
2.7% 0.0% 78.4% 18.9% 0.0% 100.0%
6.7% 1.3% 74.7% 15.3% 2.0% 100.0%

100,000人～ 2.9% 4.9% 77.5% 8.8% 5.9% 100.0%
30,000人～99,999人 2.3% 8.4% 61.8% 14.5% 13.0% 100.0%
10,000人～29,999人 3.5% 3.5% 40.4% 36.8% 15.8% 100.0%
～9,999人 3.4% 5.1% 28.8% 33.9% 28.8% 100.0%
計 2.9% 6.0% 57.3% 19.8% 14.0% 100.0%

4.4% 4.9% 61.3% 17.9% 11.5% 100.0%
4.0% 4.6% 62.5% 18.4% 10.4% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

0.0%

26.3%

8.5%

2.7%

6.7%

2.9%

2.3%

3.5%

3.4%

2.9%

4.4%

4.0%

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

1.3%

4.9%

8.4%

3.5%

5.1%

6.0%

4.9%

4.6%

74.5%

63.2%

76.6%

78.4%

74.7%

77.5%

61.8%

40.4%

28.8%

57.3%

61.3%

62.5%

23.4%

5.3%

8.5%

18.9%

15.3%

8.8%

14.5%

36.8%

33.9%

19.8%

17.9%

18.4%

0.0%

5.3%

4.3%

0.0%

2.0%

5.9%

13.0%

15.8%

28.8%

14.0%

11.5%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③環境モデル都市アクションプラン（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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環境未来都市計画では、調和・連携の割合が指定都市で２団体（10.5％）と

最も高かった。 

 

表 150 環境未来都市計画

  
 

図 168 環境未来都市計画 

 

  

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

0 1 36 10 0 47
2 0 15 1 1 19
2 1 39 3 2 47
1 0 30 6 0 37
5 2 120 20 3 150

100,000人～ 0 4 83 9 6 102
30,000人～99,999人 0 12 83 19 17 131
10,000人～29,999人 0 2 25 22 8 57
～9,999人 0 3 19 20 17 59
計 0 21 210 70 48 349

5 22 294 80 51 452
5 23 330 90 51 499

0.0% 2.1% 76.6% 21.3% 0.0% 100.0%
10.5% 0.0% 78.9% 5.3% 5.3% 100.0%
4.3% 2.1% 83.0% 6.4% 4.3% 100.0%
2.7% 0.0% 81.1% 16.2% 0.0% 100.0%
3.3% 1.3% 80.0% 13.3% 2.0% 100.0%

100,000人～ 0.0% 3.9% 81.4% 8.8% 5.9% 100.0%
30,000人～99,999人 0.0% 9.2% 63.4% 14.5% 13.0% 100.0%
10,000人～29,999人 0.0% 3.5% 43.9% 38.6% 14.0% 100.0%
～9,999人 0.0% 5.1% 32.2% 33.9% 28.8% 100.0%
計 0.0% 6.0% 60.2% 20.1% 13.8% 100.0%

1.1% 4.9% 65.0% 17.7% 11.3% 100.0%
1.0% 4.6% 66.1% 18.0% 10.2% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

0.0%

10.5%

4.3%

2.7%

3.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

1.0%

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

1.3%

3.9%

9.2%

3.5%

5.1%

6.0%

4.9%

4.6%

76.6%

78.9%

83.0%

81.1%

80.0%

81.4%

63.4%

43.9%

32.2%

60.2%

65.0%

66.1%

21.3%

5.3%

6.4%

16.2%

13.3%

8.8%

14.5%

38.6%

33.9%

20.1%

17.7%

18.0%

0.0%

5.3%

4.3%

0.0%

2.0%

5.9%

13.0%

14.0%

28.8%

13.8%

11.3%

10.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人）
n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人）
n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③環境未来都市計画（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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その他の行政計画では、調和・連携の割合が都道府県で９団体（19.1％）と

最も高く、次いで指定都市で３団体（15.8％）であった。 

 

表 151 その他の行政計画 

  

＜その他の主な回答＞ 

・ 一般廃棄物処理基本計画 

 

図 169  その他の行政計画 

  

項目 区分 人口規模 図られている 図られていない
当該計画を策定して

いない
不明 無回答 対象団体数

9 0 4 15 19 47
3 0 2 3 11 19
4 1 14 4 24 47
0 1 9 11 16 37

16 2 29 33 70 150
100,000人～ 4 1 26 25 46 102
30,000人～99,999人 5 7 19 39 61 131
10,000人～29,999人 2 1 7 22 25 57
～9,999人 0 1 8 23 27 59
計 11 10 60 109 159 349

18 12 85 127 210 452
27 12 89 142 229 499

19.1% 0.0% 8.5% 31.9% 40.4% 100.0%
15.8% 0.0% 10.5% 15.8% 57.9% 100.0%
8.5% 2.1% 29.8% 8.5% 51.1% 100.0%
0.0% 2.7% 24.3% 29.7% 43.2% 100.0%

10.7% 1.3% 19.3% 22.0% 46.7% 100.0%
100,000人～ 3.9% 1.0% 25.5% 24.5% 45.1% 100.0%
30,000人～99,999人 3.8% 5.3% 14.5% 29.8% 46.6% 100.0%
10,000人～29,999人 3.5% 1.8% 12.3% 38.6% 43.9% 100.0%
～9,999人 0.0% 1.7% 13.6% 39.0% 45.8% 100.0%
計 3.2% 2.9% 17.2% 31.2% 45.6% 100.0%

4.0% 2.7% 18.8% 28.1% 46.5% 100.0%
5.4% 2.4% 17.8% 28.5% 45.9% 100.0%

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

19.1%

15.8%

8.5%

0.0%

10.7%

3.9%

3.8%

3.5%

0.0%

3.2%

4.0%

5.4%

0.0%

0.0%

2.1%

2.7%

1.3%

1.0%
5.3%

1.8%

1.7%

2.9%

2.7%

2.4%

8.5%

10.5%

29.8%

24.3%

19.3%

25.5%

14.5%

12.3%

13.6%

17.2%

18.8%

17.8%

31.9%

15.8%

8.5%

29.7%

22.0%

24.5%

29.8%

38.6%

39.0%

31.2%

28.1%

28.5%

40.4%

57.9%

51.1%

43.2%

46.7%

45.1%

46.6%

43.9%

45.8%

45.6%

46.5%

45.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q2-2（８）③その他（n=499）

図られている 図られていない 当該計画を策定していない 不明 無回答
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④他の行政計画に基づく個別の事業（道路事業、団地造成、再開発事業等）と地

球温暖化対策との調和・連携 

 他の行政計画に基づく個別の事業（道路事業、団地造成、再開発事業等）と地

球温暖化対策との調和・連携について、「図られている」との回答は 201 団体

（40.3％）であった。 

 

表 152 

 

 

図 170 

 

 

 

 

  

団体数 割合

201 40.3%
250 50.1%
48 9.6%

図られている
図られていない
無回答

地球温暖化対策との調和、連携

40.3%

50.1%

9.6%

Q２-２（８）④他の行政計画に基づく個別の事業（道路事業、団地造

成、再開発事業等）の地球温暖化対策との調和、連携（n=499）

図られている

図られていない

無回答
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（３）地方公共団体実行計画（区域施策編）の進行管理の仕組

み 

１）地方公共団体実行計画（区域施策編）を協議・審議する場 

計画の進行管理を協議・審議する場として、「環境審議会」が253団体（50.7％）

と最も多い。次いで、「関係各課等で構成される庁内組織」が 217 団体（43.5％）

であった。また「協議・審議する場はない」との回答も 40 団体（8.0％）あった。 

 

表 153 

 

 

図 171 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 庁外の有識者、市民、企業関係者等で構成される委員会 

・ 市民会議 

・ 庁内の関係者で構成される委員会 

・ 担当職員間での会議 

・ 外部委託業者との会議  

団体数 割合

地方公共団体実行計画協議会 30 6.0%

地球温暖化対策地域協議会 56 11.2%

環境審議会 253 50.7%
関係各課等で構成される庁内組織 217 43.5%

その他 66 13.2%

協議・審議する場はない 40 8.0%

不明 22 4.4%

協議・審議した場

50.7%

43.5%

11.2%

6.0%

13.2%

8.0%

4.4%

環境審議会

関係各課等で構成される庁内組織

地球温暖化対策地域協議会

地方公共団体実行計画協議会

その他

協議・審議する場はない

不明

0% 20% 40% 60%

Q２-３（１）実行計画（区域施策編）の進行管理を協議・

審議する場（n=499）
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２）地方公共団体実行計画（区域施策編）を協議・審議する場のメンバー 

計画の進捗状況を協議・審議する場のメンバーとしては、「部局内担当者」と

「庁内の関係部局担当者」がそれぞれ 281 団体（56.3％）、276 団体（55.3％）

と多かった。次いで、「環境審議会」が 243 団体（48.7％）、「住民代表」と「外

部の学識経験者」がそれぞれ 198 団体（39.7％）、196 団体（39.3％）と多く、

庁内外の関係者を体制に含めている団体が多かった。 

 

表 154 

 

 

図 172 

 

 

団体数 割合

部局内担当者 281 56.3%
庁内の関係部局担当者 276 55.3%

環境審議会 243 48.7%
NPO等 114 22.8%

住民代表 198 39.7%
地元の企業担当者 170 34.1%

外部の学識経験者 196 39.3%
計画原案を委託した外部業者 27 5.4%

その他 52 10.4%
協議・審議する場はない 31 6.2%

不明 21 4.2%

協議・審議した場

56.3%

55.3%

48.7%

39.7%

39.3%

34.1%

22.8%

5.4%

10.4%

6.2%

4.2%

部局内担当者

庁内の関係部局担当者

環境審議会

住民代表

外部の学識経験者

地元の企業担当者

NPO等

計画原案を委託した外部業者

その他

協議・審議する場はない

不明

0% 20% 40% 60%

Q２-３（２）実行計画（区域施策編）の進捗状況を協議

・審議する場のメンバー（n=499）
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＜その他の主な回答＞ 

・ 関係行政機関、関係団体の職員 

・ 他の地方公共団体職員 

・ 都道府県の職員 

・ 地球温暖化防止活動推進員 

・ 事業者 
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（４）地方公共団体実行計画（区域施策編）に関する吸収源対

策の取組状況 

１）吸収源対策の取組状況 

「地方公共団体実行計画（区域施策編）に位置付けて、取り組んでいる」吸収

源対策の取組のうち、「都市緑化等の推進」が 219 団体（6.5％）、「森林吸収源対

策」が 185 団体（5.4％）であった。 

また、「地方公共団体実行計画（区域施策編）に位置付けていないが、取り組

んでいる」取組は、「都市緑化等の推進」が 171 団体（5.0%）、「森林吸収源対策」

が 121 団体（3.6%）であった。 

 

表 155 

 

 

図 173 【再掲】 

 

  

森林吸収源
対策

農地土壌炭

素吸収源対
策
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森林吸収源

対策

農地土壌炭

素吸収源対
策

都市緑化等
の推進

その他

185 40 219 9 5.4% 1.2% 6.5% 0.3%

121 47 171 7 3.6% 1.4% 5.0% 0.2%

964 1122 864 755 28.4% 33.0% 25.4% 22.2%

300 354 310 397 8.8% 10.4% 9.1% 11.7%
1,825 1,832 1,831 2,227 53.8% 54.0% 53.9% 65.6%

団体数 割合

実行計画（区域施策編）に位置付けて、取

り組んでいる
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不明
無回答
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森林吸収源対策

農地土壌炭素吸収源対策

都市緑化等の推進

その他

Q２-４（１）吸収源対策の取組状況（n=3,395）

実行計画（区域施策編）に位置付けて、取り組んでいる

実行計画（区域施策編）に位置付けていないが、取り組んでいる

取り組んでいない

不明

無回答
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＜その他の主な回答＞ 

・ 県産木材の利用促進 

 

２）地方公共団体実行計画（区域施策編）に「位置付けている」該当部分の概要 

表 156（１／７） 

  

都道府県

名
団体名 実行計画（区域施策編）に位置付けている部分の概要

北海道 北海道

・森林の重視すべき機能（水土保全、生態系保全など）等に応じて、間伐や複層林の造成などの森林整備を着

実に推進するとともに、保安林の適切な管理・保全を推進します。 ・森林の持つ二酸化炭素の吸収作用・貯蔵作
用に関する理解を深めるため、情報提供を進めるとともに、地域住民の参加と民間団体など多様な主体による森

林づくりを促進します。

北海道 札幌市

計画的な森林の保全を推進します。市民や企業と連携して、植樹などのみどりづくりを推進します。再開発など

による民有地の緑化を促進します。等 【成果指標】保全されているみどりの面積：現状値（2012年）21,422ha→目
標値（2030年）21,800ha

北海道 函館市 施策の柱に緑化等の推進を掲げて公園・緑地や森林の整備等を実施している。

北海道 旭川市 基本方針のひとつに「緑あふれるコンパクトなまちづくりの推進」を掲げ，緑地保全対策を盛り込んでいる。
北海道 苫小牧市 2017年度までに23万本植樹により168ｔ-CO2/年削減

北海道 恵庭市 森林の保全、公園緑地等の整備ほか

北海道 北広島市

1)公共用地の緑化推進：公共の場である市の施設や公園の緑化を推進します。また、街路樹の植栽、補植によ

り緑化を進めます。 2)民有地の緑地保全等：緑化協議を継続し、事業所敷地内の緑化を促進します。 3)緑化活
動への支援：緑化事業を行う市民等に対して必要な支援を行い、市民参加による植樹を行います。 4)環境保全

型農業の推進：環境に配慮した営農活動に対する支援を行い、環境保全型農業を推進します。 5)農地の多面的
機能維持の推進：農地の多面的機能を維持するための活動に対する支援を行い、農地・農業資源の維持を図り

ます。 6)森林ボランティアへの支援：森林整備の一端を担う森林ボランティアへの支援を行います。

北海道
上富良野

町

上富良野町の二酸化炭素排出量は、1990年（平成2年）において町民一人あたり6.3ｔ-ＣＯ2/人です。2020年（平

成32年）の目標排出量を5.94ｔ-ＣＯ2/人にします。

青森県 青森県
二酸化炭素吸収源としての森林の役割を発揮させるため、効率的、低コストな間伐モデルの普及を図るとともに

森林所有者への施業提案等を行う技術者を育成するなど、森林の適切な維持・管理のための間伐促進を図る。
青森県 八戸市 森林整備の推進 都市の緑化推進

青森県 外ヶ浜町 植樹など、緑化運動の推進、事業所内の緑化。

岩手県 岩手県
平成25年９月に「特定間伐等の実施の促進に関する基本方針」を策定し、本件の民有林における森林整備の目

標を定めて健全な歴史の整備を進めていく。

岩手県 盛岡市

・森林組合や市民・事業者等との連携のもと，地域の森林資源の保全・整備に努める。 ・森林の整備需要を喚起

するため，資産材の利活用の拡大を図る。 ・市街地の特性に応じて，今ある緑を適正な維持管理により守るとと
もに，新たな緑を育て，身近にある緑を活用することで，くらしの中に温暖化防止の意識の定着を図る。

宮城県 宮城県 森林吸収量を，2020年（平成32年）で80万tとする。

宮城県 仙台市

【森林吸収源対策】みどりの総量など自然環境が持つ機能に関わる基礎情報等を把握するとともに、民有林や

市有林の適切な維持管理を支援・実施する。 【都市緑化等の推進】環境法令、都市計画や開発関連法令等の
適正な運用、市民参加の維持管理活動などにより、自然環境を保全する。

秋田県 秋田県 「秋田県水と緑の基本計画」に基づき、二酸化炭素を吸収する森林の健全な整備・保全を推進します。

山形県 山形県
二酸化炭素の森林吸収量を確保するため、間伐や人口林育成などの計画的な森林整備や保安林の適正な管

理を図っていくとともに、持続可能な森林経営を推進します。　等

山形県 高畠町
間伐や植林をします　10年後の目標　間伐　針葉樹（杉　40年生）１，３６０ｔ、植林　針葉樹（杉）３２５ｔ、合計１，６

８５ｔ

福島県 福島県
森林による二酸化炭素吸収量を確保するため、森林整備を着実に推進するなど、地球温暖化対策に向けた関連

施策に取り組みます。
福島県 福島市 育成林整備面積を平成32年度までに690haとする。

福島県
会津若松
市

森林吸収源対策として、目標年度（平成35年度）までのバイオマス利用目標値と取組方針を定め、下水汚泥や
間伐材などの活用を進めていく。

福島県 いわき市
炭素循環を回復するため、適切な森林整備（間伐、植林）を実施するなどして、二酸化炭素吸収量の増大を図
る。

茨城県 茨城県
間伐等の森林整備や県産材の利用促進を図ることにより，林業の活性化に貢献するとともに，二酸化炭素の吸
収源対策を推進します。

茨城県 日立市 森林吸収源対策として、2020年度までに1,030ｈaの間伐を実施する。

茨城県
常陸太田

市

・市産材を利用する市民へ助成を実施することで，市産材の利用促進を図る。 ・適切な間伐・枝打ち等の森林整

備を推進し，関係機関との連携により里地里山等の保全・管理を図る。 ・緑化に関する制度の充実を図る。

茨城県 北茨城市

森林の二酸化炭素吸収機能を向上させるため、間伐、下刈り、植林等を実施するなど森林の保全・管理を推進し

ます。 公園整備に当たっては、適切な管理及び新たな緑地空間の整備を進めます。 所有地内の樹木や生け垣
など緑の保存を推進します。 公共施設に緑のカーテンを設置するなど、緑の有効活用を推進します。

茨城県 つくば市 ４つの分野に分けて全32施策を実施

茨城県
常陸大宮

市
造林・間伐等実施事業等の推進による森林の整備・保全など，森林の二酸化炭素吸収機能の向上に努める。

栃木県 栃木県
森林吸収源対策として ①県内民有林における間伐面積を2020年まで毎年5,250ha／年確保する。 ②皆伐後の

再造林面積を2020年に335h確保する。
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表 157（２／７） 

  

都道府県

名
団体名 実行計画（区域施策編）に位置付けている部分の概要

栃木県 宇都宮市 都市緑化等の推進として，市民一人あたりの都市公園面積３４年までに13.0㎡/ｍとする

栃木県 鹿沼市 森林の保全と創出、平地林の保全と創出、農地の保全と創出、都市の緑化の推進

栃木県 大田原市

省エネルギー・省資源の推進として、平成37年度まで住宅用太陽光発電システム設置費補助件数　年間100件

交通対策として、平成37年度までクリーンエネルギー自動車購入費補助件数　年間12件 廃棄物の減量化及び

リサイクルの推進として、平成37年度までに厨芥ごみ処理器設置費補助件数　年間30件 CO2吸収源確保とし

て、平成37年度まで生垣づくり補助件数　年間20件

栃木県
那須塩原

市
平成32年度までに森林吸収源対策で16.8千t-CO2を見込む。

群馬県 群馬県 間伐等の森林整備・保全により、森林の二酸化炭素吸収を促進し、大気中の二酸化炭素の低減を図ります。

埼玉県 埼玉県

 本県は、県土面積の約３分の１を森林が占めており、豊かな森林資源に恵まれています。森林は、木材の生産

という経済的な役割を担うほか、ＣＯ2を吸収・貯蔵するとともに、水や生態系を育むなど様々な恵みをもたらして

くれます。 　ＣＯ2吸収源対策として大きな効果のある森林の整備・保全について、林業の振興や県民参加による

取組、木材利用の拡大などを通じて積極的に取り組んでいきます。

埼玉県
さいたま

市
公園・緑地の保全・整備、市街地の緑化の推進

埼玉県 川越市
保存樹林指定面積、市民の森指定面積、保存樹林指定本数、屋上・壁面緑化補助件数、生け垣補助件数、緑

のカーテン実施件数

埼玉県 熊谷市 良好な都市環境の形成のために都市緑化の保全・創出に努めます。

埼玉県 川口市

エコライフDAYの取り組みの拡大 建物、設備、機器の省エネルギー化と再生可能エネルギー利用の促進 低公

害車と公共交通機関、自転車利用を主体とした持続可能な交通・移動体系の構築 水と緑のネットワーク化と風

の道づくり 協働による取り組みの推進 低炭素都市づくりの具体化に向けた調査・計画の策定

埼玉県 秩父市 特になし

埼玉県 所沢市
・みどりの保全や市街地の緑化を行い、二酸化炭素の吸収源の確保に努めます。 ・農地を保全するとともに、地

産地消を推進します。

埼玉県 春日部市
公共空間の緑化や、河川林の保全・再生を進めます。駐車場の緑化を進めます。街路樹や緑道の整備等による

つながりのある緑の道を創出します。

埼玉県 草加市 屋上緑化や壁面緑化の推進、みどりのカーテンの普及など、まちの低炭素化に貢献する緑化を推進します。

埼玉県 越谷市 市街地の緑化、緑地保全の推進として、屋敷林や農地の保全等を行っている。

埼玉県 戸田市
CO2吸収源対策として、重点プロジェクトに「とだの緑化プロジェクト」を設定し、緑化補助金制度を充実すること

などを通して、市内緑化の推進を図る。

埼玉県 和光市
計画内に削減ポテンシャル量を定め、施策　都市緑地等の推進の中で、緑地の保全として、市内緑地が適切に

管理されている割合　約14ｔ-CO2／年を記している。

埼玉県 新座市
開発行為等において敷地内の緑化に努める。 農地を生産緑地に指定する。 緑地を市民憩いの森として整備す

る。

埼玉県 久喜市 樹木・樹林の保存、生垣設置の奨励、市民への苗木の配布

埼玉県 日高市 森林の保全とＣＯ２の削減に努めます

埼玉県 小川町 植林地の適切な管理、木材の有効利用の推進

千葉県 千葉県
・森林吸収源対策として平成４２年度までに６６千ｔCO２の吸収源を確保するための森林整備等 ・農地への炭素

貯留効果の高い堆肥施用などの推進、漁業環境の変化に対応した漁業・養殖業の推進などを行う。

千葉県 千葉市
・農業基本計画に基づく健全な森林づくりの推進 ・みどりと水辺の基本計画に基づく緑化の推進 ・地場木材の利

用促進対策の検討、実施

千葉県 市川市

都市緑化等の推進対策として、公共空間の緑化、美しいまち並み協定の支援、緑のカーテンの普及、生垣設置・

屋上緑化・駐車場緑化助成事業、工場緑化制度、宅地開発に伴う事前緑化協議について記載しており、目標とし

て平成32年度までに「緑の保全活動を行う市民団体の数を平成25年度の8団体より増加させる」「生垣設置助成

件数（累計）を平成25年度の386件より増加させる」を設定している。

千葉県 佐倉市
二酸化炭素の吸収作用の強化等のため、「街なかの緑の保全、整備、維持管理」や「農地、森林の保全」を取組

項目に位置付けている。

千葉県 習志野市 市民の取組として、植樹を心がけましょう。事業者の取組として、植樹、緑化を推進しましょう。

千葉県 市原市

ＣＯ２ の吸収源である森林において下刈・間伐などの保育作業を行うため、各種補助制度により森林整備の推

進を図る。 造林事業、森林整備事業、森林環境保全直接支援事業、被害森林再生、資源循環促進事業等を実

施している。

千葉県 鎌ケ谷市 都市公園整備事業の推進 公共施設の緑化を推進 道路緑化の推進

東京都 千代田区 地方と連携したCO2削減のための仕組みの活用

東京都 中央区
森林吸収源対策として、中央区の森（檜原村）を平成29年度までに、33.5ha整備する。 都市緑化等対策として、

緑化助成制度を推進する。

東京都 文京区
緑化対策・ヒートアイランド対策の取組みとして ・緑化対策として、生垣造成補助、グリーンカーテン案内等、みど

りの保護・育成の推進。 ・街路樹・植木帯のみどりの保全。

東京都 台東区
緑被率により、評価することとし、基準年度（平成２２年度）の12.3％から、平成３１年度までに14.5％まで増やしま

す

東京都 江東区
「江東区景観計画」に基づき、区民・事業者等とともに、区の豊かな水辺とみどりを活かしたうるおいのある都市景

観づくりに努める。

東京都 品川区 緑化を推進し、保存樹や植栽等を適切に管理し、CO2吸収源として大切に育てる

東京都 目黒区 みどりの保全・創出への取組み

東京都 大田区
森林吸収源対策:他自治体における森林整備を通じた二酸化炭素(CO2)吸収量の確保 都市緑化等への推進:緑

のカーテンの普及推進、生垣緑化の助成、屋上緑化・壁面緑化の助成
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都道府県

名
団体名 実行計画（区域施策編）に位置付けている部分の概要

東京都 世田谷区
緑化助成による屋上・壁面緑化等の支援 社会貢献、環境保全に貢献する企業緑地の認定制度等に関する情報

提供 地区計画、緑地協定による緑化の推進 緑化地域制度による新築・増改築時のみどりの保全・創出

東京都 板橋区 緑化指導による、民有地の緑化の推進

東京都 練馬区 都市緑化について、屋上緑化や壁面緑化の推進に取り組む。

東京都 足立区 樹木被覆率を28年度までに9.4%に増やす

東京都 葛飾区 区施設への緑のカーテン設置数：２５施設 学校への緑のカーテン設置数：２５校

東京都 江戸川区
江戸川や荒川などの流域の自治体や友好都市などと、森林整備と吸収量認定に関する協定等を結んで取り組

みを行う。

東京都 八王子市
森林吸収源対策として、36年度までに木質ペレットストーブの補助件数を110件にする。 農地土壌炭素吸収源対

策として、農地バンク制度の利用件数を20件にする。

東京都 府中市 カーボンオフセットの活用、農地の保全・活用、緑化活動の推進

東京都 昭島市 他の自治体などと連携してカーボン・オフセット事業を実施（指標：平成26年度）

東京都 小金井市 屋上・壁面緑化等の推進。街路樹等の緑化の整備、推進。

東京都 小平市 都市緑化等の推進として、計画期間中は、市内のあらゆる場所に毎年1,100本植樹する。

東京都 羽村市
平成30年度みどり率を28.3％とし、年平均0.2％減に抑制する 助成及び開発指導制度により平成30年度までに

48,150.82㎡緑化する、その他

東京都
あきる野

市

・緑を増やして二酸化炭素を吸収・固定しましょう 　森林の保全や適正管理、森林整備を進めましょう ・庭に樹木

をもう１本植えてみましょう

神奈川県 神奈川県
森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるため、森林の整備・保全を進めるとともに、県産木材の利用を推進

することにより、森林整備を促進する。

神奈川県 横浜市 緑の総量の維持、緑の質の充実、等

神奈川県 川崎市 2017年度までに行政が主体的に取り組む緑のインフラの保全と創出として約1,820haを目指す

神奈川県 相模原市 取組の柱のひとつである「いきいきとした森林の再生」の重点プロジェクトに「森林整備の実施」を掲げている。

神奈川県 鎌倉市 低炭素まちづくりに向けたハード整備として、「緑地の保全及び緑化を推進します。」と記述。

神奈川県 茅ヶ崎市 植栽帯やポケットパークの設置、緑化重点地区指定による緑化の推進

神奈川県 厚木市
森林吸収源対策として、平成28年度までに1,169haの森林を対象に整備を進める。 緑化意識の高揚を図るため、

みどりに親しむイベント等を年１回以上実施する。

新潟県 新潟県
吸収源対策は、森林整備及びまちの緑化を促進するため、森林・緑化整備を推進するとともに、森林経営の安

定と発展を促進します。

新潟県 新潟市 ・田園環境の保全・持続可能な利用 ・環境保全型農業の推進 ・緑化の計画的推進 ・森林の保全

新潟県 柏崎市 森林吸収資源対策として、新潟県の地域森林計画に基づき計画的な植樹活動等を推進する。

新潟県 十日町市

森林整備実績が減少傾向で推移すると、森林吸収能力は低下するおそれがあります。 現在と同様の吸収可能

量を維持するばかりでなく、さらに向上を図るためには、森林整備計画や里山エリア再生計画を着実に実行して

いくことが重要となります。

新潟県 上越市
・森林整備計画に基づき森林整備を進める。市民には、森林整備や保全の取組への参加や理解を促す。 ・別途

策定した計画等に基づき、環境保全型農業を推進する。 ・公共施設や敷地内の緑化

新潟県 南魚沼市 自然と共生し南魚沼らしさを活かす地域づくり、低炭素型の交通利用の促進、低炭素型エネルギー利用の促進

富山県 富山県 削減対策として森林吸収源対策、緑化、循環型農業の推進について記載している

富山県 富山市
森林の整備・保全面積　200ha/年 民間事業者等による森林整備保全面積　10ha/年 森林ボランティアによる森

林整備保全面積　10ha/年 地域材の活用のため、新築住宅等に対する補助を実施　20件/年

富山県 入善町 森林による二酸化炭素吸収源の確保として森林面積を6,000㎡/年拡張していくことを検討

石川県 石川県
本県の民有林約25万haのうち14万haについて適切な「森林経営」を行うことにより、京都議定書の目標達成に貢

献します。 樹木の成長を促進するため、年間2,600haの間伐を行うよう目指します。

石川県 金沢市 森林整備面積や一人あたりの都市計画公園等に目標値を定めている

石川県 白山市
森林吸収源対策及び都市緑化等の推進について、基本方針及び白山市地球温暖化対策条例第17条、第20条

に取組を定めている

石川県 内灘町 地域の緑化、植樹活動の推進

福井県 福井県

第４節　森林によるＣＯ２吸収源対策の推進 《施策の方向性》 ・「 鎮守の森」から「里山林」、「天然林」に至るま

で、バラエティに富んだ福井 の森林の、楽しく安全な「歩き方」を県内外に広め、福井の森林ファン拡大 を目指し

ます。 ・ 集落や道路周辺など、施業効率が高く、県民生活に身近な山ぎわを中心とし た間伐を進めます。ま

た、市町、関係団体などと連携しながら、造林補助事 業などを活用し、効率的・計画的な間伐を推進します。 ・

森林整備を担う技能・資格を持った林業労働者を育成します。 ・ 住宅などでの県産材の利用拡大を図るととも

に、公共施設や公共工事におい て積極的に利用を推進します。 ・ 森林保全活動等のために提供された資金を

活用して、森林保全活動を行う団 体等を支援します。  第２節　省エネ施策の推進 《施策の方向性》 ｜5｜ 「環

境にやさしい街づくり」の推進 ・ 公園や緑地、道路などの都市施設を計画的、効率的に整備、維持するとともに、

市街地における既存の都市施設を有効活用し、都市機能を強化します。

山梨県 山梨県
森林を吸収源として適切な状態に保つため、県有林や民有林について、間伐等の森林施業や保安林の指定等

の保護・保全措置を推進します。（P29）

山梨県 甲府市 市有林の間伐事業を実施しています。民有林についても間伐材搬出や下刈りが行われています。

長野県 長野県 森林対策として、計画的な間伐や県産在利用を促進することを規定している

長野県 長野市
・搬出間伐を平成28年度までに250ha実施する。 ・保安林の指定 ・森林体験の参加者を、平成28年度までに

12,500人とする。

長野県 松本市
吸収源対策として、市有林保育事業、生垣設置補助金、誕生記念樹補助金、新築記念補助金、更新伐関連事

業への補助金、水と緑の空間整備、環境保全型農業への支援を実施する。

長野県 飯田市 2018年度までに森林整備により、94,850t-CO2
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都道府県

名
団体名 実行計画（区域施策編）に位置付けている部分の概要

長野県 伊那市
森林吸収源対策として、安定的な森林整備と間伐材の有効利用、これら２つの柱を推進することにより、効果的

な温室効果ガス削減につなげる仕組みを検討する

長野県 塩尻市
・森林資源の有効活用と農地の保全を推進する。 ・緑地の保全や市街地の緑化を行い、二酸化炭素の吸収源

の確保に努める。

長野県 東御市
森林吸収源対策として、2020年度までに420haの間伐を実施する。 都市緑化の推進として、市報、市HP等で緑

化推進のPR

長野県 安曇野市 敷地内緑化等の推進

岐阜県 岐阜市
「岐阜市緑の基本計画」等を踏まえ、市内に緑を増やします。市内の森林管理を行っていくとともに市内の「たず

さえの森」を育成します。

岐阜県 大垣市
・市民一人あたりの都市公園面積（現況6.0㎡） 　　平成32年度までに　6.8㎡ 　　平成42年度までに　7.0㎡　とす

る。

岐阜県 多治見市
現在の森林4147ha（国有林を含む）における現在の二酸化炭素吸収量＝2472.7ｔ/年10を森林整備や間伐実施に

より、2609.7ｔ/年に向上させる。

岐阜県 中津川市
健全な森づくりの推進-市有林の整備の推進・民有林の整備の推進　　　間伐実施面積　平成28年度～平成37

年度　5,400ha

岐阜県 各務原市 市の緑化基本計画に基づき、都市公園・街路樹等における植栽を進める。

静岡県 静岡県

森林を適正に管理していくため、森林施業の集約化や路網整備の推進など森林の整備を着実に推進します。 ま

た、森林資源を循環利用することは森林の適正な管理や二酸化炭素の固定につながることから、県産材の活用

を図ります。

静岡県 静岡市
森林吸収源対策として、平成34年度までに2,500haの間伐を実施する 都市緑化等の推進策として、市民１人あた

りの都市公園面積を平成34年度までに6.0㎡/人から8.0㎡/人に増やす

静岡県 浜松市 2040年ころまでに54,000haの森林認証取得

静岡県 沼津市
森林が持つ二酸化炭素吸収をはじめとした公益的機能を高度に発揮させるため、森林の適切な保全を促進しま

す。 また、森林の整備需要を喚起するため、地場産材の利活用の拡大を図ります。

静岡県 富士宮市 緑地の保全及び緑化の推進、健全な森林の整備を位置づけている。

静岡県 富士市 森林吸収源対策として、平成32年度までに累計7,000ha（改定後の計画では7,700ha）の間伐を実施する。

静岡県 焼津市 公園と緑地の連続性が確保された緑のネットワークの形成を図ります。

静岡県 藤枝市
・地球温暖化対策として森林づくりを推進します ・緑の基本計画に基づき、住宅地・公園・道路などの都市内緑化

を推進します ・耕作放棄地の解消のため、耕作放棄地の情報を収集・提供します

愛知県 愛知県 森林の整備、県産木材の利用拡大による大気中のCO2の吸収とその長期貯蔵を推進

愛知県 名古屋市
市内の緑被率を2020年度までに27%を目指す。（2010年度23.3%） 緑化地域制度によって確保された緑の面積

（累計）を2018年度までに375haを目指す。（2010年度103.5ha）

愛知県 豊橋市
取組方針として、森林や農地を保全し、都市の緑化を充実する　として森林保育除間伐や緑化の推進などを取

組施策として掲げている。（具体的な目標数値の設定まではない）

愛知県 岡崎市 吸収源対策として、2020年までに3523ha間伐する。

愛知県 一宮市

一宮市農業振興地域整備計画に基き、環境に配慮した有効な農地利用を促します。 【市の取り組み】都市計画

道路事業の推進により、街路樹の緑化に努めます。緑道を整備します。学校ビオトープを造り学校ビオトープの

ネットワークを形成し、様々な場所で、この地域の植生を活かした森づくりを推進します。緑の基本計画におい

て、市域全体を緑化重点地区と定め積極的な緑の保全・創出に努めます。【事業者の取り組み】事業所等の緑

化に努めます。【市民の取り組み】積極的に緑化活動に参加します。

愛知県 春日井市
市民、事業者と連携し、市内全域の緑化推進に対する取組みを進めることにより、今ある緑の適正な維持管理を

行うとともに、緑化の推進を図ります。

愛知県 豊川市
街区公園の箇所数を、平成32年度までに85箇所から90箇所に増やす。 建物の壁面緑化や屋上緑化を推進す

る。

愛知県 碧南市
新エネルギー(再生エネルギー)の導入 市民・事業者の活動促進 地域環境の整備及び改善 循環型社会の構

築 環境教育

愛知県 刈谷市 都市緑化等の推進として、緑化等の推進

愛知県 豊田市 森林吸収源対策、都市緑化等の推進として「森林の保全・整備と環境負荷の少ないまちづくりの推進」

愛知県 日進市

森林吸収源対策として、友好提携自治体である長野県木祖村内の国有林約３２ヘクタールに平成５年度から１０

年度にかけてヒノキを植林し、「平成日進の森林」と呼称している。こちらの森林による森林吸収量を林野庁の算

定式で算出し位置づけている。

愛知県
北名古屋

市
太陽光発電システム設置件数（累計）を平成３２年度までに１，０００件とする等。

愛知県 みよし市 都市緑化の推進として、施設緑化の推進と道路緑化の推進を実施する

三重県 津市
ごみの適正分別を通じて、燃やせるごみを焼却する際に混入するプラスチックの量を減らし、温室効果ガスの削

減に努める　等

三重県 亀山市 平成26年度から平成32年度までに1,974haの間伐を実施する

三重県 志摩市
間伐実施面積を基準年度6.14haから平成37年度までに10haに引き上げる。 市民一人当たりの都市公園等面積

を基準年度4.42㎡/人から平成37年度までに5.34㎡/人に引き上げる。

滋賀県 滋賀県
スギ・ヒノキ人工林が適正な密度となるよう間伐をはじめとする適切な森林整備を推進し、二酸化炭素の吸収・固

定昨日をはじめとした森林の持つ多面的機能が高度に発揮できるようにする。

滋賀県 大津市 低炭素型の都市形成＞緑地の保全と緑化の推進

滋賀県 長浜市 市域の55％を占める森林の保全・回復に取り組むとともに、森林吸収源対策を進めます。

滋賀県
近江八幡

市
ヨシ群落活動推進、植物観察や里山保全活動等の市民活動の支援
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表 160（５／７） 

  

都道府県

名
団体名 実行計画（区域施策編）に位置付けている部分の概要

滋賀県 草津市 ＣＯ２の吸収源である、自然環境の保全・緑化の推進

京都府 京都府 平成32年度までに 　森林吸収源と認められる森林整備面積13.7万ha 　建築物等緑化実施総面積500,000㎡

京都府 京都市 森林吸収源対策として，平成32年度までに833haの間伐を実施する。

京都府 舞鶴市 森林吸収源対策として、平成32年度までに1,300ha/年の間伐を実施する。

京都府 宇治市 イベントや講習会などを通じて、住宅への緑のカーテンの設置を推進します。

京都府 向日市 施設や敷地内の屋上、壁面の緑化 町内の緑化

京都府 八幡市
保安林や地域の公園、寺社の樹木について、当該森林の公益的機能が、良好に発揮されるよう適切な維持管理

を促進します。

京都府
宇治田原

町
平成３５年度までに350haの森林施業面積を実施する

大阪府 大阪府

森林吸収促進のため、間伐の実施など森林の適切な整備に対する支援や、木材バイオマスの利用など森林資

源の有効活用を推進するとともに、「府民参加」による森作りを促進していきます。また、都市における緑地の保

全や創出を推進していきます。

大阪府 大阪市 公共空間や民有地緑化の推進、建造物等緑化の推進、市民が主体となった花と緑のまちづくりの推進

大阪府 高槻市 人工林における健全な森林の面積を平成32年度までに1,490haとしている。

大阪府 八尾市
方策の一つとして「自然あふれるまちづくり」を位置付けており、森林吸収源対策として森林整備の促進、また都

市緑化等の推進として公共空間及び民有地の緑化推進を掲げている。

大阪府 東大阪市
生駒山や市内を流れる河川等の身近な自然との関係を見直すとともに、森林保全や積極的な都市緑化を推進

し、環境と共生する緑豊かな都市環境の創造を目指します。

兵庫県 兵庫県 対策方針の1つとして「CO2吸収源としての森林の機能強化」を定めている。

兵庫県 神戸市

・「六甲山森林整備戦略」に基づく森林整備を進めるとともに、持続的な森林整備体制を構築する。 ・市有林につ

いて、スギ、ヒノキなどの人工林整備に加え、コナラやアラカシ、アカマツなどの二次林の整備を図る。 ・六甲山

の森林整備により発生する間伐材等の木質資源について、バイオマス資源としての有効活用を検討する。また、

「オフセットクレジット制度」の導入の可能性についても検討する。 ・市民・事業者との協働による森づくりを推進

する。 ・「緑地の保全、育成及び市民利用に関する条例」に基づき、良好な緑地を保全するとともに、身近な都市

公園の整備を進める。

兵庫県 姫路市
緑地や森林、水辺などの豊かな自然と共生するまちづくりに取り組み、ヒートアイランド対策や温室効果ガスの吸

収源対策を進めます。

兵庫県 尼崎市
市内に存在する緑は、二酸化炭素の吸収源としては、その寄与率は小さいものの、緑のアメニティ性能や二酸

化炭素の循環の仕組みを身近に体験する場としては有効です。

兵庫県 西宮市 都市部の緑地の創出と農地の保全、六甲山系の森林保全

兵庫県 豊岡市 森林吸収源対策として、地域が主体となって森林整備をする。

兵庫県 赤穂市 樹林、樹木の保全及び緑化の推進

兵庫県 宝塚市 「市街地における緑地の拡大」「森林や農地などの保全」等

兵庫県 加西市 環境に配慮した地域づくり・緑の保全の実践・屋上の緑化・緑のカーテン

兵庫県 養父市 養父市市有林オフセット・クレジット（J-VER）現状２７８ｈａ　目標４７５ｈａ

奈良県 奈良県 平成32年度までに施業放置林における強度間伐の面積を12000haとする。

奈良県 奈良市 緑化の推進

奈良県 天理市 林野面積、農業振興地域内農用地面積を平成23年度実績から平成31、36年度実績を現状維持とする。

和歌山県 和歌山県
森林は二酸化炭素（CO2）の吸収源対策として大きな役割を担うため、整備・保全についてまた紀州材の利用拡

大に受けた積極的な取り組みが必要とされます。

和歌山県 岩出市 屋上や敷地内の緑化に努める

和歌山県 有田川町 町内の街路灯LED化を推進します。

鳥取県 鳥取県 森林吸収源対策として、30年度末までに間伐面積4,200ha実施

鳥取県 鳥取市 都市公園面積210ha増加 公園の芝生化数70か所増加　等

島根県 浜田市 公共施設の周辺や屋上の緑化を推進する。

岡山県 岡山県

・県産材の需要拡大対策を推進する。 ・間伐等の森林整備や保安林等の保全・管理を推進する。 ・企業が取り

組んだ森林保全活動を二酸化炭素吸収量で評価、認証する「岡山県二酸化炭素森林吸収評価認証制度」を推

進する。

広島県 広島県 ○森林整備の推進 ○保安林等による保護・保全措置の推進 ○J-VER制度を活用した県有林の整備

広島県 広島市 森林の持つ様々な公益的機能の向上を図るため、森林の手入れを推進し、活力ある健全な森林を育成する。

広島県 呉市

〇森林等CO2吸収源確保 １森林の適切な管理 　　間伐などの森林の管理を適切に行い，森林が健全に成長す

ることで樹木の体積が増え，二酸化炭素の吸収量が増加します。 ２木製品の利用拡大 　　木材製品は二酸化

炭素を炭水化物に変えて固定化したものであり，木材製品の利用拡大は林業を助け， 　　二酸化炭素の森林吸

収に寄与します。住宅建材など，できるだけ長期間木材として使用することが望ましく， 　　また，木材製品として

の利用後も燃料化すれば，バイオマスエネルギーとして活用ができます。 ３公共建築物等木材利用促進 　　公

共建築物等へ木材の利用を促進することにより，健康的でぬくもりのある快適な生活空間の形成，健全な森林

の育成， 　　地球温暖化の防止及び循環型社会の形成に資することができます。 〇緑化推進 　家庭や事業所

敷地内において，適切に植樹することで，夏の日差しを防いで冷房負荷を低減したり，冬の日射を利用しての暖

房負荷の低減を図ることができます。夏期には植物の蒸散により付近の気温を低下させる効果も期待でき，屋上

緑化など冷房負荷の低減につながるほか，樹木の場合は二酸化炭素の吸収源の働きもあります。

広島県 福山市
温室効果ガスの吸収源となる森林保全について，市民，事業者との協働で取組を推進する。 公共施設の新築・

改修などに際しては，屋上緑化や壁面緑化の導入を検討する。

山口県 山口県 森林吸収源対策としてH32年度までに間伐面積6550ha/年、再造林面積240ha/年を目指す

山口県 山口市 森林保全に配慮した適正な市有林管理を行うことで、CO2吸収源対策を推進します。
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表 161（６／７） 

  

都道府県

名
団体名 実行計画（区域施策編）に位置付けている部分の概要

徳島県 徳島県
間伐や植林などによる健全な森林の育成・管理、企業・県民など多様な主体と協働した森づくりや森林カーボン・

オフセットの推進、さらには、県産材による製品の利用の推進などに取組む。

徳島県 徳島市
緑化及び吸収源対策として、花と緑のまちづくり事業、徳島市森林整備計画・徳島市特定間伐等促進計画の推

進、県産木材の利用推進などを図る。

香川県 香川県
適切な森林整備等の推進、県民創参加の森づくりの推進、県産木材の利用促進、地域の緑化の推進、建物緑

化の推進

香川県 高松市
実行計画に各課の温暖化の取組を施策体系として、以下の内容を記載している。 『緑化の推進』 屋上緑化・壁

面緑化の助成、緑のカーテンの促進、街路等の緑化

愛媛県 松山市

森林吸収源対策として、 【森林資源の保全・育成】本市の重要な河川である石手川、重信川、立岩川等の流域

森林において間伐等による整備を行い、持続的な森林の保育・管理を行っていくことで水源かん養機能等の公益

的機能をより高度に発揮させ、併せてCO?吸収量の増進を図る。 【木質（竹）資源の循環活用】放置竹林対策とし

て、竹炭の製造やチップ・粉砕化等を行うことにより、竹資源の循環利用を推進し、将来的には、この循環システ

ムを森林資源にも活用するよう拡大に努める。 【森林保全活動の推進】市民等が森林の緑を護り育てる活動を

支援し、森林保全活動への参加を推進する。 都市緑化等の推進として、 【公園の整備】市民が集える憩いの場

として、城山公園や石手川緑地を計画的に整備するほか、松山総合公園や松山中央公園等を緑の拠点として、

維持・保全を図る。 【緑地の整備】石手川や重信川は、山の緑とまちの緑、海の自然を結ぶ緑と水のネットワーク

として機能することから、河川緑地の整備・活用を図るほか、丘陵地や都市公園などの拠点となる緑地を結ぶ市

街地内ネットワークとして、幹線道路における街路樹の維持・保全を図る。良好な自然環境を有し、農業生産や

防災等に寄与する多機能な緑地空間は、風致地区の指定等により、緑地の保全に努める。 【緑化活動の推進】

ツタ性植物の種の無料配布や生垣整備の補助など、住環境での緑化や緑のカーテンによる温暖化対策の実践

を推進する。 【松山市環境まちづくり推進マニュアル】一定規模以上の公共工事を実施する際に環境配慮項目を

チェックし、また、レッドデータブックを活用し、希少動植物の保護に関しての対策を検討する。

愛媛県 新居浜市
森林が持つ二酸化炭素吸収機能を高度に発揮させるため、森林の適切な保全を促進する。 街路及び公園など

の市街地における緑化を促進する。

高知県 高知県
森林吸収源対策として、適正な森林整備の推進、県産材の率先活用、利用促進等、クレジット活用促進に取り組

む

高知県 高知市 ７つの構想のうちのひとつとして、「温室効果ガス吸収、緑化の推進」を定めている。

福岡県 福岡県 森林の適正管理、まちの緑の創造、二酸化炭素固定化のための県産材の長期的利用

福岡県 北九州市
・平成20年度以降、市民、NPO、民間企業と連携し、100万本の植樹を目指す。 ・建設部局が策定した｢北九州市

緑の基本計画｣に掲げる取組みを実行計画に位置づけている。

福岡県 福岡市
家庭部門：世帯あたりの二酸化炭素排出量を８％削減する 業務部門：床面積あたりの二酸化炭素排出量を１

４％削減する 自動車部門：１台あたりの二酸化炭素排出量を８％削減する

福岡県 飯塚市 緑のカーテン運動の継続と拡充、透水性舗装への切り替え

福岡県 宗像市 育成単層林の保育、間伐の適切な実施、育成複層林の整備、天然林の的確な保全・管理

佐賀県 佐賀県

「健全な森林を守り育てる活動」を着実に実施することは地球温暖化防止のために重要な対策であり、森林所有

者、地方公共団体や森林・林業木材産業の関連団体、さらにNPO・県民を含めた地域全体の努力により、各地域

の特性に応じた森林整備を推進するような仕組みを構築します。

佐賀県 佐賀市
森林等による二酸化炭素の吸収量を確保するため、北部山間地の森林を整備し、また身近な場所における緑化

の推進を図ります。

長崎県 長崎県

<森林吸収源対策> ・森林整備の促進 ・県産材の安定供給体制の整備と間伐材の利用促進 ・森林整備により

創出された二酸化炭素吸収効果のクレジット化とその活用の促進 ・間伐材等、木質バイオマスの再生可能エネ

ルギーとしての活用の促進 <農地土壌炭素吸収源対策> ・土壌由来の温室効果ガスの実態調査 <都市緑化等

の推進> ・地域ごとの都市計画の策定に当たっては、地球温暖化防止の観点から、屋上緑化や敷地内緑化、街

路樹や親水設備の整備等、緑地と水辺の確保に配慮 ・県有施設の修景緑化や市町及び民間の緑化事業に対

する補助等を行い、緑化の推進に取り組む <藻場造成の取組> ・魚介類の産卵や生育の場であるとともに、海水

中の二酸化炭素などを吸収する機能等を有する藻場の維持・保全を図るための対策に取り組む

長崎県 長崎市

森林吸収源対策として、中期削減戦略体系図及びロードマップ（行程表）に、「緑のまちづくりと森林保全」を記載

している 都市緑化等の推進として、中期削減戦略体系図及びロードマップ（行程表）に、「緑のまちづくりと森林

保全」を記載している

長崎県 佐世保市 民有林における森林保全施策による吸収量を2010年度までに73千t-CO2とする。

長崎県 南島原市 都市緑化月間、春の都市緑化推進運動等に実施される緑化事業を通じて、緑化思想の普及に努める。

長崎県 時津町 森林整備のための募金の呼びかけを促進する。

熊本県 熊本県 森林吸収源対策として、Ｈ３２年度に１２，５００haの間伐を実施する

熊本県 熊本市
水源涵養林森林整備協定、分収造林契約、第６次水源涵養林整備５ヵ年計画（H26～H30）に基づき白川上流域

の水源地域における広葉樹造林（年間15ha）を実施し、５ヶ年で約７６haの新規造林事業の完了を目指す。

熊本県 水俣市 森林吸収源対策として、平成31年度まで毎年270haの間伐を実施する。

大分県 大分県 （１）森林の適正な管理・保全 （２）地域材の利用拡大

大分県 大分市 森林の二酸化炭素吸機能を効果的に発揮させるために、間伐等の森林の整備を推進します。

大分県 由布市 市域からの二酸化炭素排出量を、42年度までに16%削減する（24年度比）
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表 162（７／７） 

 

 

  

都道府県
名

団体名 実行計画（区域施策編）に位置付けている部分の概要

宮崎県 宮崎県 森林資源循環システムの確立等の推進 数値目標：平成32年度間伐実施面積　8,200ha

宮崎県 宮崎市

①一定規模の建築行為等については緑化計画書の届出を義務づけるとともに、計画に基づく生垣設置や屋上緑
化工事等に対して助成をおこないます。②「緑の募金」を活用して地域の緑化を推進します。③市庁舎及びその
周辺の緑化を推進します。④屋外運動場などの緑化（芝生化）を推進します。⑤公園や街路等における草花の
植栽や、構造物等の壁面及びその周辺の緑化を推進します。⑥維持管理に配慮した効果的な緑化を推進する
など、周辺環境に配慮した街路整備を進めます。

宮崎県 都城市 市街地の緑地保全及び緑化推進。二酸化炭素吸収源となる森林の保全・整備。

鹿児島県 鹿児島県

・それぞれの森林が特に発揮することを期待されている機能に応じて，地域特性や森林資源の状況などを踏ま
えた適切な森林の整備・保全を推進し，森林の多面的な機能の高度発揮に努める。 また，森林の持つ公益的機
能を将来にわたって発揮させるため，様々な形での県民の森林づくり活動への参画を促進する。 ・県民及び事
業者が，地球温暖化防止活動に積極的かつ自主的に取り組むために，地域環境の整備及び改善に努め，地球
にやさしいまちづくりを目指す。

鹿児島県 鹿児島市 森林の適正管理の推進、協働による森林づくりの推進
鹿児島県 鹿屋市 吸収源対策としての林業振興

沖縄県 沖縄県

二酸化炭素吸収にむけた海・森の保全・整備（以下、考えられる取組み） 森林管理の推進や林業の活性化、さら
に県産木材利用の促進を進める。 都市内においても可能な限り緑化を推進し、二酸化炭素の吸収源として活
用。 沖縄を取り巻く広大な海を活用した二酸化炭素吸収対策の検討を進め、沖縄の地域特性を活かした吸収対
策として推進していく。

沖縄県 那覇市 二酸化炭素の吸収源確保にもつながる植栽や市街地緑化などにより、ヒートアイランド対策を推進する。

沖縄県 宜野湾市
低炭素型都市づくりの推進（基地跡地における低炭素型の都市づくり） 二酸化炭素吸収源の確保（既存の大規
模緑地の保全、公共施設の緑化、市街地内における緑化推進、基地跡地における緑地の創出）

沖縄県 宮古島市

市内の電力・石油・ガス事業者等の協力を得、エネルギー種別の消費量データを集めるとともに、廃棄物の量な

どについては市の統計を用いて部門別、用途別等のCO2排出量を算出する。また今後宮古島市内の森林吸収
量の把握に努める。 植林等についても、市内で展開している宮古島市森林整備計画書に基づく森林整備や、市
内NPOによる植樹、保育、補植の実施、街中での緑化、花植え等による美化活動と観光が連携することにより、
緑化促進と、地域活性に繋げていく。
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（５）気候変動による影響への適応（適応策）の取り組み状況 

気候変動による影響への適応（適応策）の取組状況については、「適応策は講

じていない」が 988 団体（55.3％）と最も多かった。次いで、「地方公共団体実

行計画（区域施策編）に適応策を盛り込んでいる」が 95 団体（5.3％）であった。 

 

表 163 

 

 

図 174 
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況（n=1,788）
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表 164（１／３） 

 

都道府県

名
団体名 計画に盛り込んでいる内容又は取り組んでいる内容

北海道 寿都町 再生可能エネルギー（風力発電事業）

北海道 美深町 「美深町地域新エネルギービジョン」平成23年2月策定

岩手県 岩手県 気候変動に対する適応策の必要性 影響分野に対する適応策の方向性など

宮城県 仙台市 気候変動による影響の把握と啓発、リスクの低減。

宮城県 角田市
①森林・農用地の保全②水辺の環境保全③有害物質監視体制の充実④地球温暖化問題への意識向上⑤温室

効果ガスの排出抑制⑥省エネルギー活動の普及と促進⑦新エネルギー設備利用の推進

山形県 山形県
実行計画（区域施策編）では、地球温暖化防止に対応した農業分野の研究開発を進めることを記載しており、農

林水産担当部で「地球温暖化に対応した農林水産研究開発ビジョン」を策定している。

山形県 金山町

第４次金山町新総合発展計画　第４章第２節にエネルギー資源の有効活用、第１項に省エネルギーの推進、第

２項に新エネルギーの普及を盛り込んでいる。 公共施設に新エネルギーの導入促進と家庭への新エネルギー

施策の普及を行うとしている

山形県 最上町 最上町地域防災計画にて自然災害時の対応策について記載

茨城県 茨城県

農業分野については，高温環境化でも品質・収量を確保する農産物の品種の選定・育成及び栽培技術等の研

究開発を進める。 防災分野については，ハザードマップ整備等の避難対策の強化や高潮・海岸浸食対策の推

進，河川整備の推進を図る。

栃木県 栃木県 本県において既に影響が現れている、考えられる事象に対して農業、自然、健康の事項を優先的に取り組む。

栃木県 宇都宮市 「適応」をテーマとした出前講座等　啓発回数３２年度１０回/年

栃木県 足利市 国や県の動向を踏まえ、地球温暖化適応策に取組む意識・機運の向上を図ります。

栃木県 大田原市 豪雨による市街地での水災害を防ぐため雨水排水整備を進めます。

群馬県 群馬県
計画には、適応の「必要性」と気候変動により「懸念される事例（防災・健康・農作物）と対応策」についてを記述。

今後、国のガイドラインに沿って再検討する予定。

群馬県 沼田市 食料対策、水環境・水資源対策、自然生態系対策、防災対策、健康被害対策、市民生活対策

埼玉県 埼玉県
【盛り込んでいる内容】 1.適応策の意義・必要性 2.本県における温暖化の影響（（1）農業分野（2）健康分野（3）水

災害、水資源分野（4）自然生態系分野）3.各影響分野における適応策の方向性 4.適応策の進め方 5.適応策の

埼玉県 所沢市

＜地球温暖化への対策策＞ ① 豪雨の増加や台風の大型化等による浸水や土砂崩れ、都市河川の氾濫など

の災害への防災対策を推進します。 ② 熱中症の発症等、健康への影響が懸念されるため、熱中症等への情報

提供や対策を検討します。 ③ 気温上昇などにより、農作物の生産が不安定化するリスクが考えられるため、安

定生産のための対策を検討します。 ④ 猛暑日や熱帯夜の増加による不快感やストレスの増加を緩和するた

め、市街地の緑化や樹林地の保全などみどりの保全と創出を推進します。

埼玉県 加須市
加須市環境基本計画改訂版に「温暖化への対応」として「二酸化炭素の削減などの地球温暖化対策を推進する

一方、水害対策や熱中症予防、感染症予防、農期の変更などの「適応策」への取組を進め」ることを位置付けて

埼玉県 春日部市

ヒートアイランド対策の推進　・水の道・緑の道・風の道の創出　・つながりのある緑の配置 ヒートアイランドの低

減　・人口地表面の工夫によるヒートアイランドの発生の抑制　・古利根川における風を生かし、その涼風を地区

全体に届けるような誘導整備

埼玉県 上尾市
　打ち水、グリーンカーテンの推進、クールシェアの推進、ゲリラ豪雨被害軽減のための防災意識向上、ゲリラ

豪雨対策のための薄い貯留設備の設置指導。

埼玉県 草加市

気候変動に伴う適応策の推進として、①熱中症患者の予防のため、公共施設等の休息施設とする。②熱中症の

発生を抑制するため、注意喚起を行う。③動物由来感染症の情報提供、④光化学スモッグ注意報等の周知、⑤

渇水時の節水の呼びかけ、⑥緑化によるヒートアイランド現象の緩和、⑦雨水貯留施設の設置等、⑧集中豪雨

等の浸水対策、⑨生物相の保全

埼玉県 戸田市
適応策として、健康分野では熱中症対策、感染症対策、ヒートアイランド対策、防災分野では雨水の流出抑制、

浸水被害の防止、災害時の避難体制、水利用分野（渇水等）では節水対策や水利用の節減対策の推進を計画

埼玉県 和光市

■農業　異常気象や気温の上昇に伴い、農作物の収穫量や品質の低下など、農業生産への影響の恒常化が懸

念されるため、高温障害を軽減する農作物栽培管理技術や高温耐性品種等の育成などの検討を進める。

■健康　気温の上昇に伴い、熱中症搬送者数や光化学オキシダント高濃度、感染症リスクの増加が懸念される

ため、ホームページ等を活用した注意喚起や熱中症情報の迅速な提供、高齢者等リスクの高い方々への声か

け、見守り活動の強化等を行う。

■水災害　大雨による降水量の増加と無降水日の増加が予測され、河川氾濫や土砂災害リスクが高まり、集中

豪雨の増加に伴う内水による浸水被害や台風の強大化による被害の増加、無降水日の増加による渇水リスクの

高まり等懸念されるため、下水道整備状況や浸水実績等を踏まえた対策を進め、節水型社会の構築のための

埼玉県 新座市 緑のカーテン運動の推進、打ち水イベントの実施

埼玉県 八潮市 適応策の総合的な研究

埼玉県 上里町
上里町環境基本計画 ① 温室効果ガス排出量の削減 ② 新エネルギー・省エネルギー設備の普及推進 ③ 二

酸化炭素吸収源対策の推進 ④ 地球温暖化問題の啓発

千葉県 千葉県 気候変動への適応方針・進め方

千葉県 市川市
適応策についての説明と、国の動向を注視しながら健康分野、災害分野、農業分野、自然生態系分野について

の調査・検討を図っていくとしている。

千葉県 佐倉市
「災害に強いまちづくり」（防災知識の普及・防災教育の強化、防災体制の強化、都市の防災機能の強化）、「気

温変化への適応」（健康対策、農業対策）

千葉県 浦安市 地域防災計画（風水害編）にて、短時間多雨への対応を記入している。

東京都 東京都 豪雨対策や熱中症対策等

東京都 千代田区 ・熱中症予防対策 ・区民がクールシェアできる空間の整備

東京都 港区 ①熱中症予防普及啓発、②路面温度低減舗装の推進、③緑のカーテンの推進、④雨水浸透施設の助成

東京都 文京区
・熱中症・感染症等の情報発信・提供による予防等の推進。 ・ホームページ等による神田川の水位・区内の雨量

情報の発信、急傾斜地崩壊危険個所等の経過観察及び巡回等の集中豪雨等による 都市型水害に強いまちづく
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表 165（２／３） 

 

都道府県

名
団体名 計画に盛り込んでいる内容又は取り組んでいる内容

東京都 墨田区 保水性舗装によるヒートアイランド対策、まちかどクールスポット設置、雨水の貯留、浸透による豪雨対策

東京都 江東区 チーム江東・環境配慮推進計画（第２次庁内環境配慮推進計画・後期）
東京都 目黒区 熱中症予防等の対策、都市型水害・ヒートアイランド現象への対策、みどりの保全・創出への取組み

東京都 中野区 水害対策の推進、高齢者の熱中症対策事業、デング熱対策等に向けた周知活動の推進
東京都 板橋区 クールシェアができる場の提供

東京都 足立区 情報収集・普及啓発、ヒートアイランド現象の抑制

東京都 八王子市
【地球温暖化の影響に対する適応策】熱中症対策の推進、治水対策事業の推進、新たな影響に対する適応策の
検討・実施

東京都 調布市
調布市環境基本計画に，地球温暖化への適応として，クールビズ・ウォームビズ等の奨励，緊急避難場所の確
保と防災マップ等による市民への周知などを盛り込んでいる。

東京都 羽村市 透水性・保水性舗装の普及、雨水の敷地内処理（浸透ます・トレンチ）、遮熱塗装等の普及・助成、その他
東京都 あきる野 熱中症の対策

神奈川県 神奈川県 適応策を検討・推進する。
神奈川県 横浜市 熱中症の防止・軽減、豪雨被害の防止・軽減、モニタリングの推進、等

神奈川県 相模原市 Q2-5の適応策については、現在策定中であり、区域施策編に盛り込む予定である。
神奈川県 横須賀市 再生可能エネルギーの導入・省エネルギーの推進等

神奈川県 鎌倉市
「地球温暖化に適応する地域社会の礎を創る」を目標に掲げ、温暖化による影響とその対策に関する情報提供

や、熱中症に関する注意喚起など、ソフト面の取り組みを中心に実施している。

神奈川県 小田原市
熱中症の予防、デング熱などの予防、井戸水や雨水を利用した打ち水の検討、水防計画の策定、森林整備、水

源林の再生・保全活動への取り組みの推進、農作物への高温障害などに関する情報の周知・提供に努めること
神奈川県 秦野市 災害対応（水害対策ライブカメラの設置、土石流警報装置の設置、自主防災組織への積極的な参加　等）

富山県 富山県 自然生態系、食料、健康、防災の分野における影響と適応策について記載している
石川県 金沢市 気候変動の現状と影響の把握、情報発信や普及啓発

山梨県 甲府市 緩和策と並行して適応策に取り組むこととし、具体的な検討を進めます。
山梨県 北杜市 市内の施設等に積極的に再生可能エネルギーの導入をしている。

長野県 長野県
地球温暖化の影響把握と予測を行うための体制（信州気候変動モニタリングネットワーク）と適応策を進める場
（信州気候変動適応プラットフォーム）を構築することを盛り込んでいる。

長野県 駒ヶ根市 省エネ推進（省エネ家電買換え、エコドライブ、ノーマイカー通勤） 新エネ推進（太陽光、バイオマス、小水力等、

長野県 塩尻市
地域の自然の変化を追跡する長野県の温暖化モニタリング調査等への参加を市民に促すとともに、県の適応策
に準じて施策を進める。

岐阜県 岐阜県 適応の必要性、一般的な取組事項、今後の方向性について記述している。
岐阜県 大垣市 ・温室効果ガスの排出量削減のため5分野に分けて取り組む。

岐阜県 可児市 太陽湖発電施設設置、公共交通機関の利用促進、都市緑化の推進、廃棄物排出量の削減
静岡県 静岡県 適応策の必要性及び今後の影響把握の方向性について明記

静岡県 静岡市 各分野における基本的な方針と、具体的な行動に移すための実施体制の整備を目標としている
静岡県 藤枝市 適応策の一部を紹介する形で掲載している

愛知県 豊橋市
国の適応計画に示された健康、自然災害・沿岸域、農業・林業・水産業、自然生態系に沿って、熱中症予防の普

及啓発や感染症の情報提供、洪水ハザードマップの作成や河川・堤防のの老朽化対策、防災ガイドブックの配
愛知県 安城市 雨水貯留する設備や水田の確保の推進

愛知県 知立市 概要として記載しているのみ。
滋賀県 滋賀県 農業と水産業における取組

滋賀県 大津市 防災ハザードマップの作成
滋賀県 長浜市 再生可能エネルギー利活用方策の策定

滋賀県 草津市 温度上昇などを緩和する緑のカーテン、壁面・屋上緑化の導入促進

京都府 京都府

緑のカーテン、クールビズ、打ち水など温暖化に適応したライフスタイルの普及 地域特有の気候に対応する京

都の知恵や文化の共有 局所的集中豪雨、大型台風、高潮等の災害に強い安心安全なまちづくりの推進 熱中
症、感染症等の防止及び救急医療対策など健康を守る対策の推進 地産地消など食の安全保障対策の推進

京都府 向日市 低公害車の導入 輸送に関わる環境負荷の少ない地元食材の利用

京都府 宇治田原 雨水タンク設置に対する補助金交付

京都府 京丹波町
現在、区域施策編を策定中である。 本町の森林面積は、町域の８０％以上であることから木質バイオマス利用

の推進を中心とした施策が展開されている。

大阪府 大阪府
地球温暖化による府域への影響把握を行うとともに、影響を軽減するための各種対策の検討と調査研究に取り

組んでいきます。 また、おおさかヒートアイランド対策推進計画に基づく対策を推します。
大阪府 吹田市 緑化、打ち水、みどりのカーテン、雨水浸透

大阪府 東大阪市 地球温暖化への適応策として、定期的な気温の測定等を実施し、ヒートアイランド等の状況を把握

兵庫県 兵庫県 対策方針の1つとして「地球温暖化による影響への適応」を定めている。

兵庫県 神戸市

・熱中症・暑熱ストレス対策　・動物由来感染症対策　・水・食物媒介性感染症対策　・衛生害虫等の分布拡大対

策　 ・農・畜産・水産業対策　・河川洪水対策　・都市の浸水対策　・高潮・沿岸都市浸水対策　・土砂災害対策 ・
ヒートアイランド対策　・生物多様性(自然生態系)保全対策

兵庫県 西宮市 再生可能エネルギーの利用促進、市民、事業者の活動の転換、低炭素型都市の形成、ごみ減量化の推進
兵庫県 相生市 環境負荷が少ない太陽光発電システムの設置推進（補助金の支出）

兵庫県 豊岡市 豊岡ライフスタイルデザインプロジェクトとの連携。

兵庫県 養父市
気候変動による影響や、適応策に関する最新の情報について、市民や事業者へ情報提供を行う ・農業に関する

適応策の情報提供　、、、 ・熱中症予防等に関する情報提供　、、、 ・その他気象リスクに関する情報提供　、、、
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表 166（３／３） 

 

 

  

都道府県

名
団体名 計画に盛り込んでいる内容又は取り組んでいる内容

奈良県 奈良県
・温暖化の影響と考えられる様々な事象（土砂災害、農作物の品質低下、熱中症・感染症の発生など）につい
て、専門的な観点から情報収集と現状分析を行う。 ・県内事象等にかかる調査研究成果をもとに、本県における

気候変動の影響への適応策の研究に取り組む。
奈良県 天理市 行政、市民、事業者の立場から、啓発・対策の推進・二酸化炭素排出排出抑制の取組みを記載している。

鳥取県 鳥取県 区域施策編に適応策について検討していくと明記
島根県 安来市 防災・水資源・食料・健康対策

岡山県 浅口市 浅口市地球温暖化対策地域推進計画

広島県 広島市
環境基本計画において、地球温暖化の影響の把握し、本市の自然的特性等を踏まえながら、影響に適応するた

めの取組の推進をすることとしている。

広島県 呉市

呉市都市計画マスタープラン 災害に強いまちづくりの方針P50  【土砂災害対策】 ○土砂災害警戒区域等の指

定を促進し，土砂災害に関する情報の周知を徹底するとともに，警戒避難 体制の整備を推進します。 ○砂防及
び急傾斜地崩壊対策事業による土砂災害に強いまちづくりを促進します。 【水害対策】 ○洪水により甚大な浸水

被害が発生すると想定される河川区間を把握するとともに，浸水被害に対応 するため，関係機関と連携しつつ，
河川改修等の重点的な整備を促進します。 ○浸水のおそれが高い地区について，雨水ポンプ場や雨水貯留施

設整備等の浸水対策に取り組みま す。 ○ゲリラ豪雨の発生による都市型洪水の被害を軽減するため，必要に
応じて，道路，公園，その他の 公共施設における雨水貯留施設等の整備を推進します。 ○沿岸部の市街地で

山口県
周防大島
町

・周防大島町地域防災計画 　ハザードマップの作成・見直し 　気象観測、予報施設の整備 　災害危険区域の設
定 　災害時情報通信体制の確保（通信路の多ルート化、非常用電源の確保、通信網の拡充整備等）

徳島県 徳島県

「徳島県気候変動適応戦略」を策定し、気候変動の影響による「リスクの低減」はもとより、新たなブランドの創出

や地域資源の発掘など、影響の効果的な活用も含めた「両面からの適応策」を推進するとともに、県の施策等に
適応の視点を組み込む「適応の主流化」を図ることとしている。

徳島県 北島町 緑化推進事業、リサイクル等のごみ減量推進事業
香川県 丸亀市 環境基本計画

香川県 小豆島町
豊かな農村環境を守り、鳥獣害対策を推進し、移住者など新規就農者を支援する。瀬戸内海の環境を調査・研
究し、漁業の再生に取り組む。

愛媛県 愛媛県 適応策の方向性を検討していくこと、適応に関する意識の向上を図っていくこと等
愛媛県 東温市 再生可能エネルギーの利用促進

愛媛県 愛南町 温室効果ガスの削減のため、エコドライブ、ごみの減量、節電及び節水などを推進。
高知県 高知県 天敵昆虫を活用したIPM技術の普及、地球温暖化に対応した新品種の育成

福岡県 福岡県
・農業・農村振興基本計画：気候変動に強い農業生産を推進 ・福岡県生物多様性戦略：生物多様性の保全（シ
カによる生態系への影響拡大）

福岡県 北九州市
・既存文献から、福岡県、本市における過去から現在までの気温や降水量データや将来予測を整理。 ・｢気候変
動の影響への適応計画｣（平成27年11月閣議決定）より、本市の地域特性を踏まえて影響等を抽出し、本市が現

在進めている取組の中から適応に寄与するものを取りまとめた。

福岡県 飯塚市
地球温暖化の緩和策とともに、適応（気候変動の影響に対し自然・人間システムを調整することにより、被害を防

止・軽減し、あるいはその便益の機会を活用すること）策を検討・整理します。

福岡県 篠栗町 ①自然災害への対応②健康被害への対策③自然生態系の影響への対策
佐賀県 佐賀県 環境基本計画に「水環境」「森林・自然生態系」「農業」等の各分野で取り組む適応策について記述している。

長崎県 長崎県 本県が取り組む適応策を「水環境・水資源」「防災」「自然生態系」「食料」「健康」の5分野に分けて掲載している。

熊本県 熊本県

【施策の方向性】 ・地域内の気候変動に関する観測やデータ収集を進め、関係者間で情報を共有し、各分野へ

の影響に係る評価・予測に努める。 ・関係する各行政分野の事業計画において、科学的知見や地域特性を踏ま
え、適応の視点を加える。

熊本県 熊本市
緑のカーテン、クールビズ、温暖化に適応したライフスタイルの推進、地下水都市くまもとならではの水資源を活
用した空間の提供、ハザードマップの作成等

大分県 大分県
（１）農林水産業分野・・・高温・小雨対策の栽培技術や新たな系統選抜 （２）水環境・水資源分野・・・モニタリング
や監視の実施、節水意識の醸成 （３）自然生態系分野・・・生物多様性を支える基盤づくり （４）自然災害・沿岸域

分野・・・局地的豪雨等の防災情報の提供と避難態勢の支援 （５）健康分野・・・熱中症や感染症の情報提供と注
大分県 日田市 水害防止、健康対策、農業・生態系分野での各取組み

大分県 由布市 建物の省エネルギー型機器の導入、断熱改修等
宮崎県 宮崎県 適応策の推進

宮崎県 五ヶ瀬町 クールビズ及びウォームビズの推進。 各課で担当分野の適応策に関する知識の向上。 適応行動の実施。

沖縄県 沖縄県
適応策の実施は気候変動の進行に伴い柔軟に対応することが重要であり、今後の気候変動の状況を踏まえ順

応的に進めていく。適応策の推進対体制についても、関係機関と連携・協力を図りながら進めていく。

沖縄県 那覇市 防災対策の推進、熱中症の予防などの健康対策の推進、水需要の抑制など水資源対策の推進。
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（６）国の「地球温暖化対策計画」に基づく地方公共団体が講

ずべき措置等の取り組み状況について 

１）再生可能エネルギー等の導入拡大・活用促進と省エネルギーに関する取組に

ついて 

①再生可能エネルギー施設に係る固定資産税減免等の措置 

再生可能エネルギー施設に係る固定資産税減免等の「措置を講じている」団体

は 51 団体（33.8％）であった。 

 

表 167 

  

 

図 175 【再掲】 

 

 

  

団体数 割合
51 33.8%
5 3.3%

95 62.9%
0 0.0%

固定資産税減免等の措置

措置を講じている
措置を講じる予定がある、検討している
措置を講じていない
無回答

33.8%

3.3%

62.9%

Q２-６（１）①再生可能エネルギー施設に係る固定資産税減免

等の措置（n=151）

措置を講じている

措置を講じる予定がある、検討している

措置を講じていない
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表 168 

 

 

 団体区分別にみると、固定資産税減免等の措置を講じている団体は、中核市

の 25 団体（53.2％）が最も多かった。次いで、施行時特例市の 14 団体

（37.8％）、指定都市の７団体（35.0％）であった。 

 

表 169 

 

  

団体名

岩手県

さいたま市

小田原市

茅ヶ崎市

八尾市

神戸市

高知市

長崎市

熊本市

鹿児島市

【地域決定型地方税制特例措置】 太陽光発電設備、風
力発電設備、水力発電設備、地熱発電設備、バイオマス
発電設備について固定資産税の特例措置を実施

固定資産税相当額を３年間交付する制度がある。

わがまち特例による太陽光発電設備設置者に対する減
税措置 ３年間、課税割合が３分の１となる。

課税標準については、わがまち特例において設定が可

能となる最大限の軽減率を採用している。

住宅用太陽光発電システムの設置者に対し、独自の補
助を実施

太陽光発電設備を設置した場合に、償却資産について
減免措置を講じている。

太陽光・風力発電設備については、固定資産税の軽減

割合を1/2とし、水力・地熱・バイオマス発電設備につい
ては、固定資産税の軽減割合を1/3としている

再エネ発電設備で総務省令で定める償却資産
再エネ発電設備に係る固定資産税等の課税標準の特例

割合を定める。

追加的な取組

一定区域で指定の業種を営む事業者（個人事業者含

む）が、平成33年３月31日までに東日本大震災復興特別
区域法に基づく県の指定を受けることにより、地方税の
減税等の特例を受けることができる。

項目 区分 人口規模 措置を講じている
措置を講じる予定が
ある、検討している

措置を講じていない 無回答 対象団体数

5 0 42 0 47
7 2 11 0 20

25 2 20 0 47
14 1 22 0 37
51 5 95 0 151

100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

46 5 53 0 104
51 5 95 0 151

10.6% 0.0% 89.4% 0.0% 100.0%
35.0% 10.0% 55.0% 0.0% 100.0%
53.2% 4.3% 42.6% 0.0% 100.0%
37.8% 2.7% 59.5% 0.0% 100.0%
33.8% 3.3% 62.9% 0.0% 100.0%

100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

44.2% 4.8% 51.0% 0.0% 100.0%
33.8% 3.3% 62.9% 0.0% 100.0%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 176 

 

 

  

10.6%

35.0%

53.2%

37.8%

33.8%

0.0%

10.0%

4.3%

2.7%

3.3%

89.4%

55.0%

42.6%

59.5%

62.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

Q２-６（１）①再生可能エネルギー施設に係る固定資産税減免等の措置（n=151）

措置を講じている 措置を講じる予定がある、検討している 措置を講じていない 無回答
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②地域金融機関等と連携した再生可能エネルギー事業への出資や融資などの金

融上の措置 

地域金融機関等と連携した再生可能エネルギー事業への出資や融資などの金

融上の措置を講じている団体は、58 団体（38.4％）であった。 

 

表 170 

  

 

図 177 【再掲】 

 

 

  

団体数 割合
58 38.4%
3 2.0%

89 58.9%
1 0.7%

事業への出資や融資等の金融上の措置

措置を講じている
措置を講じる予定がある、検討している
措置を講じていない
無回答

38.4%

2.0%

58.9%

0.7%

Q２-６（１）②地域金融機関等と連携した再生可能エネルギー事

業への出資や融資などの金融上の措置（n=151）

措置を講じている

措置を講じる予定がある、検討している

措置を講じていない

無回答
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表 171 

 

 

 団体区分別にみると、金融措置を講じている団体は、都道府県の 31 団体

（66.0％）が最も多かった。次いで、指定都市の 12 団体（60.0％）であっ

た。 

 

  

団体名

岩手県

秋田県

宇都宮市

さいたま市

新潟市
富山市

長野県

静岡県

兵庫県

福岡県

熊本市

鹿児島市

中小企業/新エネルギー・省エネルギー等設備導入

中小企業資金融資事業（環境配慮促進資金）：新エネル
ギー設備の導入やISO14001認定取得等に資金を利用
する場合、融資の際の信用保証料の一部を助成する。

自然エネルギー開発のコア人材育成 ワンストップ相談
会 知見（ノウハウ）の共有

県制度融資（新エネ・省エネ設備等導入促進資金）にお
いて、新エネ設備等の導入に取り組む中小企業に対し、
利子補給

地域住民による再生可能エネルギーの導入支援として、
設備導入に対する無利子貸付や小水力発電導入に向け
た取組への補助を実施している。

県内中小企業等による再生可能エネルギー設備の導
入、建築物の省エネ改修及び水素ステーションの整備
等に要する資金の低利融資

地球環境保全資金
環境保全設備資金

再生可能エネルギー設備を導入する県内の中小企業者
に対し、低利の融資を行う。

再生可能エネルギーの発電事業者を創出・育成するた

め、環境アセスメント等に係る費用や運転資金及び設備
導入にかかる資金を支援（融資）する。

低利融資
省エネ・創エネ機器への補助金と金融機関エコリフォー
ムローンとの連携

追加的な取組
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表 172 

 

 

図 178 

 

 

  

項目 区分 人口規模 措置を講じている
措置を講じる予定が
ある、検討している

措置を講じていない 無回答 対象団体数

31 1 14 1 47
12 1 7 0 20
12 1 34 0 47
3 0 34 0 37

58 3 89 1 151
100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

27 2 75 0 104
58 3 89 1 151

66.0% 2.1% 29.8% 2.1% 100.0%
60.0% 5.0% 35.0% 0.0% 100.0%
25.5% 2.1% 72.3% 0.0% 100.0%
8.1% 0.0% 91.9% 0.0% 100.0%

38.4% 2.0% 58.9% 0.7% 100.0%
100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

26.0% 1.9% 72.1% 0.0% 100.0%
38.4% 2.0% 58.9% 0.7% 100.0%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

66.0%

60.0%

25.5%

8.1%

38.4%

2.1%

5.0%

2.1%

0.0%

2.0%

29.8%

35.0%

72.3%

91.9%

58.9%

2.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

Q２-６（１）②地域金融機関等と連携した再生可能エネルギー事業への出資や融資などの金融上の措置

（n=151）

措置を講じている 措置を講じる予定がある、検討している 措置を講じていない 無回答
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③事業者を対象とする温室効果ガス排出量報告制度や地球温暖化対策計画書制

度の整備・運用状況 

事業者を対象とする諸制度の整備・運用状況について、「条例に基づく地球温

暖化対策計画書制度を導入している」が 34 団体（22.5％）と最も多かった。次

いで、「条例に基づく温室効果ガス排出量報告制度を導入している」が 31 団体

（20.5％）であった。 

 

表 173 

 

 

図 179 【再掲】 

 

 

  

団体数 割合

31 20.5%

8 5.3%

34 22.5%

5 3.3%

3 2.0%

25 16.6%

76 50.3%
上記のいずれも導入しておらず、今後の導入の
予定はない

事業者との協定に基づき地球温暖化対策の計
画書を提出させている

条例に基づき温室効果ガス排出量取引制度を
導入している

上記のいずれも導入していないが、今後の導入
に関心がある

事業者を対象とする諸制度の整備・運用状況

条例に基づく地球温暖化対策計画書制度を導
入している

条例に基づく温室効果ガス排出量報告制度を
導入している

事業者との協定に基づき温室効果ガス排出量
を報告させている

22.5%

20.5%

5.3%

3.3%

2.0%

16.6%

50.3%

条例に基づく地球温暖化対策計画書制度を導入して

いる

条例に基づく温室効果ガス排出量報告制度を導入し

ている

事業者との協定に基づき温室効果ガス排出量を報告

させている

事業者との協定に基づき地球温暖化対策の計画書を

提出させている

条例に基づき温室効果ガス排出量取引制度を導入し

ている

上記のいずれも導入していないが、今後の導入に関

心がある

上記のいずれも導入しておらず、今後の導入の予定

はない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

Q２-６（１）③事業者を対象とする温室効果ガス排出量報告制度や地球温暖化対策

計画書制度の整備・運用状況（n=151）
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団体区分別にみると、都道府県の導入割合が高く、それぞれ 24 団体（51.1%）

が「条例に基づく温室効果ガス排出量報告制度」および「条例に基づく地球温暖

化対策計画書制度」を導入していると回答した。 

 

表 174 

 

 
  

項目 区分 人口規模
条例に基づく温室効
果ガス排出量報告
制度を導入している

事業者との協定に
基づき温室効果ガス
排出量を報告させて

いる

条例に基づく地球温
暖化対策計画書制
度を導入している

事業者との協定に
基づき地球温暖化
対策の計画書を提

出させている
24 1 24 0
3 3 7 2
3 4 3 2
1 0 0 1

31 8 34 5
100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

7 7 10 5
31 8 34 5

51.1% 2.1% 51.1% 0.0%
15.0% 15.0% 35.0% 10.0%
6.4% 8.5% 6.4% 4.3%
2.7% 0.0% 0.0% 2.7%

20.5% 5.3% 22.5% 3.3%
100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

6.7% 6.7% 9.6% 4.8%
20.5% 5.3% 22.5% 3.3%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

項目 区分 人口規模

条例に基づき温室
効果ガス排出量取

引制度を導入してい
る

いずれも導入してい
ないが、今後の導
入に関心がある

いずれも導入してお
らず、今後の導入の

予定はない
対象団体数

3 2 13 47
0 4 5 20
0 10 31 47
0 9 27 37
3 25 76 151

100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

0 23 63 104
3 25 76 151

6.4% 4.3% 27.7% 100.0%
0.0% 20.0% 25.0% 100.0%
0.0% 21.3% 66.0% 100.0%
0.0% 24.3% 73.0% 100.0%
2.0% 16.6% 50.3% 100.0%

100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

0.0% 22.1% 60.6% 100.0%
2.0% 16.6% 50.3% 100.0%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 180 

 

 

  

51.1%

2.1%

51.1%

0.0%

6.4%

4.3%

27.7%

15.0%

15.0%

35.0%

10.0%

0.0%

20.0%

25.0%

6.4%

8.5%

6.4%

4.3%

0.0%

21.3%

66.0%

2.7%

0.0%

0.0%

2.7%

0.0%

24.3%

73.0%

20.5%

5.3%

22.5%

3.3%

2.0%

16.6%

50.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

条例に基づく温室効果ガス排出

量報告制度を導入している

事業者との協定に基づき温室効

果ガス排出量を報告させている

条例に基づく地球温暖化対策計

画書制度を導入している

事業者との協定に基づき地球温

暖化対策の計画書を提出させて

いる

条例に基づき温室効果ガス排出

量取引制度を導入している

いずれも導入していないが、今

後の導入に関心がある

いずれも導入しておらず、今後

の導入の予定はない

Q２-６（１）③事業者を対象とする温室効果ガス排出量報告制度や地球温暖化対策計画書制度

の整備・運用状況（n=151）

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151
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④その他取り組んでいるもの 

 その他取り組んでいるものについては、「次世代自動車の普及やエコドライブ

の推進」が 139 団体（92.1％）で最も多かった。次いで、「公共交通機関の利用

促進」が 124 団体（82.1％）、「国民運動「COOL CHOICE」の促進」が 107 団

体（70.9%）、「温室効果ガスの排出量がより少ない製品・役務の利用促進」が 104

団体（68.9%）であった。 

 

表 175 

 

  

団体数 割合

42 27.8%

25 16.6%

36 23.8%

26 17.2%

14 9.3%

27 17.9%

17 11.3%

74 49.0%

42 27.8%

65 43.0%

124 82.1%

104 68.9%

139 92.1%

74 49.0%
107 70.9%

5 3.3%
2 1.3%

その他取り組んでいるもの

事業者によるBATの導入や適切な運用改善の
促進

次世代自動車の普及やエコドライブの推進

省エネルギー住宅に対する財政上の支援
国民運動「COOL CHOICE」の促進
その他
取り組んでいない

再生可能エネルギーの安定的かつ効率的な需
給体制の構築のための多様な関係者の連携確
保

都市のコンパクト化や公共施設の再編等に合
わせた地域熱供給システムの導入等による効
率的なエネルギー利用の推進

再生可能エネルギーの導入及び活用に付随し
て生じる問題の未然防止・解消（景観の悪化、
騒音の発生、土地や水域の利用に係る権益へ
の影響等）
再生可能エネルギー関連施設の周辺住民の理
解の醸成

再生可能エネルギー関係事業者（例えば、農林
水産業者、温泉業者）等の協力を得るための地
域協議会の設置・運用

環境的に持続可能な資源調達並びに生態系及
び景観の保全についての適切な情報提供等

事業者による省エネ診断の積極的な受診の促
進

事業者によるコジェネレーションシステムの導
入の促進

事業者によるエネルギーマネジメントシステム
の整備等の促進

公共交通機関の利用促進
温室効果ガスの排出量がより少ない製品・役務
の利用促進



251 

図 181 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 再生可能エネルギーの導入促進（補助及び相談窓口設置等） 

 

 

  

92.1%

82.1%

70.9%

68.9%

49.0%

49.0%

43.0%

27.8%

27.8%

23.8%

17.9%

17.2%

16.6%

11.3%

9.3%

3.3%

1.3%

次世代自動車の普及やエコドライブの推進

公共交通機関の利用促進

国民運動「COOL CHOICE」の促進

温室効果ガスの排出量がより少ない製品・役務の利用促進

事業者による省エネ診断の積極的な受診の促進

省エネルギー住宅に対する財政上の支援

事業者によるエネルギーマネジメントシステムの整備等の促進

再生可能エネルギーの安定的かつ効率的な需給体制の構築のための多様

な関係者の連携確保

事業者によるコジェネレーションシステムの導入の促進

再生可能エネルギーの導入及び活用に付随して生じる問題の未然防止・解

消（景観の悪化、騒音の発生、土地や水域の利用に係る権益への影響等）

環境的に持続可能な資源調達並びに生態系及び景観の保全についての適

切な情報提供等

再生可能エネルギー関連施設の周辺住民の理解の醸成

都市のコンパクト化や公共施設の再編等に合わせた地域熱供給システムの

導入等による効率的なエネルギー利用の推進

事業者によるBATの導入や適切な運用改善の促進

再生可能エネルギー関係事業者（例えば、農林水産業者、温泉業者）等の協

力を得るための地域協議会の設置・運用

その他

取り組んでいない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q２-６（１）④その他取り組んでいるもの（n=151）
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２）地域の多様な課題に応える低炭素型の都市・地域づくりの推進への取組 

地域の多様な課題に応える低炭素型の都市・地域づくりの推進への取組では、

「環境教育・普及啓発、エリアマネジメント等をはじめとする民間団体の活動支

援」が 104 団体（68.9％）と最も多かった。次いで、「公共交通網の再構築」が

49 団体（32.5％）であった。 

 

表 176 

 
 

図 182 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 省エネルギー意識の啓発活動 

・ 地球温暖化防止活動推進センターの活用  

団体数 割合

17 11.3%

45 29.8%
49 32.5%

40 26.5%

39 25.8%

104 68.9%

8 5.3%

19 12.6%

その他

取り組んでいない

業務中心地区や工業団地等におけるCEMSや
地域熱供給の導入などの面的取組

都市のコンパクト化
公共交通網の再構築

スマートコミュニティの構築
まちづくりに参加する人づくり・ネットワークづくり
の促進

環境教育・普及啓発、エリアマネジメント等をは

じめとする民間団体の活動支援

低炭素型の都市・地域づくりの推進

68.9%

32.5%

29.8%

26.5%

25.8%

11.3%

5.3%

12.6%

環境教育・普及啓発、エリアマネジメント等をはじ

めとする民間団体の活動支援

公共交通網の再構築

都市のコンパクト化

スマートコミュニティの構築

まちづくりに参加する人づくり・ネットワークづくり

の促進

業務中心地区や工業団地等におけるCEMSや地

域熱供給の導入などの面的取組

その他

取り組んでいない

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-６（２）地域の多様な課題に応える低炭素型の都市・地域づくりの推

進（n=151）
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 団体区分別にみると、指定都市では「環境教育・普及啓発、エリアマネジメ

ント等をはじめとする民間団体の活動支援」をはじめ、全ての選択肢において

高い取組割合を示していることが特徴的であった。 

 

表 177 

 

 

 

  

項目 区分 人口規模

業務中心地区や工
業団地等における
CEMSや地域熱供
給の導入などの面

的取組

都市のコンパクト化
公共交通網の再構

築
スマートコミュニティ

の構築

5 13 10 15
8 10 8 12
2 16 20 10
2 6 11 3

17 45 49 40
100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

12 32 39 25
17 45 49 40

10.6% 27.7% 21.3% 31.9%
40.0% 50.0% 40.0% 60.0%
4.3% 34.0% 42.6% 21.3%
5.4% 16.2% 29.7% 8.1%

11.3% 29.8% 32.5% 26.5%
100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

11.5% 30.8% 37.5% 24.0%
11.3% 29.8% 32.5% 26.5%

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
都道府県

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

項目 区分 人口規模
まちづくりに参加す
る人づくり・ネット

ワークづくりの促進

環境教育・普及啓
発、エリアマネジメ

ント等をはじめとする
民間団体の活動支

援

その他 取り組んでいない 対象団体数

11 37 3 3 47
10 19 0 0 20
7 30 2 7 47

11 18 3 9 37
39 104 8 19 151

100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

28 67 5 16 104
39 104 8 19 151

23.4% 78.7% 6.4% 6.4% 100.0%
50.0% 95.0% 0.0% 0.0% 100.0%
14.9% 63.8% 4.3% 14.9% 100.0%
29.7% 48.6% 8.1% 24.3% 100.0%
25.8% 68.9% 5.3% 12.6% 100.0%

100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

26.9% 64.4% 4.8% 15.4% 100.0%
25.8% 68.9% 5.3% 12.6% 100.0%

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
都道府県

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合
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図 183 

 

  

10.6%

27.7%

21.3%

31.9%

23.4%

78.7%

6.4%

6.4%

40.0%

50.0%

40.0%

60.0%

50.0%

95.0%

0.0%

0.0%

4.3%

34.0%

42.6%

21.3%

14.9%

63.8%

4.3%

14.9%

5.4%

16.2%

29.7%

8.1%

29.7%

48.6%

8.1%

24.3%

11.3%

29.8%

32.5%

26.5%

25.8%

68.9%

5.3%

12.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務中心地区や工業団地等

におけるCEMSや地域熱供給

の導入などの面的取組

都市のコンパクト化

公共交通網の再構築

スマートコミュニティの構築

まちづくりに参加する人づく

り・ネットワークづくりの促進

環境教育・普及啓発、エリア

マネジメント等をはじめとす

る民間団体の活動支援

その他

取り組んでいない

Q２-６（２）地域の多様な課題に応える低炭素型の都市・地域づくりの推進（n=151）

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151
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３）地方公共団体との区域の枠を超えた協調・連携について 

①地方公共団体との広域的な協調・連携による地球温暖化対策に資する施策や

事業の取組状況について 

地方公共団体との区域の枠を超えた協調・連携については、「実施している」

団体が 38 団体（25.2％）であった。 

 

表 178 

 

 

図 184 【再掲】 

 

 

 団体区分別にみると、地方公共団体との区域の枠を超えた協調・連携の実施は、

指定都市で 10 団体（50.0％）、都道府県で 18 団体（38.8％）であった。 

  

団体数 割合

実施している 38 25.2%
予定がある、検討している 10 6.6%
予定がない 103 68.2%
無回答 0 0.0%

地方公共団体との広域的な協調・連携

25.2%

6.6%

68.2%

Q２-６（３）①他の地方公共団体との広域的な協調・連

携による地球温暖化対策に資する施策や事業の取組状況

（n=151）

実施している

予定がある、検討している

予定がない
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表 179 

 

 

図 185 

 

 

  

項目 区分 人口規模 措置を講じている
措置を講じる予定が
ある、検討している

措置を講じていない 無回答 対象団体数

18 2 27 0 47
10 0 10 0 20
6 7 34 0 47
4 1 32 0 37

38 10 103 0 151
100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

20 8 76 0 104
38 10 103 0 151

38.3% 4.3% 57.4% 0.0% 100.0%
50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 100.0%
12.8% 14.9% 72.3% 0.0% 100.0%
10.8% 2.7% 86.5% 0.0% 100.0%
25.2% 6.6% 68.2% 0.0% 100.0%

100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

19.2% 7.7% 73.1% 0.0% 100.0%
25.2% 6.6% 68.2% 0.0% 100.0%

施行時特例市
施行時特例市以上　計

都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

38.3%

50.0%

12.8%

10.8%

25.2%

4.3%

0.0%

14.9%

2.7%

6.6%

57.4%

50.0%

72.3%

86.5%

68.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

Q２-６（３）①他の地方公共団体との広域的な協調・連携による地球温暖化対策に資する施策や事業の取組状況

（n=151）

措置を講じている 措置を講じる予定がある、検討している 措置を講じていない 無回答
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②他の地方公共団体との広域的な協調・連携による地球温暖化対策に資する施

策や事業の内容について 

他の地方公共団体との広域的な協調・連携よる地球温暖化対策に資する施策

や事業の内容については、「自然的社会的条件の類似する地方公共団体間にお

いて共通して有効と思われる対策・施策の共同事業の実施」が 15 団体

（39.5％）と最も多かった。次いで、「連携中枢都市圏（相当な規模と中核性

を備える中心都市が近隣市町村と連携して形成する都市圏）における対策・施

策の連携・協調」が 12 団体（31.6％）であった。 

 

 

 

表 180 

 

 

  

団体数 割合

11 28.9%

15 39.5%

12 31.6%

2 5.3%

6 15.8%

14 36.8%

0 0.0%

再生可能エネルギー資源に富む中山間地域と
資金力に富む都市部との共同エネルギー事業

の実施

海外の地方公共団体との姉妹都市関係等に基
づく国際的な都市間連携による先進的な取組・

技術に係る情報共有

その他

取り組んでいない

地方公共団体との広域的な協調・連携の内容

自然的社会的条件の類似する地方公共団体間
において共通して有効と思われる対策・施策に

関する知見の共有

自然的社会的条件の類似する地方公共団体間
において共通して有効と思われる対策・施策の

共同事業の実施

連携中枢都市圏（相当な規模と中核性を備える

中心都市が近隣市町村と連携して形成する都
市圏）における対策・施策の連携・協調
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図 186 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 属する都道府県と市町村（特別区含む。）の連携による啓発活動や補助事業

の実施 

・ 近隣の市町村（特別区含む。）と連携したアクションプラン策定と活動の実

施 

・ 近隣の都道府県の連携による啓発活動や意見交換の実施 

 

  

39.5%

31.6%

28.9%

15.8%

5.3%

36.8%

0.0%

自然的社会的条件の類似する地方公共団体間において共通して

有効と思われる対策・施策の共同事業の実施

連携中枢都市圏（相当な規模と中核性を備える中心都市が近隣市

町村と連携して形成する都市圏）における対策・施策の連携・協調

自然的社会的条件の類似する地方公共団体間において共通して

有効と思われる対策・施策に関する知見の共有

海外の地方公共団体との姉妹都市関係等に基づく国際的な都市

間連携による先進的な取組・技術に係る情報共有

再生可能エネルギー資源に富む中山間地域と資金力に富む都市

部との共同エネルギー事業の実施

その他

取り組んでいない

0% 10% 20% 30% 40% 50%

Q２-６（３）②他の地方公共団体との広域的な協調・連携による地球温暖化対策に資する

施策や事業の内容（n=38）



259 

 団体区分別にみると、母数が小さいため参考的な扱いではあるが、「自然的

社会的条件の類似する地方公共団体間において共通して有効と思われる対策・

施策の共同事業の実施」では、施行時特例市の選択割合が高かった。また「連

携中枢都市圏（相当な規模と中核性を備える中心都市が近隣市町村と連携して

形成する都市圏）における対策・施策の連携・協調」では、指定都市の選択割

合が高かった。 

 

表 181 

 

  

項目 区分 人口規模

自然的社会的条件
の類似する地方公
共団体間において

共通して有効と思わ
れる対策・施策に関

する知見の共有

自然的社会的条件
の類似する地方公
共団体間において

共通して有効と思わ
れる対策・施策の共

同事業の実施

連携中枢都市圏（相
当な規模と中核性を
備える中心都市が

近隣市町村と連携し
て形成する都市圏）
における対策・施策

の連携・協調

再生可能エネル
ギー資源に富む中
山間地域と資金力
に富む都市部との
共同エネルギー事

業の実施

5 8 2 1
3 1 6 1
2 3 3 0
1 3 1 0

11 15 12 2
100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

6 7 10 1
11 15 12 2

27.8% 44.4% 11.1% 5.6%
30.0% 10.0% 60.0% 10.0%
33.3% 50.0% 50.0% 0.0%
25.0% 75.0% 25.0% 0.0%
28.9% 39.5% 31.6% 5.3%

100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

30.0% 35.0% 50.0% 5.0%
28.9% 39.5% 31.6% 5.3%

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

政令指定都市
中核市

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

都道府県

施行時特例市
施行時特例市以上　計

項目 区分 人口規模

海外の地方公共団
体との姉妹都市関

係等に基づく国際的
な都市間連携による
先進的な取組・技術

に係る情報共有

その他 取り組んでいない 対象団体数

1 9 0 18
4 3 0 10
1 1 0 6
0 1 0 4
6 14 0 38

100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

5 5 0 20
6 14 0 38

5.6% 50.0% 0.0% 100.0%
40.0% 30.0% 0.0% 100.0%
16.7% 16.7% 0.0% 100.0%
0.0% 25.0% 0.0% 100.0%

15.8% 36.8% 0.0% 100.0%
100,000人～
30,000人～99,999人
10,000人～29,999人
～9,999人
計

25.0% 25.0% 0.0% 100.0%
15.8% 36.8% 0.0% 100.0%

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

政令指定都市
中核市

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

都道府県

施行時特例市
施行時特例市以上　計



260 

図 187 

 

  

27.8%

44.4%

11.1%

5.6%

5.6%

50.0%

0.0%

30.0%

10.0%

60.0%

10.0%

40.0%

30.0%

0.0%

33.3%

50.0%

50.0%

0.0%

16.7%

16.7%

0.0%

25.0%

75.0%

25.0%

0.0%

0.0%

25.0%

0.0%

28.9%

39.5%

31.6%

5.3%

15.8%

36.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自然的社会的条件の類似する地方

公共団体間において共通して有効

と思われる対策・施策に関する知見

の共有

自然的社会的条件の類似する地方

公共団体間において共通して有効

と思われる対策・施策の共同事業

の実施

連携中枢都市圏（相当な規模と中

核性を備える中心都市が近隣市町

村と連携して形成する都市圏）にお

ける対策・施策の連携・協調

再生可能エネルギー資源に富む中

山間地域と資金力に富む都市部と

の共同エネルギー事業の実施

海外の地方公共団体との姉妹都市

関係等に基づく国際的な都市間連

携による先進的な取組・技術に係る

情報共有

その他

取り組んでいない

Q２-６（３）②他の地方公共団体との広域的な協調・連携による地球温暖化対策に資する施策

や事業の内容（n=38）

都道府県 n=18

政令指定都市 n=10

中核市 n=6

施行時特例市 n=4

【施行時特例市以上 計】 n=38
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（７）地方公共団体が講ずべき措置のうち「特に都道府県に期

待される役割」の中で、取り組んでいるもの 

地方公共団体が講ずべき措置のうち「特に都道府県に期待される役割」の中で

取り組んでいるものとしては、「地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・

改定及び計画に基づく取組が困難な市町村に対する技術的な助言」が 24 団体

（51.1％）で最も多かった。次いで、「管下の市町村における取組の優良事例の

情報収集」が 22 団体（46.8％）であった。 

 

表 182 

 

 

図 188 

 

団体数 割合

22 46.8%

18 38.3%

24 51.1%

11 23.4%

5 10.6%
6 12.8%取り組んでいない

地方公共団体が講ずべき措置

管下の市町村における取組の優良事例の
情報収集

管下の市町村における取組の優良事例の
他市町村への普及促進

実行計画の策定・改定及び計画に基づく

取組が困難な市町村に対する技術的な助
言

実行計画の策定・改定及び計画に基づく

取組が困難な市町村に対する人材育成
の支援等

その他

51.1%

46.8%

38.3%

23.4%

10.6%

12.8%

実行計画の策定・改定及び計画に基づく取組が

困難な市町村に対する技術的な助言

管下の市町村における取組の優良事例の情報

収集

管下の市町村における取組の優良事例の他市

町村への普及促進

実行計画の策定・改定及び計画に基づく取組が

困難な市町村に対する人材育成の支援等

その他

取り組んでいない

0% 20% 40% 60%

Q２-７地方公共団体が講ずべき措置「特に都道府県に期待される役

割」（n=47）
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＜その他の主な回答＞ 

・ 市町村（特別区含む。）への地球温暖化対策所管課担当者向け勉強会の開催 

・ 市町村（特別区含む。）への温暖化対策に関する情報提供や連絡会議の開催 
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（８）地方公共団体実行計画（区域施策編）の点検の実施状況 

１）地方公共団体実行計画（区域施策編）策定後の進捗確認状況 

計画の進捗確認状況については、「毎年実施する」が 250 団体（50.1％）と最

も多かった。次いで、「実施しておらず、予定もない」が 57 団体（11.4％）であ

った。 

 

表 183 

  

 

図 189 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 市独自では実施しておらず、他のプロジェクトによる公表データを参考とし

ている 

・ 内閣府 HP 環境モデル都市フォローアップ 取組評価にて公表している 

・ 実施はしているが点検については実施できていない 

 

  

団体数 割合

250 50.1%

22 4.4%

52 10.4%

57 11.4%

14 2.8%

104 20.8%無回答

進捗確認状況

毎年実施する

毎年ではないが、定期的に実施する

予定がある、検討している

実施しておらず、予定もない

その他

50.1%

4.4%

10.4%

11.4%

2.8%

20.8%

Q２-８（１）地方公共団体実行計画（区域施策編）策定後の進

捗確認状況（n=499）

毎年実施する

毎年ではないが、定期的に実施する

予定がある、検討している

実施しておらず、予定もない

その他

無回答
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団体区分別にみると、都道府県及び市町村（特別区含む。）のうち施行時特例

市以上の市では、９割以上が「毎年実施する」と回答している。 

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）では、人口規模が小さくなるに従

い、「毎年実施する」の割合が低くなる傾向が見られた。 

 

表 184 

 

 

図 190 【再掲】 

  

項目 区分 人口規模
毎年実施す

る

毎年ではな
いが、定期的
に実施する

予定がある、
検討している

実施しておら
ず、予定もな

い
その他 無回答 対象団体数

43 0 0 0 0 4 47
19 0 0 0 0 0 19
45 2 0 0 0 0 47
35 0 0 2 0 0 37

142 2 0 2 0 4 150
100,000人～ 56 6 12 8 4 16 102
30,000人～99,999人 40 10 28 16 7 30 131
10,000人～29,999人 11 1 5 17 2 21 57
～9,999人 1 3 7 14 1 33 59
計 108 20 52 55 14 100 349

207 22 52 57 14 100 452
250 22 52 57 14 104 499

91.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.5% 100.0%
100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
95.7% 4.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
94.6% 0.0% 0.0% 5.4% 0.0% 0.0% 100.0%
94.7% 1.3% 0.0% 1.3% 0.0% 2.7% 100.0%

100,000人～ 54.9% 5.9% 11.8% 7.8% 3.9% 15.7% 100.0%
30,000人～99,999人 30.5% 7.6% 21.4% 12.2% 5.3% 22.9% 100.0%
10,000人～29,999人 19.3% 1.8% 8.8% 29.8% 3.5% 36.8% 100.0%
～9,999人 1.7% 5.1% 11.9% 23.7% 1.7% 55.9% 100.0%
計 30.9% 5.7% 14.9% 15.8% 4.0% 28.7% 100.0%

45.8% 4.9% 11.5% 12.6% 3.1% 22.1% 100.0%
50.1% 4.4% 10.4% 11.4% 2.8% 20.8% 100.0%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

91.5%

100.0%

95.7%

94.6%

94.7%

54.9%

30.5%

19.3%

1.7%

30.9%

45.8%

50.1%

0.0%

0.0%

4.3%

0.0%

1.3%

5.9%

7.6%

1.8%

5.1%

5.7%

4.9%

4.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

11.8%

21.4%

8.8%

11.9%

14.9%

11.5%

10.4%

0.0%

0.0%

0.0%

5.4%

1.3%

7.8%

12.2%

29.8%

23.7%

15.8%

12.6%

11.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

3.9%

5.3%

3.5%

1.7%

4.0%

3.1%

2.8%

8.5%

0.0%

0.0%

0.0%

2.7%

15.7%

22.9%

36.8%

55.9%

28.7%

22.1%

20.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人）
n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人）
n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=499

Q２-８（１）地方公共団体実行計画（区域施策編）策定後の進捗確認状況（n=499）

毎年実施する 毎年ではないが、定期的に実施する 予定がある、検討している 実施しておらず、予定もない その他 無回答
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２）地方公共団体実行計画（区域施策編）における温室効果ガス排出量や対策効

果等の把握対象 

計画における温室効果ガス排出量や対策効果等の把握対象としては、「区域内

排出量の総量の変化」が 245 団体（90.1％）と最も多かった。次いで、「設定し

た目標の達成状況」が 201 団体（73.9％）であった。 

 

表 185 

 

 

図 191 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ エネルギー使用量の変化 

 

 団体区分別にみると、他の設問よりも団体区分間の差異は小さいが、「設定し

た目標の達成状況」について、施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）の人

口規模が小さくなるに従い、割合が低くなる傾向が見られた。 

温室効果ガス排出量や対策効果等の把握対象 団体数 割合
245 90.1%
201 73.9%
172 63.2%

3 1.1%
対策・施策の進捗状況等
その他

区域内排出量の総量の変化
設定した目標の達成状況

90.1%

73.9%

63.2%

1.1%

区域内排出量の総量の変化

設定した目標の達成状況

対策・施策の進捗状況等

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q２-８（２）温室効果ガス排出量や対策効果等の把握対

象（n=272）
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表 186 

 

 

図 192 【再掲】 

 

  

項目 区分 人口規模
区域内排出
量の総量の

変化

設定した目標
の達成状況

対策・施策の
進捗状況等

その他 対象団体数

43 36 31 1 43
18 16 16 1 19
47 37 31 0 47
34 28 20 0 35

142 117 98 2 144
100,000人～ 52 44 34 0 62
30,000人～99,999人 37 33 32 1 50
10,000人～29,999人 10 5 6 0 12
～9,999人 4 2 2 0 4
計 103 84 74 1 128

202 165 141 2 229
245 201 172 3 272

100.0% 83.7% 72.1% 2.3% 100.0%
94.7% 84.2% 84.2% 5.3% 100.0%

100.0% 78.7% 66.0% 0.0% 100.0%
97.1% 80.0% 57.1% 0.0% 100.0%
98.6% 81.3% 68.1% 1.4% 100.0%

100,000人～ 83.9% 71.0% 54.8% 0.0% 100.0%
30,000人～99,999人 74.0% 66.0% 64.0% 2.0% 100.0%
10,000人～29,999人 83.3% 41.7% 50.0% 0.0% 100.0%
～9,999人 100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0%
計 80.5% 65.6% 57.8% 0.8% 100.0%

88.2% 72.1% 61.6% 0.9% 100.0%
90.1% 73.9% 63.2% 1.1% 100.0%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

100.0%

83.7%

72.1%

2.3%

94.7%

84.2%

84.2%

5.3%

100.0%

78.7%

66.0%

0.0%

97.1%

80.0%

57.1%

0.0%

98.6%

81.3%

68.1%

1.4%

83.9%

71.0%

54.8%

0.0%

74.0%

66.0%

64.0%

2.0%

83.3%

41.7%

50.0%

0.0%

100.0%

50.0%

50.0%

0.0%

80.5%

65.6%

57.8%

0.8%

88.2%

72.1%

61.6%

0.9%

90.1%

73.9%

63.2%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区域内排出量の総量の変化

設定した目標の達成状況

対策・施策の進捗状況等

その他

Q２-８（２）温室効果ガス排出量や対策効果等の把握対象（n=272）

都道府県 n=43

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=35

【施行時特例市以上 計】 n=144

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=62

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=50

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=12

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=4

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=128

【市町村（特別区含む。） 計】 n=229

【都道府県・市区町村市町村（特別区含む。） 計】 n=272
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３）地方公共団体実行計画（区域施策編）における区域内の温室効果ガス排出量

や温室効果ガス削減のための取組結果の公表方法 

温室効果ガス排出量や温室効果ガス削減のための取組結果の公表方法は、「ホ

ームページで公表している」が 195 団体（71.7％）と最も多かった。次いで、

「環境報告書、環境白書等で公表している」が 153 団体（56.3％）であった。 

 

表 187 

 

 

図 193 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 選択肢以外の会議や委員会で公表している 

団体数 割合

ホームページで公表している 195 71.7%
広報誌で公表している 19 7.0%

環境報告書、環境白書等で公表している 153 56.3%
専用の冊子等を作成し公表している 30 11.0%

環境審議会で公表している 134 49.3%
議会報告で公表している 47 17.3%

記者発表をしている 14 5.1%
イベント展示などで公表している 11 4.0%

その他 25 9.2%
公表していない 11 4.0%
不明 3 1.1%

公表方法

71.7%

56.3%

49.3%

17.3%

11.0%

7.0%

5.1%

4.0%

9.2%

4.0%

1.1%

ホームページで公表している

環境報告書、環境白書等で公表している

環境審議会で公表している

議会報告で公表している

専用の冊子等を作成し公表している

広報誌で公表している

記者発表をしている

イベント展示などで公表している

その他

公表していない

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-８（３）実行計画（区域施策編）における温室効果ガス排出量や温

室効果ガス削減のための取組結果の公表方法（n=272）



268 

・ 内閣府による環境モデル都市フォローアップにて公表している 

・ 報道機関へ資料提供している 

＜公表していない理由＞ 

・ 中間見直し（平成 30 年度）にて公表するため 

・ 評価委員会で毎年進捗状況を報告し、意見をもらっているため 

・ 今年から計画期間となったため 

 

 団体区分別にみると、「ホームページで公表している」について、都道府県及

び指定都市は 100.0％実施していた。また、「ホームページで公表している」「環

境報告書、環境白書等で公表している」について、人口規模が小さくなるに従い、

実施割合が低くなる傾向が見られた。 

 

表 188 

 

  

項目 区分 人口規模
ホームページ
で公表してい

る

広報誌で公表
している

環境報告書、
環境白書等で
公表している

専用の冊子
等を作成し公
表している

環境審議会で
公表している

議会報告で公
表している

43 0 32 2 23 12
19 0 13 5 11 7
39 0 31 6 22 7
29 4 22 4 18 3

130 4 98 17 74 29
100,000人～ 38 7 32 4 30 13
30,000人～99,999人 23 6 20 6 27 4
10,000人～29,999人 4 1 2 2 2 1
～9,999人 0 1 1 1 1 0
計 65 15 55 13 60 18

152 19 121 28 111 35
195 19 153 30 134 47

100.0% 0.0% 74.4% 4.7% 53.5% 27.9%
100.0% 0.0% 68.4% 26.3% 57.9% 36.8%
83.0% 0.0% 66.0% 12.8% 46.8% 14.9%
82.9% 11.4% 62.9% 11.4% 51.4% 8.6%
90.3% 2.8% 68.1% 11.8% 51.4% 20.1%

100,000人～ 61.3% 11.3% 51.6% 6.5% 48.4% 21.0%
30,000人～99,999人 46.0% 12.0% 40.0% 12.0% 54.0% 8.0%
10,000人～29,999人 33.3% 8.3% 16.7% 16.7% 16.7% 8.3%
～9,999人 0.0% 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 0.0%
計 50.8% 11.7% 43.0% 10.2% 46.9% 14.1%

66.4% 8.3% 52.8% 12.2% 48.5% 15.3%
71.7% 7.0% 56.3% 11.0% 49.3% 17.3%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

項目 区分 人口規模
記者発表をし

ている

イベント展示
などで公表し

ている
その他

公表していな
い

不明 対象団体数

7 0 3 0 0 43
4 3 2 0 0 19
1 3 3 1 0 47
1 1 5 0 0 35

13 7 13 1 0 144
100,000人～ 0 1 6 2 1 62
30,000人～99,999人 1 1 4 4 1 50
10,000人～29,999人 0 0 2 2 1 12
～9,999人 0 2 0 2 0 4
計 1 4 12 10 3 128

7 11 22 11 3 229
14 11 25 11 3 272

16.3% 0.0% 7.0% 0.0% 0.0% 100.0%
21.1% 15.8% 10.5% 0.0% 0.0% 100.0%
2.1% 6.4% 6.4% 2.1% 0.0% 100.0%
2.9% 2.9% 14.3% 0.0% 0.0% 100.0%
9.0% 4.9% 9.0% 0.7% 0.0% 100.0%

100,000人～ 0.0% 1.6% 9.7% 3.2% 1.6% 100.0%
30,000人～99,999人 2.0% 2.0% 8.0% 8.0% 2.0% 100.0%
10,000人～29,999人 0.0% 0.0% 16.7% 16.7% 8.3% 100.0%
～9,999人 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 100.0%
計 0.8% 3.1% 9.4% 7.8% 2.3% 100.0%

3.1% 4.8% 9.6% 4.8% 1.3% 100.0%
5.1% 4.0% 9.2% 4.0% 1.1% 100.0%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 194 

  

100.0%

0.0%

74.4%

4.7%

53.5%

27.9%

16.3%

0.0%

7.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

68.4%

26.3%

57.9%

36.8%

21.1%

15.8%

10.5%

0.0%

0.0%

83.0%

0.0%

66.0%

12.8%

46.8%

14.9%

2.1%

6.4%

6.4%

2.1%

0.0%

82.9%

11.4%

62.9%

11.4%

51.4%

8.6%

2.9%

2.9%

14.3%

0.0%

0.0%

90.3%

2.8%

68.1%

11.8%

51.4%

20.1%

9.0%

4.9%

9.0%

0.7%

0.0%

61.3%

11.3%

51.6%

6.5%

48.4%

21.0%

0.0%

1.6%

9.7%

3.2%

1.6%

46.0%

12.0%

40.0%

12.0%

54.0%

8.0%

2.0%

2.0%

8.0%

8.0%

2.0%

33.3%

8.3%

16.7%

16.7%

16.7%

8.3%

0.0%

0.0%

16.7%

16.7%

8.3%

0.0%

25.0%

25.0%

25.0%

25.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

50.0%

0.0%

50.8%

11.7%

43.0%

10.2%

46.9%

14.1%

0.8%

3.1%

9.4%

7.8%

2.3%

66.4%

8.3%

52.8%

12.2%

48.5%

15.3%

3.1%

4.8%

9.6%

4.8%

1.3%

71.7%

7.0%

56.3%

11.0%

49.3%

17.3%

5.1%

4.0%

9.2%

4.0%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ホームページで公表している

広報誌で公表している

環境報告書、環境白書等で公

表している

専用の冊子等を作成し公表して

いる

環境審議会で公表している

議会報告で公表している

記者発表をしている

イベント展示などで公表している

その他

公表していない

不明

Q２-８（３）実行計画（区域施策編）における区域内の温室効果ガス排出量や温室効果ガス削減の

ための取組結果の公表方法（n=272）

都道府県 n=43

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=35

【施行時特例市以上 計】 n=144

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=62

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=50

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=12

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=4

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=128

【市町村（特別区含む。） 計】 n=229

【都道府県・市区町村市町村（特別区含む。） 計】 n=272
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４）地方公共団体実行計画（区域施策編）の直近の進捗状況について担当部局に

よる評価 

①評価の状況 

担当部局の評価は、「目標達成が困難な状況である」が 169 団体（61.5％）で

最も多く、「目標達成に向けて、順調に進んでいる」と回答した団体は 70 団体

（25.5％）にとどまった。 

 

表 189 

 

 

図 195 

 

 

  

団体数 割合
目標達成に向けて、順調に進んでいる 70 25.5%
目標達成が困難な状況である 169 61.5%
評価していない 36 13.1%
無回答 0 0.0%

担当部局による評価

25.5%

61.5%

13.1%

Q２-８（４）①地方公共団体実行計画（区域施策編）の直

近の進捗状況について担当部局による評価（n=275）

目標達成に向けて、順調に進んでいる

目標達成が困難な状況である

評価していない
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②目標達成に向けて順調に進んでいる主な要因 

目標達成に向けて、順調に進んでいる要因については「各部門における省エ

ネ・節電の定着」が 48 団体（68.6％）と最も多かった。次いで、「再生可能エネ

ルギー導入の拡大」が 39 団体（55.7％）であった。 

 

表 190 

 

 

図 196 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 太陽光発電システムの設置奨励金により、区域内における温室効果ガスの削

団体数 割合

32 45.7%

21 30.0%
39 55.7%
48 68.6%

17 24.3%

22 31.4%

9 12.9%
0 0.0%

自然災害・原発事故を契機とした環境意識の高

まり

市民生活・経済活動に伴うエネルギー需要の低
下（人口・世帯数の減少、企業・工場の減少・業

績不振等）

その他

目標達成に向けて順調に進んでいる主な要因

工場・事業所における設備の高効率化の進展

自動車等の低炭素化の進展
再生可能エネルギーの導入の拡大
各部門における省エネ・節電の定着

不明

68.6%

55.7%

45.7%

31.4%

30.0%

24.3%

12.9%

0.0%

各部門における省エネ・節電の定着

再生可能エネルギーの導入の拡大

工場・事業所における設備の高効率化の進展

市民生活・経済活動に伴うエネルギー需要の低下（人

口・世帯数の減少、企業・工場の減少・業績不振等）

自動車等の低炭素化の進展

自然災害・原発事故を契機とした環境意識の高まり

その他

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-８（４）②実行計画（区域施策編）で定める目標達成に向けて、事業が順調に進んで

いる主な要因（n=70）
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減が図られているため 

・ 区域の住民の省エネ意識が定着してきたため 

・ 工場や事業所におけるフロン類等の排出が削減されたため 

 

③目標達成が困難である主な要因 

目標達成が困難な状況である要因については、「電力排出係数の悪化」が 126

団体（74.6％）と最も多かった。次いで、「市民生活・経済活動に伴うエネル

ギー需要の増加（人口・世帯数の増加、企業・工場の増加・業績向上等）」が

90 団体（53.3％）であった。 

 

表 191 

 

 

図 197 

 

団体数 割合

126 74.6%

30 17.8%

90 53.3%

29 17.2%

34 20.1%

14 8.3%
0 0.0%

その他
不明

目標達成が困難である主な要因

電力排出係数の悪化

東日本大震災等の自然災害による影響

市民生活・経済活動に伴うエネルギー需要の増

加（人口・世帯数の増加、企業・工場の増加・業

績向上等）

普及啓発の進展の停滞
対策・施策（普及啓発を除く。）の進展の停滞・後

退

74.6%

53.3%

20.1%

17.8%

17.2%

8.3%

0.0%

電力排出係数の悪化

市民生活・経済活動に伴うエネルギー需要の増加（人

口・世帯数の増加、企業・工場の増加・業績向上等）

対策・施策（普及啓発を除く。）の進展の停滞・後退

東日本大震災等の自然災害による影響

普及啓発の進展の停滞

その他

不明

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-８（４）③実行計画（区域施策編）で定める目標の達成が困難である主な要因

（n=169）
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＜その他の主な回答＞ 

・ 算定方法の変更による排出量増加のため 

・ 算定方法の変更により目標達成可否の判断が困難なため 

・ 施設の建替えや増築、人口増加に伴う施設の利用時間の延長・拡大などに

よるエネルギー使用量が増加したため 
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５）地方公共団体実行計画（区域施策編）の推進過程で困っていること 

地方公共団体実行計画（区域施策編）の推進過程で困っていることについては、

「人員が不足している」が 296 団体（59.3％）と最も多かった。次いで、「対策・

施策の効果の見積もりや評価が難しい」が 277 団体（55.5％）、「住民に対する

普及啓発が難しい」が 261 団体（52.3％）であった。 

 

表 192 

 

 

  

団体数 割合

243 48.7%
296 59.3%
143 28.7%

126 25.3%
261 52.3%

230 46.1%

154 30.9%

277 55.5%

193 38.7%

71 14.2%
45 9.0%
48 9.6%

142 28.5%

59 11.8%

95 19.0%

15 3.0%
11 2.2%

財源が不足している
人員が不足している
他の部局の協力が得られにくい

事業者の理解や協力が得られにくい
住民に対する普及啓発が難しい

推進過程で困っていること

東日本大震災の影響が続いている
国のマニュアルが策定されていない

地球温暖化対策の優先度が低い

温室効果ガス排出量の算定方法が分からない

費用対効果が低い

地球温暖化対策に関する専門的知識が不足し
ている

最新の技術情報や知見が不足している

対策・施策の効果の見積もりや評価が難しい

有望な対策・施策が見つからない

補助金など弾力的な運用ができない

その他
上記に該当するものがない
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図 198 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 家庭部門において、自治体間の１世帯当たりのエネルギー使用量はばらつき

が大きく、按分法では正確に把握できないこと 

・ 按分方法による算出だと市の実態を反映しきれないこと 

・ 温室効果ガス排出量の推計は３年前のものが最新となるため、効果が見えづ

らいこと 

・ 電力自由化に伴い、区域内の電力消費量データを入手できないこと 

 

 

 団体区分別にみると、「人員が不足している」は団体区分別の差異が小さい

のに対して、「対策・施策の効果の見積もりや評価が難しい」「住民に対する普

及啓発が難しい」は、人口規模が小さくなるに従い、割合が低くなる傾向が見

られた。 

59.3%

55.5%

52.3%

48.7%

46.1%

38.7%

30.9%

28.7%

28.5%

25.3%

19.0%

14.2%

11.8%

9.6%

9.0%

3.0%

2.2%

人員が不足している

対策・施策の効果の見積もりや評価が難しい

住民に対する普及啓発が難しい

財源が不足している

地球温暖化対策に関する専門的知識が不足している

有望な対策・施策が見つからない

最新の技術情報や知見が不足している

他の部局の協力が得られにくい

地球温暖化対策の優先度が低い

事業者の理解や協力が得られにくい

費用対効果が低い

補助金など弾力的な運用ができない

温室効果ガス排出量の算定方法が分からない

国のマニュアルが策定されていない

東日本大震災の影響が続いている

その他

上記に該当するものがない

0% 20% 40% 60% 80%

Q２-８（５）実行計画（区域施策編）の推進過程で困っていること（n=499）
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表 193 

 

 
 

  

項目 区分 人口規模
財源が不
足している

人員が不
足している

他の部局
の協力が
得られにく

い

事業者の
理解や協

力が得られ
にくい

住民に対す
る普及啓発

が難しい

地球温暖
化対策に関
する専門的
知識が不
足している

最新の技
術情報や
知見が不
足している

対策・施策
の効果の
見積もりや
評価が難し

い

有望な対
策・施策が
見つからな

い

36 29 18 14 37 20 16 43 27
12 11 8 6 11 3 3 15 7
33 31 24 21 30 20 16 28 26
23 23 16 12 22 19 13 24 19

104 94 66 53 100 62 48 110 79
100,000人～ 57 61 30 31 62 54 36 70 45
30,000人～99,999人 44 73 25 27 66 67 38 67 48
10,000人～29,999人 23 35 14 9 19 25 18 19 17
～9,999人 15 33 8 6 14 22 14 11 4
計 139 202 77 73 161 168 106 167 114

207 267 125 112 224 210 138 234 166
243 296 143 126 261 230 154 277 193

76.6% 61.7% 38.3% 29.8% 78.7% 42.6% 34.0% 91.5% 57.4%
63.2% 57.9% 42.1% 31.6% 57.9% 15.8% 15.8% 78.9% 36.8%
70.2% 66.0% 51.1% 44.7% 63.8% 42.6% 34.0% 59.6% 55.3%
62.2% 62.2% 43.2% 32.4% 59.5% 51.4% 35.1% 64.9% 51.4%
69.3% 62.7% 44.0% 35.3% 66.7% 41.3% 32.0% 73.3% 52.7%

100,000人～ 55.9% 59.8% 29.4% 30.4% 60.8% 52.9% 35.3% 68.6% 44.1%
30,000人～99,999人 33.6% 55.7% 19.1% 20.6% 50.4% 51.1% 29.0% 51.1% 36.6%
10,000人～29,999人 40.4% 61.4% 24.6% 15.8% 33.3% 43.9% 31.6% 33.3% 29.8%
～9,999人 25.4% 55.9% 13.6% 10.2% 23.7% 37.3% 23.7% 18.6% 6.8%
計 39.8% 57.9% 22.1% 20.9% 46.1% 48.1% 30.4% 47.9% 32.7%

45.8% 59.1% 27.7% 24.8% 49.6% 46.5% 30.5% 51.8% 36.7%
48.7% 59.3% 28.7% 25.3% 52.3% 46.1% 30.9% 55.5% 38.7%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

項目 区分 人口規模

補助金など

弾力的な
運用がで
きない

東日本大
震災の影

響が続いて
いる

国のマニュ
アルが策定
されていな

い

地球温暖
化対策の
優先度が

低い

温室効果ガ
ス排出量の
算定方法

が分からな
い

費用対効
果が低い

その他
該当するも
のがない

対象団体数

14 9 7 15 4 7 3 0 47
5 4 3 6 1 2 0 0 19
7 8 15 22 2 14 1 0 47
7 8 7 14 5 11 1 0 37

33 29 32 57 12 34 5 0 150
100,000人～ 19 8 5 32 14 29 6 3 102
30,000人～99,999人 10 6 11 27 19 19 4 2 131
10,000人～29,999人 4 1 0 13 8 5 0 3 57
～9,999人 5 1 0 13 6 8 0 3 59
計 38 16 16 85 47 61 10 11 349

57 36 41 127 55 88 12 11 452
71 45 48 142 59 95 15 11 499

29.8% 19.1% 14.9% 31.9% 8.5% 14.9% 6.4% 0.0% 100.0%
26.3% 21.1% 15.8% 31.6% 5.3% 10.5% 0.0% 0.0% 100.0%
14.9% 17.0% 31.9% 46.8% 4.3% 29.8% 2.1% 0.0% 100.0%
18.9% 21.6% 18.9% 37.8% 13.5% 29.7% 2.7% 0.0% 100.0%
22.0% 19.3% 21.3% 38.0% 8.0% 22.7% 3.3% 0.0% 100.0%

100,000人～ 18.6% 7.8% 4.9% 31.4% 13.7% 28.4% 5.9% 2.9% 100.0%
30,000人～99,999人 7.6% 4.6% 8.4% 20.6% 14.5% 14.5% 3.1% 1.5% 100.0%
10,000人～29,999人 7.0% 1.8% 0.0% 22.8% 14.0% 8.8% 0.0% 5.3% 100.0%
～9,999人 8.5% 1.7% 0.0% 22.0% 10.2% 13.6% 0.0% 5.1% 100.0%
計 10.9% 4.6% 4.6% 24.4% 13.5% 17.5% 2.9% 3.2% 100.0%

12.6% 8.0% 9.1% 28.1% 12.2% 19.5% 2.7% 2.4% 100.0%
14.2% 9.0% 9.6% 28.5% 11.8% 19.0% 3.0% 2.2% 100.0%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計
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図 199 

  

  

76.6%

61.7%

38.3%

29.8%

78.7%

42.6%

34.0%

91.5%

63.2%

57.9%

42.1%

31.6%

57.9%

15.8%

15.8%

78.9%

70.2%

66.0%

51.1%

44.7%

63.8%

42.6%

34.0%

59.6%

62.2%

62.2%

43.2%

32.4%

59.5%

51.4%

35.1%

64.9%

69.3%

62.7%

44.0%

35.3%

66.7%

41.3%

32.0%

73.3%

55.9%

59.8%

29.4%

30.4%

60.8%

52.9%

35.3%

68.6%

33.6%

55.7%

19.1%

20.6%

50.4%

51.1%

29.0%

51.1%

40.4%

61.4%

24.6%

15.8%

33.3%

43.9%

31.6%

33.3%

25.4%

55.9%

13.6%

10.2%

23.7%

37.3%

23.7%

18.6%

39.8%

57.9%

22.1%

20.9%

46.1%

48.1%

30.4%

47.9%

45.8%

59.1%

27.7%

24.8%

49.6%

46.5%

30.5%

51.8%

48.7%

59.3%

28.7%

25.3%

52.3%

46.1%

30.9%

55.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

財源が不足している

人員が不足している

他の部局の協力が得られにくい

事業者の理解や協力が得られにくい

住民に対する普及啓発が難しい

地球温暖化対策に関する専門的知

識が不足している

最新の技術情報や知見が不足して

いる

対策・施策の効果の見積もりや評価

が難しい

Q２-８（５）実行計画（区域施策編）の推進過程で困っていること（n=499）１／２

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市区町村市町村（特別区含む。） 計】 n=499



278 

図 200 

 

 

  

57.4%

29.8%

19.1%

14.9%

31.9%

8.5%

14.9%

6.4%

0.0%

36.8%

26.3%

21.1%

15.8%

31.6%

5.3%

10.5%

0.0%

0.0%

55.3%

14.9%

17.0%

31.9%

46.8%

4.3%

29.8%

2.1%

0.0%

51.4%

18.9%

21.6%

18.9%

37.8%

13.5%

29.7%

2.7%

0.0%

52.7%

22.0%

19.3%

21.3%

38.0%

8.0%

22.7%

3.3%

0.0%

44.1%

18.6%

7.8%

4.9%

31.4%

13.7%

28.4%

5.9%

2.9%

36.6%

7.6%

4.6%

8.4%

20.6%

14.5%

14.5%

3.1%

1.5%

29.8%

7.0%

1.8%

0.0%

22.8%

14.0%

8.8%

0.0%

5.3%

6.8%

8.5%

1.7%

0.0%

22.0%

10.2%

13.6%

0.0%

5.1%

32.7%

10.9%

4.6%

4.6%

24.4%

13.5%

17.5%

2.9%

3.2%

36.7%

12.6%

8.0%

9.1%

28.1%

12.2%

19.5%

2.7%

2.4%

38.7%

14.2%

9.0%

9.6%

28.5%

11.8%

19.0%

3.0%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有望な対策・施策が見つからない

補助金など弾力的な運用ができない

東日本大震災の影響が続いている

国のマニュアルが策定されていない

地球温暖化対策の優先度が低い

温室効果ガス排出量の算定方法が

分からない

費用対効果が低い

その他

該当するものがない

Q２-８（５）実行計画（区域施策編）の推進過程で困っていること （n=499）２／２

都道府県 n=47

政令指定都市 n=19

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=150

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～） n=102

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～99,999人） n=131

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～29,999人） n=57

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人） n=59

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=349

【市町村（特別区含む。） 計】 n=452

【都道府県・市区町村市町村（特別区含む。） 計】 n=499
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（９）地方公共団体実行計画（区域施策編）の見直し 

１）国の地球温暖化対策計画を受けた地方公共団体実行計画（区域施策編）の策

定・改定の状況 

国の地球温暖化対策計画を受けた計画の策定・改定の状況は、「策定（・改定）

時期未定」が 1,201 団体（67.2%）と最も多かった。次いで、「計画期間終了時

に、国の計画策定を受けた改定を行う予定である」が 198 団体（11.1%）であっ

た。 

 

表 194 

  

 

図 201 【再掲】 

 

 

団体区分別にみると、都道府県及び施行時特例市以上の市では、おおよそ３割

以上が「（計画期間内であるが、）国の計画策定を受けた改定を検討している（又

は検討する予定である）」との回答であった。 

  

団体数 割合

112 6.3%

198 11.1%

12 0.7%

73 4.1%

1,201 67.2%

192 10.7%無回答

策定・改定時期未定

策定・改定の状況

（計画期間内であるが、）国の計画策定を
受けた改定を検討している（又は検討する
予定である）

計画期間終了時に、国の計画策定を受け
た改定を行う予定である

国の計画策定を受けて、策定・改定済み

である

過去に一度も策定したことがないが、国の

計画策定を受けた策定を予定している

6.3%

11.1%

0.7%

4.1%

67.2%

10.7%

Q２-９（１）国の地球温暖化対策計画を受けた実行計画（区域施策編）の策定・

改定の状況（n=1,788）

（計画期間内であるが、）国の計画策定を受けた改定を検

討している（又は検討する予定である）

計画期間終了時に、国の計画策定を受けた改定を行う予

定である

国の計画策定を受けて、策定・改定済みである

過去に一度も策定したことがないが、国の計画策定を受け

た策定を予定している

策定・改定時期未定

無回答
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表 195 

 
 

図 202 

 

 

また、国の地球温暖化対策計画を受けた計画の策定・改定年度については、「平

成 29 年度」が 80 団体（20.3%）と最も多かった。次いで、「平成 28 年度」が

78 団体（19.7%）であった。 

 

項目 区分 人口規模

（計画期間内である
が、）国の計画策定
を受けた改定を検討
している（又は検討
する予定である）

計画期間終了時
に、国の計画策定を
受けた改定を行う予

定である

国の計画策定を受
けて、策定・改定済

みである

過去に一度も策定し
たことがないが、国
の計画策定を受け

た策定を予定してい
る

策定・改定時期未定 無回答 対象団体数

20 18 4 0 4 1 47
7 7 4 1 1 0 20

21 21 0 0 4 1 47
11 19 1 0 6 0 37
59 65 9 1 15 2 151

100,000人～ 23 61 0 12 72 15 183
30,000人～99,999人 24 47 1 28 346 64 510
10,000人～29,999人 3 17 0 16 361 50 447
～9,999人 3 8 2 16 407 61 497
計 53 133 3 72 1,186 190 1,637

92 180 8 73 1,197 191 1,741
112 198 12 73 1,201 192 1,788

42.6% 38.3% 8.5% 0.0% 8.5% 2.1% 100.0%
35.0% 35.0% 20.0% 5.0% 5.0% 0.0% 100.0%
44.7% 44.7% 0.0% 0.0% 8.5% 2.1% 100.0%
29.7% 51.4% 2.7% 0.0% 16.2% 0.0% 100.0%
39.1% 43.0% 6.0% 0.7% 9.9% 1.3% 100.0%

100,000人～ 12.6% 33.3% 0.0% 6.6% 39.3% 8.2% 100.0%
30,000人～99,999人 4.7% 9.2% 0.2% 5.5% 67.8% 12.5% 100.0%
10,000人～29,999人 0.7% 3.8% 0.0% 3.6% 80.8% 11.2% 100.0%
～9,999人 0.6% 1.6% 0.4% 3.2% 81.9% 12.3% 100.0%
計 3.2% 8.1% 0.2% 4.4% 72.4% 11.6% 100.0%

5.3% 10.3% 0.5% 4.2% 68.8% 11.0% 100.0%
6.3% 11.1% 0.7% 4.1% 67.2% 10.7% 100.0%

団体数

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

割合

都道府県
政令指定都市
中核市
施行時特例市
施行時特例市以上　計

施行時特例市未満
の市町村（特別区含
む。）

市町村（特別区含む。）　計
都道府県・市町村（特別区含む。）　計

42.6%

35.0%

44.7%

29.7%

39.1%

12.6%

4.7%

0.7%

0.6%

3.2%

5.3%

6.3%

38.3%

35.0%

44.7%

51.4%

43.0%

33.3%

9.2%

3.8%

1.6%

8.1%

10.3%

11.1%

8.5%

20.0%

0.0%

2.7%

6.0%

0.0%

0.2%

0.0%

0.4%

0.2%

0.5%

0.7%

0.0%

5.0%

0.0%

0.0%

0.7%

6.6%

5.5%

3.6%

3.2%

4.4%

4.2%

4.1%

8.5%

5.0%

8.5%

16.2%

9.9%

39.3%

67.8%

80.8%

81.9%

72.4%

68.8%

67.2%

2.1%

0.0%

2.1%

0.0%

1.3%

8.2%

12.5%

11.2%

12.3%

11.6%

11.0%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 n=47

政令指定都市 n=20

中核市 n=47

施行時特例市 n=37

【施行時特例市以上 計】 n=151

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（100,000人～）
n=183

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（30,000人～

99,999人） n=510

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（10,000人～

29,999人） n=447

施行時特例市未満の市町村（特別区含む。）（～9,999人）
n=497

【施行時特例市未満の市町村（特別区含む。） 計】 n=1637

【市町村（特別区含む。） 計】 n=1741

【都道府県・市町村（特別区含む。） 計】 n=1788

Q２-９（１）国の地球温暖化対策計画（平成28年５月13日閣議決定）を受けた実行計画（区域施策編）

の策定・改定の状況（n=1,788）

（計画期間内であるが、）国の計画策定を受けた改定を検討している（又は検討する予定である）
計画期間終了時に、国の計画策定を受けた改定を行う予定である
国の計画策定を受けて、策定・改定済みである
過去に一度も策定したことがないが、国の計画策定を受けた策定を予定している
策定・改定時期未定
無回答
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表 196 

 

 

図 203 【再掲】 

 
 

  

団体数 割合
5 1.3%

78 19.7%

80 20.3%
65 16.5%
22 5.6%
76 19.2%

24 6.1%
19 4.8%

平成31年度
平成32年度

平成33年度
平成34年度以降

策定・改定年度
平成27年度以前
平成28年度

平成29年度
平成30年度

1.3%

19.7% 20.3%

16.5%

5.6%

19.2%

6.1%
4.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

QQ２-９（１）国の地球温暖化対策計画を受けた実行計

画（区域施策編）の策定・改定年度（n=395）
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２）地方公共団体実行計画（区域施策編）の各事項における中間見直しの対象 

計画の中間見直しの対象としている項目について、「目標値や取組内容」は 263

団体（52.7％）、「進行管理の仕組み」は 188 団体（37.7％）、「点検・評価結果の

公表」は 163 団体（32.7％）であった。 

 

表 197 

 

 

図 204 【再掲】 

 

 

  

目標値や取

組内容

進行管理の

仕組み

点検・評価結

果の公表

目標値や取

組内容

進行管理の

仕組み

点検・評価結

果の公表

対象としている 263 188 163 52.7% 37.7% 32.7%

対象としていない 77 132 141 15.4% 26.5% 28.3%

不明 98 115 130 19.6% 23.0% 26.1%

無回答 61 64 65 12.2% 12.8% 13.0%

割合団体数

52.7%

37.7%

32.7%

15.4%

26.5%

28.3%

19.6%

23.0%

26.1%

12.2%

12.8%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目標値や取組内容

進行管理の仕組み

点検・評価結果の公表

Q２-９（２）実行計画（区域施策編）の各事項における中間見直

しの対象（n=499）

対象としている 対象としていない 不明 無回答
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３）地方公共団体実行計画（区域施策編）の中間見直しの直近の予定 

計画の中間見直しの直近の予定は、「予定がない」が 256 団体（51.3％）で最

も多かった。 

 

表 198 

  

 

図 205 

 

 

また、中間見直しの直近の予定年度については、「平成 28 年度」が 39 団体

（27.9％）と最も多く、次いで「平成 29 年度」が 38 団体（27.1%）であった。 

 

表 199 

 

 

  

団体数 割合

予定がある 140 28.1%
予定がない 256 51.3%
不明 67 13.4%
無回答 36 7.2%

中間見直しの予定

28.1%

51.3%

13.4%

7.2%

Q２-９（３）実行計画（区域施策編）の中間見直

しの直近の予定（n=499）

予定がある

予定がない

不明

無回答

団体数 割合

39 27.9%

38 27.1%
20 14.3%

7 5.0%

28 20.0%
4 2.9%

2 1.4%

平成33年度

平成34年度以降

中間見直し年度

平成28年度

平成29年度
平成30年度

平成31年度

平成32年度
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図 206 

 

 

  

27.9% 27.1%

14.3%

5.0%

20.0%

2.9%
1.4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

Q２-９（３）実行計画（区域施策編）の中間見直しの直

近の予定年度（n=140）
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４）地方公共団体実行計画（区域施策編）における温室効果ガス排出量や対策効

果等の点検結果の公表以外の活用 

 計画における温室効果ガス排出量や対策効果等の点検結果の公表以外の活用

方法は、「審議会・委員会への報告資料としている」が 230 団体（46.1％）で

最も多かった。次いで、「地方公共団体実行計画（区域施策編）の見直しに活

用している」が 215 団体（43.1％）であった。 

 

表 200 

 

 

  

団体数 割合

23 4.6%

6 1.2%

215 43.1%

94 18.8%

77 15.4%

22 4.4%

230 46.1%

18 3.6%

12 2.4%

80 16.0%
34 6.8%

他の行政計画等の施策内容の検討材料
としている

国内機関（国や都道府県など）へ報告して
いる

海外機関へ報告している

実行計画（区域施策編）の見直しに活用し
ている

不明

一般市民、事業者向けの研修会等で情報

提供している

子どもへの環境教育材料として学校等に

配布している

審議会・委員会への報告資料としている
排出量が増加した部門に属する事業者や
業界団体等へ結果を報告し、取組の改善

を求めている
その他の方途に活用している

活用していない

点検結果の公表以外の活用
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図 207 【再掲】 

 

 

＜その他の主な回答＞ 

・ 改定時に活用する 

・ 庁内の環境対策の会議に報告し、情報共有を図っている 

・ 地域協議会で地球温暖化対策の点検・評価に活用している 

・ エネルギー対策関連の政策の方向付け、予算措置に活用している 

・ 排出量の多い部門に属する事業者や業界団体等からなる部会へ結果を報告

し、今後の取組み等への協議に活用している 

  

46.1%

43.1%

18.8%

15.4%

4.6%

4.4%

3.6%

1.2%

2.4%

16.0%

6.8%

審議会・委員会への報告資料としている

実行計画（区域施策編）の見直しに活用し

ている

他の行政計画等の施策内容の検討材料と

している

一般市民、事業者向けの研修会等で情報

提供している

国内機関（国や都道府県など）へ報告して

いる

子どもへの環境教育材料として学校等に配

布している

排出量が増加した部門に属する事業者や

業界団体等へ結果を報告し、取組の改善を

求めている

海外機関へ報告している

その他の方途に活用している

活用していない

不明

0% 10% 20% 30% 40% 50%

Q２-９（４）実行計画（区域施策編）における温室効果ガス排出

量や対策効果等の点検結果の公表以外の活用（n=499）


